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は じ め に 

 
 神戸市は、地方独立行政法人法第 28 条第２項第 1 号の規定に基づき、地方独立行政法人神戸市民病

院機構の令和５年度における業務の実績の全体について総合的に評価を実施した。 

評価に際しては、地方独立行政法人神戸市民病院機構評価委員会条例第２条第２号に基づき、地方独

立行政法人神戸市民病院機構評価委員会の評価に関する意見を聴取し、評価を行った。 
 

地方独立行政法人神戸市民病院機構評価委員会 委員名簿 

 氏   名 役  職  等 

委 員 長 松 尾  貴 巳 国立大学法人神戸大学 理事・副学長 

職務代理者 河 原  和 夫 国立大学法人東京医科歯科大学 名誉教授 

委  員 

伊 藤  文 代 医療法人社団洛和会 TQM 支援センター部長 

今別府  敏 雄 元 厚生労働省政策統括官 

沼 部  美由紀 株式会社クロシェホールディングス 代表取締役 

橋 本  佐与子 認定 NPO 法人 ささえあい医療人権センターCOML 理事 

堀 本  仁  士 一般社団法人 神戸市医師会会長 
 

全体評価 

 項目別評価（大項目評価及び小項目評価）の結果を踏まえ、年度計画及び中期計画の全体的な達成状

況について、記述式による評価を行う。 

大項目評価  

 Ｓ：中期目標・中期計画の達成に向けて、特に評価すべき進捗状況にある（全ての項目の評点が「３」

以上で、「５」の評点の項目がある） 

Ａ：中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる（全ての項目の評点が「３」以上である） 

Ｂ：中期目標・中期計画の達成に向けて概ね順調に進んでいる（全ての項目の評定が「２」以上で、

「３」以上の評点の割合が９割以上である） 

Ｃ：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている（全ての項目の評点が「２」以上で、「３」

以上の評点の割合が５割以上９割未満である） 

Ｄ：中期目標・中期計画の達成のためには大幅に遅れている又は重大な改善すべき事項がある（全て

の項目の評点が「２」以上でかつ「３」以上の評点の割合が５割未満、又は「１」の評点の項目

がある） 

小項目評価  

 ５：年度計画を十分に達成し、特筆すべき成果が得られている 

４：年度計画を十分に達成している 

３：年度計画を概ね達成している 

２：年度計画の達成に至っていない 

１：年度計画の達成に至っておらず、抜本的な改善を要する 
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令和５事業年度の業務実績に関する評価 

 

評価結果 

全体として年度計画を十分に達成し、中期計画の達成に向けて特に評価すべき進捗状況

にある。 

（大項目評価及び小項目評価） 

 
項  目 

 

小項目評価 
大項目評価 

５ ４ ３ ２ １ 

市民に対して提供するサービス
等の質の向上（７項目） 

1 項目 ３項目 ３項目   
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

中央市民病院（６項目） ２項目 １項目 ３項目   
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

西市民病院（６項目） １項目 ２項目 ３項目   
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

西神戸医療センター 
（６項目） 

１項目 ４項目 １項目   
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

神戸アイセンター病院 
（５項目） 

４項目 １項目    
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

業務運営の改善及び効率化 
（５項目） 

１項目 １項目 ３項目   
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

財務内容の改善（３項目）   ３項目   
Ａ 

順調に進んでいる 

その他業務運営に関する重要事
項を達成するためにとるべき措
置（１項目） 

 １項目    
Ａ 

順調に進んでいる 

 

【小項目評価】 

５：年度計画を十分に達成し、特筆すべき成果が得られている。 

４：年度計画を十分に達成している。 

３：年度計画を概ね達成している。 

２：年度計画の達成に至っていない。 

１：年度計画の達成に至っておらず、抜本的な改善を要する。 

 

【大項目評価】 

Ｓ：中期目標・中期計画の達成に向けて、特に評価すべき進捗状況にある（全ての項目の評点が「３」以上で、「５」

の評点の項目がある） 

Ａ：中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる（全ての項目の評点が「３」以上である） 

Ｂ：中期目標・中期計画の達成に向けて概ね順調に進んでいる（全ての項目の評定が「２」以上で、「３」以上の評点

の割合が９割以上である） 

Ｃ：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている（全ての項目の評点が「２」以上で、「３」以上の評点の割

合が５割以上９割未満である） 

Ｄ：中期目標・中期計画の達成のためには大幅に遅れている又は重大な改善すべき事項がある（全ての項目の評点が

「２」以上でかつ「３」以上の評点の割合が５割未満、又は「１」の評点の項目がある） 
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判断理由 

第３期中期目標期間の最終年度である令和５年度は、５月８日の新型コロナウイルス感染症

５類移行後も、引き続き市内の感染状況に応じて受入体制を確保し、市内の感染症対応の中心的

な役割を果たした。 

また、段階的に通常の医療提供体制への移行を図り、救急医療や小児・周産期医療、５疾病に

対する専門医療など、市民の生活に不可欠な医療について、法人全体では入院・外来とも、前年

度を大きく上回る患者に対して診療を実施し、「市民の生命と健康を守る」という使命のもと、

職員が一丸となって対応した。 

 

市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組み 

（新型コロナウイルス感染症への対応） 

 令和５年５月８日の同感染症５類移行後においても、中央市民病院は市内で唯一の第一種感染

症指定医療機関として重症患者を、西市民病院及び西神戸医療センターでは重症に近い中等症

患者や介助を必要とする感染症患者を中心に、３病院が連携して法人全体で年間 950 人の入院

患者を受け入れた。 

中央市民病院では、これまでの３年間で得た知見を基に感染症の特性を見極めた柔軟な病床

運用により、感染症対応と通常医療の提供の両立を図ったほか、神戸新聞社が発行した、コロナ

対応の記録誌の編纂に全面協力し、最前線における感染症との苦闘について記録として残した。 

西市民病院および西神戸医療センターでは、病棟における適切な感染対策を行ったうえで、一

般・救急病棟で患者受入を実施し、西市民病院では透析患者を含む陽性患者を、西神戸医療セン

ターでは陽性妊婦など、それぞれ中等症でもハイリスクとなる患者の受入を行った。 

神戸アイセンター病院では、陰圧化が可能な個室・手術室の確保を行い、新型コロナウイルス

感染症患者の眼科緊急手術に対応した。 

そのほか、各病院で作成している感染マニュアルに関しても、適宜見直しを行い、現状対応に

応じた内容に改訂した。 

 

（能登半島地震への対応） 

令和６年１月１日に発生した能登半島地震に伴い、中央市民病院より DMAT(※)を派遣したほ

か、中央市民病院、西市民病院、西神戸医療センターより医療スタッフを派遣し、病院や避難所

等における避難者への医療提供活動を行うなど、震災を乗り越えた経験に基づく災害医療の提

供に取り組んだ。 

(※) DMAT（Disaster Medical Assistance Team）：大地震及び航空機・列車事故といった災害時

に被災地に迅速に駆けつけ、救急治療を行うための専門的な訓練を受けた医療チーム。 

 

（中央市民病院） 

神戸市全域の基幹病院及び救命救急センターとして救急受入体制を確保し、厚生労働省が実

施する「全国救命救急センター評価」において総合評価で 10 年連続全国１位となった。また脳

卒中、小児科などの各種ホットラインの継続などにより、円滑な搬送及び受入を引き続き行った

結果、応需率を 94.1％まで回復させるなど、神戸市民最後の砦としての役割を果たした。 

 がん治療については、手術支援ロボットを活用した手術を継続したほか、CAR-T 細胞療法（※）

において新たな治療薬としてイエスカルタ®（※）を導入し、がん治療において多数の患者を受
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け入れた。 

 また、認知症の進行を遅らせる治療薬レカネマブ（※）について、承認前より対策チームを立

ち上げ、令和６年 1 月より外来予約を開始するなど、患者にとって最適な医療の提供に努めた。 

 市民への情報発信では、患者向け広報誌やホームページなどを用いた分かりやすい発信に努め

たほか、令和６年３月に開設 100 周年を迎えたことを契機に、広報紙ＫＯＢＥに特集記事を掲載

し、街中の大型スクリーンで記念動画を公開するなど、病院の取り組みや魅力の市民への周知に

努めた。 

 さらに、令和６年１月には、各病床の空き状況や患者情報などを自動的に収集し一元的に管理・

最適化を行う病床管理システム「ボリュームコントロールセンター」の一部運用を開始し、入院

患者の状況や各病棟の忙しさを踏まえたベッドコントロールの効率化を進めた。 

 

 （※）CAR-T 細胞療法：白血病やリンパ腫の一部に対する新たな治療法。白血球の一種であるＴ

細胞を遺伝子導入により改変し、患者に投与することで、患者自身の免疫システムを利用

してがんを攻撃する治療法。 

 （※）イエスカルタ®：CAR-T 細胞療法に用いる製剤。 

  （※）レカネマブ：認知症の専門診療を適切に行えるための基準を満たした医療機関でのみ使用

できる軽度認知症に対する新治療薬。 

 

（西市民病院） 

市街地西部（兵庫区、長田区、須磨区）の２次救急病院として、拡張した救急外来を活用する

とともに、救急受入状況の把握・分析を行い、過去最高（4,306 人）となる救急車を受け入れる

など、救急医療の提供体制の強化に取り組んだ。 

小児・周産期医療については、長田区で唯一の小児二次救急輪番体制を維持するとともに、

NIPT（※）受入病院として、他院受診中の妊婦にも対応できるようインターネット予約を通じた

非侵襲性出生前遺伝学的検査を実施、ハイリスク分娩・妊娠への対応を継続するなど、周産期医

療を安定的に提供した。 

 また、市内の認知症疾患医療センターとしては２番目となる令和６年３月に、レカネマブ治療

に向けた検査を開始するなど、本市の政策である「認知症の人にやさしいまちづくり」の推進に

寄与したほか、糖尿病地域連携パスの症例数が過去最高となるなど、高齢化の進む市街地西部の

中核病院として「治し・支える医療」の充実を図った。 

   さらには、地域のかかりつけ医での患者の待ち時間を短縮するため、西市民病院への紹介時の

日程調整について、患者からの直接電話予約を可能とすることで、患者サービスの向上だけでな

く、かかりつけ医の負担軽減にも寄与するなど、細やかな配慮により地域医療連携の強化に取り

組んだ。 

（※）NIPT：“非侵襲的出生前遺伝学的検査”のことで、胎児の染色体疾患の有無を検査する出生

前検査法。 

 

（西神戸医療センター） 

神戸西地域（西区、垂水区、須磨区）の２次救急病院として、近隣の消防署と意見交換会を実

施し、救急受入状況を共有・分析することで過去最高（5,243 人）となる救急車を受け入れるな

ど、地域における救急医療の充実を図った。 

小児・周産期医療では、救急外来で小児救急患者を毎日受け入れるとともに、小児救急輪番へ
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の参加を継続したほか、地域での対応が困難なハイリスクな分娩・妊娠への対応など、地域周産

期母子医療センターと同程度の機能を果たした。 

がん治療については、手術支援ロボットなどによる低侵襲な手術の提供や、リニアックでの

高精度放射線治療の割合を増加させるなど医療の質の向上を図ったほか、多職種で構成される

「緩和ケアセンター」による各患者への対応に取り組むなど、国指定の地域がん診療連携拠点

病院として総合的ながん診療を実施した。 

結核医療については、他の感染症を合併している患者等を隔離するため、一部個室化工事を

実施し、令和５年８月に供用を開始した。 

 

（神戸アイセンター病院） 

眼科の高度専門病院として、眼科領域の医療を網羅的に提供するとともに、24 時間 365 日体

制での眼科救急や、中央市民病院と連携し全身的な症状を有する眼疾患への対応を行ったほか、

法人初となる先進医療Ｂの承認を受けた遺伝性網膜ジストロフィーにおける遺伝子診断と遺伝

カウンセリングについて、令和５年８月に保険適用が実現するとともに、中央市民病院とともに

日本網膜硝子体学会から同検査結果を用いた遺伝子治療を行う治療実施施設として認定を受け

るなど、標準医療から高度専門医療まで質の高い医療を提供し、非常に高い患者満足度を達成し

た。 

 治験・臨床研究については、令和５年４月に３例目の網膜色素上皮（RPE）細胞凝集紐移植を

実施したことや、研究センターの体制の刷新、品質管理部門の新設など研究機能強化を図り、眼

科領域における次世代医療の開拓に取り組んだ。 

 また、患者の社会生活への円滑な復帰支援を進めることを目的とし、視覚障害者への支援を継

続したほか、連携大学院制度（※）を活用した大学院生の採用や国内外の他大学からの医師研修

生の受入を行ったほか、令和６年２月には、日本の医師免許を持たない外国人医師が、国内での

診療が可能となる臨床修練病院（※）の指定を受けるなど、診療・臨床研究を担う未来の医療人

材育成に努めた。 

 

（※）連携大学院制度：アイセンター病院医師が大学院の客員教員となり、大学院生に最先端の研

究教育や指導を実施する制度。 

（※）臨床修練制度：本来、日本で診療行為を行うことができない外国人医師が、特例で特定の病

院において指導医の下で２年間の医療行為が認められる。対象医療機関は、厚生労働省によ

り指定を受ける。 

 

業務運営の改善及び効率化に関する取組み 

長期化するコロナ禍において看護職員の確保に向けた活動が困難な中で、年度途中の採用選

考を年間通じて実施し、即戦力となる看護人材を確保したほか、学校訪問や病院見学会のオンラ

イン開催、「特別推薦選考」の増員や予定人数よりも多い採用を実施するなど、積極的な採用活

動により、令和６年度に必要となる人員体制を確保するとともに、看護師の離職防止に向けたワ

ーキングチームを立ち上げた。また、西市民病院および西神戸医療センターでは、患者のベッド

サイドでのケアを充実させる「セル看護提供方式」を一部導入し、患者の意図をくんだ先取りの

看護を実践するとともに、スタッフステーションと病室間の行き来による看護師の動線のムダ

を省くことで業務効率化を図り、看護の質の向上に努めた。 

 また、働き方改革の推進では、医師をはじめとした医療従事者の負担軽減のため、職種間の連
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携や、医師の事務作業を補助するクラーク（医師事務作業補助者）の配置等のタスクシフト・タ

スクシェアなどを進めた。さらに、RPA による定型の事務処理の自動化や、看護記録等の音声入

力など、ICT を活用した業務負担軽減や効率化に積極的に取り組み、ＤＸを活用した働き方改革

を推進し、職員の働きやすい環境の整備に努めた。 

そのほか、中央市民病院、西市民病院、西神戸医療センターにおいて、端末の不審な挙動を監

視するシステム等を導入するとともに、サイバー攻撃に対する訓練の実施や BCP の策定を行う

など、サイバー攻撃対策についてソフト・ハード両面において強化を図った。 

   

財務内容の改善に関する取組み 

令和５年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが５類感染症へ変

更され、通常の医療提供体制へ移行し、入院患者数・外来患者数とも回復傾向にあるものの、こ

れまでの診療制限の影響で紹介患者数が減少するなど、コロナ禍前の令和元年度と比較して、大

きく減少したままとなっている。（延入院患者数：令和元年度比約▲8.8％（43,676 人）、延外来

患者数：令和元年度比約▲13.8％（130,631 人）） 

さらに、世界情勢を背景としたエネルギー価格の高騰、経済・物価動向に伴う経費等の大幅な

増嵩等、病院を取り巻く経営環境は厳しさを増しており、同感染症対応への補助金の大幅減（前

年度比約▲87 億円）、や診療報酬上の特例が廃止されたこと、ＤＸ推進等に伴う減価償却費の増

等も影響し、経常損益は 44 億円の赤字、当期純損益は 45 億円の赤字、単年度資金収支は 71 億

円の赤字となった。 

このような厳しい状況の中でも、同感染症５類移行後においても引き続き同感染症患者の受入

を行うとともに、柔軟な病床運用で段階的に通常診療の回復を図りながら、地域連携の推進によ

り、紹介率・逆紹介率の向上に努めたことや、積極的な救急受入を行った結果、法人全体では入

院・外来合わせて前年度よりも約３％多くの患者に対応し、令和５年度決算における法人全体の

医業収益は前年度比で約 31 億円増加し、医業収支も約４億円改善した結果、医業収支比率は４

病院とも計画値を達成することとなった。 

また、第３期中期目標期間の黒字を原資として、前年度より引き続き法人内のＤＸを推進して

いく整備を順次行い、業務の効率化や、システムの一体的な整備によるコスト削減への道筋を立

てた。 

 

その他業務運営に関する重要事項を達成するために取るべき措置 

西市民病院の建替え再整備については、令和５年２月に策定した新西市民病院整備基本計画

に基づいた基本設計に取り組むなかで、患者相談から入退院支援までをシームレスに支援する

患者支援センターの具体的な内容や、複数の検査予約をワンストップで対応する予約センター

の設置を検討し、患者満足度の向上をめざすとともに、全市の新興感染症対応の強化として、感

染症病棟の可変的なスペースを取り入れ、新興感染症において平時から感染拡大時までフレキ

シブルに患者を受け入れるなど、病院機能を強化することを検討し、着実に準備を進めた。 

 

今後に向けての課題 

  令和６年４月より、医師の働き方改革が本格的にスタートし、医療を取り巻く環境は一層厳し

いものとなっている。引き続き、医療の質の維持・向上に努め、高い患者満足度を達成するとと

もに、優れた専門職の確保と人材育成を行い、医師の働き方改革を進め、職員の働きやすい環境

づくりを着実に進めていただきたい。 
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  また、ポストコロナにおける患者の受診動向が大きく変化し、入院患者数・外来患者数ともに

回復傾向にあるものの、コロナ禍前の令和元年度と比較して減少したままとなっていることや、

世界情勢を背景としたエネルギー価格の高騰、経済・物価動向に伴う経費等の大幅な増嵩等、病

院の経営環境は厳しく、財務状況については大きな課題であるが、ＤＸの活用も踏まえた柔軟な

病床運営や、地域包括ケアの推進も含めた地域医療機関との連携強化等により、入院・外来とも

より多くの患者への医療の提供を目指しながら、固定費の縮減にも留意し、持続可能な病院運営

を行うことで、引き続き、安心安全な医療の提供に努め、市民の生命と健康を守るという使命を

果たしていただきたい。 
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※ 理事長の任期は、 令和3年4月1日～令和７ 年3月31日， 理事の任期は， 令和5年4月1日～令和7年3月31日。

　  監事の任期は， 平成31年4月1日～理事長任期の末日を 含む事業年度についての財務諸表の承認日まで。

⑧職員数（ 令和6年3月31日現在）

常勤職員数 3, 585名（ 前年度よ り 84名増加） ※正規職員のほか， 任期付医師， 専攻医， 研修医を 含む。

平均年齢 35. 4歳,  法人への出向者数 417名， 非常勤職員数 510名

監　 事 非常勤 岡　 村 　  　 修
公認会計士・ 税理士（ 岡村修公認会計士税理士事務所）

平成27年4月　  監事就任（ 現職）

⑦会計監査人の名称及び報酬

会計監査人は有限責任 あずさ 監査法人であり 、 当該監査法人及び当該監査法人と 同一のネッ ト ワーク に属する 者に

対する 、 当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく 報酬の額は9百万円（ 消費税等を 除く 。 ） であり 、

非監査業務に基づく 報酬はない。

監　 事 非常勤 藤　 原　 正　 廣
弁護士（ 京町法律事務所）

平成21年4月　  監事就任（ 現職）

理　 事 非常勤 臨床研究推進 村　 上　 雅　 義

平成22年4月 　 先端医療振興財団（ 現: 神戸医療産業都市推進機構）
　 　 　 　 　 　   専務理事

平成29年11月  理事就任（ 現職）

理　 事 非常勤 江　 川　 幸　 二
令和5年4月　 　 神戸市看護大学長

令和5年4月  　 理事就任（ 現職）

理　 事 非常勤 小　 西　 郁　 生
令和2年4月　 　 独立行政法人国立病院機構京都医療セン タ ー名誉院長

令和3年4月　   理事就任（ 現職）

平成29年4月　  理事就任（ 現職）

理　 事 非常勤 千　 原　 和　 夫
平成26年4月　  兵庫県立加古川医療セン タ ー名誉院長

令和3年10月　  理事就任（ 現職）

理　 事 常　 勤
総務

法人本部
志　 水　 達　 也

令和5年4月 　  地方独立行政法人神戸市民病院機構
　 　 　 　 　 　 　 法人本部長（ 現職）

理　 事 非常勤 植　 村  武　 雄
平成27年6月　  小泉製麻株式会社会長

理　 事 常　 勤
神戸

アイ セン タ ー
病院

栗　 本　 康　 夫
平成18年4月 　 中央市民病院眼科部長

平成29年12月  神戸アイ セン タ ー病院長（ 現職）

理　 事 常　 勤
西神戸医療
セン タ ー

京　 極　 高　 久
令和2年4月 　 西神戸医療セン タ ー院長代行

令和3年4月 　  西神戸医療セン タ ー院長

地方独立行政法人 神戸市民病院機構の概要

１ 　 現況

①法人名　 　 　 　 　 　 地方独立行政法人神戸市民病院機構

②本部所在地　 　 　 　 神戸市中央区港島南町2丁目2番地

③設立年月日　 　 　 　 平成21年4月1日

④設立に係る 根拠法　 地方独立行政法人法（ 平成15年法律第118号）

理事長 常　 勤 橋　 本　 信　 夫

平成20年4月　  国立循環器病セン タ ー　 総長

平成22年4月　  独立行政法人国立循環器病研究センタ ー　 理事長

平成27年4月　  国立研究開発法人国立循環器病研究セン タ ー　 理事長

平成28年2月 　 地方独立行政法人神戸市民病院機構　 副理事長

平成29年4月　  地方独立行政法人神戸市民病院機構　 理事長（ 現職）

⑤資本金額　 　 　 　 　 14, 728, 534千円（ 全額神戸市出資）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 平成29年4月増資　 増資前5, 328, 534千円）

⑥役員の状況 （ 令和6年3月31日現在）

役　 職 担　 当 氏　 名 経　 歴

理　 事 常　 勤 西市民病院 中　 村　 一　 郎
平成29年10月　 神戸市立医療セン タ ー西市民病院院長代行

令和5年4月 　 神戸市立医療セン タ ー西市民病院長（ 現職）

理　 事 常　 勤 中央市民病院 木　 原　 康　 樹

平成28年4月　  国立大学法人広島大学　 副学長

令和元年10月　 神戸市立医療セン タ ー中央市民病院　 顧問

令和2年4月　   神戸市立医療セン タ ー中央市民病院長（ 現職）
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循環器内科
糖尿病・ 内分泌内科
腎臓内科
脳神経内科
消化器内科
呼吸器内科
血液内科
腫瘍内科
膠原病・ リ ウマチ内科
緩和ケア内科
感染症科
精神・ 神経科
小児科・ 新生児科
皮膚科
外科
移植外科
乳腺外科
心臓血管外科
呼吸器外科
脳神経外科
整形外科
形成外科
産婦人科
泌尿器科
眼科
耳鼻咽喉科
頭頸部外科
麻酔科
歯科
歯科口腔外科
病理診断科
放射線診断科
放射線治療科
リ ハビリ テーショ ン 科
救急部
総合内科

消化器内科
呼吸器内科
リ ウマチ・ 膠原病内科
血液内科
循環器内科
腎臓内科
糖尿病・ 内分泌内科
脳神経内科
総合内科
臨床腫瘍科
精神・ 神経科
小児科
外科
消化器外科
呼吸器外科
乳腺外科
脳神経外科
整形外科
血管外科
皮膚科
泌尿器科
産婦人科
眼科
耳鼻咽喉科
歯科口腔外科
病理診断科
放射線科
麻酔科
リ ハビリ テーショ ン 科

救急科
総合内科
脳神経内科
腎臓内科
糖尿病・ 内分泌内科
免疫血液内科
循環器内科
消化器内科
呼吸器内科
腫瘍内科
緩和ケア内科
精神神経科
小児科
外科・ 消化器外科
乳腺外科
整形外科
脳神経外科
呼吸器外科
皮膚科
泌尿器科
産婦人科
眼科
耳鼻いんこ う 科
形成外科
リ ハビリ テーショ ン科
放射線診断科
放射線治療科
麻酔科
病理診断科
歯科口腔外科

眼科

稼　 働
病床数

768床( う ち 感染症10床， 精神身
体合併症病棟8床)

358床 470床( う ち 結核病床45床) 30床

診 療 科

卒後臨床研修評価機構認定施設 認知症疾患医療セン タ ー 卒後臨床研修評価機構認定施設

許　 可
病床数

768床( う ち 感染症10床， 精神身
体合併症病棟8床)

358床 470床( う ち 結核病床45床) 30床

所 在 地
神戸市中央区港島南町2丁目
1番地の1

神戸市長田区一番町2丁目
4番地

神戸市西区糀台5丁目7番地1
神戸市中央区
港島南町2丁目
1番地の8

主な役割
及　 び
機　 能

救命救急セン タ ー指定病院

地域医療支援病院 病院機能評価認定施設 病院機能評価認定施設

病院機能評価認定施設 卒後臨床研修評価機構認定施設 結核指定医療機関

臨床研修指定病院 神戸市災害対応病院 神戸市災害対応病院

災害拠点病院 在宅医療の支援 在宅医療の支援 国家戦略特区
指定

地域がん診療連携拠点病院 臨床研修指定病院 臨床研修指定病院

2次救急対応 2次救急対応 眼科領域にお
ける 高水準の
医療を 行う 中
核病院

総合周産期母子医療センタ ー
がん診療連携拠点病院に準じ る
病院

地域がん診療連携拠点病院

第1・ 2種感染症指定医療機関 地域医療支援病院 地域医療支援病院

⑧各病院の概要 （ 令和6年3月31日現在）

項　 目 中 央 市 民 病 院 西 市 民 病 院 西神戸医療センタ ー
神戸アイ セン

タ ー病院
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Ｄ 　 Ｘ 　 推　 進　 室

神戸市立医療センタ ー
中央市民病院

診療科， 事務局等

神戸市立医療センタ ー
西市民病院

診療科， 事務局等

理
　
事
　
長

理
　
事

法　 人　 本　 部 経　 営　 企　 画　 室

コ ン プラ イ アン ス
推進室

神戸市立
西神戸医療セン タ ー

診療科， 事務局等

神戸市立
神戸アイ センタ ー病院

診療科， 事務局等

令和2年10月 【 西】 地域包括ケア病棟（ 37床） について急性期一般病棟へ機能転換

令和2年11月 【 中央】 新型コ ロ ナウイ ルス感染症病棟（ 臨時病棟） 運用開始

⑩組織図

令和5年2月 【 西神戸】 結核病床50床から 45床へ変更許可、 病床数470床へ（ 一般病床425床， 結核病床45床）

新 病 院 整 備 室
監　 事

令和5年9月 【 中央/西/西神戸/アイ センタ ー】 紹介受診重点医療機関と し て承認

平成29年12月 【 アイ セン タ ー】 神戸アイ センタ ー病院の開設（ 一般病床30床）

平成30年10月 【 西】 認知症疾患医療セン タ ーに指定

令和2年4月 【 中央】 兵庫県新型コ ロナウイ ルス感染症重症等特定病院に指定

平成29年4月 【 西神戸】 西神戸医療セン タ ーの神戸市民病院機構への移管（ 一般病床425床， 結核病床50床）

平成29年7月 【 西】 地域包括ケア病棟（ 37床） 開設

平成29年11月
【 中央】 先端医療セン タ ー病院の中央市民病院への統合
　 　 　 　 （ 一般病床750床， 感染症病床10床， ＭＰ Ｕ 8床， 計768床）

平成28年5月 【 中央】 第2救急病棟運用開始

平成28年8月
【 中央】 北館・ 研修棟新築竣工， ＭＰ Ｕ （ 精神科身体合併症病棟） 開設
　 　 　 　 （ 一般病床690床， 感染症病床10床， ＭＰ Ｕ 8床， 計708床）

平成29年3月 【 西】 東館増築工事竣工

平成25年4月 【 中央】 総合周産期母子医療セン タ ーに指定

平成25年11月 【 西】 地域医療支援病院と し て承認

平成27年1月 【 西】 神戸市災害対応病院に指定

平成23年7月 【 中央】 中央区港島南町に新築移転（ 一般病床690床， 感染症病床10床， 計700床）

平成23年10月 【 西】 歯科臨床研修指定病院に指定 

平成24年4月 【 西】 兵庫県がん診療連携拠点病院に準ずる 病院に認定

平成23年2月 【 中央】 新中央市民病院（ 中央区港島南町） 建築工事竣工

⑨沿革

平成21年4月 【 中央/西】 地方独立行政法人神戸市民病院機構へ移行

平成21年12月 【 中央】 地域医療支援病院と し て承認
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２ 　 神戸市民病院機構の目標

  神戸市立医療センタ ー中央市民病院は市全域の基幹病院と し て， 神戸市立医療センタ ー西市民病院は市街地西部の中核病院
と し て， 神戸市立西神戸医療セン タ ーは神戸西地域の中核病院と し て， 神戸市立神戸アイ セン タ ー病院は眼科領域における 高
水準の医療を 行う 中核病院と し て， こ れまでも 医療機能に応じ て地域医療機関と の連携を 図り ， 患者の立場に立っ て， 市民の
生命と 健康を 守る と いう 役割を 果たし てき た。 今日， 病院を 取り 巻く 環境が急激に厳し さ を 増す中にあっ て， 市民病院と し て
の医療を 市民・ 患者のニーズに応じ て提供する ためにも ， 今まで以上に機動性， 柔軟性及び透明性を 高め， より 効率的な病院
運営を 行う 必要がある 。 こ のため， 市民病院の基本理念を 継承し ， 地域医療機関と の連携及び役割分担のも と で， 引き 続き ，
救急医療や高度・ 先進医療等の政策的医療も 含め質の高い医療を 安全に市民に提供する と いう 公的使命を 果たすと と も に， 地
方独立行政法人制度の特徴を 生かし ， 最大限の努力による 市民・ 患者へのサービ スの向上と 効率的な病院運営を 行う 。
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0. 6

医業収支比率
（ ％）

96. 4 98. 8 99. 1 2. 7

アイ
セン タ ー

病院

経常収支比率
（ ％）

100. 2 100. 5 100. 8

▲ 2. 3

医業収支比率
（ ％）

86. 8 86. 8 90. 3 3. 5

西神戸
医療

セン タ ー

経常収支比率
（ ％）

95. 1 98. 9 92. 8

▲ 2. 3

医業収支比率
（ ％）

83. 4 83. 6 88. 3 4. 9

西
市民
病院

経常収支比率
（ ％）

93. 0 105. 9 90. 7

▲ 0. 6

医業収支比率
（ ％）

86. 0 91. 8

法人
全体

経常収支比率
（ ％）

95. 9 106. 1 94. 7 ▲ 1. 2

90. 7 4. 7

中央
市民
病院

経常収支比率
（ ％）

96. 9 109. 4 96. 3

医業収支比率
（ ％）

86. 1 89. 6 90. 5 4. 4

全体的な状況

１ 　 総括

　 令和５ 年度は、 ５ 月８ 日の５ 類移行後も 市民病院機構の全職員が一丸と なっ て新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対応し 、 神戸市
の同感染症対応の中核的な役割を 担う と と も に、 市民病院と し ての役割を 発揮する ため、 救急医療・ 災害医療、 小児・ 周産期
医療、 ５ 疾病に対する 専門医療の提供、 地域包括ケアシステム推進への貢献を 行っ た。
　 救急医療については、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症患者を 受け入れながら 、 安定し た救急医療体制を 構築し 、 各病院の機能と
役割に応じ た救急医療を 提供し た。 中央市民病院では、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の重症・ 中等症患者の受け入れを 継続する
ほか、 日本屈指の救命救急センタ ーと し ての役割を 発揮し 、 厚生労働省より 発表さ れた「 全国救命救急セン タ ー評価」 におい
て、 評価対象と なる全45項目で満点を 獲得し 、 10年連続で１ 位に選ばれた。 西市民病院及び西神戸医療セン タ ーにおいても 、
軽症・ 中等症の新型コ ロ ナウイ ルス感染症患者の受け入れを 行いながら 地域の患者を 24時間受け入れる 救急医療体制を 提供
し 、 昨年度を 上回る救急車搬送患者を 受け入れた。 また、 災害医療については、 それぞれの病院で平時よ り Ｂ Ｃ Ｐ （ 事業継続
計画） を 意識し た訓練等に取り 組み、 危機対応能力の向上を 図っ た。 令和６ 年１ 月１ 日に発生し た能登半島地震へは中央市民
病院よ り Ｄ ＭＡ Ｔ （ 災害派遣医療チーム） を 派遣を 行い、 さ ら に中央市民病院、 西市民病院、 西神戸医療センタ ーよ り 複数回
にわたり 医療スタ ッ フ の派遣を 行っ た。
　 小児・ 周産期医療においては、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響によ り 分娩件数や小児患者数はコ ロ ナ以前の水準と 比較す
れば減少し たも のの、 地域医療機関と の連携及び役割分担のも と 、 市民が安心し て子供を 産み育てら れる よ う に、 質の高い小
児・ 周産期医療を 提供し た。
　 ５ 疾病に対する 専門医療の提供では、 地域医療機関と の役割分担及び連携のも と 、 各病院が有する医療機能に応じ て、 ５ 疾
病（ がん、 脳卒中、 心血管疾患、 糖尿病及び精神疾患） に対応し た専門医療を 提供し た。
　 地域包括ケアシステム推進への貢献と し ては、 中央市民病院、 西市民病院、 西神戸医療セン タ ーは地域医療支援病院と し
て、 各病院の役割に応じ た患者の紹介・ 逆紹介を 行う と と も に患者が安心し て地域で療養でき る よ う に、 地域の在宅診療医や
介護施設、 訪問看護ステーショ ン 等と の顔の見える 連携を 強化し た。
　 優れた専門職の確保と 人材育成では、 Ｗｅ ｂ 説明会や面接を 継続する と と も に、 現地での見学会やイ ン タ ーン シッ プを 行
い、 今後の神戸市民病院機構を 担う 新卒世代の職員に加え、 即戦力と し て活躍でき る人材の確保にも 努めた。 また、 ワーク ラ
イ フ バラ ン スの確保に向け、 休暇制度の整備や院内保育所・ 病児保育室等の運営を 継続し た。
　 効率的な業務運営体制の構築については、 機構内における情報共有を 図り 、 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ を 意識し た取り 組みを 進めた。 毎月の
常任理事会や四半期ごと の理事会における 月次決算や決算見込、 新型コ ロナウイ ルス感染症への対応等の報告において、 病院
ごと の運営状況を 把握すると と も に、 課題が発見さ れた際は迅速な対応を 行っ た。
　 また、 市民の命と 健康を 守る役割を 果たし ていく ために、 引き 続き 、 経営改善や医療スタ ッ フ の働き 方改革に取り 組んだほ
か、 医療Ｄ Ｘ の推進や医療機器の更新などの患者サービス・ 医療機能の向上に繋がる事業への投資を 計画的に実施し た。
　 令和５ 年度は医業収支は好転し たも のの、 補助金の減少が大き く 、 機構全体で経常損益は▲44. 3億円（ 中央： ▲17. 8億円、
西： ▲12. 1億円、 西神戸： ▲14. 6億円、 アイ ： 0. 2億円） の赤字と なり 、 当期純損益は▲45. 2億円と なっ た。
　 今後も 各病院それぞれが情勢の変化に対し て適確に対応する こ と で引き 続き 経営改善に努めていく 。

目標値

項目
令和５ 年度

目標値
令和４ 年度

実績値
令和５ 年度

実績値
目標差
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・

— 1, 395人 —438, 283人 — — — —

※　 入院患者総数には， 市外受入患者及び他院から 転院し た患者を 含む。
※　 令和５ 年５ 月７ 日時点の入院患者総数累計は4, 949人

（ 参考） 神戸市の発生状況 令和５ 年５ 月７ 日時点

患者発生総数 入院患者総数 入院中 宿泊療養施設 自宅療養 入院調整中 死亡 治癒

1, 586人 ( 212人)

計 134床 5, 851人 ( 950人) 479人 ( 31人) 5, 356人 ( 930人)

西神戸医療セン タ ー 45床 1, 675人 ( 210人) 89人 ( 4人)

2, 550人 ( 455人)

西市民病院 43床 1, 375人 ( 275人) 148人 ( 13人) 1, 220人 ( 263人)

中央市民病院 46床 2, 801人 ( 465人) 242人 ( 14人)

（ R5年度）

全体的な状況

２ 　 新型コ ロナウイ ルス感染症への対応

　 ５ 類移行後も 中央市民病院は市内で唯一の新型コ ロ ナウイ ルス感染症重症等特定病院と し て、 重症・ 中等症患者を 中心に医
療を 提供し た。 西市民病院、 西神戸医療センタ ーにおいては、 発生状況に応じ 専用病棟を 設置し 、 軽症・ 中等症患者の受け入
れを 行っ た。 アイ セン タ ー病院では、 Ｐ Ｃ Ｒ 検査体制の継続や陰圧化が可能な個室・ 手術室の確保を 行い、 新型コ ロ ナウイ ル
ス感染症患者の眼科緊急手術に対応し た。
　 また、 中央市民病院では、 発症予防を 目的と し た中和抗体薬投与及び重症化予防のための経口抗ウイ ルス剤投与を 継続し 、
令和５ 年10月よ り 病床運用を 見直し 南館５ 階病棟での患者受け入れを 開始し た。 西市民病院では引き 続き 発熱外来を 運営し 発
熱患者を 受け入れ、 また、 一般・ 救急病棟で透析患者を 含む陽性患者を 受け入れた。 西神戸医療センタ ーでは引き 続き 専用外
来の体制を 維持し 、 救急病棟でコ ロ ナ患者を 受け入れると と も に、 院内でコ ロ ナ患者が発生し た場合は各病棟で対応する よ う
運用を 変更、 適切な感染対策を 維持し つつ柔軟な受け入れを 行っ た。 また、 コ ロ ナ対応の経験を 踏まえ、 感染症対策にかかる
整備と し て救急病棟改修工事に向けて、 令和５ 年度は設計等の整備に向けた準備を 行っ た。

入院患者の状況 令和６ 年３ 月28日時点

病院
コ ロ ナ受入病床

最大確保時

入院患者総数 退院等（ 死亡） 退院等（ 治癒等）

累計 （ R5年度） 累計 （ R5年度） 累計
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全体的な状況

３ 　 大項目ごと の概要

第１ 　 市民に対し て提供するサービスその他の業務の質の向上に関する 目標を達成するためと るべき 措置
　 市民に対し て提供するサービスについては、 地域医療機関と の役割分担・ 連携のも と 、 それぞれの病院が共通し て、 救急医
療・ 災害医療、 小児・ 周産期医療、 ５ 疾病に対する専門医療の提供、 地域包括ケアシステム推進への貢献を行っ た。
　 中央市民病院は、 引き 続き 重症・ 中等症患者を 中心に新型コ ロナウイ ルス感染症患者を 受け入れ、 また、 厚生労働省より 発
表さ れた「 全国救命救急センタ ー評価」 において、 評価対象と なる 全45項目で満点を 獲得し 、 10年連続で１ 位に選ばれた。 が
ん治療については、 手術支援ロボッ ト による身体への負担が少ない手術や化学療法、 がんゲノ ム医療等の活用、 難治性のがん
治療Ｃ Ａ Ｒ －Ｔ 細胞療法など患者に最適な医療の提供に積極的に取り 組んだ。 また、 神戸医療産業都市の中核機関と し て高度
専門病院と の連携を 継続すると と も に、 治験・ 臨床研究の更なる推進や医療ニーズ発表会への参加、 共同研究に向けた企業と
の調整を 進めた。 市内唯一の第一種感染症指定医療機関と し て、 市、 県及び地域医療機関と 連携を 図り ながら 、 速やかに患者
を 受け入れら れる体制を 整備し 、 市民の安全を 確保するよう 取り 組み、 市民病院と し ての役割を果たし た。
　 西市民病院では、 新型コ ロナウイ ルス感染症発生状況に応じ た病床運営のも と 救急医療の提供を 継続し 、 救急外来患者数及
び救急車搬送受入件数が大幅に増加し た。 また、 リ スク の高い分娩にも 対応し た周産期医療や地域における小児救急医療を 安
定的に提供すると と も に、 Ｎ Ｉ Ｐ Ｔ 受入病院と し て、 非侵襲性出生前遺伝学的検査を 引き 続き 行っ た。 認知症患者の対応につ
いては、 認知症鑑別診断や講演会等を 通し 、 神戸市の政策である「 認知症の人にやさ し いまち づく り 」 に寄与し た。 さ ら に、
生活習慣病患者の重症化予防に向けた取り 組みと し て、 地域の事業所への出張糖尿病チェ ッ ク や動画配信、 糖尿病教室の開催
等を 通し て予防の啓発を 行っ た。
　 西神戸医療センタ ーでは、 新型コ ロナウイ ルス感染症患者の受け入れを行いながら も 救急医療体制の制限を 最小限に留めな
がら 市民の生命を 守るこ と に努めると と も に、 迅速な初療診断に必要なＣ Ｔ 室の整備等により 救急車受け入れ件数が増加し
た。 また、 小児救急外来を 継続し 、 毎週土曜日と 第２ 、 第３ 水曜日の小児二次救急輪番を 担当し た。 周産期医療については、
ハイ リ スク 妊娠・ ハイ リ スク 分娩の受け入れ、 産後２ 週間健診の継続実施等、 質の高い安定し た周産期医療の提供を継続し
た。 がん医療については、 国指定の「 地域がん診療連携拠点病院」 と し て、 引き 続き 手術支援ロボッ ト による 身体への負担の
少ない手術や相談体制の充実を 図る等、 総合的ながん診療を 実施し た。 さ ら に、 市内唯一の結核病床を有する 病院と し て、 改
修工事により 個室を 増やし 感染対策の強化を 図るなど、 総合的な結核医療を 安定的に提供し た。
　 アイ センタ ー病院では、 眼科高度専門病院と し て専門領域も 網羅し た診療体制のも と 、 質の高い医療の提供を継続し 、 24時
間365日体制で眼科救急に対応し た。 また、 「 遺伝性網膜ジスト ロフ ィ における遺伝学的検査」 が保険収載さ れ、 令和５ 年８
月に日本初の眼科遺伝子治療薬「 ルク スタ ーナ注」 の投与施設と し て中央市民病院と と も に認定を 受け、 令和５ 年12月に「 遺
伝性網膜ジスト ロフ ィ 遺伝学的検査」 の実施施設と し て認定さ れた。 また、 令和５ 年４ 月に３ 例目の網膜色素上皮（ Ｒ Ｐ Ｅ ）
細胞凝集紐移植手術を 実施し 、 経過観察を 進めた。 そのほかにも 、 公益社団法人Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 協力のも と 、 視覚障
害者支援の継続や、 連携大学院制度を 活用し た大学院生の採用や海外から の研修生の受け入れ等、 若手人材の研究機会の確保
を 行っ た。
　 安全で質の高い医療を 提供する体制の構築と し ては、 コ ンプラ イ アン スの推進、 医療安全対策等を 徹底し 、 質の高い医療を
提供し た。 各病院と も 医療安全管理室等を 中心に、 定期的なミ ーティ ン グを 行い、 イ ンシデン ト 事例などの迅速な情報収集及
び分析を 継続し て実施するほか、 医療安全等の研修会を 実施し た。 また、 西神戸医療セン タ ーでは、 卒後臨床研修評価機構に
よる訪問審査を 受審し 認定を 受けた。
　 患者の権利を 尊重し 、 信頼と 満足が得ら れる体制の構築と し ては、 患者満足度調査や意見箱による ニーズ把握や改善に努
め、 アイ センタ ー病院では入院の満足度が６ 年連続100％と なっ た。
　 市民への情報発信と し て、 全病院において、 ホームページや広報誌を 通じ て、 病院の取り 組み等について積極的にお知ら せ
し た。 さ ら に中央市民病院では令和６ 年３ 月の100周年に合わせホームページや三宮ＭＩ Ｎ Ｔ 神戸の大型スク リ ーンで記念動
画を 一般公開し た。 また、 アイ センタ ー病院においては絵本作家のヨ シタ ケシン スケ氏が「 モシク ワ係」 に就任し 、 神戸アイ
センタ ーの活動を わかり やすく 情報発信するため、 公式キャ ラ ク タ ー「 テン ボー」 を 活用し た取り 組みを 開始し た。

第２  業務運営の改善及び効率化に関する目標を 達成する ためにと るべき 措置
　 優れた専門職の確保と 人材育成については、 看護職員確保のため合同就職説明会への参加や、 養成校への訪問、 ＷＥ Ｂ や対
面による病院見学会の実施など積極的な採用活動を 展開する等、 人材の確保に努めた。 また、 事務職員の入職１ 年目を 対象と
し たＯ Ｊ Ｔ 研修を 実施し 、 育成計画を 作成の上、 継続的にフ ォ ローを行っ た。 働き 方改革の推進では、 看護職員について、 特
定行為研修を 組み込んだ認定看護師教育課程の研修に職員を 派遣するなど、 特定行為に係る看護師の育成支援の取り 組みを 進
め、 その他コ メ ディ カ ル職種についても 、 業務範囲拡大に伴う 指定研修費用について機構で負担する など、 職員へ積極的に受
講を 促し 、 タ スク ・ シフ ト ／シェ アへの取り 組みを 進めた。 また、 医師や看護師の業務負担の軽減を 目指し て医療ク ラ ーク や
病棟ク ラ ーク の配置を 継続し た。 人材育成等における地域貢献においては、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染状況に配慮し な
がら 、 医師、 看護師を はじ めと し た医療系学生の受け入れを 継続し 、 教育病院と し ての役割を 果たし た。
　 効率的な業務運営体制の構築のため、 理事長によるヒ アリ ン グを 通じ た年度計画の達成状況及び課題の把握等、 機構内にお
ける情報共有を 図り 、 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ を 意識し た取り 組みを 進めた。 また、 毎月の常任理事会や四半期ごと の理事会における 月次決
算や決算見込、 新型コ ロナウイ ルス感染症への対応等の報告において、 病院ごと の運営状況を 把握すると と も に、 課題が発見
さ れた際は迅速な対応を 行っ た。 さ ら に前月の時間外勤務状況及び休暇取得状況の報告・ 共有を行う と と も に、 所属及び個人
宛への通知やヒ アリ ングを 実施するなど、 法令順守及び職員の健康確保の取り 組みを 進めた。
　 情報連携体制の強化と し て、 令和３ 年度に設置し た「 Ｄ Ｘ 推進室」 において、 機構統一の電子決裁・ 文書管理システムの導
入や外部講師による他病院の実例等を 踏まえた情報セキュ リ ティ に関するセミ ナーを 開催する と と も に、 サイ バー攻撃対策に
関する状況確認及び対策への取り 組みを 進めた。

第３  財務内容の改善に関する目標を 達成するためにと る べき 措置
　 経営に対する取り 組みと し ては、 常任理事会を 毎月開催し 、 情報の共有と 課題の抽出に取り 組んだ。 各病院では院長ヒ アリ
ングによる各診療科や部門における現状分析や課題の共有、 新たな診療報酬の加算や上位基準の取得に取り 組んだ。
　 収入の確保及び費用の最適化において、 年度当初に策定し た経営改善計画に加え、 新たな改善項目に取り 組み、 ４ 病院全体
で513百万円の経営改善を 図っ た。 加えて、 医薬品の購入に関し ては、 機構全体での値引き 交渉を 行い約1, 043百万円の薬価差
益を 獲得すると と も に、 診療材料の４ 病院合同価格交渉や複写機等の本部一括入札を 行っ た。
　 計画的な投資の実施と 効果の検証においては、 第３ 期中期計画の投資計画に基づき 、 院内でのヒ アリ ン グを 実施し ながら 医
療機器の更新や施設設備の改良等、 計画的な投資を 実施し た。
　
第４  その他業務運営に関する重要事項を 達成するためにと るべき 措置
　 西市民病院の建替え整備について、 新西市民病院整備基本構想に基づき 、 必要設備の検討など神戸市と も 連携を 取り ながら
基本設計を 進めた。
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中期目標

救急医療需要に適切に対応するため、 地域医療機関と 連携し 、 各病院の役割に応じ た救急医療の提供に努める こ と 。 阪神・ 淡
路大震災の経験やその後の自然災害等で得た教訓を生かし 、 災害時に傷病者の受入れ等を 迅速かつ適切に行う 主要な医療機関
と し て、 各病院の役割に応じ た災害医療を 提供するこ と 。 また、 神戸市地域防災計画等に基づき 、 市長の要請に応えると と も
に、 自主的な判断でも 医療救護活動を 行う こ と 。

中期計画
（ 年度計画）

新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 ５ 類移行によ る 国の動き も 注視し た上で、 各病院の役割に応じ て、 機構全体
で連携を と り ながら 市内の新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する 中核的医療機関と し ての役割を 果たし ていく 。 【 新型コ ロ ナウ
イ ルス感染症関係】
地域医療機関と 密接に連携し ながら 、 引き 続き 安定し た救急医療体制を構築し 、 各病院の機能と 役割に応じ た救急医療を 確実
に提供する 。

第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

１ 本市の基幹病院・ 中核病院と し ての役割

( 1) 救急医療・ 災害医療 自己評価 5 市評価 5

（

年
度
計

画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

〇新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 中央市民病院は市内で唯一の『 新型コ ロ ナウイ ルス感染症重症等特定病
院』 と し てコ ロ ナ重症患者に対応し 、 西市民病院や西神戸医療セン タ ーでは、 軽症・ 中等症患者を 受け入れる と いっ た役割分
担のも と 、 機構全体で連携を と り ながら 市内の新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する 中核的医療機関と し ての役割を 果たし てい
く 。 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】
〇医療資材が枯渇し ないよ う 本部と 各病院が連携を図り 、 必要な数量を確保する 。 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

法
人
本
部

新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 ５ 類移行によ
る 国の動き も 注視し た上で、 各病院の役割に応じ て、 機構全体
で連携を と り ながら 市内の新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する
中核的医療機関と し ての役割を果たし ていく 。 【 新型コ ロ ナウ
イ ルス感染症関係】

・ 中央市民病院は市内で唯一の新型コ ロ ナウイ ルス感染症重症
等特定病院と し て、 ５ 月８ 日以降の５ 類移行後も 重症・ 中等症
患者を 中心に受け入れた。
・ 西市民病院・ 西神戸医療セン タ ーでも 、 軽症・ 中等症患者の
受け入れを 行っ た。
・ アイ セン タ ー病院でも 、  陰圧化が可能な個室・ 手術室の確
保等を 行い、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症患者の眼科緊急手術に
対応し た。

医療資材が枯渇し ないよ う 本部と 各病院が連携を 図り 、 必要な
数量を 確保する 。 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】

・ 感染症診療に必要な個人防護具の不足によ り 診療に影響が出
ないために、 各病院において十分な量を 備蓄する よ う に徹底を
図っ た。
・ 神戸市危機管理室と の連携によ り 、 危機管理室が保有する 手
指消毒剤について、 引き 続き 有事の際に機構分と し て優先的に
手配でき る よう 調整し た。
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

〇新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 ５ 類移行によ る 国の動き も 注視し た上で、 各病院の役割に応じ て、 機構全
体で連携を と り ながら 市内の新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する 中核的医療機関と し ての役割を 果たし ていく 。 【 新型コ ロ ナ
ウイ ルス感染症関係】
◯日本屈指の救命救急セン タ ーと し て、 病院全職員が一丸と なっ て多職種が連携し た救急医療を 行い、 あら ゆる 救急疾患から
市民の生命を 守る 。
◯地域医療機関と の役割分担を明確にし た上で密接に連携し 、 よ り スムーズな受入れのため、 疾患に応じ たホッ ト ラ イ ン を 活
用する など、 一刻を 争う 重症及び重篤な患者に対し て年間を 通じ て24時間救急医療を 提供する 。
◯救急医療に携わる 人材の育成を 更に推進し 、 地域における 救急医療向上への役割を 果たす。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

５ 類移行によ る 国の動き も 注視し た上で、 引き 続き 兵庫県から
指定さ れた「 新型コ ロ ナウイ ルス感染症重症等特定病院」 と し
て、 臨時病棟を 中心に重症患者等を 受け入れ、 市内の新型コ ロ
ナウイ ルス感染症対応において中核的な役割を 果たす【 新型コ
ロ ナウイ ルス感染症関係】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する中核医療機関と し て、 ５
類移行後も 入院については引き 続き 重症・ 中等症患者を 中心に
受け入れた。
・ 健全で持続可能な病院運営への転換を 図る ため、 （ 新型コ ロ
ナウイ ルス流行以降） 継続し ていた病床制限を 緩和し 、 予定入
院の受け入れを 促進する など、 病床利用率の向上に努めた。
（ 参考）
・ 令和２ 年４ 月の院内感染発生後、 ゾーニン グの徹底を 図る た
め、 全国で初めて、 すべての病床で重症患者の受入れが可能な
臨時病棟（ 36床） を 整備し 、 令和２ 年11月よ り 運用を 開始し た
（ 主な設備： 全部屋陰圧対応、 人工呼吸器全床、 人工心肺装置
（ Ｅ Ｃ ＭＯ ） １ 台等） （ 10月に運用終了） 。
・ 院内感染を防止する ため、 １ 週間の健康観察や術前・ 入院前
Ｐ Ｃ Ｒ 検査、 入口での検温・ 問診、 面会制限を 実施し た。
・ 神戸市の遠隔医療システム（ Ｔ －Ｉ Ｃ Ｕ ） 事業を 受託し 、 中
央市民病院における 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の治療方針等を
地域の医療機関に共有し た。
・ 令和３ 年８ 月に抗体カ ク テル療法セン タ ーを 開設し 、 宿泊療
養施設で療養中の患者、 地域の医療機関から の紹介患者に対
し 、 抗体カ ク テル療法を 実施し た（ 実施期間： 令和３ 年８ 月～
10月） 。 また、 新たな治療薬と し て開発さ れた別の中和抗体薬
を 使用し たモノ ク ロ ーナル抗体療法を、 入院患者や地域医療機
関から の紹介患者に対し 実施し た。
・ 令和４ 年２ 月より 重症化予防のための経口抗ウイ ルス剤投与
を 開始し た。
・ 令和５ 年10月より 病床運用を 見直し 南館５ 階病棟での患者受
け入れを 開始し た。 また、 発症予防を目的と し た中和抗体薬投
与を 開始し た。
※機構３ 病院で共通し て実施し た項目については前述の共通項
目に記載
【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に関する実績】
コ ロ ナ病床（ 最大数） 　 46床
休床病床（ 令和５ 年度最大数） 52床
入院患者総数（ 累計） 2, 801人
退院患者総数（ 治癒） （ 累計） 2, 550人
退院患者総数（ 死亡） （ 累計） 242人
抗体カ ク テル療法（ 入院患者向け） 29人
抗体カ ク テル療法（ 宿泊施設・ 紹介患者向け） 114人
モノ ク ロ ーナル抗体療法（ 入院患者向け） 122人
モノ ク ロ ーナル抗体療法（ 紹介患者・ 日帰り 入院向け） 212人
重症化予防のための経口抗ウイ ルス剤投与395人
発症予防を 目的と し た中和抗体薬投与（ 入院患者向け） 143人
発症予防を 目的と し た中和抗体薬投与（ 外来患者向け） 168人

③
チームによ る 救急医療体制を 展開し 、 よ り 迅速かつ的確な診断
及び処置を 行う

・ 救急救命士の資格を 持っ たク ラ ーク や専門看護師（ 急性・ 重
症患者看護） の配置、 救急科と 各診療科と の連携によ り 、 よ り
迅速かつ的確な診断及び処置を 行っ た。

②

救命救急セン タ ー、 ＭＰ Ｕ 病棟、 Ｅ Ｉ Ｃ Ｕ ・ Ｃ Ｃ Ｕ ・ Ｇ Ｉ Ｃ
Ｕ ・ Ｇ Ｈ Ｃ Ｕ 、 臨時病棟の効率的な運用と 病床の一元管理の徹
底に努め、 病院職員が一丸と なっ て、 24時間体制で重症の新型
コ ロナウイ ルス感染症及び一般の救急疾患に対応する

・ 救急病床の充実と 院内全体の病床運営の効率化のため、 第２
救急病棟（ ８ 床） （ 平成28年５ 月） や、 精神科身体合併症（ Ｍ
Ｐ Ｕ ） 病棟（ ８ 床） （ 平成28年８ 月） の運用を 継続。
・ 全国救命救急セン タ ー評価で10年連続で第１ 位を 獲得し た。
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画
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〇新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 ５ 類移行によ る 国の動き も 注視し た上で、 各病院の役割に応じ て、 機構全
体で連携を と り ながら 市内の新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する 中核的医療機関と し ての役割を 果たし ていく 。 【 新型コ ロ ナ
ウイ ルス感染症関係】
◯年間を 通じ て24時間体制で救急医療を 提供し 、 地域住民の安心及び安全を 守る 。
◯医師を はじ めと する 全職種が救急医療の重要性を認識し 、 地域医療支援病院の役割と し て実践する こ と で、 救急車搬送応需
率かつ受入れ件数を 高い水準で維持する 。 また、 市や地域の関係機関と 連携し 、 地域全体の救急医療の充実を 目指す。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

④
救急車搬送患者の受入れを 断っ た理由を 分析する と と も に、 ポ
ケッ ト マニュ アルの活用、 救急隊と の連携を 行い応需率及び応
需件数の向上を 図る

・ 院長が毎朝、 前日の救急受入状況の確認を 行う と と も に、 救
急カ ン フ ァ レ ン スに参加し 、 受け入れを 断っ た事例の理由や状
況を 把握し 応需件数の向上に努めた結果、 応需件数は過去最高
水準の4, 200件超えと なっ た。
・ 令和４ 年度末に改訂し たポケッ ト マニュ アルを 医師が救急応
需時に活用し 、 院内ルールやマニュ アルを 確認でき る よ う にし
た。
・ 長田、 兵庫消防と 合同意見交換会を開催し 、 症例検討、 およ
び実技講習等を 実施し た。
・ 緊急入院時に患者・ 家族に対し タ ブレ ッ ト を 用いた説明を 開
始し た。

②

院内マニュ アルを 随時更新し 、 院内感染を 未然に防ぎつつ、 感
染拡大を 最小限に抑える など 、 必要な対応を 機動的に講じ る こ
と ができ る よ う 引き 続き 体制を整備する 【 新型コ ロナウイ ルス
感染症関係】

・ 感染状況に応じ て適宜感染マニュ アルを 更新し ながら 、 感染
拡大期には常時Ｎ 95、 アイ ガード の着用を 引き 続き 徹底し 、 感
染対策に努めた。
・ 院内感染発生時は、 接触の可能性のある 患者、 職員の抗原定
量検査を 行い、 陰性確認が取れる までコ ホート 隔離を 行っ た。

①
新型コ ロ ナウイ ルス感染症の５ 類移行後も 、 市中感染者数等の
状況に応じ て、 症状のある 患者の診察、 入院対応を行う 【 新型
コ ロナウイ ルス感染症関係】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症は令和５ 年５ 月に５ 類感染症に移
行し たが、 引き 続き 発熱外来を 運営し 、 多く の発熱患者を 受け
入れた。
・ 入院については感染対策を 行っ た上で、 一般・ 救急病棟で透
析患者を 含む陽性患者を 多数受け入れた。

※機構３ 病院で共通し て実施し た項目については前述の共通項
目に記載

【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に関する実績】
コ ロ ナ受け入れ時最大確保病床43床
入院患者総数（ 累計） 1, 375人
退院患者総数（ 治癒） （ 累計） 1, 220人
退院患者総数（ 死亡） （ 累計） 148人

③

保健所及び地域医療機関等と の連携のも と 、 院内感染対策に関
するカ ン フ ァ レ ン スの実施、 助言体制の整備を 引き 続き 行う と
と も に、 感染症発生時に備えた訓練の実施や研修会のｙ ｏ ｕ ｔ
ｕ ｂ ｅ 配信等を 行う 【 新型コ ロナウイ ルス感染症関係】

・ 保健所、 医師会、 地域医療機関と Ｉ Ｃ Ｔ 合同カ ン フ ァ レ ン ス
を ４ 回開催し 、 感染及び手指衛生状況の情報共有を 行っ たほ
か、 参加施設から ださ れたテーマに沿っ て議論を 行っ た。 それ
以外にも 感染対策のためのＰ Ｐ Ｅ 着脱訓練を 行っ た。

④
脳卒中、 胸痛、 心臓血管外科、 産科、 小児科ホッ ト ラ イ ン の運
用で、 救急患者のスムーズな搬送及び受入れ体制を強化する

・ 救急患者数及び応需率は新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響
で、 コ ロ ナ前の令和元年度以前に比べて減少し たが、 救急患者
の円滑な搬送及び受け入れを 行う ため、 脳卒中、 胸痛、 産科、
小児科ホッ ト ラ イ ン を 継続し た。
・ 救急患者の受け入れ体制確保のため、 他病院から の搬送依頼
のう ち ３ 次救急相当の患者については、 直接救急科の医師が対
応する 運用を継続し た。

⑤

他院から の転送依頼については３ 次救急扱いと し 、 引き 続き 優
先的に受入れを 行う 。 受け入れら れなかっ た症例については、
他院から の転送依頼だけでなく 、 救急車搬送も 含めて検証を 行
い、 応需率の向上に努める

・ 毎月の救急委員会において、 救急車搬送の不応需件数と 理由
について検証し 、 病院幹部会で報告する と と も に、 他病院から
の要請に対し て不応需のケースについては、 妥当な判断である
か院内で検討のう え、 内容によ っ ては各診療科部長に指導を
行っ た。
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〇新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 ５ 類移行によ る 国の動き も 注視し た上で、 各病院の役割に応じ て、 機構全
体で連携を と り ながら 市内の新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する 中核的医療機関と し ての役割を 果たし ていく 。 【 新型コ ロ ナ
ウイ ルス感染症関係】
◯地域医療機関と 連携し 、 引き 続き 年間を 通じ て24時間体制の安定し た救急医療体制を 提供する こ と で、 地域住民の安心及び
安全を 守る 。
◯西神戸医療セン タ ーの位置する 地域特性を 踏まえ、 地域の中核病院と し て、 重症・ 重篤な救急患者に対し ても 、 救急隊と の
連携を 密にし 、 よ り 迅速な救命措置を 行える 体制の維持・ 向上に努める。
◯全職員への救急車受入れの方針徹底と 促進策の実施によ る 救急車受入れ件数の増加に努める 。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

③

救急外来設置のＣ Ｔ 撮影装置を活用し 、 よ り 迅速な診断機能の
向上を 図る と と も に感染症対策を 充実さ せ、 救急患者の受入れ
体制及び診断・ 治療機能の更なる 強化に取り 組む【 新型コ ロ ナ
ウイ ルス感染症関係】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応を し ながら も 、 最大限、
救急搬送を 受け入れた。
・ 救急処置室に隣接する Ｃ Ｔ 撮影装置の活用によ り 、 搬送時間
およ び医療従事者のマン パワーが確保でき 、 迅速な診断や治療
を 継続し て行う こ と ができ た。

①
新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染症法の類型変更に伴っ て、 適
切な感染対策のも と 中等症以下の入院患者を 受け入れる 。 【 新
型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】

・ ５ 月８ 日以降の第５ 類移行後も 引き 続き 専用外来の体制を 維
持し 、 救急病棟でコ ロ ナ患者を 受け入れる と と も に、 院内でコ
ロ ナ患者が発生し た場合は各病棟で対応する よ う 運用を 変更、
適切な感染対策を維持し つつ柔軟な受け入れを 行っ た。
　 また、 コ ロナ対応の経験を 踏まえ、 感染症対策にかかる 整備
と し て救急病棟改修工事（ 506号室の２ 室化） を 予定し てお
り 、 令和５ 年度は設計等の整備に向けた準備を 行っ た。

②

市中感染者数等の状況に応じ て院内フ ェ ーズを 迅速に変更する
と と も に、 院内マニュ アルを 随時更新し 、 院内感染・ ク ラ ス
タ ーの発生を 未然に防ぎつつ、 外来・ 入院患者の診療業務の継
続に努める 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】

・ 感染防止対策室を 中心に、 院内の感染防止対策マニュ アル等
を 適宜見直すと と も に、 術前Ｐ Ｃ Ｒ の実施等によ り 職員及び患
者の感染防止対策を 徹底し 、 通常外来及び高度急性期医療を 要
する 入院患者の受け入れ継続に努めた。

④
救急科を はじ めと する 全診療科の連携の下、 24時間体制の安定
し た救急医療体制を 提供する

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症疑いも 含めた感染症患者の受け入
れを 行う と と も に、 患者及び職員の感染防止対策の徹底を 図
り 、 救急医療体制の制限を 最小限に留めながら 市民の生命を 守
る こ と に努めた。
・ 令和５ 年度の救急車受入件数は5, 243件で、 前年度の4, 241件
と 比較し て1, 002件増加し た。
・ 神戸西消防署およ び垂水消防署と 情報交換を 行い、 神戸西地
域で当院に求めら れている 立ち 位置を把握し 、 限ら れた医療資
源を 最大限に生かせる よ う に努めた。

⑤
救急車の応需状況を 、 院長・ 副院長会において毎週報告する と
と も に、 受け入れら れなかっ た救急車搬送患者について、 その
理由を 把握し 、 救急車の受入れ推進方策を 検討・ 実施する

・ 院長・ 副院長会議及び救急委員会において、 救急車搬送患者
の受け入れに至ら なかっ た理由を 適時適切に共有・ 分析・ 議論
する と と も に、 救急車の受入れ数向上に努める べく 、 病院運営
協議会において報告し 、 各診療科長への受け入れ促進を 図っ
た。

⑤
救急体制の充実を 図る と と も に、 地域の関係機関と 連携を 図
り 、 地域医療支援病院と し て安定し た救急医療を 提供する

・ 救急隊と 意見交換の結果から 、 スト レ ッ チャ ーが入り やすく
する ためレ イ アウト を 変更し たり 、 疑似患者（ コ ロ ナ疑い） の
取り 扱いについてＩ Ｃ Ｔ と 相談し 、 でき る だけ不応需になら な
いよ う な運用を 行っ た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の受け入れも 行っ ていたが、 予定
手術や病棟の受け入れ制限を 設ける こ と なく 対応し た。 またコ
ロ ナ後遺症患者の紹介も 受け入れた。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症患者に対し て、 市民病院間での相
互協力のも と 、 症状に応じ た受入体制を 提供し た。
・ オン コ ール体制を 見直し 自宅にいる専門医へコ ン サルト し や
すい環境を 整備し た。
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⑦
脳卒中、 循環器、 吐下血ホッ ト ラ イ ン の運用で、 救急患者のス
ムーズな搬送及び受入れを 行う

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症で受け入れ先と なる 病床数を 削減
せざる を 得ない状況においても 、 各ホッ ト ラ イ ン を 中断する こ
と なく 継続し 、 救急患者のシームレ スな受け入れに努めた。

⑥
西消防署、 垂水消防署等の消防署員と 意見交換を 行い、 救急隊
と の密接な連携を 図る

・ 西消防署およ び垂水消防署と の意見交換会を 実施し 、 病院の
状況や消防署の懸案事項について意見交換を 行っ た。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画
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〇新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 ５ 類移行によ る 国の動き も 注視し た上で、 各病院の役割に応じ て、 機構全
体で連携を と り ながら 市内の新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する 中核的医療機関と し ての役割を 果たし ていく 。 【 新型コ ロ ナ
ウイ ルス感染症関係】

年
度
計
画
の
進
捗

②
ＷＥ Ｂ を 用いた地域医療機関と の臨床懇話会・ オープ ン カ ン
フ ァ レ ン スを 実施し 、 引き 続き 地域医療機関と の連携を 図る 。
【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】

・ 感染対策の取り 組み状況や平日夜間・ 土日祝日に緊急に診療
が必要な場合の対応方法について、 県下全眼科医療機関等（ 各
約560か所） に周知し た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症下での地域連携策と し て、 地域医
療機関を 対象と し たＷＥ Ｂ での臨床懇話会（ 院外69名） や兵庫
県眼科医会と 共催でオープン カ ン フ ァ レ ン ス（ 院外65名） を 実
施し 、 地域連携に取り 組んだ。

③
職員だけでなく 委託職員等も 含めて感染対策を 徹底する と と も
に、 安心し て入院や通院ができ る 環境づく り に努める 。 【 新型
コ ロナウイ ルス感染症関係】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス対策の研修会の実施や院長通知の発出
等、 感染防止対策を 継続し た。
・ 全委託業者代表が参加する 院内連絡協議会において、 患者数
等主要項目を共有する と と も に、 病院が実施する 感染防止対策
等を 共有し 、 各事業者においても 感染対策の徹底を 図っ た。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
眼科中核病院と し て、 陰圧管理のでき る 病室及び手術室各 2
室において、 眼科新型コ ロ ナウイ ルス感染患者の受入体制を 確
保する 。 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】

・ 眼科中核病院と し てコ ロ ナ患者に緊急・ 準緊急に治療を 必要
と する 眼科疾患患者の受け入れ体制を継続( 手術室・ 病室２ 室
陰圧化、 自院でのＰ Ｃ Ｒ 等検査体制整備） し 、 眼科疾患の緊急
手術が必要なコ ロナ陽性患者を 受け入れた（ １ 件） 。
・ コ ロ ナ感染症疑い患者等の全身麻酔での受け入れを 中央市民
と 連携し て継続し た。
・ 涙道手術・ 持続陽圧呼吸療法（ Ｃ Ｐ Ａ Ｐ ） 患者への入院前の
Ｐ Ｃ Ｒ 検査を継続し た。
・ 安心し て入院や通院ができ る 環境づく り のため、 入館時の体
温測定、 長椅子から 一人掛け椅子への変更及び空気洗浄機の設
置等、 感染対策内容の周知を 継続し た。
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画

共
通
項
目

◯阪神・ 淡路大震災及び東日本大震災等の経験を 生かし 、 大規模災害発生時等には、 中央市民病院は災害拠点病院と し て、 西
市民病院及び西神戸医療セン タ ーは災害対応病院と し てそれぞれの役割を 果たし 、 市、 県及び地域医療機関と 連携を 図り なが
ら 市民の安全確保に率先し て取り 組む。
◯非常時にも 継続し て医療を 提供でき る よ う に平時から Ｂ Ｃ Ｐ （ 事業継続計画） の考え方を 踏まえた防災・ 災害対応マニュ ア
ルを改訂する と と も に、 積極的に訓練及び研修に取り 組み、 危機対応能力を 高め、 自ら 考え行動でき る 職員を 育成する。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

Ｂ Ｃ Ｐ の考え方を 踏まえたマニュ アルに沿っ て、 災害対策シュ
ミ レ ーショ ン を 定期的に実施し 危機対応能力を 高め、 神戸市の
災害対応病院と し ての役割を 果たせる よ う 取組みを進める と と
も に、 サイ バー攻撃や新たな感染症など様々な危機事象にも 備
えるため、 Ｂ Ｃ Ｐ の見直し を 実施する 。

・ 各部署毎に防災訓練を 実施（ 計17回） し 、 病院全体で災害シ
ミ ュ レ ーショ ン （ １ 回） を 実施し た。
・ 神戸市災害対応病院と し て、 必要な医薬品や衛生資材等の買
い替えを 行い、 備蓄管理を 継続する と と も に、 緊急時の利便性
を 高める こ と を 目的に災害対応時の職員用非常食料品（ 9, 000
食分） の一元管理を 行っ ている 。
・ 備蓄倉庫を毎日１ 回のチェ ッ ク を 行い、 倉庫環境の管理を 強
化し ている 。
・ 医師・ 看護師・ コ メ ディ カ ル等を 対象と し た心肺蘇生法ト
レ ーニン グ（ Ｉ Ｃ Ｌ Ｓ コ ース４ 回実施） についても 継続的に開
催。 令和５ 年度は小学校４ ～６ 年生を対象と し た心肺蘇生講習
を 実施。 今後も 地域貢献と し て実施予定。

年
度
計
画
の
進
捗

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 ５ 月８ 日以降の５ 類移行後も 、 中央市民病院は市内で唯一の『 新型コ ロ ナウ
イ ルス感染症重症等特定病院』 と し て重症・ 中等症患者を 中心に受け入れ、 西市民病院や西神戸医療セン タ ーでは軽症・ 中等
症患者を 受け入れを 行い、 機構全体で連携を と り ながら 市内の新型コ ロナウイ ルス感染症に対する 中核的医療機関と し ての役
割を果たすと と も に、 救急医療の提供を 維持し た。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

中
央
市
民
病
院

病院Ｂ Ｃ Ｐ を 基本に院内総合防災訓練、 各エリ アでの訓練を 実
施し 、 職員一人一人の危機対応能力を 高める と と も に、 ポート
アイ ラ ン ド 内の医療機関など 地域と の連携を 強化し 、 災害拠点
病院と し ての役割を 果たせる よう 、 取組みを 進める。 また、 サ
イ バーセキュ リ ティ 対策を 行う と 共に、 サイ バー攻撃を 想定し
たＢ Ｃ Ｐ の策定、 及びそのＢ Ｃ Ｐ に基づいた訓練等を 実施す
る 。

・ 兵庫県合同防災訓練、 近畿地方Ｄ ＭＡ Ｔ ブロ ッ ク 訓練等へ参
加し 、 近畿地方の警察や消防、 近隣の医療機関等と 災害時の協
力体制を 確認し た。 特に、 令和５ 年度は近畿地方Ｄ ＭＡ Ｔ ブ
ロ ッ ク 訓練の幹事県が兵庫県であっ たため、 訓練の企画運営に
携わり 、 近畿地方の災害医療体制強化に貢献でき た。
・ 毎月１ 度防災・ 危機管理委員会を 行い、 病院の防災・ 危機管
理・ 施設整備について議論や情報共有を 行い、 年１ 回院内総合
防災訓練を 実施する など院内の危機管理体制維持に努めてい
る 。
・ 院内での防災訓練を 年間で合計78回実施し た。
・ 令和６ 年能登半島地震においては令和６ 年１ 月10日よ り Ｄ Ｍ
Ａ Ｔ や災害支援ナース等、 14隊（ 計18人） を 派遣し た。
・ サイ バーセキュ リ ティ 対策と し てＥ Ｄ Ｒ を 導入し 、 24時間
365日の監視体制を 構築し た。
・ サイ バー攻撃を想定し たサイ バーＢ Ｃ Ｐ を 策定し 、 サイ バー
攻撃の初期対応を想定し たＥ Ｄ Ｒ ト レ ーニン グを 実施し た。

西
市
民
病
院

災害時の病院組織の危機対応能力を 高め、 職員が自ら 考え行動
でき る よ う に、 災害対応訓練や研修会を 実施する と と も に、 阪
神・ 淡路大震災の経験を 踏まえて、 災害対策について病院全体
で取組みを 進める

・ １ 月に平日時間外地震発生時対応訓練を 実施する と と も に、
防災・ 災害対応マニュ アルの改訂を 行っ た。
・ 各部署ごと で防災訓練を 実施（ 計40回） し 、 危機対応能力の
向上、 課題等の共有に取り 組んだ。
・ 近畿地方Ｄ ＭＡ Ｔ ブロ ッ ク 訓練に参加し 、 多数傷病者の受入
れ及びＤ ＭＡ Ｔ 隊の受け入れ方法を 確認し た。
・ 医師・ 看護師・ 救急隊員等を 対象と し た心肺蘇生法ト レ ーニ
ン グを 継続し て開催し た（ Ｉ Ｃ Ｌ Ｓ コ ース： ４ 回、 Ｉ Ｃ Ｌ Ｓ 指
導者養成ワーク ショ ッ プ： １ 回、 Ｊ ＭＥ Ｃ Ｃ 講習会： １ 回） 。

法
人
本
部

その他

・ 令和６ 年１ 月１ 日に発生し た能登半島地震に伴い、 中央市民
病院よ り 令和６ 年１ 月10日～13日に医師１ 人、 看護師２ 人、 業
務調整員２ 人（ 臨床工学技士、 事務職員） の５ 名で構成さ れた
Ｄ ＭＡ Ｔ の派遣を行い、 さ ら に中央市民病院、 西市民病院、 西
神戸医療センタ ーよ り 複数回にわたる医療スタ ッ フ の派遣を
行っ た。 （ 看護師10名、 薬剤師２ 名、 理学療法士３ 名、 臨床検
査技師１ 名）

抜本的改善が必
要な事項

21



関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

26, 611

（ 前年度比） ( ％) 95. 9 55. 4 121. 9 122. 9 103. 2

救急外来患者数 ( 人) 32, 747 31, 408 17, 413 21, 230 26, 086 25, 777

7, 272 8, 036 7, 457 7, 855

（ 前年度比） ( ％) 97. 2 76. 5 120. 9

う ち 入院 ( 人) 8, 092 7, 868 6, 017

110. 5 105. 3

8, 273 8, 112

（ 前年度比） ( ％) 90. 0 68. 5 112. 2 124. 2 98. 1

う ち 救急車受入 ( 人) 10, 171 9, 154 6, 267 7, 034 8, 737

94. 1

（ 前年度比） ▲ 0. 5 ▲ 2. 0 ▲ 4. 0 ▲ 1. 9 98. 4

救急車搬送応需率 ( ％) 99. 2 98. 7 96. 7 92. 7 90. 8 95. 6

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均 R5年度
5年平均比

13, 991

（ 前年度比） ( ％) 104. 7 80. 1 93. 9 111. 9 102. 4

救急外来患者数 ( 人) 15, 009 15, 710 12, 585 11, 818 13, 222 13, 669

3, 398 3, 278 3, 301 4, 306

（ 前年度比） ( ％) 104. 3 99. 1 102. 9

う ち 入院 ( 人) 3, 195 3, 332 3, 302

96. 5 130. 4

3, 607 4, 247

（ 前年度比） ( ％) 105. 1 81. 9 96. 3 129. 2 117. 7

う ち 救急車受入 ( 人) 3, 749 3, 942 3, 227 3, 106 4, 013

75. 4

（ 前年度比） 1. 6 ▲ 5. 1 ▲ 5. 8 ▲ 5. 5 100. 7

救急車搬送応需率 ( ％) 80. 1 81. 7 76. 6 70. 8 65. 3 74. 9

関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

23, 237

（ 前年度比） ( ％) 102. 6 67. 9 103. 8 108. 2 104. 5

救急外来患者数 ( 人) 26, 308 26, 990 18, 330 19, 019 20, 588 22, 247

3, 304 3, 262 3, 597 3, 974

（ 前年度比） ( ％) 106. 9 83. 5 96. 0

う ち 入院 ( 人) 3, 855 4, 122 3, 440

98. 7 110. 5

4, 203 5, 243

（ 前年度比） ( ％) 109. 5 86. 8 94. 3 111. 2 124. 7

う ち 救急車受入 ( 人) 4, 255 4, 661 4, 045 3, 813 4, 241

67. 2

（ 前年度比） 3. 3 ▲ 2. 4 ▲ 9. 4 ▲ 3. 2 94. 0

救急車搬送応需率 ( ％) 74. 7 78. 0 75. 6 66. 2 63. 0 71. 5

関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

35 67 78

災害訓練参加者数 ( 人) 1, 322 1, 322 631

災害訓練回数 ( 回) 38 34 33

931 1, 135 1, 248

8

被災地等への派遣件数 ( 件) 1 0 0 0 1 14

災害研修回数 ( 回) 8 7 7 11 8

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
5年平均比

5年平均

40

災害訓練参加者数 ( 人) 731 740 751 752 861 737

災害訓練回数 ( 回) 41 42 40 41 40

0

被災地等への派遣件数 ( 件) 0 0 0 0 0 2

災害研修回数 ( 回) 2 2 0 0 2

( 回) 37 36 28

R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比
関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度

被災地等への派遣件数 ( 件) 1 0 0

災害研修回数 ( 回) 0 0 0

災害訓練参加者数 ( 人) 557 526 410

災害訓練回数

1

0 0 0

0 0

25 20 17

412 329 271
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中期目標
市民が安心し て子ども を 産み、 育てら れる よ う 、 地域医療機関と の連携及び役割分担に基づき 、 地域の需要に応じ 、 小児・ 周
産期医療を 担う こ と 。

中期計画
（ 年度計画）

◯地域医療機関と の連携及び役割分担のも と ， 市民が安心し て子ども を産み， かつ， 育てら れる よ う に， 質の高い小児・ 周産
期医療を 安定的に提供する 。
◯次世代を 担う 子ども 達が健やかな成長・ 発達を 遂げら れる よ う に医療の面から 支援する 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯総合周産期母子医療セン タ ーと し て、 県立こ ど も 病院等と の連携及び役割分担のも と 、 切迫早産、 異常妊娠・ 分娩など の産
科合併症のほか、 合併症妊娠（ 心血管疾患、 免疫血液疾患、 腎疾患、 感染症、 精神疾患等） と いっ た、 母子にと っ てハイ リ ス
ク と なる あら ゆる 出産に対し 、 専門各科と 連携し て、 小児・ 周産期医療を 安定的に提供する 。

第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

１ 本市の基幹病院・ 中核病院と し ての役割

( 2) 市評価 4自己評価 4小児・ 周産期医療

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

総合周産期母子医療セン タ ーと し て、 母体リ スク 管理能力を 活
用し 、 合併症妊娠、 重症妊娠中毒症、 切迫早産、 胎児異常等ハ
イ リ スク 母体への診療対応を 積極的に行い、 低出生体重児や病
気をも っ た新生児についても 、 最新の医療技術を 用いた診療に
よ り 、 救命に努めていく

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応に伴い、 分娩件数や患者
数はコ ロ ナ前の令和元年度に比べ減少し たが、 総合周産期母子
医療セン タ ーと し て、 母体に病気がある 場合は、 各診療科と 協
力し て対応する と と も に、 胎児に異常がある 場合は、 胎児エ
コ ー、 ＭＲ Ｉ 等、 最新の医療技術を 用いて診断・ 救命に努め、
ハイ リ スク 出産への対応を 行っ た。

②
連携登録医など地域医療機関と 定期的な情報交換と 患者情報の
共有を 図る と と も に、 母体搬送・ 産褥への受入れ、 小児科受診
への円滑な対応に努める

・ 連携登録施設（ 産科・ 産婦人科で43施設、 小児科で91施設）
について、 患者情報の共有化等を 図ると と も に、 産科ホッ ト ラ
イ ン 、 小児科ホッ ト ラ イ ン の運用を 継続。
・ 兵庫県立こ ど も 病院と ３ ヶ 月毎に具体的な紹介実績や問題事
例を 挙げながら 協議を 行う 連携会議の継続実施。

③
地域で唯一の小児二次救急輪番体制確保を 継続し 、 小児救急医
療を安定的に提供する

・ 小児救急患者535名と 前年度と 比較し +120名と 大幅に増加し
た。 引き 続き 長田区で唯一の小児二次救急輪番体制確保を 維持
し 、 地域における小児救急医療に対応し た。
・ 小児コ ロ ナ陽性患者は７ 名（ 対前年度比+5件） 受け入れた。
・ 受付時間( 11時45分) を 過ぎても 時間内救急と し て受け入れを
行う こ と と し 、 医療機関への周知も 行っ た。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

◯市街地西部（ 兵庫区、 長田区、 及び須磨区） における 周産期医療施設と し て、 正常分娩を 中心と し た質の高い周産期医療を
安定的に提供する と と も に、 ハイ リ スク 妊娠・ ハイ リ スク 分娩等への対応も 含めた役割を 継続する 。
◯小児二次救急体制を 継続し 、 小児救急医療の安定的な提供に努める 。
◯急性期疾患を 中心に、 地域の医療機関では困難な小児疾患に対応する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

市街地西部で唯一の総合的診療機能を 持つ分娩取扱医療機関と
し て、 正常分娩や基礎疾患等をも つ妊婦を はじ めと し たハイ リ
スク 分娩への対応に加え、 新型コ ロ ナウイ ルス陽性の妊婦の入
院受入れを 行う など、 地域で安心し て出産ができ る周産期医療
体制を 提供する

・ 市街地西部唯一の総合的診療機能を持つ分娩取扱医療機関と
し て、 院内各科と 連携し 、 正常分娩や基礎疾患等を も つ妊産婦
を はじ めと し たハイ リ スク 分娩・ 妊娠にも 対応し 、 分娩件数は
304件（ 対前年度比+19件） と なっ た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症陽性妊婦は受け入れ体制を 整備し
ていたが、 対象者はいなかっ た。
・ 産科病棟シャ ワー室の美化工事を 実施し た。

②
助産師外来を はじ め産前産後の継続的な支援に積極的に取り 組
み、 当院または他院で出産予定の方へＮ Ｉ Ｐ Ｔ （ 非侵襲性出生
前遺伝学的検査） を 実施し 、 妊産婦の多様なニーズに応える

・ Ｎ Ｉ Ｐ Ｔ 受入病院と し て引き 続き 、 非侵襲性出生前遺伝学的
検査を 行い、 イ ンタ ーネッ ト 予約も 継続し て行っ た。 当院以外
で出産する 患者も 受け入れ、 令和５ 年度で83件実施し た。
・ 産科特設サイ ト において、 助産師だよ り や出産さ れたお母さ
んの声など の掲載を 通じ て情報発信を行っ た。
・ 各種教室（ ほのぼの教室、 両親教室） を 再開し た。
・ 令和６ 年度から 産後ケア入院に向けて準備を 行っ た。
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④
各科・ 多職種によ る 協力のも と 、 アレ ルギーを はじ めと し た小
児疾患に対応する と と も に、 病児保育所の運営等、 医療の面か
ら 地域で子育てができ る 環境の支援を 行う

・ 各科・ 多職種によ る 協力のも と 、 引き 続き アレ ルギーを はじ
めと し た小児疾患の対応を 行っ た。
・ 保護者や子供の保育等に関わる 人を対象と し た小児アレ ル
ギー講習会を実施（ ６ 回、 総参加者数328人） する ほか、 学校
や保育現場で生じ たアレ ルギー児対応について、 専門医を はじ
め地域の多職種で考える 「 アレ ルギー児に対する 地域連携の
会」 を 開催し た（ 参加者50名） 。
・ 病児保育室を 運営し 、 地域の病児に対する 受け入れを 行う
等、 医療の面から 地域の子育て環境の支援を 行っ た。 （ 利用人
数467人）
・ 連携医だより 、 西市民病院だよ り を通じ て、 地域医療機関向
けに、 食物アレ ルギーの診断や治療について案内し 、 治療連携
等に向けた啓発を行っ た。

⑥
地元企業と 連携し て、 分娩施設と し ての魅力向上に取り 組むと
と も に、 安全にかつリ ラ ッ ク スし て母児同室など 行える よ う 、
病棟の改修を 検討する

・ 地元企業であるフ ァ ミ リ アのサポート ク リ ニッ ク と し て、 オ
リ ジナル肌着一体型ベビ ー服や、 出産の思い出づく り のための
フ ォ ト ブース等の活用を 継続し た。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

◯神戸西地域（ 須磨区、 垂水区及び西区） の中核病院と し て、 小児救急においては、 引き 続き 二次救急体制に参加すると と も
に、 全日準夜帯（ 17時～24時） の救急受入れを 安定的に継続する 。
◯地域の医療機関と 連携し 、 幅広い小児疾患に対応する 。
◯地域医療機関と の連携及び役割分担に基づき 、 地域医療機関での対応が困難なハイ リ スク な妊婦や救急時の受入れをはじ
め、 地域の需要に対応し 安定し た周産期医療を 提供する こ と で、 妊娠から 出産、 子ども の成長まで総合的に対応する 地域周産
期母子医療セン タ ーと 同等の機能を 果たす。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

地域の小児医療への需要に対応し 、 小児救急においては、 全日
準夜帯（ 17時～24時） の救急受診の受入れを 継続する 。 また、
小児二次救急輪番に参加し 、 毎週土曜宿直帯（ 17時～翌９
時） 、 第２ ・ ５ 日曜日直帯（ ９ 時～17時） 及び第２ ・ ３ 水曜宿
直帯（ 17時～翌９ 時） において当番対応を 行い、 神戸こ ども 初
期急病セン タ ーの受皿と なる 等、 小児医療を 安定的に提供する

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の蔓延期においても 、 救急外来で
連日、 小児救急患者の受け入れを 継続し た。
・ 毎週土曜日と 第２ 、 第３ 水曜日の小児救急輪番を 担当し 、 一
次診療所から の紹介患者の対応も 継続し た。
・ 救急外来の受け入れ時間中に要請のあっ た救急車はほぼ
100％受け入れ、 神戸西地域のみなら ず、 明石市や三木市など
の周辺地域の小児救急体制を 安定的に提供し た。
・ フ ァ ミ リ ーサポート チーム主催で外部講師を 招いて院内講習
会を 実施。

③
合併症妊婦や特定妊婦、 ハイ リ スク 妊婦等を 他職種と 連携し て
対応の充実を 図り 、 質の高い周産期医療を 提供する

・ 小児科対応可能な32週以降の母体搬送を 引き 続き 受け入れ
た。
・ 分娩件数のう ち約30％がハイ リ スク 妊娠及びハイ リ スク 分娩
であり 、 地域の需要に応じ た周産期医療が提供でき る よ う 努め
た（ 母体搬送の受入件数は令和４ 年度24件、 令和５ 年度24
件） 。

②
在胎 30 週以上を 目安に、 院内で出生する 早産低出生体重児の
入院管理を する 。

・ 令和５ 年度は年間54件の早産低出生体重児の入院管理を 行っ
た。

④

⑤

抜本的改善が必
要な事項

産後う つの予防や育児不安の解消、 分娩後の母体の身体的・ 精
神的ケアに対応する 為、 電話訪問、 産後２ 週間健診の継続

引き 続き 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に感染し た妊婦の受入れ
体制を 確保する 。 病床制限がなく なれば、 小児科の対応可能な
週数の母体搬送の受け入れ時間帯の拡充を 検討する

・ 産後う つ病予防や新生児及び乳児への虐待予防など出産後間
も ない時期の育児不安の解消を 図る ため、 産後２ 週間健診を 継
続。

・ 引き 続き 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に感染し た妊婦の受け
入れを 行っ た。 また、 令和５ 年７ 月より 休日日勤帯の小児科の
対応可能な週数の母体搬送の受け入れを 開始し た。
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関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

9, 051

（ 前年度比） ( ％) 99. 0 51. 3 139. 5 103. 4 94. 0

小児科患者数 入院延 ( 人) 12, 228 12, 102 6, 208 8, 663 8, 955 9, 631

9, 265 8, 851 10, 453 9, 065

（ 前年度比） ( ％) 89. 7 68. 6 110. 8

小児科患者数 外来延 ( 人) 13, 596 12, 189 8, 362

95. 5 86. 7

1, 165

（ 前年度比） ( ％) 92. 8 40. 1 165. 9 148. 5 114. 7

小児科救急患者数 ( 人) 1, 324 1, 229 493 818 1, 215 1, 016

756

（ 前年度比） ( ％) 103. 0 32. 1 158. 8 116. 3 118. 8

う ち 入院 ( 人) 910 937 301 478 556 636

2, 470

（ 前年度比） ( ％) 105. 0 84. 6 107. 6 101. 5 88. 6

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 患者数 ( 人) 2, 867 3, 010 2, 545 2, 738 2, 780 2, 788

633 671 698 571

（ 前年度比） ( ％) 106. 0 70. 1 109. 1

分娩件数 ( 件) 780 827 580

106. 0 81. 8

257

（ 前年度比） ( ％) 111. 0 77. 2 105. 6 111. 3 96. 5

う ち 帝王切開 ( 件) 273 303 234 247 275 266

97

（ 前年度比） ( ％) 131. 2 58. 4 154. 2 111. 0 113. 1

ハイ リ スク 妊娠件数（ 実患者数） ( 件) 77 101 59 91 101 86

164

（ 前年度比） ( ％) 138. 2 78. 9 112. 4 163. 3 137. 6

ハイ リ スク 分娩件数（ 実患者数） ( 件) 89 123 97 109 178 119

5 77 80 165

（ 前年度比） ( ％) 78. 7 11. 3 33. 3

助産師外来患者数 （ 人） 169 133 15

1, 540. 0 206. 8

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

2, 253

（ 前年度比） ( ％) 94. 7 63. 2 106. 2 91. 1 98. 3

小児科患者数 入院延 ( 人) 3, 047 2, 885 1, 824 1, 937 1, 765 2, 292

5, 504

（ 前年度比） ( ％) 113. 9 70. 3 100. 9 91. 4 88. 4

小児科患者数 外来延 ( 人) 6, 943 7, 905 5, 557 5, 605 5, 124 6, 227

338 415 386 535

（ 前年度比） ( ％) 99. 8 47. 5 149. 6

小児科救急患者数 ( 人) 477 476 226

122. 8 138. 5

347

（ 前年度比） ( ％) 106. 1 69. 9 224. 8 90. 8 177. 8

う ち 入院 ( 人) 163 173 121 272 247 195

（ 前年度比） ( ％)

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 患者数 ( 人)

301 285 343 304

（ 前年度比） ( ％) 106. 0 82. 1 89. 9

分娩件数 ( 件) 385 408 335

94. 7 88. 7

77

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 94. 2 86. 4 107. 1 96. 7

う ち 帝王切開 ( 件) 86 86 81 70 75 80

23

（ 前年度比） ( ％) 126. 1 106. 9 100. 0 71. 0 84. 6

ハイ リ スク 妊娠件数（ 実患者数） ( 件) 23 29 31 31 22 27

28

（ 前年度比） ( ％) 77. 1 137. 8 88. 2 64. 4 66. 7

ハイ リ スク 分娩件数（ 実患者数） ( 件) 48 37 51 45 29 42

387 387 394 506

（ 前年度比） ( ％) 117. 9 58. 0 135. 3

助産師外来患者数 （ 人） 418 493 286

100. 0 128. 4
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関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

7, 106

（ 前年度比） ( ％) - 91. 8 63. 7 124. 7 98. 9 102. 9

小児科患者数 入院延 ( 人) 8, 735 8, 018 5, 109 6, 371 6, 303 6, 907

17, 639

（ 前年度比） ( ％) - 94. 7 72. 3 117. 4 111. 4 102. 9

小児科患者数 外来延 ( 人) 19, 795 18, 738 13, 541 15, 891 17, 704 17, 134

3, 804 4, 751 4, 945 5, 868

（ 前年度比） ( ％) - 97. 6 38. 1 148. 5

小児科救急患者数 ( 人) 6, 886 6, 724 2, 562

124. 9 118. 7

747

（ 前年度比） ( ％) - 109. 1 43. 5 136. 6 107. 5 122. 8

う ち 入院 ( 人) 778 849 369 504 542 608

（ 前年度比） ( ％)

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 患者数 ( 人)

324

（ 前年度比） ( ％) - 88. 8 81. 9 93. 9 85. 5 65. 7

分娩件数 ( 件) 635 564 462 434 371 493

158 140 177 133

（ 前年度比） ( ％) - 82. 0 91. 4 92. 4

う ち 帝王切開 ( 件) 228 187 171

88. 6 75. 2

52

（ 前年度比） ( ％) - 103. 8 86. 4 145. 7 87. 3 61. 9

ハイ リ スク 妊娠件数（ 実患者数） ( 件) 78 81 70 102 89 84

ハイ リ スク 分娩件数（ 実患者数） ( 件) 85 91 75 76 66 79

（ 前年度比） ( ％) - 107. 1 82. 4 101. 3 86. 8 70. 0

59

（ 前年度比） ( ％) - 91. 4 0. 0 - - 103. 5

助産師外来患者数 （ 人） 139 127 0 0 19 57

55
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

１ 本市の基幹病院・ 中核病院と し ての役割

( 3) 市評価 4

③

臓器別ユニッ ト 外来において、 胃がんは消化器内科や消化器外
科、 肺がんは呼吸器内科や呼吸器外科と いっ た各臓器に対応可
能な医師が診療にあたり 、 また腫瘍内科、 放射線治療科、 外来
化学療法セン タ ー、 手術部等と も 協働し 、 専門的にがんに対応
する

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応に伴い、 コ ロ ナ前の令和
元年度に比べ患者数は減少し たが、 臓器別ユニッ ト 外来におい
て、 各臓器に対応可能な医師が診療にあたる と と も に、 外来化
学療法セン タ ー、 放射線治療部門、 手術部等と も 協働し 、 各診
療科と 連携し て、 よ り 専門的にがんに対応でき る よ う 患者に
と っ て最善の治療を 行っ た。

④

５ 大がん（ 肺がん・ 胃がん・ 肝臓がん・ 大腸がん・ 乳がん） の
兵庫県統一「 地域連携パス」 を活用し 地域の医療機関と の連携
の下、 患者の視点に立っ た、 安心で質の高い医療を提供し てい
く こ と を 目指す

・ ５ 大がん（ 肺がん・ 胃がん・ 肝臓がん・ 大腸がん・ 乳がん）
の兵庫県統一「 地域連携パス」 を 新規25件使用。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

がん治療については、 手術支援ロ ボッ ト （ ダヴィ ンチ・
hi not or i ） などによ る 患者の負担が少ない手術や化学療法、 放
射線治療のほか、 がんゲノ ム医療や治験等も 活用し 患者のＱ Ｏ
Ｌ も 考慮し ながら 、 患者にと っ て最適な医療を 提供する

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染拡大防止の観点から 参加型研修の実
施は最低限にと どめた。
・ 対策と し てｅ ラ ーニン グを 用いた研修受講を 積極的にすす
め、 全職員( Ｋ ＭＣ Ｐ 、 協力法人含む） の年２ 回以上の医療安
全研修の受講率は100％と なっ た。

②

診断初期から 医師、 看護師、 薬剤師、 管理栄養士等多職種から
なる緩和ケアチームや緩和ケア外来において、 がん患者の症状
コ ント ロ ール、 栄養管理、 不安・ 不眠等の心理的問題への対
応、 患者や家族の悩み相談、 開業医に対する 薬剤情報提供等を
行い、 がん患者のＱ Ｏ Ｌ の改善に努める

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応に伴い、 コ ロ ナ前の令和
元年度に比べ患者数は減少し たが、 診断初期から 緩和ケアチー
ムの介入を 行い、 緩和ケア外来において、 がん患者の症状コ ン
ト ロ ール、 栄養管理、 患者や家族の悩み相談、 開業医に対する
薬剤情報提供等を行い、 がん患者のＱ Ｏ Ｌ の改善を 図っ た。

中期目標
地域医療機関と 役割を 分担し た上で、 各病院が有する 医療機能に応じ て、 ５ 疾病（ がん、 脳卒中、 心血管疾患、 糖尿病及び精
神疾患） に対応し た専門医療を提供する こ と 。

中期計画
（ 年度計画）

◯地域医療機関と の役割分担及び連携を 明確にし たう えで、 各病院が有する 医療機能に応じ 、 本市の基幹病院・ 中核病院と し
て求めら れている 高度な専門医療を 提供する 使命を果たす。
◯疾病構造の変化や高度に進化し た治療法に対応する ため、 各専門職がそれぞれの専門性を 発揮する と と も に緊密に連携し 、
診療科の枠を 超えた質の高い総合的な診療を 充実さ せる 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯がん治療については、 メ ディ カ ルク ラ スタ ー（ 神戸医療産業都市に集積する 高度専門病院群） と 連携し 、 患者のＱ Ｏ Ｌ
（ Qual i t y Of  Li f e、 生活の質） 向上のため、 よ り 身体の負担が少ない治療や検査の充実に取り 組む。
◯地域がん診療連携拠点病院と し ての体制強化を 図る ほか、 手術支援ロボッ ト の活用、 大学等と 連携し たがんゲノ ム医療など
の高度医療に積極的に取り 組む。
◯一刻を 争う 脳卒中や急性心筋梗塞を はじ め、 脳血管障害や心血管疾患などの疾患においては、 内科系医師、 外科系医師、 看
護師及びコ メ ディ カ ル等がチームを 組み、 迅速かつ最適な医療を 提供する 体制を 堅持する 。 また、 糖尿病については関連診療
科や神戸アイ セン タ ー病院と の連携を 図り 、 総合的な糖尿病教育・ 治療を 行う 。
◯精神疾患については、 精神科身体合併症病棟を 活用し 、 様々な患者の状態に応じ た治療を 行う と と も に救命救急医療の更な
る 充実を 目指す。

自己評価 4

⑤

新規の抗がん剤についても 積極的に導入し 、 最適ながん薬物療
法を提供する 。 新規の抗がん剤は未知の副作用発現の可能性も
あるため、 薬剤師は診療科と 密に連携し 、 副作用の早期発見並
びに重篤化の回避に努める

・ 免疫チェ ッ ク ポイ ン ト 阻害剤等の新規抗がん剤なら びにレ ジ
メ ン の多様性にも 対応し 、 最適ながん薬物療法を 支援し た。 免
疫チェ ッ ク ポイ ント 阻害剤は多岐にわたる 副作用発現の可能性
も ある ため、 薬剤師は診療科と 密に連携し 、 副作用の早期発見
並びに重篤化の回避に努めた。

５ 疾病に対する 専門医療の提供
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⑩
外来、 入院と も がん患者や栄養不良、 生活習慣病等栄養指導の
対象と なる 患者には積極的に栄養指導を 実施する

・ 入院1, 508件、 外来1, 649件、 計3, 157件の個別栄養指導なら
びに235件の集団栄養指導を実施。

⑪
脳卒中セン タ ーでは、 Ｓ Ｃ Ｕ （ 脳卒中ケアユニッ ト ） を 引き 続
き 設置し 、 救命救急セン タ ーと の連携の下、 ホッ ト ラ イ ン を 活
用し 24時間体制で専門医によ る血管内治療等脳卒中診療を 行う

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応に伴い、 コ ロ ナ前の令和
元年度に比べ患者数は減少し たが、 脳神経外科と 脳神経内科が
協力し て脳卒中セン タ ーの一体的運用を 図り 、 救命救急セン
タ ーと の連携のも と 、 24時間体制で脳卒中専門医によ る 脳卒中
診察を 行い、 救命率の向上、 後遺症発生率の低減、 早期のリ ハ
ビ リ への移行を 図っ た。
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⑦

保険薬局へのレ ジメ ン 情報の提供並びに施設間薬剤情報提供
書、 ト レ ーシン グレ ポート を 活用し た双方向の情報共有によ り
連携を 強化する 。 薬剤師外来によ る 薬学的管理により 経口抗が
ん剤服用期間中における 外来での継続し たアド ヒ アラ ン ス向上
と 副作用マネジメ ン ト で安全性、 有効性を 確保する

・ 地域医療連携セン タ ー薬剤師と 病棟薬剤師が施設間薬剤情報
提供書によ り 、 入院中の処方内容と 服薬状況、 常用薬から の変
更の経緯など薬物治療上必要な情報を転院先と 共有し 、 スムー
ズな退院・ 転院支援を サポート する こ と で、 転院先での薬物療
法の安全性確保に努めた。 転院支援患者の54％について情報提
供し た（ 施設間薬剤情報提供書作成件数1, 793件） 。
・ 保険薬局へ情報提供する 対象レ ジメ ン を 拡げ連携を 強化し た
（ 連携充実加算1, 153件） 。

⑧
がん診療オープン カ ン フ ァ レ ンス及び研修会を 開催し 、 地域が
ん診療連携拠点病院と し ての役割を 果たす

・ がん診療連携オープン カ ン フ ァ レ ンスを 11月に開催し た（ 参
加者36名） 。
・ がん診療に携わる 医師に対する 緩和ケア研修会を 9月に開催
（ 受講者総数21名） 。

⑨

入院患者には、 緊急入院、 予定入院と も 、 栄養不良患者への早
期介入を 行い、 医師看護師コ メ ディ カ ルと 共同し て改善を 図る
（ 栄養管理体制の確立） 。 また、 周術期の患者へは術前から 介
入し 、 術後も 継続し て適切な栄養管理を 行う

・ 全入院患者に対し 栄養管理計画を 立案し 、 栄養介入の必要な
患者に早期から の介入を 実施。
・ 栄養不良が疑われる 症例は積極的にＮ Ｓ Ｔ メ ン バーと 症例を
共有し 、 栄養状態の改善に繋げた。
・ Ｇ －Ｉ Ｃ Ｕ 、 Ｅ －Ｉ Ｃ Ｕ 、 Ｃ －Ｈ Ｃ Ｕ なら びにＳ Ｃ Ｕ 入室患
者に対し 、 医師・ 看護師・ 薬剤師・ リ ハビ リ ・ 臨床工学技士等
と 共に入室早期から 栄養開始を 実施する ための介入を 行い、 早
期栄養介入管理加算算定に繋げた。 また、 休日に当該治療室に
入室し た患者についても 、 専任管理栄養士と 連携し て栄養アセ
スメ ン ト やモニタ リ ン グを 行い、 早期から の栄養介入と 加算算
定を 実施し た。

⑥

病棟及び外来化学療法セン タ ーにおいて薬剤師による 治療スケ
ジュ ールや副作用の説明や治療開始後のモニタ リ ングを 行う こ
と によ り 、 安全な治療を 提供する 。 また、 外来化学療法セン
タ ーでは、 外来通院治療機能の充実を 図る ために、 がん患者に
対する 化学療法の管理指導等を行う

・ 外来化学療法セン タ ー・ サテラ イ ト フ ァ ーマシーに薬剤師が
常駐し 、 化学療法室と 随時協議し 、 レ ジメ ン チェ ッ ク 、 抗がん
薬調製等、 全ての化学療法患者に安全な薬物療法を 提供し た。
全処方の約40%を 抗がん薬調製ロ ボッ ト で調製し ており 、 薬剤
師は患者指導に注力し た。
・ 抗がん薬と 免疫チェ ッ ク ポイ ン ト 阻害薬の併用レ ジメ ン が増
加し 、 調製件数は、 令和4年度の26, 104件（ 外来；  20, 355件、
入院；  5, 749件） から 、 令和5年度は 30, 266件（ 外来；
23, 990件、 入院； 6, 276件） と なり 、 年間約 4, 000件増加し て
おり 、 薬剤部内の人員配置を 調整すると と も に、 曝露防止デバ
イ スの変更等、 手技の効率化によ り 対応し ている 。
・ 薬剤師外来では、  13, 043件（ R5年度実績） の患者面談を 行
い、 薬物療法の質向上と 医師負担軽減に寄与し た。 がん患者へ
の薬剤指導面談件数 6, 178件、 保険薬局と の情報共有によ る が
ん連携充実加算は 1, 153件の実績を あげた。

⑫
心臓セン タ ーでは圏域内の心・ 大血管疾患の中心的病院と し て
救命救急セン タ ーと の連携の下24時間対応でき る 体制によ り 、
救命に寄与する

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応に伴い、 コ ロ ナ前の令和
元年度に比べ患者数は減少し たが、 心臓セン タ ーでは、 救命救
急セン タ ーと の連携の下、 心筋梗塞、 狭心症等の疾患だけでな
く 、 入院患者を 含め虚血性心疾患や大動脈疾患等の心血管患者
を 対象と し 、 救命に寄与し た。

⑬
精神疾患については、 精神科身体合併症病棟を 活用し 、 精神疾
患に合併し た急性期の身体疾患によ り 入院治療の必要性のある
患者を 受け入れていく

・ 平成28年８ 月から 精神科身体合併症病棟（ ８ 床） を 開設。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応に伴い、 コ ロ ナ前の令和
元年度に比べ患者数は減少し た（ 延入院患者2, 187人、 平均在
院日数19. 4日、 新入院患者118人、 利用率74. 7％、 平均単価
53, 048円）
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具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

がん治療については、 低侵襲かつ安全な手術や臓器機能の温存
術の実施、 手術支援ロ ボッ ト （ ダヴィ ン チ） の活用、 化学療法
等に取り 組むと と も に、 放射線治療施設を 有する 市関連病院や
市内の医療施設と 連携し て放射線治療を 実施する

・ 手術支援ロボッ ト （ ダヴィ ン チ） を活用し た手術に関する 施
設基準を 取得（ ７ 種） する こ と で、 ロボッ ト 手術の適応を 拡大
し 、 高水準な治療の提供に大き く 寄与し た。
・ 放射線治療について、 市関連病院や市内の医療施設と の連携
を 強化し た。

②
「 がん看護相談」 を 継続し 、 がん患者及び家族に対する 精神的
関わり や療養生活への支援を 行う など、 多様なニーズに対応す
る

・ 昨年度に引き 続き 神戸市子宮頚がん検診実施施設、 子宮頚が
んワク チン 接種契約医療機関と し て登録を 行っ た。

⑭
引き 続き 、 Ｔ Ａ Ｖ Ｉ （ 経カ テーテル大動脈弁治療） やＥ Ｃ ＭＯ
（ 体外式膜型人工肺） 等の高度専門医療の提供を 行う

・ Ｔ Ａ Ｖ Ｉ （ 経カ テーテル大動脈弁治療） （ 91件） 、 経皮的僧
帽弁形成術（ Ｍｉ ｔ ｒ ａ Ｃ ｌ ｉ ｐ ） （ 14件） 、 急性呼吸不全症
例に対する 治療成績の向上を 目的と し た体外式膜型人工肺（ Ｅ
Ｃ ＭＯ ） （ １ 件） など高度な治療を 継続し て実施し た。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

◯がん治療については、 患者の負担が少ない手術支援ロ ボッ ト によ る 手術を はじ めと し た高水準の治療を 積極的に行う と と も
に、 化学療法の実施や他の医療機関と の連携によ る放射線治療の充実を図る 等、 専門的ながん診療機能を 有する 医療機関と し
ての役割を 発揮する 。
◯糖尿病については、 教育入院や糖尿病教室を 引き 続き 行う と と も に、 糖尿病地域連携パスの利用を 促進する 等、 生活習慣病
医療を 強化する 。 また、 糖尿病合併症については、 院内の関係診療科と の連携を 図り ながら 取り 組む。

⑧
糖尿病地域連携パスやワン タ イ ム連携の運用によ り 、 引き 続き
地域医療機関と の連携を 図る

・ 引き 続き 通常の紹介形式に加え、 神戸糖尿病地域連携（ Ｋ ｏ
ｂ ｅ  Ｄ Ｍ ｎ ｅ ｔ ） の運用を 行い、 地域医療機関と の連携を
図っ た。

⑤
急性心筋梗塞については、 循環器内科において冠動脈造影検査
や血管内治療を 行う と と も に、 心臓リ ハビ リ テーショ ン の充実
を 図る

・ 時間内の救急受け入れ及び時間外救急受け入れを 円滑に行う
と と も に、 血管造影検査、 血管内治療を 継続し た。
・ 心臓運動負荷モニタ リ ン グシステム、 心臓運動負荷試験装置
を 活用し た心臓リ ハビ リ テーショ ン を継続し た。

⑦
糖尿病については、 保険者を はじ めと し た関係機関と 連携を 進
めると と も に、 予防・ 健康増進のための啓発活動を実施し 、 地
域における 生活習慣病の重症化予防に貢献する

・ 地域の生活習慣病重症化予防にむけ、 保険者と 協働のも と 地
域の事業所において出張糖尿病チェ ッ ク を 実施し 、 未受診者等
への受診勧奨・ 啓発活動を 行っ た。
・ 糖尿病に関する治療や予防等についてホームページや動画配
信（ 月１ 回程度配信） を 通じ て情報発信を 行い、 健康向上に向
けた教育・ 啓発活動を 行っ た。 また、 地域の方に向けた糖尿病
教室を ２ 回開催し た。

③
専門的ながん診療機能を 有する医療機関と し て、 栄養指導の実
施や保険薬局と の連携を 図る と と も に、 副作用の発現に係る 管
理や緊急時の対応を 行う 等、 外来化学療法の質の向上に努める

・ 専門的ながん診療機能を 有する 医療機関と し て、 保険薬局へ
のレ ジメ ン 情報の提供や薬局薬剤師を対象と し た研修会の実
施、 化学療法患者への栄養指導等を 実施し 、 引き 続き がん化学
療法の質向上に向けた取り 組みを 行っ た。 （ 連携充実加算算定
件数： 1, 697件）

④
がん等の診療に携わる 医療従事者に対する 緩和ケア研修会を 実
施し 、 緩和ケアの適切な提供、 がん患者のＱ Ｏ Ｌ 向上に努める

・ 引き 続き 外来化学療法セン タ ーへ管理栄養士を 配置し 、 栄養
に不安のある患者のピ ッ ク アッ プ・ 栄養指導を 実施し た。
・ 緩和ケアチームによ る ラ ウン ド 診察を 実施する と と も に、 が
ん等の診療に携わる 医療従事者に対する 緩和ケア研修会を 年に
一度実施し 、 緩和ケアの適切な提供、 がん患者のＱ Ｏ Ｌ 向上に
努めた。

⑥
脳卒中については、 脳神経内科と 脳神経外科によ る協力のも
と 、 スムーズな救急搬送及び受入れ体制を 継続し 、 必要時は脳
血管撮影を 行う

・ 脳神経内科と 脳神経外科によ る 協力のも と 、 スムーズな救急
搬送及び受け入れ体制を 継続する と と も に、 施設基準と し て超
急性期脳卒中加算を 取得し た。
・ 脳アン ギオ検査、 慢性硬膜下血腫手術を 実施し 、 脳卒中の症
例を 受け入れている 。
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⑩
精神疾患については、 各精神科病院から 「 精神保健福祉セン
タ ー」 経由で身体合併症患者を受け入れる ほか、 地域の専門病
院と の連携にも 努める

・ 精神障害者の身体合併症病床（ ４ 床） を 活用し 、 各精神科病
院から 「 精神保健福祉セン タ ー」 経由で受入れを 行っ た（ 延患
者数： 322人） ほか、 地域の専門病院と の連携に取り 組んだ。

④

国立がん研究セン タ ー認定がん相談支援セン タ ーにおいて、
「 認定がん専門相談員」 によ る質の高い相談体制の充実を 図る
ほか、 がん患者への精神的サポート や適切な情報提供を 行い、
がん患者サロ ン やアピ アラ ン ス支援、 社会保険労務士によ る 暮
ら し の相談（ 就労支援） の開催など、 がん患者支援の強化を 図
る

・ アピ アラ ンス支援やがん患者やその家族が語り 合う ためのサ
ロ ン を 、 新型コ ロナウイ ルス感染症等の感染防止対策に留意の
う え、 再開する など 、 引き 続き がん患者への支援や情報提供な
どの充実に努めた。
・ 平成28年３ 月に締結し たハロ ーワーク 西神と の就労支援協定
書に基づき 、 がん患者の就労支援への適時適切な取り 組みを 継
続し た。
・ 令和元年10月より 兵庫県社会保険労務士会と 連携し た社会保
険労務士による 相談会「 がん患者さ んのための仕事と 暮ら し の
相談会」 は、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症等の感防止対策に留意
のう え開催し た（ 13件） 。

②

Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ 、 ＭＲ Ｉ の活用によ り 、 更なる がん診断機能の向
上を図る と と も に、 内視鏡センタ ーにおける 早期発見・ 治療、
化学療法セン タ ーにおける 最適ながん薬物療法など、 総合的な
がん診療を 実施し ていく

・ Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ 、 ＭＲ Ｉ の活用によ り さ ら なる がん診断機能向
上に取り 組んだ。
・ ＭＲ Ｉ は地域の医療機関から 961件の検査依頼を 受ける 等、
合計11, 653件の実績があっ た。
・ 前立腺がんの放射線治療に際し ての直腸への侵襲低減のため
のハイ ド ロ ゲルスペーサ留置術を 積極的に実施し 、 新たに寡分
割照射を 開始し た。
・ 引き 続き 内視鏡セン タ ーにおける 早期発見・ 治療、 化学療法
セン タ ーにおける最適ながん薬物療法など、 総合的ながん診療
を 実施し た。
・ 引き 続き 国指定地域がん診療連携拠点病院と し て指定更新を
受け、 総合的ながん診療を 継続し て実施し た。 （ 指定期間： 令
和５ 年４ 月１ 日～令和９ 年３ 月31日（ ４ 年間） ）

③

５ 大がん（ 肺がん・ 胃がん・ 肝臓がん・ 大腸がん・ 乳がん） や
前立腺がん・ 子宮体がんの兵庫県統一「 地域連携パス」 を 活用
し 、 地域の医療機関と の連携の下、 患者の視点に立っ た、 安心
で質の高い医療を 提供する

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症流行下においても 、 ５ 大がん（ 肺
がん・ 胃がん・ 肝臓がん・ 大腸がん・ 乳がん） や前立腺がん・
子宮体がんの「 地域連携パス」 の課題改善のための意見交換を
継続実施し 、 地域の医療機関と のシームレ スな連携を 図っ た。

⑨
教育入院を はじ め、 院内多職種によ る 協力のも と 総合的に質の
高いサポート を 行い、 疾患の早期治療に取り 組むと と も に引き
続き 専門性の高い人材を 育成する

・ 教育入院をはじ め、 院内多職種連携によ る 協力のも と 総合的
に質の高いサポート を 行い、 疾患の早期治療・ 生活習慣病の重
症化予防に取り 組んだ。
・ 生活習慣病等、 療養のため必要な栄養指導を 積極的に実施し
た。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○がん治療については、 地域がん診療連携拠点病院と し て、 がん治療の専門性を 最大限に活かし 、 多職種のスタ ッ フ の力を 結
集し 、 地域医療機関と と も に患者・ 家族が安心し て生活でき る 診療連携体制を 整備・ 構築する 。
○Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ の活用によ り がん診断機能を 向上さ せる と と も に、 低侵襲な手術や化学療法、 放射線治療を 組み合わせた集学
的な治療の実施及びがん相談支援セン タ ーを 中心と する 患者支援に取り 組む。
○市民が適切な医療を 身近な地域で受けら れる よ う 、 手術支援ロ ボッ ト や血管造影撮影装置等の高度医療機器を 活用し 、 内視
鏡治療や血管内治療等の患者に負担の少ない低侵襲な高度専門医療を 提供する 。 また、 急性期の脳卒中症例など緊急を要する
症例に対し 、 迅速かつ適切な医療を 行う 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
がん治療については、 手術支援ロ ボッ ト などによ る手術や、 化
学療法、 リ ニアッ ク での高精度放射線治療を 積極的に実施し 、
質の高い集学的治療に取り 組む

・ 引き 続き 、 手術支援ロ ボッ ト （ ダヴィ ン チ） などによ る 低侵
襲な手術の提供に努めた。 ダヴィ ン チ実施件数158件（ 前年比
▲1件減） 。
・ リ ニアッ ク での高精度放射線治療実施人数は158人であり 、
高精度放射線治療の割合を 55. 3%まで増加さ せ、 医療の質を 向
上さ せた。
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年
度
計
画
の
進
捗

⑧

小児がん連携病院と し て、 近畿における 小児がん患者等の長期
の診療体制強化に努める 。 兵庫県立がんセン タ ー・ 神戸大学医
学部附属病院・ 兵庫医科大学病院と 連携し て、 乳がん、 卵巣が
んの化学療法のためのＢ Ｒ Ｃ Ａ １ 遺伝子・ Ｂ Ｒ Ｃ Ａ ２ 遺伝子検
査の遺伝カ ウン セリ ン グの提供を 行う と と も に、 新たに外来で
の遺伝カ ウン セリ ン グを 行う こ と でがんゲノ ム医療の充実に取
り 組む。

・ 引き 続き 、 小児がん連携病院（ 令和元年11月指定） と し て、
近畿における小児がん患者等の長期の診療体制強化に努めた。
兵庫県立がんセンタ ー・ 神戸大学医学部附属病院・ 兵庫医科大
学病院と 連携（ 令和２ 年１ 月締結） し て、 乳がん、 卵巣がんの
化学療法のためのＢ Ｒ Ｃ Ａ １ 遺伝子・ Ｂ Ｒ Ｃ Ａ ２ 遺伝子検査の
遺伝カ ウン セリ ングの提供体制強化に努めた。

⑦
がんリ ハビ リ テーショ ン を 実施し 、 肺炎等の術後合併症の予防
や早期離床の促進、 嚥下訓練・ 骨盤底筋体操等による がん患者
のＱ Ｏ Ｌ の改善に貢献する

・ 引き 続き 、 がんリ ハビ リ テーショ ンを 実施し 、 肺炎等の術後
合併症の予防や早期離床の促進、 嚥下訓練・ 骨盤底筋体操等に
よ る がん患者のＱ Ｏ Ｌ の改善に貢献し た。 （ がんリ ハ患者延べ
人数8, 706人、 骨盤底筋体操指導延べ患者数81人）

⑥

外来化学療法の施行時は、 服薬指導・ 口腔ケア・ 栄養指導・ 末
梢神経障害予防・ 皮膚障害予防の実施、 レ ジメ ン 情報の提供や
服薬情報提供書のやり と り による 保険薬局と の連携強化を 行
い、 外来化学療法の質の向上に努める

・ 外来化学療法の施行時は、 服薬指導・ 口腔ケア・ 栄養指導の
実施、 レ ジメ ン 情報の提供や服薬情報提供書のやり と り によ る
保険薬局と の連携強化を 行い、 外来化学療法の質の向上に努め
た。 （ がん患者指導管理料235件、 連携充実加算743件、 外来化
学療法導入時の歯科受診166件、 外来化学療法実施時の栄養指
導641件、 ９ 診療科で合計362件のレ ジメ ン 情報を 公開）

⑨

がん患者に対し て、 外来化学療法セン タ ーにおいて身体計測・
アセスメ ン ト を 行い、 栄養状態を 把握し 、 食欲不振や経口摂取
に対する 栄養指導を 入院・ 外来において継続し て行う 。 また、
抗がん剤の副作用に伴う 食欲不振や味覚障害に対し て、 不安や
疑問に答え食事の内容等について調整し 、 がん療養生活を でき
る だけ快適に過ごせる よ う 寄り 添う 。

・ 緩和ケア介入患者に対し て個々に食事調整を 行い、 栄養管理
に努めた（ 個別栄養食事管理加算651件） 。
・ 引き 続き 、 外来ケモセン タ ー、 病棟でのがん患者の栄養相談
を 積極的に行っ た。
・ 患者支援セン タ ーにて、 入院前オリ エン テーショ ン へ栄養相
談を 組み込み、 化学療法導入や術前の患者に対し て、 入院前か
ら 栄養管理介入ができ る よ う に取り 組んだ。
・ Ｎ Ｓ Ｔ のチーム活動において、 がんと 栄養新聞を （ 令和５ 年
度・ 4件） 作成し 、 がん患者の食生活・ 服薬・ 栄養管理の手引
き と なる よ う な内容を 提供し た。

⑪
脳卒中については、 ホッ ト ラ イ ン の運用で、 救急患者のスムー
ズな搬送及び受入れ体制を 継続する

・ 脳卒中については、 脳神経外科と 脳神経内科が協力し 、 新型
コ ロ ナウイ ルス感染症の蔓延期においても 、 受け入れ体制を 堅
持し 、 市民の生命を 守る ための体制維持に努めた。

⑩

がん患者に対し て、 患者支援セン タ ー・ 外来化学療法セン
タ ー・ 薬剤師外来等において、 抗がん剤を 中心と し た服薬指導
を 、 外来から 入院・ 入院から 外来と 継続的に行う 。
また、 服薬の継続が困難な抗がん剤等を 中心と し た服薬指導、
バイ オ製剤後続品（ バイ オシミ ラ ー） 使用の医師代行説明を 適
切に行う

・ 初めてがん化学療法を 受ける 患者や、 がん化学療法の新たな
治療計画を 開始する 患者に対し 、 薬剤師が事前の副作用説明・
対策を 行う こ と で、 患者が安心、 納得し て有効な抗がん剤治療
が行える よ う 取り 組んだ
・ 副作用のモニタ リ ン グによ る 薬剤の用量・ 用法の変更、 支持
療法の処方提案をする こ と で患者が安心、 納得し て有効な抗が
ん剤治療が行えるよ う 取り 組んだ。 加えてバイ オ製剤後続品
（ バイ オシミ ラ ー） 使用患者に医師に代わり 説明を 行っ た。

⑤

国指定地域がん診療連携拠点病院と し て、 チーム医療や外来を
含めた診療の質の向上を 目指し 、 緩和ケアの提供体制について
院内組織基盤の強化を 図る ため、 セン タ ー長、 ジェ ネラ ルマ
ネージャ ー、 専門資格を 有する看護師やその他の職種から 構成
さ れる 「 緩和ケアセン タ ー」 によ り 、 チーム医療や外来を 含め
た診療の質の向上に取り 組む

・ 国指定地域がん診療連携拠点病院と し て、 チーム医療や外来
を 含めた診療の質の向上を 目指し 、 緩和ケアの提供体制につい
て院内組織基盤の強化を 図る ため、 セン タ ー長、 ジェ ネラ ルマ
ネージャ ー、 専門資格を 有する 看護師やその他の職種から 構成
さ れる 「 緩和ケアセン タ ー」 を 令和３ 年４ 月に設置し 、 よ り 一
層、 がん患者への支援や情報提供などの充実を 継続し た。
・ 緩和ケアセン タ ーで多職種によ る アプ ロ ーチで、 よ り 一層が
ん患者への症状緩和や支援、 情報提供などの充実を 継続し た。
（ 緩和ケアチーム介入件数432・ 緩和ケア内科外来件数1, 856・
がん看護外来件数796・ 個別栄養食事管理加算件数652 )
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＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

⑬
糖尿病透析予防指導について、 医師、 看護師、 管理栄養士が取
り 組み、 体制の強化を 図る

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行によ り 、 食事療法や運動療
法等の自己管理が必要な患者・ 家族を対象と し た「 糖尿病教
室」 の開催をやむなく 見送っ たも のの、 「 糖尿病教室だよ り 」
を 毎月発行し 、 ＷＥ Ｂ 上での公開及び外来での配布を 行い、 糖
尿病患者の療養サポート に引き 続き 努めた。

⑭

入院や疾患に伴っ て生じ る さ まざ まな問題について精神科リ エ
ゾ ンチームによ る 支援や、 高齢者・ 認知症サポート チームによ
る 支援を 行う など、 患者やその家族が安心し て治療を 受ける こ
と が出来る よ う 努めていく

・ 精神科リ エゾ ンチームについては、 せん妄や抑う つ症状など
の患者に対し 多職種チームでのケアを行っ た。
・ 高齢者・ 認知症サポート チームについては、 年々増加し てい
る 認知症患者に対し 、 身体疾患の治療を 円滑に受けながら 安心
安全な入院生活を送れる よ う 主治医や看護師等と 協働し ながら
積極的な支援を 行っ た。
※リ エゾン ： 週１ 回の回診を 継続／認知症： 介入件数202件

⑫
急性心筋梗塞については、 ホッ ト ラ イ ン を 活用すると と も に、
引き 続き 循環器内科において冠動脈造影検査や血管内治療への
対応を 行う

・ 急性心筋梗塞については、 ホッ ト ラ イ ン の活用によ る 迅速か
つスムーズな受け入れ体制によ り 、 冠動脈造影検査や血管内治
療を 継続し た。
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関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

3, 699 3, 937 4, 168 4, 192

（ 前年度比） ( ％) 92. 2 88. 9 93. 7

R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

がん退院患者数 ( 人) 4, 819 4, 441 3, 946

1, 184 1, 133 1, 154

（ 前年度比） ( ％) 102. 0 78. 3 105. 2 115. 1

106. 4 100. 6

脳卒中退院患者数 ( 人) 1, 225 1, 249 978 1, 029

124 121

（ 前年度比） ( ％) 121. 5 60. 5 120. 2 143. 9

101. 9

急性心筋梗塞退院患者数 ( 人) 121 147 89 107 154

67

（ 前年度比） ( ％) 59. 4 73. 8 86. 1 108. 8 65. 9

97. 9

糖尿病退院患者数 ( 人) 180 107 79 68 74 102

144. 4

認知症鑑別件数 （ 件） 108 209 152 152 118

2, 559 2, 374 3, 427

（ 前年度比） ( ％) 97. 0 70. 0 122. 8 114. 8

身体合併症受入延患者数 ( 人) 2, 673 2, 593 1, 815 2, 229

63. 6

検査人数（ Ｃ Ｔ ） （ 人） 54, 636 53, 930 43, 152 47, 497 51, 343 50, 112

148 94

（ 前年度比） ( ％) 193. 5 72. 7 100. 0 77. 6

19, 413 19, 243 20, 096 19, 921

（ 前年度比） ( ％) 98. 9 83. 4 107. 1

検査人数（ ＭＲ Ｉ ） （ 人） 21, 964 21, 729 18, 131

52, 030

（ 前年度比） ( ％) 98. 7 80. 0 110. 1 108. 1 103. 8

2, 746 3, 002 2, 710

（ 前年度比） ( ％) 94. 8 82. 9 97. 9 101. 9

99. 1 99. 1

検査人数（ Ｐ Ｅ Ｔ ） （ 人） 3, 501 3, 318 2, 752 2, 695

734 588

（ 前年度比） ( ％) 94. 9 69. 4 86. 4 100. 9

90. 3

検査人数（ 心臓血管造影） （ 人） 979 929 645 557 562

569

（ 前年度比） ( ％) 105. 9 85. 7 107. 0 96. 3 86. 4

80. 1

検査人数（ 脳血管造影） （ 人） 675 715 613 656 632 658

21, 106 20, 865

（ 前年度比） ( ％) 94. 3 74. 0 108. 0 104. 8

105. 5

薬剤管理指導件数 （ 件） 25, 223 23, 784 17, 600 19, 005 19, 920

（ 前年度比） ( ％) 101. 4 71. 5 114. 4 109. 2

3, 392

（ 前年度比） ( ％) 100. 6 76. 2 119. 7 98. 2 88. 8

98. 9

栄養指導件数（ 合計） （ 件） 4, 162 4, 187 3, 191 3, 819 3, 750 3, 822

93. 0 113. 4

口腔ケア実施件数 （ 件） 2, 818 523 128 177

195, 009 181, 330 168, 904 191, 549

（ 前年度比） ( ％) 106. 2 101. 7 121. 1

リ ハビ リ 実施件数（ 合計） （ 件） 148, 988 158, 223 160, 969

23. 1

143 758 175

（ 前年度比） ( ％) 18. 6 24. 5 138. 3 80. 8

12, 510 10, 854 11, 714

　 手術件数（ 入院・ 外来合計） 10, 283 10, 422 7, 454 8, 528 9, 313 9, 200 9, 702（ 件）

91. 6 107. 2

12, 454 11, 411 11, 789 12, 637

（ 前年度比） ( ％) 86. 8 107. 9 106. 3

がん患者化学療法数 （ 人）
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関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

2, 060

（ 前年度比） ( ％) 113. 8 85. 1 101. 1 110. 9 109. 0

5年平均比

がん退院患者数 ( 人) 1, 828 2, 080 1, 770 1, 789 1, 984 1, 890

108. 8 84. 4

急性心筋梗塞退院患者数 ( 人) 9 15 13 10

57 62 60 51

（ 前年度比） ( ％) 130. 4 128. 3 74. 0

脳卒中退院患者数 ( 人) 46 60 77

116. 1

糖尿病退院患者数 ( 人) 127 161 117 91 113

9 11 13

（ 前年度比） ( ％) 166. 7 86. 7 76. 9 90. 0

93. 6

身体合併症受入延患者数 ( 人) 90 162 48 173 81 111

122 114

（ 前年度比） ( ％) 126. 8 72. 7 77. 8 124. 2

255 323 293 354

（ 前年度比） ( ％) 126. 5 71. 7 100. 8

認知症鑑別件数 （ 件） 279 353 253

322

（ 前年度比） ( ％) 180. 0 29. 6 360. 4 46. 8 290. 6

18, 270 17, 235 19, 889

（ 前年度比） ( ％) 105. 7 92. 8 99. 3 110. 8

126. 7 121. 0

検査人数（ Ｃ Ｔ ） （ 人） 16, 926 17, 888 16, 601 16, 488

4, 457 4, 901

（ 前年度比） ( ％) 108. 5 87. 4 102. 1 102. 7

115. 4

検査人数（ ＭＲ Ｉ ） （ 人） 4, 461 4, 838 4, 230 4, 320 4, 435

（ 前年度比） ( ％)

検査人数（ Ｐ Ｅ Ｔ ） （ 人）

110. 0

101 144 141

（ 前年度比） ( ％) 113. 6 91. 8 62. 7 95. 3

検査人数（ 心臓血管造影） （ 人） 162 184 169 106

（ 前年度比） ( ％)

97. 6

検査人数（ 脳血管造影） （ 人）

3, 544

（ 前年度比） ( ％) 113. 4 96. 3 86. 9 138. 1 138. 1

がん患者化学療法数 ( 人) 2, 340 2, 653 2, 554 2, 220 3, 066 2, 567

111. 1 109. 0

薬剤管理指導件数 （ 件） 14, 485 14, 794 12, 681 12, 459

2, 700 2, 999 2, 964 3, 230

（ 前年度比） ( ％) 109. 2 89. 0 93. 3

手術件数（ 入院・ 外来合計） ( 件) 2, 978 3, 251 2, 893

110. 8

栄養指導件数（ 合計） （ 件） 2, 231 3, 191 3, 531 3, 816 4, 379

13, 538 13, 591 15, 057

（ 前年度比） ( ％) 102. 1 85. 7 98. 2 108. 7

123. 7

リ ハビ リ 実施件数（ 合計） （ 件） 36, 509 39, 832 41, 855 43, 268 50, 111 42, 315

3, 430 4, 244

（ 前年度比） ( ％) 143. 0 110. 7 108. 1 114. 8

1, 785 2, 758 2, 237 2, 883

（ 前年度比） ( ％) 113. 2 87. 8 84. 5

口腔ケア実施件数 （ 件） 2, 124 2, 405 2, 112

59, 515

（ 前年度比） ( ％) 109. 1 105. 1 103. 4 115. 8 140. 6

154. 5 128. 9
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R5年度
5年平均比

がん退院患者数 ( 人) 3, 073 3, 066 2, 918 2, 739 2, 770

関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均

99. 3

脳卒中退院患者数 ( 人) 360 390 363 363 307 357

2, 913 2, 892

（ 前年度比） ( ％) 99. 8 95. 2 93. 9 101. 1

52 42 55 68

（ 前年度比） ( ％) 101. 8 123. 2 75. 4

急性心筋梗塞退院患者数 ( 人) 55 56 69

295

（ 前年度比） ( ％) 108. 3 93. 1 100. 0 84. 6 82. 7

137 112 132

（ 前年度比） ( ％) 107. 8 86. 5 115. 6 123. 4

80. 8 124. 1

糖尿病退院患者数 ( 人) 103 111 96 111

42 40

（ 前年度比） ( ％) 146. 7 88. 6 133. 3 88. 5

118. 3

身体合併症受入延患者数 ( 人) 30 44 39 52 46

214

（ 前年度比） ( ％) 86. 6 128. 1

94. 8

認知症鑑別件数 （ 件） 179 155 167

93. 9 109. 0

検査人数（ ＭＲ Ｉ ） （ 人） 10, 727 10, 903 10, 536 11, 676

27, 834 26, 139 25, 967 28, 300

（ 前年度比） ( ％) 107. 2 107. 0 103. 0

検査人数（ Ｃ Ｔ ） （ 人） 23, 572 25, 265 27, 027

105. 4

検査人数（ Ｐ Ｅ Ｔ ） （ 人） 1, 155 1, 202 1, 092

11, 425 11, 053 11, 653

（ 前年度比） ( ％) 101. 6 96. 6 110. 8 97. 9

93. 2

検査人数（ 心臓血管造影） （ 人） 519 576 427 373 374 454

1, 150 1, 072

（ 前年度比） ( ％) 104. 1 90. 8

148 151 161 192

（ 前年度比） ( ％) 94. 3 74. 6 109. 6

検査人数（ 脳血管造影） （ 人） 192 181 135

379

（ 前年度比） ( ％) 111. 0 74. 1 87. 4 100. 3 83. 5

96. 3

6, 955 7, 013 6, 755

（ 前年度比） ( ％) 111. 4 99. 0 102. 7 95. 0

102. 0 119. 0

がん患者化学療法数 ( 人) 6, 460 7, 199 7, 130 7, 320

6, 190

（ 前年度比） ( ％) 100. 5 88. 7 98. 9 105. 3 105. 4

手術件数（ 入院・ 外来合計） ( 件) 6, 241 6, 272 5, 564 5, 504 5, 795 5, 875

103. 4 98. 6

栄養指導件数（ 合計） （ 件） 2, 324 2, 744 3, 326 3, 856

17, 328 17, 913 19, 246 18, 973

（ 前年度比） ( ％) 91. 3 85. 0 98. 4

薬剤管理指導件数 （ 件） 22, 673 20, 710 17, 607

152. 6

リ ハビ リ 実施件数（ 合計） （ 件） 51, 928 52, 583 54, 021 58, 267 54, 545

3, 548 3, 160 4, 821

（ 前年度比） ( ％) 118. 1 121. 2 115. 9 92. 0

209

（ 前年度比） ( ％) 150. 4 89. 4 68. 1 212. 8 130. 8

123. 7

口腔ケア実施件数 （ 件） 119 179 160 109 232 160

54, 269 67, 123

（ 前年度比） ( ％) 101. 3 102. 7 107. 9 93. 6
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中期目標
地域医療支援病院と し て地域医療機関と の連携を さ ら に進める と と も に、 介護・ 福祉施設等と の連携を 強化し 、 的確な情報共
有を図る こ と によ り 、 退院後の医療支援や施設入所のための調整を 行う など、 高齢者等に対する 医療・ 介護・ 福祉間の切れ目
のないサービ スの提供に努めるこ と 。

中期計画
（ 年度計画）

◯地域医療支援病院と し て地域医療機関と の連携をよ り 一層推進する ため、 地域医療機関のニーズを 把握し 、 各病院の役割に
応じ た患者の紹介・ 逆紹介や医療機器の共同利用を行う 。
○患者が安心し て地域で療養でき る よ う に、 地域の在宅診療医や介護施設、 訪問看護ステーショ ン 等と の多職種での連携を 強
化する など、 市の地域包括ケアシステム推進における 市民病院と し ての役割を 果たす。
○オープン カ ン フ ァ レ ン ス等を積極的に開催し 、 地域の医療従事者の育成に努める 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

○地域包括ケアシステム構築に貢献する ため、 ケアマネジャ ー、 在宅介護支援事業者、 福祉施設等と 顔の見える 連携を実施す
る と と も に、 地域の医師、 訪問看護師等と の退院前カ ン フ ァ レ ン スを 積極的に実施する 。
○患者が安心し て地域で療養でき る よ う に、 入院初期から 積極的に退院支援を 行う など、 患者の状況に応じ た支援を 行う 。 特
に、 在宅復帰を 目指す患者が在宅へ円滑に移行でき る よ う 、 回復期リ ハビ リ テーショ ン 病棟・ 地域包括ケア病棟を 設けている
病院と 連携を 強化する 。

第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

１ 本市の基幹病院・ 中核病院と し ての役割

( 4) 市評価 4自己評価 4地域包括ケアシ ステム推進への貢献

③

大腿骨頸部骨折や脳卒中等急性期から 回復期へのリ ハビ リ テー
ショ ン については、 地域連携パスを 活用し 、 患者や家族のニー
ズを踏まえた上で、 でき る だけ早期に継続し たリ ハビ リ テー
ショ ン が実施でき る よ う 地域と の連携を 密に機能回復を 図る 。
また、 ５ 大がんやその他の疾患についても 地域連携パスの導入
及び活用を 進め、 地域の医療機関と の連携を 図る

・ 大腿骨頸部骨折や脳卒中地域連携パスを 積極的に活用（ 地域
連携パスで転院し た患者数： 大腿骨頸部骨折48人、 脳卒中130
人） 。
・ がん連携パスについても 積極的に活用。
・ 一般財団法人神戸マリ ナーズ厚生会ポート アイ ラ ン ド 病院、
西記念ポート アイ ラ ン ド リ ハビ リ テーショ ン 病院と ３ ヶ 月毎に
具体的な紹介実績や問題事例を 挙げながら 協議を 行う 連携会議
を 継続的に実施し た（ 転院支援各191件、 274件） 。
・ こ れまで不定期に開催し ていた神戸リ ハビ リ テーショ ン 病院
と の連携会議を 11月から ３ か月に１ 回定期的に開催し 、 連携の
強化を 図っ た。

④
高度医療に対応し た最新医療機器の導入等によ り 、 高度医療機
器の共同利用等の促進に取り 組み、 患者にやさ し い検査・ 治療
を 提供する

・ Ｃ Ｔ 、 ＭＲ Ｉ 、 Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ 等の高度医療機器検査につい
て、 引き 続き Ｆ Ａ Ｘ によ る 予約申込を受け付け、 地域医療機関
から の利用を図っ た（ 地域医療機関から の Ｆ Ａ Ｘ 検査予約759
件、 前年度比87. 0％） 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
入院前準備セン タ ーにおいて、 地域の医療・ 介護と 連携し て、
患者が円滑かつ安心な治療を 受けら れる よ う 支援を行う

・ 入院前準備センタ ーにおいて、 入院前から 退院後の生活を 見
据えたリ スク アセスメ ン ト ・ 療養環境整備支援を 実施（ 入院時
支援加算２ 算定実績： 789件） 。
・ 退院支援については令和３ 年度よ り 専門部署によ る 算定以外
にセラ ピ スト による 算定を 、 令和５ 年度よ り 一部の病棟で病棟
に配置し た退院支援専門看護師によ る算定を それぞれ開始し
た。 入退院支援加算１ 実績： 4, 540件（ 前年度比100. 7％） 。
・ 令和２ 年５ 月から 開始し た周術期サポート チーム活動につい
て外科・ 心臓血管外科・ 泌尿器科・ 産婦人科患者に加えて、 令
和５ 年度は頭頸部外科患者についても 対象を 拡大し た。

②

神戸市民間病院協会の会員病院など地域の医療機関と の情報交
換を密にし 、 また、 入退院支援システム（ Ｃ Ａ Ｒ Ｅ Ｂ Ｏ Ｏ Ｋ ）
も 活用し 、 急性期及び亜急性期の患者の転院や後方連携の強化
に取り 組む

・ 入退院支援システム（ Ｃ Ａ Ｒ Ｅ Ｂ Ｏ Ｏ Ｋ ） を 令和４ 年10月に
導入以来積極的に活用し 、 転院調整の効率化に努めた。
・ 神戸市民間病院協会加盟病院への転院についても Ｃ Ａ Ｒ Ｅ Ｂ
Ｏ Ｏ Ｋ を 活用し 、 円滑で効率的な転院調整に取り 組んだ。
・ 病病連携の強化のため、 中央区内病院の地域連携部門の連携
の場と し て、 神戸市中央区地域医療連携部門連絡協議会に参加
し た。
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⑧
入院を 機に内服処方内容を 総合的に評価し た上で、 入院から 外
来・ 在宅における 薬物療法において、 病院と 保険薬局薬剤師の
連携のも と ポリ フ ァ ーマシー対策を 推進し ていく

・ ポリ フ ァ マシーチームの対象を 今年度よ り 大幅に拡大し 、 医
薬品適正使用を 推進し た。 （ 薬剤総合評価調整加算算定件数
224件） 。
・ 回復期リ ハビ リ テーショ ン 病床・ 地域包括ケア病床と いっ た
包括入院料病院への転院に当たり 問題と なっ たがん治療等の高
額薬剤処方の連携方法について、 薬剤師を 中心に多職種で検討
し 、 継続療養方法を 選定し た。

⑪
薬剤師は薬剤が原因（ 高額医薬品の代替、 合剤への切り 替えな
ど ） で転院が難渋する ケースの対応や外来・ 在宅調整に注力
し 、 転院・ 退院を 支援する

・ 薬剤の継続使用について、 適応や患者さ んの意向も 含めて患
者・ 家族・ 多職種で話し 合う 取り 組みを 行っ た。

⑤
地域医療機関と の顔の見える 連携促進を 図り 、 新たな連携先を
開拓する

・ 新規開院の医療機関に患者紹介を 呼びかける 等、 連携登録医
の登録勧奨を実施し た。
・ 新たな連携先と し て、 登録医療機関15機関、 登録医29人を 追
加し た。

⑥
連携登録医に対し ては、 病院の情報を 積極的に提供し 、 連携し
やすい環境を 作る と と も に、 顔の見える 連携の強化を 図り 、 地
域連携懇話会を 開催する

・ 圏域内の地域医療機関を 対象に連携登録医を 引き 続き 募集
し 、 登録を 行っ た（ 登録医療機関数1, 192機関、 登録医数1, 604
名） 。
・ 「 中央市民病院ニュ ース」 を 引き 続き 発行し 、 中央市民病院
の取り 組みやカ ンフ ァ レ ン スの情報を地域医療機関へ発信する
と と も に、 連携登録医へは、 講演会やカ ン フ ァ レ ン ス開催のお
知ら せ等を Ｅ メ ールでも 発信し た。
・ 昨年度に引き 続き 対面と ＷＥ Ｂ のハイ ブリ ッ ド によ る 地域連
携懇話会を 開催し た。 （ 院外78名、 院内58名参加）

⑦
オープ ン カ ン フ ァ レ ン ス、 地域連携セミ ナー等の研修会を 引き
続き 開催し 、 地域医療機関等にと っ て有用な情報を提供する 等
内容の充実に努め、 院外から の参加の促進を 図る

・ 会場と ＷＥ Ｂ のハイ ブリ ッ ド 形式で地域連携セミ ナーを 開催
し た（ ３ 回） 。
・ 地域合同カ ン フ ァ レ ン スを 20回、 在宅交流セミ ナー２ 回を 開
催し た。
・ 12月に市内の医療機関に勤務する ＭＳ Ｗ／Ｐ Ｓ Ｗ等の顔の見
える 連携の場と し て、 他院のＭＳ Ｗ等と 共同で、 ＭＳ ＷＮ Ｅ Ｔ
ＷＯ Ｒ Ｋ ＭＥ Ｅ Ｔ Ｉ Ｎ Ｇ を 開催し 、 ＭＳ Ｗ同士の連携強化を
図っ た（ 参加者数： 50名） 。

⑩

薬剤師が退院支援カ ン フ ァ レ ンス並びに退院時共同指導に積極
的に参加し 、 保険薬局薬剤師の参加を 促進する と と も に、 薬剤
師連携のも と 退院から 在宅へのシームレ スな薬物療法提供する
ための患者支援体制を 整え地域での薬学的管理につなぐ

・ 薬剤師が退院支援カ ン フ ァ レ ン スなら びに退院前カ ン フ ァ レ
ン スに参加する システムを 構築し ており 、 入院早期から 多職種
で退院後の患者の暮ら し を 考えた支援体制を 協議し 、 退院から
在宅へのシームレ スな薬物療法を 提供し ている （ 退院支援カ ン
フ ァ レ ン ス参加件数129件、 退院前カ ン フ ァ レ ン ス参加件数6
件） 。
・ 地域医療連携セン タ ー担当薬剤師が病棟薬剤師と の連携を 強
化する こ と で、 地域医療連携セン タ ー担当薬剤師は転院難渋症
例に注力する体制を 構築し た。
・ 薬剤部内に患者総合支援部門を 設置し 、 入院前準備セン
タ ー、 内服薬確認・ 支援外来、 地域医療連携セン タ ーに薬剤師
を 配置する こ と で業務の連携を 強化し た。

⑨

患者総合支援部門への薬剤師の配置を 強化し 、 入院前準備セン
タ ー、 内服薬確認・ 支援外来、 地域医療連携セン タ ー業務の連
携を強化する こ と で、 転院・ 退院後のリ ハビ リ 、 退院後の在宅
までの支援を 見据えた薬剤業務を 実践する

・ 入院から 在宅まで一元的・ 継続的な薬学管理を 実践し た。
・ 入院前準備センタ ー、 内服薬確認外来、 周術期支援では、 入
院予定患者の常用薬確認を 行い、 薬物療法の安全確保に貢献し
た。 （ Ｒ ５ 年度実績5, 099件） 。
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○市民や地域の医療機関から 信頼さ れる 病院であり 続ける ため、 各診療科の医師と 地域医療機関の医師と の顔の見える連携を
図り 、 紹介・ 逆紹介を さ ら に推進し 、 地域医療支援病院の役割を 堅持する 。
○地域の訪問看護ステーショ ンや医療、 介護、 福祉等の関係機関と の後方支援機能を 充実さ せる 等、 在宅支援を 中心と し た地
域社会と の連携を 図り 、 入院医療から 在宅医療への移行機能を 強化する。
○地域の歯科診療所で診察を 受ける こ と が困難な方々に、 こ う べ市歯科セン タ ーと 連携し 、 安全で安心な歯科医療サービ スを
提供する 。
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具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

地域医療機関訪問、 訪問看護ステーショ ン 訪問やオープン カ ン
フ ァ レ ン ス等を 通じ て、 顔の見える 連携を 実践すると と も に、
紹介・ 逆紹介の更なる 推進を 図り 、 地域医療機関等と の連携強
化に取り 組む

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対応に伴う 病床制限の影響によ
り 、 紹介患者数はコ ロ ナ前の令和元年度以前の水準を 下回っ た
が、 地域医療機関と の連携強化・ 調整を 進め、 令和４ 年度と 比
較する と 紹介患者数は増加し た。
・ 地域医療在宅支援室の看護師を 担当と し たかかり つけ医相談
窓口業務を 継続し 、 相談体制を 確立し た。 （ かかり つけ医相談
件数： 413件）
・ 兵庫県医師会と 共催で西市民連携セミ ナー（ 参加者276名）
や市内訪問看護ステーショ ン と の交流会（ 参加者60名） およ び
院内外多職種交流会（ 参加者41名） を通じ て、 コ ロ ナ禍での連
携等について情報提供・ 意見交換を 行っ た。
・ オープン カ ン フ ァ レ ン スについて、 オン ラ イ ン 又はバイ ブ
リ ッ ド での開催だけでなく 、 コ ロ ナ小康期には現地開催する こ
と によ り 地域の医療従事者と 顔の見える 連携を 行っ た。 （ 開催
数: 18回　 合計992名う ち 院外参加者625名）
・ 毎月発行の西市民病院だよ り や年２ 回発行の連携医だよ り で
当院の診療内容等について配信を 行っ た。
・ 地域医療機関と の連携強化を 図る ため、 ３ 区（ 長田・ 兵庫・
須磨） 医師会と の交流会である 「 地域連携のつどい」 を 開催し
た。 （ 参加者240名）
・ 地域医療機関と の連携強化のため、 診療所訪問を 179件実施
し た。
・ 訪問看護ステーショ ン への訪問を 16件実施し た。

③

多職種によ る 連携・ 協働のも と 、 予定入院患者に対し 入院前か
ら 介入する こ と で入院期間の適正化、 入院患者の一貫し た支援
を 行い、 よ り 質の高い医療サービ スの提供が行えるよ う 、 引き
続き 入退院支援機能の充実を 図る

・ 入院オリ エン テーショ ン を 実施し 、 入院時にリ スク 評価によ
る 安全面の向上を図り 、 社会的背景の確認によ る 早期の患者の
支援を 図る と と も に、 多職種によ る 連携・ 協働のも と 入院患者
の一貫し た支援を行い、 よ り 質の高い医療サービ スの提供がで
き る よ う に、 入退院支援に関する 運用を 見直し た。 また、 令和
５ 年度から は救急患者への入院オリ エン テーショ ン を 開始し
た。
・ 消化器外科手術を 控えている ハイ リ スク 患者( 75歳以上） に
対し て術前外来から リ ハビ リ ・ 管理栄養士が指導を 行い周術期
チームが介入し ている 。

⑤
有識者会議等の意見も 踏まえながら 、 市街地西部の急性期中核
病院と し て、 関係機関と の連携のも と 、 救急を はじ め地域で完
結でき る 医療提供体制の構築・ 役割の検討を 進める

・ 新西市民病院整備基本構想や、 令和５ 年２ 月に策定し た新西
市民病院整備基本計画に基づき 、 必要な機能・ 役割や運営計画
等について検討を行っ た。

②
患者が安心し て地域で療養でき る よ う に、 地域の医師、 訪問看
護師等と の退院前カ ン フ ァ レ ンスを 積極的に実施する

・ 入院早期から 患者支援の意向に沿い、 多職種でカ ン フ ァ レ ン
スを 実施の上、 退院支援を 実施し た。 （ 退院調整実施件数
3, 540件、 看護師やケアマネジャ ーと の退院カ ン フ ァ レ ン ス199
件）

④
地域の歯科診療所で診察を 受ける こ と が困難な方々に、 こ う べ
歯科セン タ ーと 連携し 、 安全で安心な歯科医療サービ スを 提供
する

・ こ う べ歯科センタ ーに受診後、 全身麻酔下の処置等が必要と
さ れ、 全身状態等の状況によ り 術後の入院など対応が必要と さ
れる 症例などは随時紹介を 受け入れた。
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○地域医療支援病院と し て、 神戸西地域の地域完結型医療を 推進する 。
○開院当初よ り 開催し ている 医師会や歯科医師会と 組織する 協議会や地域医師会と の合同カ ン フ ァ レ ン スを 実施する 。 医師に
よ る地域医療機関への訪問等によ り 信頼関係を 更に深め、 紹介・ 逆紹介の推進、 円滑な転院調整等を 行い、 地域医療機関と の
役割分担を 積極的に進める 。
○神戸西地域の医療介護サポート セン タ ーが主催する 会議や研修会へ参加し 、 在宅医療・ 介護資源の把握や課題等を 共有する
こ と で切れ目のない連携に取り 組み、 在宅医療への円滑な移行に努める。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

ホームページや機関紙（ れんけい） での広報活動の強化や医療
機関検索システムを 活用する など 、 地域医療支援病院と し ての
役割の継続・ 強化に向け、 新たな紹介患者の増加、 逆紹介の更
なる推進を 図る

・ 引き 続き 地域医療支援病院と し て紹介・ 逆紹介を 推進し 、 円
滑な転院調整等、 地域医療機関と の役割分担の確立を 図っ た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症等の感染防止対策に留意のう え、
医師会や歯科医師会と 組織する 協議会を 現地及びＷＥ Ｂ 会議形
式で開催し た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルスの感染状況を 考慮し ながら 、 神戸西地域
合同カ ン フ ァ レ ンスを ３ 回開催し た。
・ 地域の医療機関の利便性向上のため、 イ ン タ ーネッ ト 予約シ
ステムを 導入し た（ 令和6年1月） 。
・ 転院調整業務の効率化を 図る ため、 入退院支援システム（ Ｃ
Ａ Ｒ Ｅ Ｂ Ｏ Ｏ Ｋ ） の導入に向けて準備を 行っ た。

⑤
患者支援セン タ ーにおいて、 外来から 入院・ 退院後まで切れ目
なく 支援する よ う 体制を 整える

・ 令和５ 年３ 月より 運用を 開始し た患者支援セン タ ーにおい
て、 患者が利用し やすい相談窓口の整備、 地域の医療・ 介護機
関と のスムーズな連携、 逆紹介の推進、 外来から 入院、 退院・
転院、 在宅医療移行までの流れを 切れ目なく 支援でき る 体制を
継続し て行っ た。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

②

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の拡大状況を 踏まえつつ、 診療科部
長等と と も に、 よ り 目的を 明確化し て地域医療機関訪問を 行う
こ と によ っ て、 「 顔の見える 連携」 と し て更なる 連携強化に取
り 組む

・ 地域における 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染状況を 考慮し
ながら 地域医療機関訪問を 行っ た（ 実績24施設） 。
・ 訪問時は専門分野や医療機能等についての情報交換を 行い、
連携強化に取り 組んだ。

③

各診療科・ 部門については、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の拡大
状況に留意し つつ、 ＷＥ Ｂ 会議を 活用する など、 積極的にオー
プ ンカ ン フ ァ レ ン スを 実施し 、 地域医療機関と の連携強化に取
り 組む

・ 引き 続き 、 広く 連携先を 開拓し 「 顔の見える 連携」 につなげ
る ために地域の医療関係者等を 対象に、 新型コ ロ ナウイ ルス感
染症等の感染防止対策に留意のう え、 在宅医療を 含めたカ ン
フ ァ レ ン ス、 研修を 開催し 、 患者の希望やニーズに沿っ た連携
の円滑化、 普及に取り 組んだ。

④
大腿骨頸部骨折や脳卒中・ 前立腺がんなどの疾患についても 地
域連携パスの導入及び活用を 進め、 地域医療機関と の連携を 図
る

・ 地域連携パスの活用を 進め、 地域の医療機関と の連携を 図っ
た（ 大腿骨頸部骨折連携パス転院103人、 脳卒中地域連携パス
転院103人、 泌尿器科がん地域連携パス転院52人） 。

抜本的改善が必
要な事項
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関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度 目標値

5年平均比 進捗

78. 1 72. 5

（ 前年度比） 9. 1 2. 0 ▲ 5. 9 2. 4 111. 7 107. 7

紹介率（ 地域医療支援病院算定式によ る） ( ％) 63. 3 72. 4 74. 4 68. 5 70. 9 69. 9

132. 4 135. 0

（ 前年度比） 13. 0 13. 3 ▲ 25. 5 ▲ 1. 8 100. 1 98. 1

逆紹介率（ 地域医療支援病院算定式によ る） ( ％) 124. 5 137. 5 150. 8 125. 3 123. 5 132. 3

179

（ 前年度比） 76. 0 89. 6 106. 3 94. 1 83. 4

地域連携パス適用患者数 （ 人） 279 212 190 202 190 215

5

（ 前年度比） 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 125. 0

地域医療機関向け広報誌発行回数 （ 回） 4 4 4 4 4 4

20

（ 前年度比） 79. 2 35. 7 140. 0 81. 0 67. 6

オープン カ ンフ ァ レ ン ス開催回数 （ 回） 53 42 15 21 17 30

547

（ 前年度比） 83. 9 25. 3 165. 6 83. 4 53. 3

オープン カ ンフ ァ レ ン ス院外参加人数 （ 人） 1, 904 1, 597 404 669 558 1, 026

4, 540

（ 前年度比） 95. 7 103. 5 175. 1 120. 4 155. 4

退院調整実施件数 （ 件） 2, 156 2, 064 2, 137 3, 742 4, 507 2, 921

127 226 166 237

（ 前年度比） 112. 6 41. 7 147. 7

ケアマネージャ ーと のカ ンフ ァ レ ンス件数 （ 件） 183 206 86

178. 0 143. 1

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均

55. 0

（ 前年度比） 0. 1 ▲ 3. 9

R5年度 目標値
5年平均比 進捗

紹介率（ 地域医療支援病院算定式によ る） ( ％) 57. 8 57. 9 54. 0 56. 6 55. 5 56. 4 62. 2

118. 6 121. 4 113. 4 112. 6 117. 3

（ 前年度比） 6. 6 10. 6

逆紹介率（ 地域医療支援病院算定式によ る） ( ％) 101. 4 108. 0 100. 0

2. 6 ▲ 1. 1 110. 4 113. 1

▲ 8. 0 104. 2 117. 32. 8

27 39 48 55

（ 前年度比） 85. 7 76. 7 58. 7 144. 4 113. 6

地域連携パス適用患者数 （ 人） 70 60 46

14

（ 前年度比） 107. 7 85. 7 108. 3 107. 7 106. 1

地域医療機関向け広報誌発行回数 （ 回） 13 14 12 13 14 13

18

（ 前年度比） 107. 1 23. 3 385. 7 66. 7 81. 8

オープン カ ンフ ァ レ ン ス開催回数 （ 回） 28 30 7 27 18 22

625

（ 前年度比） 93. 3 22. 4 349. 7 86. 5 110. 4

オープン カ ンフ ァ レ ン ス院外参加人数 （ 人） 807 753 169 591 511 566

2, 011 2, 790 2, 233 3, 540

（ 前年度比） 109. 7 92. 2 97. 1

退院調整実施件数 （ 件） 2, 047 2, 245 2, 070

138. 7 158. 6

199

（ 前年度比） 52. 4 49. 8 103. 6 221. 1 88. 9

ケアマネージャ ーと のカ ンフ ァ レ ンス件数 （ 件） 422 221 110 114 252 224
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関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度 目標値

5年平均比 進捗

紹介率（ 地域医療支援病院算定式によ る） ( ％) 75. 7 77. 7 75. 8 74. 9 73. 1 75. 4 86. 6 70. 0

（ 前年度比） - 2. 0 ▲ 1. 9 ▲ 0. 9

（ 前年度比） - 6. 5 ▲ 1. 1

▲ 1. 8 114. 8 123. 7

逆紹介率（ 地域医療支援病院算定式によ る） ( ％) 75. 6 82. 1 81. 0

0. 1 ▲ 0. 1 122. 0 130. 4

81. 1 81. 0 80. 2 97. 8 75. 0

152 154 162 206

（ 前年度比） 134. 8 92. 1 86. 9

地域連携パス適用患者数 （ 人） 141 190 175

101. 3 126. 8

13

（ 前年度比） 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

地域医療機関向け広報誌発行回数 （ 回） 13 13 13 13 13 13

41

（ 前年度比） 86. 3 8. 7 250. 0 180. 0 104. 1

オープン カ ンフ ァ レ ン ス開催回数 （ 回） 80 69 6 15 27 39

399

（ 前年度比） 77. 6 9. 5 231. 7 150. 2 61. 9

オープン カ ンフ ァ レ ン ス院外参加人数 （ 人） 1, 416 1, 099 104 241 362 644

1, 429 1, 602 1, 462 2, 079

（ 前年度比） 87. 1 95. 4 108. 7

退院調整実施件数 （ 件） 1, 583 1, 379 1, 315

82. 0

241 304 249

（ 前年度比） 73. 6 12. 3 480. 4 98. 4

112. 1 142. 2

ケアマネージャ ーと のカ ンフ ァ レ ンス件数 （ 件） 565 416 51 245
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

２ 中央市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 1) 市評価 5

中期目標 日本屈指の救命救急センタ ーと し て、 あら ゆる 救急疾患から 市民の生命を 守る ため全力を 尽く すこ と 。

自己評価 5日本屈指の救命救急セン タ ーと し ての役割の発揮

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯日本屈指の救命救急セン タ ーと し て、 病院全職員が一丸と なっ て多職種が連携し た救急医療を 行い、 あら ゆる 救急疾患から
市民の生命を 守る 。
○地域医療機関と の役割分担を明確にし た上で密接に連携し 、 よ り スムーズな受入れのため、 疾患に応じ たホッ ト ラ イ ン を 活
用する など、 一刻を 争う 重症及び重篤な患者に対し て年間を 通じ て24時間救急医療を 提供する 。
○救急医療に携わる 人材の育成を 更に推進し 、 地域における 救急医療向上への役割を 果たす。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

④

他院から の転送依頼については３ 次救急扱いと し 、 引き 続き 優
先的に受け入れを 行う 。 受け入れら れなかっ た症例について
は、 他院から の転送依頼だけでなく 、 救急車搬送も 含めて検証
を 行い、 応需率の向上に努める【 1-1-( 1) 再掲】

・ 毎月の救急委員会において、 救急車搬送の不応需件数と 理由
について検証し 、 病院幹部会で報告する と と も に、 他病院から
の要請に対し て不応需のケースについては、 妥当な判断である
か院内で検討のう え、 内容によ っ ては各診療科部長に指導を
行っ た。 【 再掲】

年
度
計
画
の
進
捗

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項
新型コ ロ ナウイ ルス感染症の５ 類移行後も 引き 続き 重症患者の受け入れを 行う と と も に、 院内全体の病床運営の効率化に努
め、 救急医療の提供を 継続するなど、 24時間365日市民の生命と 健康を 守っ た。
厚生労働省よ り 発表さ れた全国救命救急セン タ ー評価において、 10年連続で１ 位を 獲得し た。

救命救急セン タ ー、 ＭＰ Ｕ 病棟、 Ｅ Ｉ Ｃ Ｕ ・ Ｃ Ｃ Ｕ ・ Ｇ Ｉ Ｃ
Ｕ ・ Ｇ Ｈ Ｃ Ｕ 、 臨時病棟の効率的な運用と 病床の一元管理の徹
底に努め、 病院職員が一丸と なっ て、 24時間体制で重症の新型
コ ロナウイ ルス感染症及び一般の救急疾患に対応する 【 1-1-
( 1) 再掲】

・ 救急病床の充実と 院内全体の病床運営の効率化のため、 第２
救急病棟（ ８ 床） （ 平成28年５ 月） や、 精神科身体合併症（ Ｍ
Ｐ Ｕ ） 病棟（ ８ 床） （ 平成28年８ 月） の運用を 継続。 【 再掲】
・ 全国救命救急セン タ ー評価で10年連続で第１ 位を 獲得し た。
【 再掲】

②
チームによ る 救急医療体制を 展開し 、 よ り 迅速かつ的確な診断
及び処置を 行う 【 1-1-( 1) 再掲】

・ 救急救命士の資格を 持っ たク ラ ーク や専門看護師（ 急性・ 重
症患者看護） の配置、 救急科と 各診療科と の連携によ り 、 よ り
迅速かつ的確な診断及び処置を 行っ た。 【 再掲】

③
脳卒中、 胸痛、 心臓血管外科、 産科、 小児科ホッ ト ラ イ ン の運
用で、 救急患者のスムーズな搬送及び受入れ体制を強化する
【 1-1-( 1) 再掲】

・ 救急患者数及び応需率は新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響
で、 コ ロ ナ前の令和元年度以前に比べて減少し たが、 救急患者
の円滑な搬送及び受け入れを 行う ため、 脳卒中、 胸痛、 産科、
小児科ホッ ト ラ イ ン を 継続し た。
・ 救急患者の受け入れ体制確保のため、 他病院から の搬送依頼
のう ち ３ 次救急相当の患者については、 直接救急科の医師が対
応する 運用を継続し た。 【 再掲】

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

26, 611

（ 前年度比） ( ％) 95. 9 55. 4 121. 9 122. 9 103. 2

救急外来患者数 ( 人) 32, 747 31, 408 17, 413 21, 230 26, 086 25, 777

7, 272 8, 036 7, 457 7, 855

（ 前年度比） ( ％) 97. 2 76. 5 120. 9

う ち 入院 ( 人) 8, 092 7, 868 6, 017

110. 5 105. 3

8, 273 8, 112

（ 前年度比） ( ％) 90. 0 68. 5 112. 2 124. 2 98. 1

う ち 救急車受入 ( 人) 10, 171 9, 154 6, 267 7, 034 8, 737

救急車搬送応需率 ( ％) 99. 2 98. 7 96. 7 92. 7

98. 4

90. 8 95. 6 94. 1

（ 前年度比） ▲ 0. 5 ▲ 2. 0 ▲ 4. 0 ▲ 1. 9
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第１ 市民に対し て提供するサービスその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと るべき 措置

２ 中央市民病院の役割を踏まえた医療の提供

( 2) 市評価 3

中期目標
メ ディ カ ルク ラ スタ ー（ 神戸医療産業都市に集積する 高度専門病院群） と の連携により 、 市民に先進的ながん治療等を 提供す
ると と も に、 患者のＱ Ｏ Ｌ （ Quol i t y of  Li f e、 生活の質） の向上を目指すこ と 。

自己評価 3メ ディ カ ルク ラ スタ ーと の連携による 先進的ながん治療等の提供

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯グローバルな視点を持ちながら 、 メ ディ カ ルク ラ スタ ー（ 神戸医療産業都市に集積する高度専門病院群） と の連携を 推進す
る。
○疾患、 診療内容の変化や医療需要と 供給のバラ ンスに応じ て市民に最新最良の医療の提供を 目指すと と も に、 患者のＱ Ｏ Ｌ
（ Qual i t y Of  Li f e、 生活の質） 向上のため、 より 身体の負担が少ない治療や検査の充実に取り 組む。
○地域がん診療連携拠点病院と し ての体制強化を 図る ほか、 手術支援ロボッ ト の活用、 大学等と 連携し たがんゲノ ム医療など
の高度医療に積極的に取り 組む。
○今後の医療の動向を踏まえ、 周辺の先端医療技術の研究拠点等と の連携に努める と と も に、 市民の健康増進に向けた取組み
に協力する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

④
がん診療オープン カ ンフ ァ レ ンス及び研修会を開催し 、 地域が
ん診療連携拠点病院と し ての役割を果たす【 1-1-( 3) 再掲】

・ がん診療連携オープンカ ンフ ァ レ ンスを 11月に開催し た（ 参
加者36名） 【 再掲】 。
・ がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会を 9月に開催
（ 受講者総数21名） 【 再掲】 。

＜法人の自己評価： 評価を「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

がん治療については、 手術支援ロ ボッ ト （ ダヴィ ンチ・
hi not or i ） などによる患者の負担が少ない手術や化学療法、 放
射線治療のほか、 がんゲノ ム医療や治験等も 活用し 患者のＱ Ｏ
Ｌ も 考慮し ながら 、 患者にと っ て最適な医療を提供する【 1-1-
( 3) 再掲】

・ 手術支援ロボッ ト （ ダヴィ ン チやhi not or i ） を使っ た手術を
継続すると と も に、 化学療法や放射線治療だけでなく 、 がんゲ
ノ ム医療等も 活用し 、 治療を行っ た。 【 再掲】
・ 難治性のがん治療である Ｃ Ａ Ｒ －Ｔ 細胞療法（ キムリ アⓇ
実施件数： 6件、 ブレヤンジⓇ　 実施件数： 7件） を 継続実施し
た。 また、 新たなＣ Ａ Ｒ －Ｔ 細胞治療（ イ エスカ ルタ Ⓡ） を 開
始し た（ 実施件数： 4件） 。 【 再掲】
・ 遺伝相談外来では、 専任の遺伝カ ウンセラ ーを配置し 、 相談
に応じ た（ 実績： 333件) 【 再掲】

②
神戸低侵襲がん医療セン タ ーや神戸陽子線センタ ー等と の連携
を図り 、 メ ディ カ ルク ラ スタ ーの中核病院と し て、 高度ながん
医療の提供を 行う

・ メ ディ カ ルク ラ スタ ー内でのがん医療連携を 継続的に実施。
・ 神戸低侵襲がん医療セン タ ー実績： 紹介患者数108人、 逆紹
介患者数681人。
・ 神戸陽子線セン タ ー実績： 紹介患者数10人、 逆紹介患者数48
人。

③

５ 大がん（ 肺がん・ 胃がん・ 肝臓がん・ 大腸がん・ 乳がん） の
兵庫県統一「 地域連携パス」 を活用し 地域の医療機関と の連携
の下、 患者の視点に立っ た、 安心で質の高い医療を提供し てい
く こ と を 目指す【 1-1-( 3) 再掲】

・ ５ 大がん（ 肺がん・ 胃がん・ 肝臓がん・ 大腸がん・ 乳がん）
の兵庫県統一「 地域連携パス」 を新規25件使用。 【 再掲】

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

2, 710

（ 前年度比） ( ％) 94. 8 82. 9 97. 9 101. 9 90. 3

検査人数（ Ｐ Ｅ Ｔ ） ( 人) 3, 501 3, 318 2, 752 2, 695 2, 746 3, 002

3, 699 3, 937 4, 168 4, 192

（ 前年度比） ( ％) 92. 2 88. 9 93. 7

がん退院患者数 ( 人) 4, 819 4, 441 3, 946

106. 4 100. 6

12, 637

（ 前年度比） ( ％) 86. 8 107. 9 106. 3 91. 6 107. 2

がん患者化学療法数 ( 人) 12, 510 10, 854 11, 714 12, 454 11, 411 11, 789

8, 310

（ 前年度比） ( ％) 91. 0 77. 6 106. 3 93. 9 79. 0

がん患者放射線治療数 ( 人) 12, 922 11, 757 9, 124 9, 699 9, 105 10, 521

824

2, 293

（ 前年度比） ( ％) 128. 3 117. 4 112. 1 96. 7 113. 5

緩和ケア外来延患者数 ( 人) 1, 420 1, 822 2, 139 2, 398 2, 319 2, 020

がん患者相談受付件数 ( 件) 1, 030 986 711 704 800 846

（ 前年度比） ( ％) 95. 7 72. 1 99. 0 113. 6 97. 4

655

（ 前年度比） ( ％) 111. 9 77. 6 129. 3 84. 8 110. 4

周辺病院から の紹介件数 ( 件) 586 656 509 658 558 593

1, 610

（ 前年度比） ( ％) 76. 7 81. 2 103. 6 99. 1 97. 2

周辺病院への逆紹介件数 ( 件) 2, 253 1, 727 1, 403 1, 454 1, 441 1, 656
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

２ 中央市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 3) 市評価 4

中期目標 神戸医療産業都市の中核病院と し て、 治験・ 臨床研究実施体制を 構築し 、 臨床研究中核病院を 目指すこ と 。

自己評価 4神戸医療産業都市の中核機関と し て治験・ 臨床研究の更なる 推進

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯神戸医療産業都市の中核機関と し て治験・ 臨床研究を 積極的に推進し 、 生命の維持と 生活の質の向上につながる 新たな医療
を 創造する こ と で、 市民の健康の増進と 医療の発展に貢献する ため、 臨床研究中核病院を 目指す。
○医薬品医療機器等の治験を 含む臨床研究を 適切に実施する ため、 法令や指針に則り 、 円滑かつ安全に研究を 遂行でき る よ
う 、 管理体制及び支援体制を 構築する 。 なお、 実施に際し ては、 患者の自由意思によ る イ ン フ ォ ームド ・ コ ン セン ト （ 患者が
自ら 受ける 医療の内容に納得し 、 及び自分に合っ た治療法を 選択でき るよ う 、 患者への分かり やすい説明を 行っ た上で同意を
得るこ と ） を 得る と と も に、 人権の保護、 安全性の確保、 倫理的配慮等を 確実に行う 。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

⑤

学術研究推進部において、 研究の立案から 論文発表までに係る
統計相談や英文翻訳などのサポート を タ イ ムリ ーに対応し 、 研
究成果の質の向上を 図る 。 また機構全体の学術研究に対する 意
欲が高まる よ う 可能な限り 機構内の他病院のサポート を 行う

・ 機構内共通ツ ールである グループ ウェ アのチャ ッ ト ラ ッ ク 機
能を 活用し 、 機構全体の研究相談を 開始し た。 またルームにＰ
Ｏ Ｒ Ｔ 研究サロ ンを 立ち 上げ、 臨床研究に関する ト ピ ッ ク やＦ
Ａ Ｑ 、 研究成果やセミ ナー、 研修資料を 共有し 、 機構内の他病
院にも タ イ ムリ ーに情報発信し た。

新し い医療の開発に積極的に貢献する ため、 治験・ 臨床研究の
実施・ 支援・ 管理体制の更なる充実を 図る と と も に、 特定臨床
研究や医師主導治験の実施を 推進する

・ Ｒ ５ 年度の特徴と し ては治験の開発中止が多かっ たこ と があ
げら れる 。 その影響も あり 、 前年度に比べ件数が減と なっ た。
また、 Ｒ ６ 年１ 月よ り 治験の電磁化を開始し 、 業務の効率化を
図っ た。
・ 医師主導治験や特定臨床研究はほぼ平年並の実施件数と なっ
た。
・ 外部よ り 招へいし たト ラ ン スレ ーショ ナルリ サーチ（ 企業等
と の橋渡し ） の専門家を 顧問と し て迎え、 当院のシーズと 企業
のニーズのマッ チン グを 促進し 、 治験・ 臨床研究を 推進し た。

④
ＷＥ Ｂ 形式の講演会の開催、 院内動画配信システムによ る 見逃
し 配信の活用で研修参加への機会を 多く 設け、 臨床研究倫理・
利益相反等について継続的な啓発活動を 実施する

・ 研究倫理教育についてはｅ ラ ーニングや独自の動画配信シス
テムを 活用し 、 研究者がよ り 受講し やすい環境を 整えた。 研究
倫理教育研修の受講率は、 ４ 年連続100%を 達成し ている 。
・ 利益相反管理委員会において計18件の審査を 行い、 透明性の
確保や適正な管理に引き 続き 取り 組んだ。

③

品質と 信頼性の高い研究が遂行でき る よ う 、 臨床研究監査室に
よ る研究実施状況の点検、 審査室によ る 管理の強化に加え、 品
質管理部門によ る 同意書の版管理等細部に渡る モニタ リ ン グを
強化する

②

企業と の共同研究によ る 神戸発医療機器の開発や、 再生医療等
の高度な医療の早期実用化等に貢献する ため、 医療産業都市へ
の進出企業や推進機構、 国立研究開発法人理化学研究所神戸事
業所と 連携し 、 治験及び臨床研究に取り 組んでいく

・ 医療産業都市推進機構主催の「 医療ニーズ発表会」 また、 同
じ く 推進機構ク ラ スタ ー推進セン タ ーの相談窓口から の連携相
談を 経て、 秘密保持契約まで交わし たマッ チン グ件数はＲ ５ 年
度末で15件( う ち 7件は継続中) と なっ た。

・ 品質管理部門では同意書の一括管理に合わせ、 研究の実施状
況の確認や改善に努めた。
・ 臨床研究監査室によ り 特定臨床研究（ １ 件） の実施状況等の
点検を 行い、 法に則り 適切に実施さ れている 旨確認し た。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項
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関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

127

（ 前年度比） ( ％) 96. 5 101. 2 106. 5 93. 3 74. 1

治験実施件数 ( 件) 173 167 169 180 168 171

183

（ 前年度比） ( ％) 90. 9 87. 6 94. 6 103. 5 115. 4

受託研究件数 ( 件) 187 170 149 141 146 159

192

（ 前年度比） ( ％) 113. 5 122. 9 82. 3 67. 6 78. 9

臨床研究件数 ( 件) 223 253 311 256 173 243

13

（ 前年度比） ( ％) 122. 2 118. 2 100. 0 92. 3 112. 1

医師主導治験実施件数 ( 件) 9 11 13 13 12 12

1 1 2 0

（ 前年度比） ( ％) 300. 0 100. 0 33. 3

う ち 研究責任人者と し ての実施件数 ( 件) 1 3 3

100. 0 0. 0

69

（ 前年度比） ( ％) 102. 4 81. 2

特定臨床件数実施件数 ( 件) 84 86 85

5

（ 前年度比） ( ％) 42. 9 100. 0

う ち 研究責任人者と し ての実施件数 ( 件) 7 3 5

641

（ 前年度比） ( ％) 92. 1 151. 4 124. 9 142. 8 177. 9

論文掲載件数 ( 件) 239 220 333 416 594 360

1, 006 1, 224 1, 256 1, 453

（ 前年度比） ( ％) 91. 7 91. 1 81. 8

学会発表件数 ( 件) 1, 472 1, 350 1, 230

121. 7 115. 6

140

（ 前年度比） ( ％) 102. 5 118. 5 103. 1 135. 4 143. 1

研究計画相談件数 ( 件) 79 81 96 99 134 98

143. 1 99. 1 94. 0 108. 0

英語論文校閲相談 ( 件) 110 153 219 217 204 181 195

（ 前年度比） ( ％) 139. 1

15, 795

（ 前年度比） ( ％) 105. 3 101. 1 103. 2 95. 2 100. 9

データ 入力実績 ( 件) 14, 872 15, 659 15, 829 16, 342 15, 565 15, 653
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

２ 中央市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 4) 市評価 3

総合周産期母子医療セン タ ーと し て、 母体リ スク 管理能力を 活
用し 、 合併症妊娠、 重症妊娠中毒症、 切迫早産、 胎児異常等ハ
イ リ スク 母体への診療対応を 積極的に行い、 低出生体重児や病
気をも っ た新生児についても 、 最新の医療技術を 用いた診療に
よ り 、 救命に努めていく 【 1-1-( 2) 再掲】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応に伴い、 分娩件数や患者
数はコ ロ ナ前の令和元年度に比べ減少し たが、 総合周産期母子
医療セン タ ーと し て、 母体に病気がある 場合は、 各診療科と 協
力し て対応する と と も に、 胎児に異常がある 場合は、 胎児エ
コ ー、 ＭＲ Ｉ 等、 最新の医療技術を 用いて診断・ 救命に努め、
ハイ リ スク 出産への対応を 行っ た。 【 再掲】

自己評価 3県立こ ど も 病院等と 連携し た高度な小児・ 周産期医療の提供

②
連携登録医など地域医療機関と 定期的な情報交換と 患者情報の
共有を 図る と と も に、 母体搬送・ 産褥への受入れ、 小児科受診
への円滑な対応に努める 【 1-1-( 2) 再掲】

・ 連携登録施設（ 産科・ 産婦人科で43施設、 小児科で91施設）
について、 患者情報の共有化等を 図ると と も に、 産科ホッ ト ラ
イ ン 、 小児科ホッ ト ラ イ ン の運用を 継続。
・ 兵庫県立こ ど も 病院と ３ ヶ 月毎に具体的な紹介実績や問題事
例を 挙げながら 協議を 行う 連携会議の継続実施。 【 再掲】

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

中期目標
総合周産期母子医療セン タ ーと し て、 県立こ ども 病院等と の連携及び役割分担に基づき 、 高度な小児・ 周産期医療を 安定的に
提供する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯総合周産期母子医療セン タ ーと し て、 県立こ ど も 病院等と の連携及び役割分担のも と 、 切迫早産、 異常妊娠・ 分娩など の産
科合併症のほか、 合併症妊娠（ 心血管疾患、 免疫血液疾患、 腎疾患、 感染症、 精神疾患等） と いっ た、 母子にと っ てハイ リ ス
ク と なる あら ゆる 出産に対し 、 専門各科と 連携し て、 小児・ 周産期医療を 安定的に提供する 。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項
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関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

9, 051

（ 前年度比） ( ％) 99. 0 51. 3 139. 5 103. 4 94. 0

小児科患者数　 入院延 ( 人) 12, 228 12, 102 6, 208 8, 663 8, 955 9, 631

9, 065

（ 前年度比） ( ％) 89. 7 68. 6 110. 8 95. 5 86. 7

小児科患者数　 外来延 ( 人) 13, 596 12, 189 8, 362 9, 265 8, 851 10, 453

1, 165

（ 前年度比） ( ％) 92. 8 40. 1 165. 9 148. 5 114. 7

小児科救急患者数 ( 人) 1, 324 1, 229 493 818 1, 215 1, 016

478 556 636 756

（ 前年度比） ( ％) 103. 0 32. 1 158. 8

う ち 入院 ( 人) 910 937 301

116. 3 118. 8

2, 470

（ 前年度比） ( ％) 105. 0 84. 6 107. 6 101. 5 88. 6

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 患者数 ( 人) 2, 867 3, 010 2, 545 2, 738 2, 780 2, 788

571

（ 前年度比） ( ％) 106. 0 70. 1 109. 1 106. 0 81. 8

分娩件数 ( 件) 780 827 580 633 671 698

257

（ 前年度比） ( ％) 111. 0 77. 2 105. 6 111. 3 96. 5

う ち 帝王切開 ( 件) 273 303 234 247 275 266

91 101 86 97

（ 前年度比） ( ％) 131. 2 58. 4 154. 2

ハイ リ スク 妊娠件数（ 実患者数） ( 件) 77 101 59

111. 0 113. 1

164

（ 前年度比） ( ％) 138. 2 78. 9 112. 4 163. 3 137. 6

ハイ リ スク 分娩件数（ 実患者数） ( 件) 89 123 97 109 178 119

助産師外来患者数 （ 人） 169 133 15 5 77

206. 8

80 165

（ 前年度比） ( ％) 78. 7 11. 3 33. 3 1, 540. 0
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

２ 中央市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 5) 市評価 5自己評価 5第一種感染症指定医療機関と し ての役割の発揮

中期目標 市内唯一の第一種感染症指定医療機関と し て、  法定の感染症医療に対する 中核機能を果たすこ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

○新興感染症発生時においては、 新型イ ン フ ルエンザ患者の受入経験を生かし 、 市内唯一の第一種感染症指定医療機関と し
て、 市、 県及び地域医療機関と 連携を 図り ながら 、 速やかに患者を 受け入れら れる 体制を 整備し 、 市民の安全を 確保する 。
○非常時にも 継続し て医療を 提供でき る よ う 、 平時から 「 新型イ ン フ ルエン ザ等発生における 診療継続計画」 等、 マニュ アル
の整備と 訓練を 行う と と も に、 研修会への参加等に積極的に取り 組み、 危機対応能力を 高め、 自ら 考え行動でき る 職員を 育成
する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
新興感染症発生時に対応でき るよ う 、 行政機関が行う 訓練に参
加する 等、 関係機関と 連携し た対応を 円滑に行う ほか、 市全域
における 安全確保に向けて率先し た対応を 行う

・ 神戸市イ ンフ ルエン ザ等対策病院連絡協議会に毎回出席し 、
市内の主な病院、 関係機関と 平時から 有事に備えてき た。

②

一類感染症、 鳥イ ン フ ルエン ザ、 結核、 新型コ ロ ナウイ ルス感
染症等に対応する 感染症指定医療機関と し ての役割を 果たすた
め、 感染管理室が中心と なっ て、 職員と 患者の感染対策に取り
組む

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の最新の知見に基づいて、 対策の
緩和、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症患者を 専用病棟以外での管理
を 開始し たが、 病院機能を 縮小する よう な院内感染は発生し て
いない。

④
市と 協力し 、 「 当院における 新型イ ン フ ルエン ザ等発生時にお
ける診療継続計画」 、 「 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の院内マ
ニュ アル」 等の内容を 必要時更新する

・ 「 新型コ ロナウイ ルス感染症の院内マニュ アル」 を 適宜更新
し た。 また、 市の１ 類感染症マニュ アル改訂にあたり 、 患者受
け入れの手順について市と 再確認し た。

③
個人防護具着脱訓練、 新型イ ンフ ルエン ザ等発生時の患者発生
時の対応訓練を 継続し て実施する

・ 新人職員を中心にＮ 95マスク フ ィ ッ ティ ン グテスト を 実施し
た（ 約300名） 。 感染症病棟の看護師対象に、 新興感染症・ １
類感染症の対応方法や個人防護具着脱の研修会を 開催し た。

R1年度 R2年度 R3年度

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項
新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応については、 令和５ 年５ 月の５ 類移行後も 、 重症患者の対応を 継続し 、 市内の新型コ ロ ナ
ウイ ルス感染症に対する 中核的医療機関と し て役割を 果たし た。

抜本的改善が必
要な事項

R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比
関連指標 H30年度

0 0 0 0 0感染症延患者数（ 一類） ( 人) 0 0

（ 前年度比）

11

（ 前年度比） ( ％)

1, 489 1, 889 9931, 437感染症延患者数（ 二類） ( 人) 55 93

( ％) 169. 1 1, 545. 2

感染症管理研修等実施回数 ( 回) 50 46 22 48

（ 前年度比） ( ％) 92. 0 47. 8 218. 2

103. 6 1. 1

114. 8

43 42 48

89. 6

126. 9
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

３ 西市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 1) 市評価 5

救急車搬送患者の受入れを 断っ た理由を 分析する と と も に、 ポ
ケッ ト マニュ アルの活用、 救急隊と の連携を 行い応需率及び応
需件数の向上を 図る 【 1-1-( 1) 再掲】

・ 院長が毎朝、 前日の救急受入状況の確認を 行う と と も に、 救
急カ ン フ ァ レ ン スに参加し 、 受け入れを 断っ た事例の理由や状
況を 把握し 応需件数の向上に努めた結果、 応需件数は過去最高
水準の4, 200件超えと なっ た。 【 再掲】
・ 令和４ 年度末に改訂し たポケッ ト マニュ アルを 医師が救急応
需時に活用し 、 院内ルールやマニュ アルを 確認でき る よ う にし
た。 【 再掲】
・ 長田、 兵庫消防と 合同意見交換会を 開催し 、 症例検討、 およ
び実技講習等を 実施し た。 【 再掲】
・ 緊急入院時に患者・ 家族に対し タ ブレ ッ ト を 用いた説明を 開
始し た。 【 再掲】

自己評価 5地域の患者を 24時間受け入れる 救急医療の提供

②
救急体制の充実を 図る と と も に、 地域の関係機関と 連携を 図
り 、 地域医療支援病院と し て安定し た救急医療を 提供する 【 1-
1-( 1) 再掲】

・ 救急隊と 意見交換の結果から 、 スト レ ッ チャ ーが入り やすく
する ためレ イ アウト を 変更し たり 、 疑似患者（ コ ロ ナ疑い） の
取り 扱いについてＩ Ｃ Ｔ と 相談し 、 でき る だけ不応需になら な
いよ う な運用を 行っ た。 【 再掲】
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の受け入れも おこ なっ ていたが、
予定手術や病棟の受け入れ制限を 設ける こ と なく 対応し た。 ま
たコ ロ ナ後遺症患者の紹介も 受け入れた。 【 再掲】
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症患者に対し て、 市民病院間での相
互協力のも と 、 症状に応じ た受入体制を 提供し た。 【 再掲】
・ オン コ ール体制を 見直し 自宅にいる 専門医へコ ン サルト し や
すい環境を 整備し た。 【 再掲】

中期目標 地域の患者を 24時間受け入れる 救急医療を 提供する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○年間を 通じ て24時間体制で救急医療を 提供し 、 地域住民の安心及び安全を 守る 。
○医師を はじ めと する 全職種が救急医療の重要性を 認識し 、 地域医療支援病院と し ての役割と し て実践する こ と で、 救急車搬送
応需率及び受入れ件数を 高い水準で維持する 。 また、 市や地域の関係機関と 連携し 、 地域医療体制の確保を 図る と と も に、 地域
全体の救急医療の充実を 目指す。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項
市街地西部の中核病院と し て、 令和５ 年５ 月に５ 類感染症へ移行後も 引き 続き コ ロ ナ患者への対応を 継続する と と も に、 病院長
を 中心に不応需事例を 振り 返り ながら 応需率の向上に取り 組み、 24時間365日市民の生命と 健康を 守っ た。

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

13, 991

（ 前年度比） ( ％) 104. 7 80. 1 93. 9 111. 9 102. 4

救急外来患者数 ( 人) 15, 009 15, 710 12, 585 11, 818 13, 222 13, 669

4, 306

（ 前年度比） ( ％) 104. 3 99. 1 102. 9 96. 5 130. 4

う ち 入院 ( 人) 3, 195 3, 332 3, 302 3, 398 3, 278 3, 301

3, 607 4, 247

（ 前年度比） ( ％) 105. 1 81. 9 96. 3 129. 2 117. 7

う ち 救急車受入 ( 人) 3, 749 3, 942 3, 227 3, 106 4, 013

救急車搬送応需率 ( ％) 80. 1 81. 7 76. 6 70. 8 65. 3

100. 7

74. 9 75. 4

（ 前年度比） 1. 6 ▲ 5. 1 ▲ 5. 8 ▲ 5. 5
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

３ 西市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 2) 市評価 4

助産師外来を はじ め産前産後の継続的な支援に積極的に取り 組
み、 当院または他院で出産予定の方へＮ Ｉ Ｐ Ｔ （ 非侵襲性出生
前遺伝学的検査） を 実施し 、 妊産婦の多様なニーズに応える
【 1-1-( 2) 再掲】

・ Ｎ Ｉ Ｐ Ｔ 受入病院と し て引き 続き 、 非侵襲性出生前遺伝学的
検査を 行い、 イ ンタ ーネッ ト 予約も 継続し て行っ た。 当院以外
で出産する 患者も 受け入れ、 令和５ 年度で83件実施し た。 【 再
掲】
・ 産科特設サイ ト において、 助産師だよ り や出産さ れたお母さ
んの声など の掲載を 通じ て情報発信を行っ た。 【 再掲】
・ 各種教室（ ほのぼの教室、 両親教室） を 再開し た。 【 再掲】
・ 令和６ 年度から 産後ケア入院を 開始に向けて準備を 行っ た。
【 再掲】

自己評価 4地域のハイ リ ス ク 出産に対応でき る 周産期医療の提供

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

中期目標 地域のハイ リ スク 出産に対応でき る 周産期医療を 提供する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○市街地西部における 周産期医療施設と し て、 正常分娩を 中心と し た質の高い周産期医療を 安定的に提供する と と も に、 ハイ
リ スク 妊娠・ ハイ リ スク 分娩等への対応も 含めた役割を 継続する 。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

②

①

市街地西部で唯一の総合的診療機能を 持つ分娩取扱医療機関と
し て、 正常分娩や基礎疾患等をも つ妊婦を はじ めと し たハイ リ
スク 分娩への対応に加え、 新型コ ロ ナウイ ルス陽性の妊婦の入
院受入れを 行う など、 地域で安心し て出産ができ る周産期医療
体制を 提供する 【 1-1-( 2) 再掲】

・ 市街地西部唯一の総合的診療機能を持つ分娩取扱医療機関と
し て、 院内各科と 連携し 、 正常分娩や基礎疾患等を も つ妊産婦
を はじ めと し たハイ リ スク 分娩・ 妊娠にも 対応し 、 分娩件数は
304件（ 対前年度比+19件） と なっ た。 【 再掲】
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症陽性妊婦は受け入れ体制を 整備し
ていたが、 対象者はいなかっ た。 【 再掲】
・ 産科病棟シャ ワー室の美化工事を 実施し た。 【 再掲】

5年平均
R5年度

5年平均比

分娩件数 ( 件) 385 408 335 301

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

285 343 304

（ 前年度比） ( ％) 106. 0 82. 1 89. 9 94. 7 88. 7

77

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 94. 2 86. 4 107. 1 96. 7

う ち 帝王切開 ( 件) 86 86 81 70 75 80

23

（ 前年度比） ( ％) 126. 1 106. 9 100. 0 71. 0 84. 6

ハイ リ スク 妊娠件数（ 実患者数） ( 件) 23 29 31 31 22 27

45 29 42 28

（ 前年度比） ( ％) 77. 1 137. 8 88. 2

ハイ リ スク 分娩件数（ 実患者数） ( 件) 48 37 51

64. 4 66. 7

助産師外来患者数 （ 人） 418 493 286 387

128. 4

387 394 506

（ 前年度比） ( ％) 117. 9 58. 0 135. 3 100. 0
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

３ 西市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 3) 市評価 3

地域で唯一の小児二次救急輪番体制確保を 継続し 、 小児救急医
療を安定的に提供する 【 1-1-( 2) 再掲】

・ 小児救急患者535名と 前年度と 比較し +140名と 大幅に増加し
た。 引き 続き 長田区で唯一の小児二次救急輪番体制確保を 維持
し 、 地域における小児救急医療に対応し た。 【 再掲】
・ 小児コ ロ ナ陽性患者は７ 名（ 対前年度比+5件） 受け入れた。
【 再掲】
・ 受付時間( 11時45分) を 過ぎても 時間内救急と し て受け入れを
行う こ と と し 、 医療機関への周知も 行っ た。 【 再掲】

自己評価 3地域需要に対応し た小児医療の提供

②
各科・ 多職種によ る 協力のも と 、 アレ ルギーを はじ めと し た小
児疾患に対応する と と も に、 病児保育所の運営等、 医療の面か
ら 地域で子育てができ る 環境の支援を 行う 【 1-1-( 2) 再掲】

・ 各科・ 多職種によ る 協力のも と 、 引き 続き アレ ルギーを はじ
めと し た小児疾患の対応を 行っ た。 【 再掲】
・ 保護者や子供の保育等に関わる 人を対象と し た小児アレ ル
ギー講習会を実施（ ６ 回、 総参加者数328人） する ほか、 学校
や保育現場で生じ たアレ ルギー児対応について、 専門医を はじ
め地域の多職種で考える 「 アレ ルギー児に対する 地域連携の
会」 を 開催し た（ 参加者50名） 。 【 再掲】
・ 病児保育室を 運営し 、 地域の病児に対する 受け入れを 行う
等、 医療の面から 地域の子育て環境の支援を 行っ た。 （ 利用人
数467人） 【 再掲】
・ 連携だよ り や西市民病院だよ り を 通じ て、 地域医療機関向け
に、 食物アレ ルギーの診断や治療について案内し 、 治療連携等
に向けた啓発を 行っ た。 【 再掲】

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

中期目標 入院・ 手術が必要な患者を 中心に、 地域需要に対応し た小児医療を 提供するこ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○市街地西部の中核病院と し て、 小児二次救急体制を 継続し 、 小児救急医療の安定的な提供に努める 。
○急性期疾患を 中心に、 地域の医療機関では困難な小児疾患に対応する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

2, 253

（ 前年度比） ( ％) 94. 7 63. 2 106. 2 91. 1 98. 3

小児科患者数　 入院延 ( 人) 3, 047 2, 885 1, 824 1, 937 1, 765 2, 292

5, 504

（ 前年度比） ( ％) 113. 9 70. 3 100. 9 91. 4 88. 4

小児科患者数　 外来延 ( 人) 6, 943 7, 905 5, 557 5, 605 5, 124 6, 227

535

（ 前年度比） ( ％) 99. 8 47. 5 149. 6 122. 8 138. 5

小児科救急患者数 ( 人) 477 476 226 338 415 386

272 247 195 347

（ 前年度比） ( ％) 106. 1 69. 9 224. 8

う ち 入院 ( 人) 163 173 121

90. 8 177. 8

小児アレ ルギー教室開催件数 （ 回） 8 8 4 9

78. 9

9 8 6

（ 前年度比） ( ％) 225. 0 100. 0
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

３ 西市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 4) 市評価 3

認知症疾患医療セン タ ーと し て、 認知症鑑別診断や専門医療相
談等を 引き 続き 実施する と と も に、 動画配信や市民公開講座、
患者及び家族に対する 家族会や音楽療法等を 実施し 、 認知症予
防及び認知症と なっ ても 困ら ない生活様式の啓発活動に取り 組
み、 神戸市の政策である 「 認知症の人にやさ し いまち づく り 」
の推進に協力する

・ 認知症疾患医療セン タ ーと し て、 認知症鑑別診断や認知症専
門医療相談を実施する と と も に、 診断後に困る こ と なく 生活を
送る こ と ができ るよ う に介護生活相談を 引き 続き 実施し た。
（ 認知症鑑別診断： 354件、 認知症専門医療相談： 1, 354件）
・ ＭＣ Ｉ 初期認知症と 診断さ れた患者家族会（ こ こ から カ
フ ェ ） を 現地開催し た。 （ Ｒ ６ . ３ . 29）
・ 音楽療法については、 計画し ていたが台風接近によ る 安全確
保のため開催出来なかっ た。 「 認知症へのそなえ・ 認知症と
なっ ても 困ら ないよ う に」 動画配信を活用（ 視聴件数428回）
し つつ、 独自でパン フ レ ッ ト を 作成し 啓発活動に取り 組んだ。

自己評価 3認知症患者に対する 専門医療の提供

②
神戸市認知症診断助成の第２ 段階の実施、 研修会・ 事例検討会
の開催など、 地域の医療・ 介護機関と 協力し ながら 認知症疾患
への対応を 強化する

・ 医療介護者向けに多職種事例検討会を 開催（ ６ 回、 参加者74
名） し 、 地域の認知症疾患への対応強化に努めた。
・ 認知症ケアに関する オープン カ ン フ ァ レ ン スを 実施し た。
( 参加者60名)
・ 長田区医師会、 歯科医師会、 薬剤師会、 長田区医療介護サ
ポート セン タ ー、 地域包括支援セン タ ーと 年間4回研究会を 開
催し 医療介護の連携や課題の検討を 行っ た。 また、 全体での研
修会を １ 回開催し た。 （ 参加者37名）
・ レ カ ネマブ診療に向けて体制を 整えた。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

中期目標 地域の高齢化によ り 増加する認知症患者に対する 専門医療を 提供する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○認知症疾患医療セン タ ーと し て、 認知症疾患に対する 鑑別診断等を 実施し 、 認知症に対し て進行予防から 地域生活の維持ま
で必要と なる 医療を 提供でき る体制の構築を 図る 。
○市の施策である 「 認知症の人にやさ し いまち づく り 」 の推進に協力する と と も に、 地域の医療機関と 協力し ながら 、 長田区
認知症多職種連携研究会を はじ め院内外の交流会、 研修会を 開催する など 、 認知症疾患に携わる 医療、 介護等の多職種の連携
を 強化する 。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

354

（ 前年度比） ( ％) 126. 5 71. 7 100. 8 126. 7 121. 0

認知症鑑別診断数 ( 件) 279 353 253 255 323 293

1, 354

（ 前年度比） ( ％) 132. 1 115. 4 100. 7

専門医療相談件数 ( 件) 1, 049 1, 386 1, 599 1, 345

9

（ 前年度比） ( ％) 133. 3 125. 0 112. 5

研修等の実施回数 （ 回） 6 8 10 8

137. 4 141. 7

6, 731 9, 249 7, 611 10, 781

（ 前年度比） ( ％) 110. 0 102. 8 87. 1

認知症ケア件数 ( 件) 6, 832 7, 515 7, 726
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

３ 西市民病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 5) 市評価 4自己評価 4生活習慣病患者の重症化予防に向けた取組み

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

中期目標 市の施策と 連携し 、 生活習慣病患者の重症化予防に向けて取り 組むこ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○市の施策と 連携し 、 生活習慣病患者に対する 重症化予防に向けた取組みに加え、 疾患の早期発見・ 早期治療に向けた取組み
を 行う 。
○患者のみなら ず広く 市民を 対象と し た公開講座や禁煙教室、 糖尿病教室など各種教室等の充実を 図り 、 全ての市民の健康向
上のため、 市と と も に健康づく り 施策に取り 組む。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

糖尿病については、 保険者を はじ めと し た関係機関と 連携を 進
めると と も に、 予防・ 健康増進のための啓発活動を実施し 、 地
域における 生活習慣病の重症化予防に貢献する 【 1-1-( 3) 再
掲】

・ 地域の生活習慣病重症化予防にむけ、 保険者と 協働のも と 地
域の事業所において出張糖尿病チェ ッ ク を 実施し 、 未受診者等
への受診勧奨・ 啓発活動を 行っ た。 【 再掲】
・ 糖尿病に関する治療や予防等についてホームページや動画配
信（ 月１ 回程度配信） を 通じ て情報発信を 行い、 健康向上に向
けた教育・ 啓発活動を 行っ た。 また、 地域の方に向けた糖尿病
教室を ２ 回開催し た。 【 再掲】

③
教育入院を はじ め、 院内多職種によ る 協力のも と 総合的に質の
高いサポート を 行い、 疾患の早期治療に取り 組むと と も に引き
続き 専門性の高い人材を 育成する 【 1-1-( 3) 再掲】

・ 教育入院をはじ め、 院内多職種連携によ る 協力のも と 総合的
に質の高いサポート を 行い、 疾患の早期治療・ 生活習慣病の重
症化予防に取り 組んだ。 【 再掲】
・ 生活習慣病等、 療養のために必要な栄養指導を 積極的に実施
し た。 【 再掲】

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

成人病関連教室等開催件数 （ 件） 27 21 10 19 14 18 15

82. 4

糖尿病地域連携パス連携診療所数 （ 箇所） 95 97 98 101 105 99 107

（ 前年度比） ( ％) 77. 8 190. 0 73. 747. 6

103. 1 104. 0

687 614 708

（ 前年度比） ( ％) 102. 1 101. 0

( 例) 538 574 621 652

②
・ 引き 続き 通常の紹介形式に加え、 神戸糖尿病地域連携（ Ｋ ｏ
ｂ ｅ  Ｄ Ｍ ｎ ｅ ｔ ） の運用を 行い、 地域医療機関と の連携を
図っ た。 【 再掲】

糖尿病地域連携パスやワン タ イ ム連携の運用によ り 、 引き 続き
地域医療機関と の連携を 図る 【 1-1-( 3) 再掲】

105. 0 105. 4 115. 2（ 前年度比） ( ％) 106. 7 108. 2

107. 9

糖尿病地域連携パス連携症例数
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

４ 西神戸医療セン タ ーの役割を 踏まえた医療の提供

( 1) 市評価 5

中期目標 地域の医療機関と 連携し た24時間体制の救急医療を 提供する こ と 。

自己評価 5地域の医療機関と 連携し た24時間体制での救急医療の提供

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○地域医療機関と 連携し 、 引き 続き 年間を 通じ て 24時間体制の安定し た救急医療体制を 提供する こ と で、 地域住民の安心及び
安全を 守る 。
○西神戸医療セン タ ーの位置する 地域特性を 踏まえ、 地域の中核病院と し て、 重症・ 重篤な救急患者に対し ても 、 救急隊と の
連携を 密にし 、 よ り 迅速な救命措置を 行える 体制の維持・ 向上に努める。
○全職員への救急車受入れの方針徹底と 促進策の実施によ る 救急車受入れ件数の増加に努める 。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

⑤

救急外来設置のＣ Ｔ 撮影装置を活用し 、 よ り 迅速な診断機能の
向上を 図る と と も に感染症対策を 充実さ せ、 救急患者の受入れ
体制及び診断・ 治療機能の更なる 強化に取り 組む【 新型コ ロ ナ
ウイ ルス感染症関係】 【 1-1-( 1) 再掲】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症への対応を し ながら も 、 最大限、
救急搬送を 受け入れた。 【 再掲】
・ 救急処置室に隣接する Ｃ Ｔ 撮影装置の活用によ り 、 搬送時間
およ び医療従事者のマン パワーが確保でき 、 迅速な診断や治療
を 継続し て行う こ と ができ た。 【 再掲】

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項
神戸西地域の中核病院と し て、 コ ロ ナ軽症・ 中等症患者の受け入れを 行いながら も 、 救急医療体制の制限を 最小限に留め、 コ
ロ ナ対応と 救急医療の提供を 両立さ せ、 24時間365日市民の生命と 健康を 守っ た。
救急患者数は23, 237人（ 前年度比+2, 649人） 、 救急車受入件数5, 243件（ 前年度比+1, 002件） と 前年度よ り も 増加し た。

救急科を はじ めと する 全診療科の連携の下、 24時間体制の安定
し た救急医療体制を 提供する 【 1-1-( 1) 再掲】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症疑いも 含めた感染症患者の受け入
れを 行う と と も に、 患者及び職員の感染防止対策の徹底を 図
り 、 救急医療体制の制限を 最小限に留めながら 市民の生命を 守
る こ と に努めた。 【 再掲】
・ 令和５ 年度の救急車受入件数は5, 243件で、 前年度の4, 241件
と 比較し て1, 002件増加し た。 【 再掲】
・ 神戸西消防署およ び垂水消防署と 情報交換を 行い、 神戸西地
域で当院に求めら れている 立ち 位置を把握し 、 限ら れた医療資
源を 最大限に生かせる よ う に努めた。 【 再掲】

②

救急車の応需状況を 、 院長・ 副院長会において毎週報告する と
と も に、 受け入れら れなかっ た救急車搬送患者について、 その
理由を 把握し 、 救急車の受入れ推進方策を 検討・ 実施する 【 1-
1-( 1) 再掲】

・ 院長・ 副院長会議及び救急委員会において、 救急車搬送患者
の受け入れに至ら なかっ た理由を 適時適切に共有・ 分析・ 議論
する と と も に、 救急車の受け入れ数向上に努める べく 、 病院運
営協議会において報告し 、 各診療科長への受け入れ促進を 図っ
た。 【 再掲】

③
西消防署、 垂水消防署等の消防署員と 意見交換を 行い、 救急隊
と の密接な連携を 図る 【 1-1-( 1) 再掲】

・ 西消防署およ び垂水消防署と の意見交換会を 実施し 、 病院の
状況や消防署の懸案事項について意見交換を 行っ た。 【 再掲】

④
脳卒中、 循環器、 吐下血ホッ ト ラ イ ン の運用で、 救急患者のス
ムーズな搬送及び受入れを 行う 【 1-1-( 1) 再掲】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症で受け入れ先と なる 病床数を 削減
せざる を 得ない状況においても 、 各ホッ ト ラ イ ン を 中断する こ
と なく 継続し 、 救急患者のシームレ スな受け入れに努めた。
【 再掲】

抜本的改善が必
要な事項
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関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

23, 237

（ 前年度比） ( ％) 102. 6 67. 9 103. 8 108. 2 104. 5

救急外来患者数 ( 人) 26, 308 26, 990 18, 330 19, 019 20, 588 22, 247

3, 304 3, 262 3, 597 3, 974

（ 前年度比） ( ％) 106. 9 83. 5 96. 0

う ち 入院 ( 人) 3, 855 4, 122 3, 440

98. 7 110. 5

4, 203 5, 243

（ 前年度比） ( ％) 109. 5 86. 8 94. 3 111. 2 124. 7

う ち 救急車受入 ( 人) 4, 255 4, 661 4, 045 3, 813 4, 241

救急車搬送応需率 ( ％) 74. 7 78. 0 75. 6 66. 2

94. 0

63. 0 71. 5 67. 2

（ 前年度比） 3. 3 ▲ 2. 4 ▲ 9. 4 ▲ 3. 2
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

４ 西神戸医療セン タ ーの役割を 踏まえた医療の提供

( 2) 市評価 4

地域の小児医療への需要に対応し 、 小児救急においては、 全日
準夜帯（ 17時～24時） の救急受診の受入れを 継続する 。 また、
小児二次救急輪番に参加し 、 毎週土曜宿直帯（ 17時～翌９
時） 、 第２ ・ ５ 日曜日直帯（ ９ 時～17時） 及び第２ ・ ３ 水曜宿
直帯（ 17時～翌９ 時） において当番対応を 行い、 神戸こ ども 初
期急病セン タ ーの受皿と なる 等、 小児医療を 安定的に提供する
【 1-1-( 2) 再掲】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の蔓延期においても 、 救急外来で
連日、 小児救急患者の受け入れを 継続し た。 【 再掲】
・ 毎週土曜日と 第２ 、 第３ 水曜日の小児救急輪番を 担当し 、 一
次診療所から の紹介患者の対応も 継続し た。 【 再掲】
・ 救急外来の受け入れ時間中に要請のあっ た救急車はほぼ
100％受け入れ、 神戸西地域のみなら ず、 明石市や三木市など
の周辺地域の小児救急体制を 安定的に提供し た。 【 再掲】
・ フ ァ ミ リ ーサポート チーム主催の外部講師を 招いて院内講習
会を 実施。 【 再掲】

自己評価 4地域における 小児救急・ 小児医療の拠点機能の提供

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

中期目標 全日深夜までの小児救急医療を はじ め、 地域における 小児救急・ 小児医療の拠点機能を 果たすこ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○神戸西地域の中核病院と し て、 小児救急においては、 引き 続き 二次救急体制に参加する と と も に、 全日準夜帯（ 17時～24
時） の救急受入れを 安定的に継続する 。
○地域の医療機関と 連携し 、 幅広い小児疾患に対応する 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

②
在胎 30 週以上を 目安に、 院内で出生する 早産低出生体重児の
入院管理を する 。 【 1-1-( 2) 再掲】

・ 令和５ 年度は年間54件の早産低出生体重児の入院管理を 行っ
た。 【 再掲】

年
度
計
画
の
進
捗

5年平均
R5年度

5年平均比

小児科患者数　 入院延 ( 人) 8, 735 8, 018 5, 109 6, 371

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

6, 303 6, 907 7, 106

（ 前年度比） ( ％) 91. 8 63. 7 124. 7 98. 9 102. 9

17, 639

（ 前年度比） ( ％) 94. 7 72. 3 117. 4 111. 4 102. 9

小児科患者数　 外来延 ( 人) 19, 795 18, 738 13, 541 15, 891 17, 704 17, 134

5, 868

（ 前年度比） ( ％) 97. 6 38. 1 148. 5 124. 9 118. 7

小児科救急患者数 ( 人) 6, 886 6, 724 2, 562 3, 804 4, 751 4, 945

107. 5 122. 8

504 542 608 747

（ 前年度比） ( ％) 109. 1 43. 5 136. 6

う ち 入院 ( 人) 778 849 369
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

４ 西神戸医療セン タ ーの役割を 踏まえた医療の提供

( 3) 市評価 4

地元企業と 連携し て、 分娩施設と し ての魅力向上に取り 組むと
と も に、 安全にかつリ ラ ッ ク スし て母児同室など 行える よ う 、
病棟の改修を 検討する 【 1-1-( 2) 再掲】

・ 地元企業であるフ ァ ミ リ アのサポート ク リ ニッ ク と し て、 オ
リ ジナル肌着一体型ベビ ー服や、 出産の思い出づく り のための
フ ォ ト ブース等の活用を 継続し た。 【 再掲】

自己評価 4地域周産期母子医療セン タ ー機能の提供

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

中期目標 地域医療機関での受入れが困難なハイ リ スク 出産への対応など、 地域周産期母子医療セン タ ー機能を 果たすこ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○地域医療機関と の連携及び役割分担に基づき 、 地域医療機関での対応が困難なハイ リ スク な妊婦や救急時の受入れをはじ
め、 地域の需要に対応し 安定し た周産期医療を 提供する こ と で、 妊娠から 出産、 子ども の成長まで総合的に対応する 地域周産
期母子医療セン タ ーと 同等の機能を 果たす。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

④

①
合併症妊婦や特定妊婦、 ハイ リ スク 妊婦等を 他職種と 連携し て
対応の充実を 図り 、 質の高い周産期医療を 提供する

・ 小児科対応可能な32週以降の母体搬送を 引き 続き 受け入れ
た。
・ 分娩件数のう ち約30％がハイ リ スク 妊娠及びハイ リ スク 分娩
であり 、 地域の需要に応じ た周産期医療が提供でき る よ う 努め
た（ 母体搬送の受入件数は令和４ 年度24件、 令和５ 年度24
件） 。 【 再掲】

③
引き 続き 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に感染し た妊婦の受入れ
体制を 確保する 。 病床制限がなく なれば、 小児科の対応可能な
週数の母体搬送の受け入れ時間帯の拡充を 検討する

・ 引き 続き 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に感染し た妊婦の受入
れを 行っ た。 また、 令和５ 年７ 月よ り 休日日勤帯の小児科の対
応可能な週数の母体搬送の受け入れを開始し た。 【 再掲】

②
産後う つの予防や育児不安の解消、 分娩後の母体の身体的・ 精
神的ケアに対応する 為、 電話訪問、 産後 2 週間健診の継続

・ 産後う つ病予防や新生児及び乳児への虐待予防など出産後間
も ない時期の育児不安の解消を 図る ため、 産後２ 週間健診を 継
続。 【 再掲】
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5年平均
R5年度

5年平均比

分娩件数 ( 件) 635 564 462 434

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

371 493 324

（ 前年度比） ( ％) 88. 8 81. 9 93. 9 85. 5 65. 7

133

（ 前年度比） ( ％) 82. 0 91. 4 92. 4 88. 6 75. 2

う ち 帝王切開 ( 件) 228 187 171 158 140 177

52

（ 前年度比） ( ％) 103. 8 86. 4 145. 7 87. 3 61. 9

ハイ リ スク 妊娠件数（ 実患者数） ( 件) 78 81 70 102 89 84

76 66 79 55

（ 前年度比） ( ％) 107. 1 82. 4 101. 3

ハイ リ スク 分娩件数（ 実患者数） ( 件) 85 91 75

86. 8 70. 0

59

（ 前年度比） ( ％) 91. 4 0. 0 - - 103. 5

助産師外来患者数 （ 人） 139 127 0 0 19 57

低出生体重児数 （ 人） 96 86 75 73 65

68. 4

79 54

（ 前年度比） ( ％) 89. 6 87. 2 97. 3 89. 0
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

４ 西神戸医療セン タ ーの役割を 踏まえた医療の提供

( 4) 市評価 4

がん治療については、 手術支援ロ ボッ ト などによ る手術や、 化
学療法、 リ ニアッ ク での高精度放射線治療を 積極的に実施し 、
質の高い集学的治療に取り 組む【 1-1-( 3) 再掲】

・ 引き 続き 、 手術支援ロ ボッ ト （ ダヴィ ン チ） などによ る 低侵
襲な手術の提供に努めた。 ダヴィ ン チ実施件数158件（ 前年比
▲1件減） 。 【 再掲】
・ リ ニアッ ク での高精度放射線治療実施人数は158人であり 、
高精度放射線治療の割合を 55. 3%まで増加さ せ、 医療の質を 向
上さ せた。 【 再掲】

自己評価 4幅広いがん患者への支援と 集学的治療の提供

年
度
計
画
の
進
捗

②

Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ 、 ＭＲ Ｉ の活用によ り 、 更なる がん診断機能の向
上を図る と と も に、 内視鏡センタ ーにおける 早期発見・ 治療、
化学療法セン タ ーにおける 最適ながん薬物療法など、 総合的な
がん診療を 実施し ていく 【 1-1-( 3) 再掲】

・ Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ 、 ＭＲ Ｉ の活用によ り さ ら なる がん診断機能向
上に取り 組んだ。 【 再掲】
・ ＭＲ Ｉ は地域の医療機関から 961件の検査依頼を 受ける 等、
合計11, 653件の実績があっ た。 【 再掲】
・ 前立腺がんの放射線治療に際し ての直腸への侵襲低減のため
のハイ ド ロ ゲルスペーサ留置術を 積極的に実施し 、 新たに寡分
割照射を 開始し た。 【 再掲】
・ 引き 続き 内視鏡セン タ ーにおける 早期発見・ 治療、 化学療法
セン タ ーにおける最適ながん薬物療法など、 総合的ながん診療
を 実施し た。 【 再掲】
・ 引き 続き 国指定地域がん診療連携拠点病院と し て指定更新を
受け、 総合的ながん診療を 継続し て実施し た。 （ 指定期間： 令
和5年4月1日～令和9年3月31日（ 4年間） ） 【 再掲】

③

５ 大がん（ 肺がん・ 胃がん・ 肝臓がん・ 大腸がん・ 乳がん） や
前立腺がん・ 子宮体がんの兵庫県統一「 地域連携パス」 を 活用
し 、 地域の医療機関と の連携の下、 患者の視点に立っ た、 安心
で質の高い医療を 提供する 【 1-1-( 3) 再掲】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症流行下においても 、 ５ 大がん（ 肺
がん・ 胃がん・ 肝臓がん・ 大腸がん・ 乳がん） や前立腺がん・
子宮体がんの「 地域連携パス」 の課題改善のための意見交換を
継続実施し 、 地域の医療機関と のシームレ スな連携を 図っ た。
【 再掲】

中期目標
地域がん診療連携拠点病院と し て、 幅広いがん患者への支援を 行う と と も に、 集学的治療（ 様々な治療法を 組み合わせた治
療） を 提供する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○地域がん診療連携拠点病院と し て、 がん治療の専門性を 最大限に活かし 、 多職種のスタ ッ フ の力を 結集し 、 地域医療機関と
と も に患者・ 家族が安心し て生活でき る 診療連携体制を 整備・ 構築する。
○Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ の活用によ り がん診断機能を 向上さ せる と と も に、 低侵襲な手術や化学療法、 放射線治療を 組み合わせた集学
的な治療の実施及びがん相談支援セン タ ーを 中心と する 患者支援に取り 組む。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

④

国立がん研究セン タ ー認定がん相談支援セン タ ーにおいて、
「 認定がん専門相談員」 によ る質の高い相談体制の充実を 図る
ほか、 がん患者への精神的サポート や適切な情報提供を 行い、
がん患者サロ ン やアピ アラ ン ス支援、 社会保険労務士によ る 暮
ら し の相談（ 就労支援） の開催など、 がん患者支援の強化を 図
る 【 1-1-( 3) 再掲】

・ アピ アラ ンス支援やがん患者やその家族が語り 合う ためのサ
ロ ン を 、 新型コ ロナウイ ルス感染症等の感染防止対策に留意の
う え再開するなど、 引き 続き がん患者への支援や情報提供など
の充実に努めた。
・ 平成28年３ 月に締結し たハロ ーワーク 西神と の就労支援協定
書に基づき 、 がん患者の就労支援への適時適切な取り 組みを 継
続し た。
・ 令和元年10月より 兵庫県社会保険労務士会と 連携し た社会保
険労務士による 相談会「 がん患者さ んのための仕事と 暮ら し の
相談会」 は、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症等の感染防止対策に留
意のう え開催し た（ 13件） 。
【 再掲】
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⑨

がん患者に対し て、 患者支援セン タ ー・ 外来化学療法セン
タ ー・ 薬剤師外来等において、 抗がん剤を 中心と し た服薬指導
や治療に伴う 栄養障害に対する栄養指導を 、 外来から 入院・ 入
院から 外来と 継続的に行う 【 1-1-( 3) 再掲】

・ 緩和ケア介入患者に対し て個々に食事調整を 行い、 栄養管理
に努めた（ 個別栄養食事管理加算651件） 。
・ 外来ケモセン タ ー、 病棟でのがん患者の栄養相談を 積極的に
行い継続し ている。
・ 患者支援セン タ ーにて、 入院前オリ エン テーショ ン へ栄養相
談を 組み込み、 化学療法導入や術前の患者に対し て、 入院前か
ら 栄養管理介入ができ る よ う に取り 組んだ。
・ Ｎ Ｓ Ｔ のチーム活動においてがんと 栄養新聞を （ 令和５ 年
度・ 4件） 作成し 、 がん患者の食生活・ 服薬・ 栄養管理の手引
き と なる よ う な内容を 提供し た。
・ 初めてがん化学療法を 受ける 患者や、 がん化学療法の新たな
治療計画を 開始する 患者に対し 、 薬剤師が事前の副作用説明・
対策を 行う こ と で、 患者が安心、 納得し て有効な抗がん剤治療
が行える よ う 取り 組んだ
・ 副作用のモニタ リ ン グによ る 薬剤の用量・ 用法の変更、 支持
療法の処方提案をする こ と で患者が安心、 納得し て有効な抗が
ん剤治療が行えるよ う 取り 組んだ。 加えてバイ オ製剤後続品
（ バイ オシミ ラ ー） 使用患者に医師に代わり 説明を 行っ た。
【 再掲】

国指定地域がん診療連携拠点病院と し て、 チーム医療や外来を
含めた診療の質の向上を 目指し 、 緩和ケアの提供体制について
院内組織基盤の強化を 図る ため、 セン タ ー長、 ジェ ネラ ルマ
ネージャ ー、 専門資格を 有する看護師やその他の職種から 構成
さ れる 「 緩和ケアセン タ ー」 によ り 、 チーム医療や外来を 含め
た診療の質の向上に取り 組む【 1-1-( 3) 再掲】

⑤

・ 国指定地域がん診療連携拠点病院と し て、 チーム医療や外来
を 含めた診療の質の向上を 目指し 、 緩和ケアの提供体制につい
て院内組織基盤の強化を 図る ため、 セン タ ー長、 ジェ ネラ ルマ
ネージャ ー、 専門資格を 有する 看護師やその他の職種から 構成
さ れる 「 緩和ケアセン タ ー」 を 令和３ 年４ 月に設置し 、 よ り 一
層、 がん患者への支援や情報提供などの充実を 継続し た。 【 再
掲】
・ 緩和ケアセン タ ーで多職種によ る アプ ロ ーチで、 よ り 一層が
ん患者への症状緩和や支援、 情報提供などの充実を 継続し た。
（ 緩和ケアチーム介入件数432・ 緩和ケア内科外来件数1, 856・
がん看護外来件数796・ 個別栄養食事加算件数652 )  【 再掲】

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

⑧

小児がん連携病院と し て、 近畿における 小児がん患者等の長期
の診療体制強化に努める 。 兵庫県立がんセン タ ー・ 神戸大学医
学部附属病院・ 兵庫医科大学病院と 連携し て、 乳がん、 卵巣が
んの化学療法のためのＢ Ｒ Ｃ Ａ １ 遺伝子・ Ｂ Ｒ Ｃ Ａ ２ 遺伝子検
査の遺伝カ ウン セリ ン グの提供を 行う と と も に、 新たに外来で
の遺伝カ ウン セリ ン グを 行う こ と でがんゲノ ム医療の充実に取
り 組む【 1-1-( 3) 再掲】

・ 引き 続き 、 小児がん連携病院（ 令和元年11月指定） と し て、
近畿における小児がん患者等の長期の診療体制強化に努めた。
兵庫県立がんセンタ ー・ 神戸大学医学部附属病院・ 兵庫医科大
学病院と 連携（ 令和２ 年１ 月締結） し て、 乳がん、 卵巣がんの
化学療法のためのＢ Ｒ Ｃ Ａ １ 遺伝子・ Ｂ Ｒ Ｃ Ａ ２ 遺伝子検査の
遺伝カ ウン セリ ングの提供体制強化に努めた。 【 再掲】

⑥

外来化学療法の施行時は、 服薬指導・ 口腔ケア・ 栄養指導・ 末
梢神経障害予防・ 皮膚障害予防の実施や、 レ ジメ ン情報の提供
や服薬情報提供書のやり と り によ る 保険薬局と の連携強化を 行
い、 外来化学療法の質の向上に努める 【 1-1-( 3) 再掲】

・ 引き 続き 、 外来化学療法の施行時は、 服薬指導・ 口腔ケア・
栄養指導の実施、 レ ジメ ン 情報の提供や服薬情報提供書のやり
と り によ る 保険薬局と の連携強化を 行い、 外来化学療法の質の
向上に努めた。 （ がん患者指導管理料235件、 連携充実加算743
件、 外来化学療法導入時の歯科受診166件、 外来化学療法実施
時の栄養指導614件、 ９ 診療科で合計362件のレ ジメ ン 情報を 公
開） 【 再掲】

がんリ ハビ リ テーショ ン を 実施し 、 肺炎等の術後合併症の予防
や早期離床の促進、 嚥下訓練・ 骨盤底筋体操等による がん患者
のＱ Ｏ Ｌ の改善に貢献する 【 1-1-( 3) 再掲】

⑦

・ 引き 続き 、 がんリ ハビ リ テーショ ンを 実施し 、 肺炎等の術後
合併症の予防や早期離床の促進、 嚥下訓練・ 骨盤底筋体操等に
よ る がん患者のＱ Ｏ Ｌ の改善に貢献し た。 （ がんリ ハ患者延べ
人数8, 706人、 骨盤底筋体操指導延べ患者数81人） 【 再掲】

年
度
計
画
の
進
捗

抜本的改善が必
要な事項

60



関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

1, 072

（ 前年度比） ( ％) 102. 0 99. 7 104. 1 90. 8 93. 3

検査人数（ Ｐ Ｅ Ｔ ） ( 人) 1, 136 1, 159 1, 155 1, 202 1, 092 1, 149

2, 739 2, 770 2, 913 2, 892

（ 前年度比） ( ％) 99. 8 95. 2 93. 9

がん退院患者数 ( 人) 3, 073 3, 066 2, 918

101. 1 99. 3

6, 755

（ 前年度比） ( ％) 111. 4 99. 0 102. 7 95. 0 96. 3

がん患者化学療法数 ( 人) 6, 460 7, 199 7, 130 7, 320 6, 955 7, 013

8, 299

（ 前年度比） ( ％) 104. 5 53. 4 125. 9 110. 4 103. 9

がん患者放射線治療数 ( 人) 9, 791 10, 227 5, 457 6, 873 7, 587 7, 987

1, 856

（ 前年度比） ( ％) 126. 1 94. 3 82. 1 98. 3 82. 7

緩和ケア外来延べ患者数 ( 人) 2, 085 2, 629 2, 479 2, 035 2, 000 2, 246

286. 9 133. 7

498 1, 429 921 1, 232

（ 前年度比） ( ％) 107. 4 78. 9 64. 1

がん患者相談受付件数 ( 件) 917 985 777
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第１ 市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

４ 西神戸医療セン タ ーの役割を 踏まえた医療の提供

( 5) 市評価 4

日本語が話せない結核入院患者に対し て、 外国語の入院案内、
簡易翻訳器の用意や医療通訳制度を 活用する ほか、 病棟内のＷ
ｉ －Ｆ ｉ 環境を 整える こ と で母国や外部と 連絡ができ 、 継続し
た入院治療ができ る よ う 引き 続き サポート し ていく

・ 外国語の入院案内、 簡易翻訳器、 病棟内のＷｉ －Ｆ ｉ 環境を
活用し 、 継続し た入院治療ができ る よう サポート を 続けた。

自己評価 4結核医療の中核機能の提供

③
結核病棟の改修工事を 行い、 個室を 増やすこ と で感染症対策の
強化を 図る

・ 工事完了に伴い個室利用を 開始し 、 感染対策の強化を 図っ
た。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

中期目標 市内唯一の結核病棟における結核医療の中核機能を 提供する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○市内唯一の結核病床を 有する病院と し て、 結核患者の専用病棟、 結核患者にも 対応でき る 手術室などの設備を 活用し 、 引き
続き 総合的な結核医療を 提供する 。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

④

結核患者の入院及び通院治療に対し 、 地域医療機関や地域保健
所と 連携し 、 引き 続き 保健所と 毎月Ｄ Ｏ Ｔ Ｓ カ ン フ ァ レ ン スを
行い、 切れ目のない結核治療が提供でき る よ う に推進し ていく

①

・ 保健所と の毎月のＤ Ｏ Ｔ Ｓ カ ン フ ァ レ ン スを 通し て、 結核治
療が中断なく 完了でき る よ う に推進し た。
・ 他の感染症を 合併し ている 患者等隔離のための個室化工事を
完了し た。

結核入院患者に対し て、 病棟薬剤師によ る 薬剤指導、 栄養サ
ポート チーム、 高齢者・ 認知症サポート チームなど多職種によ
る 介入協力のも と 、 総合的な結核診療を 続ける

・ 多職種による 介入協力のも と 、 総合的な結核診療を 続けた。
・ 市内で唯一の結核診療を 継続し て実施し た。

②

5年平均
R5年度

5年平均比

延患者数・ 入院（ 結核） ( 人) 10, 806 8, 895 8, 545 9, 451

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

6, 813 8, 902 6, 622

（ 前年度比） ( ％) 82. 3 96. 1 110. 6 72. 1 74. 4

105

（ 前年度比） ( ％) 91. 5 82. 2 104. 1 52. 5 52. 7

延患者数・ 外来（ 結核） ( 人) 258 236 194 202 106 199

108

（ 前年度比） ( ％) 96. 6 91. 7 109. 1 79. 2 79. 1

新規患者数・ 入院（ 結核） ( 人) 149 144 132 144 114 137

90 88 109 84

（ 前年度比） ( ％) 93. 7 105. 9 72. 0

新規患者数・ 外来（ 結核） ( 人) 126 118 125

97. 8 76. 8

結核病床利用率 ( ％) 59. 2 48. 6 46. 8 51. 8

82. 3

37. 9 48. 9 40. 2

（ 前年度比） ( ％) ▲ 10. 6 ▲ 1. 8 5. 0 ▲ 13. 9
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中期目標
世界水準の眼科高度専門病院と し て、 市民を はじ め全ての患者に対し 標準医療から 最先端の高度な眼科医療まで質の高い医療
を 提供する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神

戸

ア

イ

セ

ン

タ
ー

病

院

○地域医療機関と の連携や機能分担を 推進する と と も に、 隣接する 中央市民病院と の連携を 行い、 安全で質の高い標準医療を
提供する 。
○全身的な症状にも 関連する 眼の疾患に関し て、 市民病院や地域医療機関と 連携し て対応する 。
○高機能眼内レ ン ズ挿入術や再生医療分野など、 より 高度で専門性を 必要と する 眼疾患に対応する と と も に、 臨床研究及び治
験を推進する こ と で次世代医療の開発を 進め、 その成果を 世界に発信し ていく 。

市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

神戸アイ セン タ ー病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 1) 市評価 5

第１

５

自己評価 5標準医療から 最先端の高度な眼科医療まで質の高い医療の提供

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

紹介・ 逆紹介を 一層推進し て地域と の信頼関係を 緊密にし てい
く ため、 地域医療機関のニーズを 的確に把握し 、 広報活動の強
化やＷＥ Ｂ での研修会実施等によ っ て必要な情報を提供する と
と も に、 眼科中核病院と し ての役割を 果たす

・ 地域連携推進のため、 地域医療機関向け広報誌を 発行（ 年４
回） する と と も に、 医師の専門分野等を 記載し た医師紹介パン
フ レ ッ ト を 送付し た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症下での地域連携策と し て、 地域医
療機関を 対象と し たＷｅ ｂ での臨床懇話会（ 院外69名） や兵庫
県眼科医会と 共催で現地開催のオープン カ ン フ ァ レ ン ス（ 65
名） を 実施し 、 地域連携に取り 組んだ。
・ 地域医療機関から の予約取得時間短縮・ 手続き 簡素化のた
め、 電話による 予約受付を 継続し た。 ( 従来25分程度→５ 分程
度) 。 また、 紹介状を お持ちの方が直接予約取得でき る 運用を
開始し た。
・ 地域連携推進の結果、 紹介患者数( 2, 755件) 及び逆紹介患者
数( 4, 019件) はいずれも 過去最多と なっ た。
・ 手術実施件数（ 3, 320件） ・ 硝子体注射件数（ 4, 044件） と い
ずれも 過去最多の実施件数と なっ た。
・ 大き な不安や恐怖・ スト レ ス等治療にまつわる 不安の解消、
安全な手術実施を目的と し て、 笑気麻酔の利用を 拡充し た。
・ 感染対策の取り 組み状況や平日夜間・ 土日祝日に緊急に診療
が必要な場合の対応方法について、 県下全眼科医療機関等（ 各
約560か所） に周知し た。
・ 地域医療機関と の円滑な連携のため、 令和５ 年９ 月に紹介受
診重点医療機関に決定し た。
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⑤
開発を 進めてき たｉ Ｐ Ｓ 視細胞移植や網膜色素上皮細胞移植の
実用化に向けて準備を 進める

・ ｉ Ｐ Ｓ 細胞移植治療の実用化に向けて、 他施設展開を 想定
し 、 日本眼科学会・ 日本硝子体学会総会等で「 ｉ Ｐ Ｓ 細胞由来
Ｒ Ｐ Ｅ 移植研究会」 を 開催し 、 国内の主要大学や病院の眼科医
に対し 、 研究進捗や課題等を 共有し た。

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

紹介受診重点医療機関に認定さ れた他、 地域医療機関から の電話予約を開始する など地域連携推進の結果、 紹介患者数( 2, 755
件) 及び逆紹介患者数( 4, 019件) はいずれも 過去最多と なっ た。 また、 先進医療と し て進めてき た遺伝性網膜ジスト ロ フ ィ 遺伝
学的検査が保険承認さ れ、 本検査施設の認定及び本検査結果で投与判定を 行う 日本初の眼科遺伝子治療薬「 ルク スタ ーナ注」
の投与施設と し て中央市民病院と と も に認定を 受けた。 また、 ｉ Ｐ Ｓ 細胞治療の実用化に向けて先進医療申請の準備を進め
た。

④
「 遺伝性網膜ジスト ロ フ ィ ーにおける 遺伝子診断と 遺伝カ ウン
セリ ン グ」 について、 保険診療適用に向けた届出・ 調整を 進め
る

・ 厚生労働省に先進医療の総括報告書を 提出し 、 先進医療会
議・ 中央社会保険医療協議会総会で保険適用について審議の結
果「 遺伝性網膜ジスト ロ フ ィ 遺伝学的検査（ 20, 500点） 」 と し
て保険診療が認めら れた。
・ 日本網膜硝子体学会よ り 令和５ 年８ 月に「 遺伝性網膜ジスト
ロ フ ィ 遺伝学的検査」 の結果で投与判定を 行う 日本初の眼科遺
伝子治療薬「 ルク スタ ーナ注」 の投与施設と し て中央市民病院
と と も に認定を 受け、 令和５ 年12月に「 遺伝性網膜ジスト ロ
フ ィ 遺伝学的検査」 の実施施設と し て認定さ れ、 同月から 検査
を 開始し た。

③

緑内障に関し て、 予防活動に取り 組むと と も に、 薬剤師によ る
点眼指導や服薬管理、 看護師によ る 疾患の理解度に対する 評
価・ 健康教育を 実施する こ と で、 患者のアド ヒ アラ ン ス向上に
努める

・ 日本での中途失明の原因第1位である 緑内障の早期発見・ 早
期治療に努める ため、 神戸医療産業都市の約300社に勤める 40
歳以上の社員を 対象に啓発活動を 行い、 緑内障検診を 継続実施
し た。
・ 緑内障薬剤師外来を 継続し 、 患者のアド ヒ アラ ン ス向上のた
め、 点眼手技や患者が点眼薬を 安全に継続する こ と の指導を 実
施し た（ 116件/年） 。
・ 患者同意の元でかかり つけ薬局へ情報提供を 行い、 地域全体
で治療の向上に努めた。
・ 病院と 院外薬局間での説明方法の統一を 目的と し て点眼薬の
説明シート を作成し た。
・ 腎機能低下時の用量調整プロ ト コ ールに基づく 薬物治療管理
（ Ｐ Ｂ Ｐ Ｍ） を 継続し た。
・ 電子おく すり 手帳の導入によ り 、 患者さ んの利便性の向上に
努めた（ 令和４ 年10月導入） 。
・ 看護師による 疾患の理解度に対する評価・ 健康教育を 目的と
し た緑内障看護師外来を 開始し た。
・ 国土交通省モデル事業と し て開始さ れたタ ク シー会社検診事
業を 受託し た。

年
度
計
画
の
進
捗

⑥
ｉ Ｐ Ｓ 細胞を 使用し た移植術について先進医療告示のための届
出・ 運用調整等の検討・ 調整を進める

・ ｉ Ｐ Ｓ 細胞由来Ｒ Ｐ Ｅ 細胞移植の臨床研究を 先進医療承認に
向けて、 特定認定再生医療等委員会（ 大阪大学） において研究
計画承認（ 令和５ 年８ 月） 。 11 月に行われた厚生労働省厚生
科学審議会（ 再生医療等評価部会） で審議。 現行の臨床研究成
果を まと め、 令和６ 年６ 月に再審議予定（ 承認後、 先進医療申
請） 。

②
中央市民病院と の連携によ る 眼科救急や、 全身的な症状にも 関
連する 眼の疾患への対応を 図る

・ 日中は当番医、 休日夜間はオン コ ール体制によ り 24時間365
日体制で眼科救急への対応を 継続し た。
・ 中央市民病院と 連携し 、 全身疾患を有する 眼科患者への対応
を 継続し て実施し た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症が疑われ全身麻酔が必要な症例に
ついて、 中央市民病院と 連携し て受け入れ態勢を 整えた。
・ 中央市民病院での眼科診療： 入院30人/年、 外来833人/年、
手術43件/年、 休日夜間のオン コ ール診療148件/年、 電話コ ン
サル17件/年、 中央市民病院から アイ セン タ ー病院への紹介243
件/年、 アイ セン タ ー病院から 中央市民病院への紹介570件/年
・ 急性単眼失明に対する 超急性期治療の提供、 眼科急性疾患と
脳梗塞への早期対応を 目的と し 、 中央市民脳神経内科と 連携し
網膜中心動脈閉塞症 ( Ｃ Ｒ Ａ Ｏ )  診療連携マニュ アルを 作成し
運用を 継続し た。
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R4年度 5年平均
R5年度 目標値

5年平均比 進捗
関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

10. 0

（ 前年度比） ( ％) 103. 1 76. 8 130. 3 109. 1 117. 2 112. 0

7. 6 9. 9 10. 8 9. 6 11. 2紹介患者数 （ 人/日） 9. 6 9. 9

9. 5

（ 前年度比） ( ％) 117. 3 85. 3 121. 0 132. 7 169. 1 172. 6

8. 1 9. 8 13. 0 9. 7 16. 4逆紹介患者数 （ 人/日） 8. 1 9. 5

2, 496 2, 962 3, 125 2, 877 3, 320手術件数（ 入院・ 外来合計） ( 件) 2, 768 3, 036

118. 7 105. 5 115. 4

う ち 先進医療実施件数 ( 件) 145 266 - - - 206 -

（ 前年度比） ( ％) 109. 7 82. 2

- - -

硝子体注射件数 ( 件) 2, 269 2, 571 2, 963 3, 561 3, 770 3, 027 4, 044

（ 前年度比） ( ％) 183 -

120 106 133. 6（ 前年度比） ( ％) 113 115

93 87. 7

専門外来患者数 ( 人) 17, 568 18, 496 16, 201 16, 173 15, 091 16, 706 14, 659

（ 前年度比） ( ％) 105 88 100

134

（ 前年度比） ( ％) 16 912 157 56 101. 8

臨床懇話会・ オープン カ ン フ ァ レ ン ス
院外参加者数

( 人) 106 17 155 243 137 132
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5治験・ 臨床研究を 通じ た次世代医療の開拓

神

戸

ア

イ

セ

ン

タ
ー

病

院

○より 有効で安全性の高い治療を 目指し 、 国立研究開発法人理化学研究所（ 以下「 理化学研究所」 と いう 。 ） 等と 緊密に協力
し て橋渡し 研究を 行い、 眼疾患に係る 臨床研究及び治験に積極的に取り 組む。 その際、 患者の自由意思によ る イ ン フ ォ ーム
ド ・ コ ン セン ト を 徹底する と と も に、 人権の保護、 安全性の確保、 倫理的配慮等を 必ず行う 。
○理化学研究所等と 連携し てｉ Ｐ Ｓ 細胞治療や網膜色素上皮細胞移植、 培養口腔粘膜上皮細胞シート によ る 眼表面再建治療な
ど の新し い眼科治療や診断法の開発を 推進し 、 神戸医療産業都市及び日本の眼科医療に貢献する 。

③
海外の眼科病院や研究機関等と 、 人材の相互派遣や研究報告会
の開催など交流を 図り 、 当院の取り 組みを 発信すると と も に、
新たに得た知見を 病院運営や研究等に活用する

5

⑤
科研費等の公的研究費受託のための新規臨床研究の計画立案
や、 新規治験の受け入れのサポート など研究支援面の強化を 図
り 、 臨床研究・ 治験に取り 組みやすい環境と 整える

・ 企業治験の窓口である 研究セン タ ー管理部門に事務スタ ッ フ
を 配置し 、 件数増にも 対応でき る 体制を 整備し た。
・ 令和５ 年度は４ 件の治験、 ５ 件の市販後調査を 実施し 、 着実
に件数が増加し ている 。 実績を 重ね、 企業から の治験依頼も 増
えている 。

市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

神戸アイ セン タ ー病院の役割を 踏まえた医療の提供

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
網膜色素上皮（ Ｒ Ｐ Ｅ ） 不全症に対する ｉ Ｐ Ｓ 細胞を 用いた再
生医療の実用化に向けて、 臨床研究（ 凝集紐移植） に継続し て
取り 組む。

・ ｉ Ｐ Ｓ 細胞由来網膜色素上皮細胞（ Ｒ Ｐ Ｅ ） 移植は、 令和４
年２ 月に承認さ れたＲ Ｐ Ｅ 凝集紐移植の臨床研究を 進め、 令和
５ 年４ 月に３ 例目の移植を 実施し 、 経過観察を 進めた。
・ ｉ Ｐ Ｓ 細胞由来網膜シート 移植（ ２ 例） は、 「 ｉ Ｐ Ｓ 細胞由
来網膜シート 移植後２ 年の細胞生着及び安全性確認」 と し て論
文発表及び記者資料提供( 12月) を 実施し た。

中期目標 眼科領域に関する 臨床研究及び治験を 通じ て次世代医療を 開拓し ていく こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

( 2)

第１

５

市評価

・ フ ラ ン ス（ I nst i t ut  de l a Vi si on） と 日本（ アイ セン タ ー
病院等） と の合同科学セミ ナーを フ ラ ン ス側主催（ 隔年交代）
でパリ にて実施し た、 また、 検査機器使用及び画像解析技術等
の習得のため、 職員（ 研究員） を フ ラ ン スの眼科病院
（ Qui nze-Vi ngt s Nat i onal  Opht hal mol ogy Hospi t al ） に２ 週
間派遣し 、 研修を受けた。
・ フ ラ ン スを代表する 研究機関である「 I nst i t ut  de l a
Vi si on」 と は今後も 連携を 継続し 、 定期的な学術セミ ナーを 開
催する と と も に、 研究者の派遣、 受け入れなど人的な交流も 進
めていく 。

②

理化学研究所から 研究を 継承し たビ ジョ ン ケアグループ等と 連
携し 、 基礎・ 臨床研究を 推進する と と も に、 特許技術の活用や
融合連携ラ ボと の共同研究など、 引き 続き 、 理化学研究所と の
連携強化を 図る

・ 令和５ 年度は新規１ 件、 継続10件の基礎研究を 実施し た。 ｉ
Ｐ Ｓ 細胞を 用いた研究が主だが、 免疫拒絶反応の少ない遺伝子
改変株の開発など、 治療の実用化に向けた研究を 進めた。
・ 理化学研究所で開発さ れ、 当院の細胞加工施設に導入し てい
る 汎用ヒ ト 型ロ ボッ ト Ｌ ａ ｂ Ｄ ｒ ｏ ｉ ｄ 「 まほろ 」 に関し て、
「 当院の細胞製造加工施設における ロボッ ト によ る 移植用細胞
の調製の自動化」 と し て論文発表及び理化学研究所から 記者資
料提供を 行っ た。
・ 株式会社ビジョ ン ケア、 国立大学法人奈良先端科学技術大学
院大学と 医療用Ａ Ｉ （ 遺伝カ ウン セリ ン グでの活用） に関する
研究を 開始し 、 開発成果に関し て特許出願の準備を 進めた。

⑥
ｉ Ｐ Ｓ 細胞治療の実用化や企業治験の実施検討にあわせて、 研
究実施体制を 再構築する

・ 研究セン タ ーの体制を 刷新し 、 副セン タ ー長を ２ 名体制にす
る など、 指揮命令系統を 明確にし た。 また、 品質管理部門を 新
設し 、 研究不正をチェ ッ ク する 体制を強化し た。
・ 院内で実施する臨床研究・ 治験の具体的な運用を 検討する 研
究調整会議を設置し た。

自己評価

④
基礎研究から 先進医療まで幅広く 研究を 行う 施設と し て、 各種
法律やガイ ド ラ イ ン を 遵守し た研究ができ る よ う 研究者の教育
を 徹底する と と も に、 研究管理面の強化を 図る

・ 令和４ 年度に文科科研費指定医療機関と し て認可を 得た。 令
和５ 年度は３ 課題の科研費を 獲得し 、 適切な研究実施およ び研
究費執行を 行っ た。
・ 研究セン タ ーの安全管理を すすめ、 毒物劇物管理マニュ アル
更新や、 外部発表時のルール策定等の具体的な取り 組みを 実施
し た。
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R4年度 5年平均 R5年度
5年平均比

関連指標 H30年度

4

111. 1

2 3 4 2 4

R1年度 R2年度 R3年度

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

ｉ Ｐ Ｓ 細胞を 使っ た臨床研究は、 Ｒ Ｐ Ｅ 凝集紐移植を 実施し 、 網膜シート 移植は移植結果を 評価し た論文が専門科学誌に採択
さ れた。 ｉ Ｐ Ｓ 研究以外にも 、 遺伝子検査（ シスメ ッ ク ス） 、 ロ ボッ ト によ る 細胞製造（ 理研） 、 医療用Ａ Ｉ を 活用し た遺伝
カ ウン セリ ン グ（ 奈良先端大学） などの分野で共同研究を 進め、 成果が生まれている 。 また、 職員の海外派遣や国内大学院生
( 医師) の受け入れを 行う など 、 国内外で研究発展に貢献し た。

抜本的改善が必
要な事項

治験実施件数 （ 件） 1 0

200. 0（ 前年度比） ( ％) 0. 0 150. 0 133. 3-

112. 9 102. 9

受託研究件数 （ 件） 4 2 4 4 4 4

126. 7（ 前年度比） ( ％) 84. 6 140. 9

38

（ 前年度比） ( ％) 50. 0 200. 0

臨床研究件数 ( 件) 26 22 31 35 36 30

100. 0 100. 0
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年
度
計
画
の
進
捗

視覚に障害が残る 患者を 公益社団法人Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ
（ 以下「 Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 」 と いう 。 ） に紹介し 、 患者
個々人が必要と し ている サービスや情報を 提供するこ と で、 リ
ハビリ や社会復帰につなげる

・ 生活・ 就労相談等橋渡し 業務、 視覚的補助具・ 補装具の紹介
や患者への情報発信など患者の社会生活への円滑な復帰支援を
進める こ と を目的と し 、 視覚障害患者に対する 相談支援業務を
Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ に委託し て、 視覚障害者への支援等を
継続し た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対策と し て、 オン ラ イ ン での相談
窓口を 設置し 、 遠隔での相談業務を 継続し た。
※相談件数： 1, 062件

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

神戸アイ セン タ ー病院の役割を 踏まえた医療の提供

( 3) 市評価 5

第１

５

自己評価 5視覚障害者支援施設等と 連携し た患者の日常生活支援

①

中期目標
眼に関する ワン スト ッ プセン タ ー（ 研究、 治療、 リ ハビ リ テーショ ン 、 社会復帰まで一貫し て対応する 施設） と し て、 視覚障
害者支援施設等と 連携し たロ ービ ジョ ン ケア（ 視覚に障害がある 人に対する 支援） の提供によ り 患者の日常生活を 支援する こ
と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神

戸

ア

イ

セ

ン

タ
ー

病

院

○視覚障害者支援施設等と 緊密に連携し てロ ービ ジョ ン ケア（ 視覚に障害がある 人に対する 支援） を 進める と と も に、 地域包
括ケアシステムの推進につながる 、 重篤な眼疾患から 社会生活へ復帰を支援する ワン スト ッ プセン タ ー（ 研究、 治療、 リ ハビ
リ 、 社会復帰までを 一貫し て対応する 施設） と し ての役割を 果たす。
○眼科専門病院と し て、 全部門が来院者の特徴に配慮し たサービ スを 提供し 、 患者サービ スの向上に向けた取組みを 推進す
る 。

④
Ｄ Ｘ 化の推進と し て「 遺伝カ ウン セリ ン グ」 のオンラ イ ン 診療
実施を 継続する

・ 網膜色素変性症・ 黄斑ジスト ロ フ ィ ー等の遺伝性疾患の方で
遠方にお住まいで、 通院のために時間がかかる 方・ 疾患のため
に移動が困難な方を 対象にオン ラ イ ン遺伝カ ウン セリ ン グを 継
続実施する こ と で、 患者さ んの利便性向上を 図っ た。

⑤
目標を も っ て患者サービ スの向上に取り 組むため、 病院年度計
画を踏まえた各部門計画を 策定し 、 進捗管理し ていく

・ 各部門において策定し た部門計画において顧客の項目を 設定
し 、 院長ヒ アリ ングで進捗確認を 行い、 各部門と も 患者意見を
共有し て改善に努める と と も に、 例えば、 薬剤部では電子お薬
手帳用Ｑ Ｒ コ ード の運用を はじ めと し て、 それぞれの部門が患
者サービ スの向上に取り 組んだ。

②
退院患者アン ケート に加えて外来患者への常時アンケート を 実
施する と と も に待ち 時間対策等患者サービ スを よ り 一層進める

・ 退院患者アン ケート ・ 外来患者アンケート を 継続し 、 全件、
幹部会や患者サービ ス委員会で、 情報共有を 行い、 適宜必要な
改善を 行っ た（ 車いす介助者研修継続、 入院患者へのＱ Ａ 集配
付等） 。
・ 患者満足度調査を 実施し 、 継続し て高い満足度を 維持し 、 入
院は６ 年連続100％、 外来は97. 7％であっ た。 満足度調査で得
ら れたご意見については、 各部門で必要な対応を 検討し 、 患者
サービ ス委員会で共有し た。

③
ホームページの刷新等、 視覚障害者支援に関する 情報提供力を
強化する

・ ホームページをわかり やすく 刷新し 、 適宜、 お知ら せを 更新
する と と も に、 広報誌( 年４ 回発行） によ り 情報提供を 行っ
た。
・ 絵本作家のヨ シタ ケシン スケ氏が「 モシク ワ係」 に就任し 、
神戸アイ センタ ーの活動を わかり やすく 情報発信する ため、 公
式キャ ラ ク タ ー「 テン ボー」 を 活用し た取り 組みを 開始し た。
・ 視能訓練士を 増員し 、 検査枠を 見直すこ と で待ち 時間対策を
進めた。
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視覚障害者の誘導を 行う ため、 Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ と 連携
し 職員の誘導研修を 引き 続き 行う

・ 転入職員等（ 委託事業者を 含む) を 対象に、 視覚に障害があ
る 方に対し ての歩行誘導研修を Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 　 Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ と 連携
し 実施し た（ ２ 回実施： 16名参加） 。

⑧

⑪

⑨

⑩
ロ ービ ショ ン 患者に適切な服薬支援ツ ールを 開発する と と も
に、 保険薬局と の連携強化により 、 アド ヒ アラ ン ス向上と 副作
用管理によ り 薬物療法の安全性を 確保する

・ 病棟薬剤業務において、 すべての入院患者に対し て服薬指
導、 副作用モニタ リ ン グ等の薬学的なケアを 継続し た（ 1, 236
件） 。
・ 緑内障薬剤師外来を 継続し 、 患者のアド ヒ アラ ン ス向上のた
め、 点眼手技や患者が点眼薬を 安全に継続する こ と の指導を 実
施し た（ 116件） 。
・ アイ セン タ ー・ 中央市民病院間で連携し 、 抗がん剤（ 主に
TS-1） 服用患者を対象に流涙の副作用を 早期に発見し 、 涙道外
来を 早期に受診でき る 運用を 構築し た。
・ 電子お薬手帳の使用状況調査を 実施し 、 得ら れた結果から 患
者ニーズを 把握する こ と で利活用を 推進し ていく 。
・ 院内の採用薬を見直すこ と で医薬品の廃棄額を 削減し 、 後発
医薬品使用体制加算取得条件を 満たし た。

・ 身体障害者手帳（ 視覚） の取得要件に該当する 方を Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ
Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ へ紹介し 、 障害者手帳取得の具体的な手続き や、
取得によ り 得ら れる 公的な支援の説明を 行う 等、 障害者手帳の
取得に関する支援を 実施し た。
・ 暗所視支援眼鏡の日常生活器具（ 補助対象） と し ての申請に
対応し た。
・ 神戸市が進める障害者の( 超短時間) 雇用を 踏まえて、 Ｎ Ｅ Ｘ
Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 職員（ 全盲） によ る 、 ロ ービ ジョ ン 外来患者
への事前問診業務を 行っ た。

・ 視覚障害者支援を 実践する Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 　 Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 担当者も
患者サービ ス委員会及び週１ 回の患者サービ ス委員会のコ ア
ミ ーティ ン グ（ 看護部門長、 Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 　 Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 担当者、
事務局） に参画し 、 よ り 視覚障害者の視点に立っ た意見出し を
し ても ら う と と も に、 患者目線に立っ た院内ラ ウン ド を 継続し
た。
・ 日本初の視覚障害者の移動援助ツ ール「 ナビ レ ン ズ」 の実証
実験の継続等に加えて、 専用アプリ を使っ て視覚障害者が安全
に歩行でき る点字ブ ロ ッ ク 「 ｓ ｈ ｉ Ｋ Ａ Ｉ 」 を 院内各所の設置
し た。
・ 超短時間雇用を活用し た視覚障害者（ 全盲) によ る ロ ービ
ジョ ン 患者に対する 電話問診業務を 継続し た。

⑦
新たに検査や疾患の理解度を 高める 施策や患者教室等の健康教
育に取り 組む

・ 待合のサイ ネージで、 各疾患の説明動画や点眼方法に関する
動画放映を 継続し た。
・ 緑内障に対する正し い知識や病識を持っ ても ら い、 継続し た
治療を 行っ ても ら える こ と を 目的と し 、 緑内障看護外来を 開始
し た。
・ 各疾患に対する理解が深まる よ う 、 疾患の説明冊子を 待合に
配架し た。

特色ある 食事の提供に努め、 栄養管理面だけでなく 、 食器等の
視覚的な面での改善を 行う こ と で更なる 質の高い食事の提供を
行う

・ 入院患者を対象に、 嗜好調査を 実施し 、 満足度は96. 4％と 継
続し て高水準であっ た。
・ ロ ービ ジョ ン 患者を 対象に、 料理と 食器の濃淡を つけ食事を
見やすく するための黒食器対応を 続けており 、 1, 552食（ 前年
度比284食増加） の提供を 行っ た。
・ 視覚障害者や術後に腹臥位保持を 要する 患者に、 主食おにぎ
り や副食串刺し ･一口大カ ッ ト などの個別食事対応を 実施し て
おり 、 1, 109食の提供を行っ た。
・ 食形態調整や食事確認等を 積極的に行っ ており 1, 275件（ 前
年度比78件増加） の介入を 行っ た。 特に、 良い方の眼を 手術す
る 場合、 術後は通常通り に食事を 摂取する こ と が難し いと 予想
さ れる ため、 カ ト ラ リ ー付加や食形態変更についての説明や調
整を 術前から も 行っ た。

⑥
患者サービ ス委員会にＮ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ も 参画し 、 視覚
障害者である 患者への患者サービ スを よ り 一層進める

Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ の協力のも と 、 障害者手帳取得への支
援や、 視覚障害者によ る 相談業務等、 視覚障害者支援に取り 組
む
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R1年度 R2年度 R3年度

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項
患者個人の状態にあっ た食事提供等に伴い高い食事満足度を 維持する と と も に、 視覚障害者支援の継続や、 各部門における 積
極的な患者サービ スへの取り 組みによ り 、 患者満足度調査では、 入院100％、 外来97. 7％と なり 、 入院は６ 年連続100％と なる
など高い患者満足度を 維持し た。

抜本的改善が必
要な事項

R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比
関連指標 H30年度

ロ ービ ジョ ンケア施設と の紹介実績 ( 人) 367 159 309 309 391 307 352

100. 0 126. 5 114. 7（ 前年度比） ( ％) 43. 3 194. 3
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中期目標 眼科領域に関する 診療・ 臨床研究を 担う 未来の医療人材を 育成する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神

戸

ア

イ

セ

ン

タ
ー

病

院

○臨床、 教育、 研究それぞれに取り 組み、 日本の眼科の未来を 担う 人材の育成に取り 組む。
○モチベーショ ン の好循環と なる よ う 、 医師の業績に応じ て研究費を 配分する 制度を 活用する 。

国内外から の若手医師や大学院生などの研修生を 受け入れ、 眼
科領域における 医師の能力向上に寄与する

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

専門性向上に向けた論文作成や学会発表などの研究・ 研修活動
を 支援する こ と によ り 、 眼科領域における 診療と 研究の両立・
人材育成を 推進する

・ 研究費増や多職種で研究費が利用でき る よ う に研究費制度の
見直し を 行っ たこ と で、 学会発表増に繋がっ た。
・ ｉ Ｐ Ｓ 細胞等の幹細胞を 専門と する科学誌に論文が採択さ れ
る など、 アイ センタ ー病院の専門性を活かし た学術活動を 継続
し た。

①

年
度
計
画
の
進
捗

③
昨年度増員し たク ラ ーク の業務内容を 拡充する こ と で、 医師の
負担軽減を 図る

・ 従来医師が行っ ていた学会用データ の収集・ 整理、 手術オー
ダのチェ ッ ク 、 医師依頼の統計作成など 業務を 拡充し 医師の負
担軽減を 図っ た。
・ 医師・ 看護師が外来診察で行っ ていたオーダの入力や患者さ
んへの電話連絡を代行実施する こ と を目的と し て、 外来診療補
助と は別に外来ク ラ ーク を １ 名の配置を 継続し た。

⑦ 専攻医への教育を 充実さ せる

・ 日本眼科学会の眼科研修プロ グラ ムに即し て指導を 実施し た
（ 院長初診外来・ 各専門外来での見学、 外来診療、 硝子体注射
やレ ーザーなど の処置、 上級医の入院患者を 担当の上、 病棟診
察や術前術後処置等に関する 指導、 手術執刀に対する 指導、 各
種専門カ ン フ ァ レ ン ス、 学会発表や論文作成の指導等） 。
・ 研究の推進、 若手人材の研究機会の確保等のため、 大学院生
リ サーチ・ アソ シエイ ト 制度を 構築し た。
・ 大学院生を受入れ、 研究指導など を行う 連携大学院制度につ
いて、 神戸大学と 協定を 締結し 、 令和５ 年度は大学院生１ 名の
受け入れを 実施し た。

・ 連携大学院制度を 使っ た大学院生の採用及び他大学等（ 川崎
医科大学１ 名、 三重大学１ 名、 東京大学１ 名、 大阪大学１ 名、
国立障害者リ ハビリ テーショ ン セン タ ー病院４ 名( フ ィ リ ピ ン
人医師) 、 ト ーマスジェ フ ァ ーソ ン 大学医学生１ 名） から の研
修を 受け入れ、 若手人材の研究機会の確保を 行っ た。
・ 日本の医師免許を 持たない外国人医師が、 アイ セン タ ー病院
で診療する こ と を可能にする 臨床修練病院の指定を 受けた。

②

市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

神戸アイ セン タ ー病院の役割を 踏まえた医療の提供

第１

５

( 4) 市評価 5自己評価 4診療・ 臨床研究を 担う 未来の医療人材育成

部門ごと の研修やコ ン セプト 研修を 発展さ せる など研修の充実
を 図る

・ 部門内での勉強会やセミ ナーへの参加、 また、 アイ セン タ ー
構想を 共有する ため、 アイ セン タ ー全体でのコ ン セプト 研修を
実施し た。

⑥
カ ンフ ァ レ ン ス・ 勉強会・ 講演会などを 通じ て、 専門性の向上
を 図る

・ 待合のサイ ネージで、 各疾患の説明動画や点眼方法に関する
動画放映を 継続し た。
・ 緑内障に対する正し い知識や病識を持っ ても ら い、 継続し た
治療を 行っ ても ら える こ と を 目的と し 、 緑内障看護外来を 開始
し た。
・ 各疾患に対する理解が深まる よ う 、 疾患の説明冊子を 待合に

研修を 全職員が受講でき る よ う スタ ッ フ サイ ト を 活用し たＷＥ
Ｂ 配信を 行う

・ スタ ッ フ サイ ト を 活用し 、 研修に参加でき ない職員のために
各研修内容を動画で配信し た。

⑤

④

71



⑧
アイ セン タ ー病院への転入職員に対し て事務局と し ても 定期的
に面談等を 実施する など相談体制を 継続する

・ 働き やすい環境作り 、 課題や問題点を 共有する ため、 事務局
によ る 個別面談を継続し た。

144. 6 143. 2 193. 5

51. 0

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

（ 前年度比） ( ％) 81. 3 169. 2

R5年度
5年平均比

論文掲載件数 （ 件） 16 13 22 23

（ 前年度比） ( ％) 116. 4 71. 8

学会発表件数 （ 件） 67 78 56 81 116 80 154

104. 5 104. 3

⑨
目標を も っ て人材育成に取り 組むため、 病院年度計画を 踏まえ
た各部門計画を 策定し 、 進捗管理し ていく

・ 各部門において策定し た部門計画を元に、 院長ヒ アリ ン グで
進捗確認を 行う と と も に、 各部門への評価を 行い、 評価に応じ
た研究費を 配分する 仕組みを 整備し 、 病院全体の機能強化及び
人材育成に繋げた。
・ 薬剤部では部内勉強会、 中央市民病院と の人材交流など、 視
能訓練士室では専門チームを 編成し てそれぞれカ ン フ ァ レ ン ス
実施等、 看護部では計画的なロ ーテーショ ン 実施やチーム勉強
会等、 栄養管理室では学会等への参加を 、 事務局では勉強会を
実施する など、 各部門で人材育成に取り 組んだ。

10

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R4年度 5年平均R3年度

⑩
眼科単科病院の特性を 生かし た医師の業績に応じ て研究費を 配
分する 医師評価制度の充実を 図る と と も に、 他の職種に関し て
も 研究費配分制度を 充実し て専門性の向上を 図る

・ 医師個人のごと の業績を 毎月報告する と と も に、 業績に応じ
て研究費を 配分する 医師評価制度を 継続し た。
・ 研究費配分（ 固定分： ３ 万円/人） に加えて、 経営状況に応
じ て、 各部署上限20万円を 配分。 学会参加や書籍の購入等がで
き る 制度を 継続し た。

24 20
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具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

各種医療技術の実施に当たっ ては、 でき る だけシミ ュ レ ーショ
ン 用の器具や人形を 用いた研修を 実施する 。 必要な研修を 修了
し た職員には資格証を 発行し 、 その認証によ っ て初めて侵襲的
な処置の実施を 許可する 。 ただし 、 各診療科独自の専門的手技
は除外する

・ 全職員を 対象と し てＢ Ｌ Ｓ 、 Ｉ Ｃ Ｌ Ｓ 合わせて10回実施。
・ 各部署で多職種でのＢ Ｌ Ｓ 、 Ｉ Ｃ Ｌ Ｓ ト レ ーニン グを 実施、
映像医学部門ではＥ －Ｃ Ｐ Ｒ シミ ュ レ ーショ ン 研修を 実施。
・ 医師に対する 研修と し て、 Ｃ Ｖ Ｃ （ 中心静脈カ テーテル） 研
修、 胸腔ド レ ーン研修等のシミ ュ レ ータ ーを 使用し た研修を 計
８ 回実施（ Ｃ Ｖ Ｃ ４ 回、 胸腔４ 回） 、 また死戦期帝王切開シ
ミ ュ レ ーショ ン も 行っ た。
・ 初期研修医・ 看護師・ コ メ ディ カ ルに関し ては、 『 医療ガス
講習会』 『 ＭＲ Ｉ 検査を 安全に行う ために』 『 安全な輸血医療
を 目指し て』 などＷＥ Ｂ 研修を 実施し 、 医療、 看護技術の研修
を 実施。

全職員年２ 回以上の医療安全研修の受講ができ る よう 計画的に
研修企画を 行う 。 新型コ ロ ナウイ ルス感染症拡大防止の観点か
ら ケーススタ ディ ｅ ラ ーニン グの環境を 強化し 、 各々の職員が
安全かつ計画的に受講でき る よう に働き かける

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染拡大防止の観点から 参加型研修の実
施は最低限にと どめた。
・ 対策と し てｅ ラ ーニン グを 用いた研修受講を 積極的にすす
め、 全職員( Ｋ ＭＣ Ｐ 、 協力法人含む） の年２ 回以上の医療安
全研修の受講率は100％と なっ た。

市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

共通の役割

中期目標

十分な医療安全管理体制を 構築する と と も に、 職員の医療安全意識の醸成に努める こ と 。 医師を はじ めと し た全ての職員が意
識し てイ ン シデン ト （ 医療の全過程のう ち いずれかの過程において発生し た、 患者・ 医療従事者に被害を 及ぼすこ と はなかっ
たが注意を 喚起すべき 事例） 及びアク シデン ト （  医療の全過程のう ち いずれかの過程において発生し た、 患者・ 医療従事者に
傷害を 及ぼし た事例） に関する報告を 行い、 事例の分析と 共有を 図る など 、 医療事故の予防及び再発の防止に取り 組むこ と 。
また、 ク リ ニカ ルパス（ 入院患者に対する 治療の計画を 示し た日程表） の充実と 活用に継続し て取り 組むこ と に加え、 診療情
報データ や臨床評価指標の分析を 行い、  法人全体で共有するこ と によ り 、 医療の質の向上と 標準化を 図り 、 患者に最適な医療
を 提供する こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

○全職員が患者の安全を 最優先に万全な対応を 行う こ と ができ る よ う に、 医師及び看護師等から なる 医療安全管理室を中心
に、 医療安全に関する 情報の収集及び分析を 行い、 医療安全対策を 徹底する 。

( 1) 市評価 3

第１

６

年
度
計
画
の
進
捗

中
央
市
民
病
院

自己評価 3安全で質の高い医療を 提供する 体制の構築

医療安全教育のためのケーススタ ディ ｅ ラ ーニン グを ベースと
し た機材を 活用し 、 医療安全研修の一環と する

・ 実際に起き た過去の医療事故に基づいたｅ ラ ーニン グを 受講
する こ と により 、 医療事故を 動画で疑似体験し 、 テスト や解説
で理解を 深めた（ 受講者数延べ16, 994名、 実人数2, 977名） 。
・ ｅ ラ ーニングは、 各部門やＮ Ｓ Ｔ など 院内サポート チームも
独自コ ースを作成し 、 48コ ースの院内独自コ ースを 含む内容と
なっ た。

医療安全マニュ アルの見直し を各部門（ Ｋ ＭＣ Ｐ 、 協力法人含
む） において行える よ う 準備し 、 実施する

・ 各部門が閲覧出来る よ う 医療安全マニュ アルを ＷＥ Ｂ ＭＩ Ｎ
Ｋ に掲載し ている。
・ 各職種のポケッ ト マニュ アルの見直し を 行い、 更新を 行っ
た。

改定が必要なマニュ アルに関し ては医療安全管理会議等で討議
し 、 決定事項について医療安全リ ーダーを 通じ て各部署の職員
へ周知する

・ 院内レ ポート チェ ッ ク システム運用マニュ アル、 Rapi d
r esponse syst em ( Ｒ Ｒ Ｓ )  運用マニュ アル、 高濃度カ リ ウム
製剤の取り 扱いマニュ アル、 造影剤マニュ アルの改定を 行い、
各部署の職員へ周知し た。
・ 毎月のリ ーダー会は感染拡大防止を考慮し 、 紙面開催を し た
が、 必要に応じ て周知を 行っ ている 。

医療安全のためのチームワーク 推進活動である 「 Ｔ ｅ ａ ｍＳ Ｔ
Ｅ Ｐ Ｐ Ｓ 」 に関し ては、 一般社団法人日本専門医機構の共通講
習認定を 受け、 研修を 企画・ 実施する

・ Ｔ ｅ ａ ｍＳ Ｔ Ｅ Ｐ Ｐ Ｓ は、 応援体制や組織体系が変化し てい
く ため看護部を 中心に計24回研修を 行っ た。
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重症度、 医療・ 看護必要度の評価が重症病棟においても Ｄ Ｐ Ｃ
データ を 用いる こ と が義務付けら れ、 シリ ン ジポンプ 使用時に
は医師によ る 正確なオーダ指示が必要と なっ た。 また医療安全
の観点から も オーダ内容のバラ つき によ る 医療事故を 防ぐ た
め、 精密持続点滴投与時の注射オーダのセッ ト 化を図る

・ 重症部門で使用頻度の高い薬剤を 優先的にセッ ト 化し 、 院内
周知を 行っ た。
・ 今後も 更にセッ ト 化の薬剤を 増やし ていく 予定。

画像診断報告書や病理診断報告書の確認漏れなど の対策を 講
じ 、 診断または治療開始の遅延を 防止する ため、 令和 4 年度
中に報告書確認対策チームを 設置し 、 報告書確認の実施状況の
評価に関する カ ン フ ァ レ ン スを定期的に実施する 予定である

・ 報告書確認の実施状況の評価に関する カ ン フ ァ レ ン スを 毎月
実施し 、 改善策を検討し た。
・ 放射線レ ポート についてはレ ポート チェ ッ ク システムに上
がっ てく る 全てのレ ポート のチェ ッ ク を 行っ た。
・ 院内ニュ ースレ タ ーによ る 放射線レ ポート 見落と し 防止に係
る 啓発活動を行っ た。

中
央
市
民
病
院

・ 予定し た講習会( イ ンスリ ン に関する 講習会） は、 ｅ ラ ーニ
ン グで実施し た（ 受講人数： 831人） 。

プ ロト コ ールに基づいた薬剤師と 医師と の協働による 薬物治療
管理を 積極的に導入する こ と で、 医師・ 看護師の負担軽減、 薬
物療法の質や安全性の向上を 図る

・ 医師と 薬剤師によ り 事前に作成・ 合意さ れたプロ ト コ ール
（ Ｐ Ｂ Ｐ Ｍ） を 活用し 、 薬剤師が院外処方箋の問い合わせの簡
素化、 免疫関連副作用（ ｉ ｒ Ａ Ｅ ） の早期発見のための検査
オーダー入力、 薬物血中濃度モニタ リ ン グ（ Ｔ Ｄ Ｍ） オーダー
代行入力、 Ｂ 型肝炎再活性化対策における 検査入力、 Ｔ Ｓ －１
内服患者の眼関連副作用発現時の紹介状作成支援を 行う こ と で
業務の効率化、 医師の負担軽減を 図っ た。

イ ンスリ ン 療法に関する 研修を医師・ 看護師・ 薬剤師を 講師と
し て企画し 、 実施する

・ 安全にイ ンスリ ン を 取り 扱う ための講習会について、 当院ス
タ ッ フ （ 医師・ 看護師・ 薬剤師） が作成し たコ ースを ｅ ラ ーニ
ン グと し て公開し 、 初期研修医及び新規採用看護師は必修と し
た（ 受講率100％） 。

他施設と 相互に監査する こ と によ り 、 自施設の医療安全対策の
質の向上を 図る

所見見落と し 防止対策の「 院内レ ポート チェ ッ ク システム」 に
ついて、 診療科部長やオーダー医師のシステムの活用状況を 確
認し 、 システムの更なる 浸透化を 図る

・ 画像診断報告書や病理診断報告書の確認漏れなどの対策を 講
じ 、 診断または治療開始の遅延を 防止する ため、 令和5年1月か
ら 院内に報告書確認対策チーム会を 設置し 、 報告書確認の実施
状況の評価に関する カ ン フ ァ レ ン スを定期的に実施し た。

医師・ 看護師・ 事務の多職種から なる Ｒ Ｒ Ｓ チーム会を 令和４
年度に設置し 、 Ｒ Ｒ Ｓ 運用マニュ アルを 作成し た。 Ｒ Ｒ Ｓ 起動
報告やＣ Ｐ Ａ 事案について月１ 回の定例会で事例検討を 行い、
Ｒ Ｒ Ｓ チームによ る 対応状況及び入院患者の病状急変の発生状
況を把握し 、 Ｃ Ｐ Ａ 発生や重篤有害事象を 防ぐ 役割を 果たす。
また、 よ り 早く Ｒ Ｒ Ｓ 起動でき る よ う 取り 組んでいく

・ 看護師だけでなく 、 コ メ ディ カ ルも Ｒ Ｒ Ｓ （ 院内救急対応シ
ステム） を 起動でき る よ う になっ てき ており 、 医師のシミ ュ
レ ーショ ン 研修を実施し 、 患者の安全を 守る 体制整備を 図っ た
（ Ｃ Ｐ Ａ 件数： 26件、 Ｒ Ｒ Ｓ 起動件数： 161件） 。

医療安全管理室・ 薬剤部と の連携によ る 院内講習会の開催によ
り 、 医薬品適正使用の推進を 啓発する

年
度
計

・ 西市民病院と 臨床検査技術部門について相互監査を 実施。
・ あんし ん病院へ監査を 実施し 、 患者相談窓口について患者に
分かり やすい掲示を 行う こ と 、 定期的に職員に研修を 行う こ と
を 提案し た。
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医療安全管理委員会を 通じ て、 医療安全マニュ アルの内容につ
いて見直し を 行う と と も に、 ニュ ーズレ タ ーの発行等によ り 、
全職員に周知する

・ 医療安全管理委員会を 通じ て、 医療安全マニュ アルの内容に
ついて見直し を 行う と と も に、 ニュ ーズレ タ ーを 適宜発行し 、
患者誤認防止や鎮静剤投与時の注意事項等について全職員に周
知し た。

病院間で医療安全相互評価を 実施する こ と によ り 、 安全対策の
質の向上を 図る

・ 相互監査
　 中央市民病院（ 令和６ 年３ 月） 、 荻原記念病院（ 令和５ 年11
月、 令和６ 年３ 月）
・ 監査
　 アイ セン タ ー病院（ 令和６ 年２ 月）

全職員年２ 回以上の医療安全研修の受講ができ る よう 医療安全
研修会を 計画的に企画・ 実施する と と も に、 医療安全教育のた
めのケーススタ ディ ｅ ラ ーニングを ベースと し た機材を 活用
し 、 医療安全研修の一環と する

・ 全職員年２ 回以上の医療安全研修の受講ができ る よ う ｅ ラ ー
ニン グを 用いた研修受講を 積極的に進め、 職員の医療安全意識
の醸成に努めた。 また、 ｅ ラ ーニン グの利点を 活かし 、 受講記
録を 管理するこ と でよ り 多く の職員が受講でき る よ う 努めた
（ 全職員対象研修全４ 回で２ 回以上受講割合： 85. 2％、 ｅ ラ ー
ニン グによ る受講率第１ 回98. 5％、 第２ 回81. 3％）

・ 医療安全集中管理ソ フ ト 「 セーフ マスタ ー」 を 活用し 、 迅速
な情報収集を行う と と も に、 週１ 回の医療安全管理室での事例
検討会において、 イ ン シデン ト ・ アク シデン ト に関し て討議
し 、 対応の検討や情報共有等を 行っ た。
・ 医療安全対策専従看護師を 中心に、 医療安全管理室メ ン バー
によ る イ ン シデント ・ アク シデン ト 調査及び分析を 実施し た。

週１ 回の医療安全管理室会議を継続的に開催し 、 迅速な情報収
集と 対応策の検討及び職員啓発を 行う

・ 週１ 回の医療安全管理室での事例検討会において、 イ ン シデ
ン ト ・ アク シデント に関し て討議し 、 対応の検討や情報共有等
を 行っ た。
・ 医療安全対策専従看護師を 中心に、 医療安全管理室メ ン バー
によ り イ ン シデント ・ アク シデン ト 調査・ 分析を 実施し た。
【 再掲】
・ 中央市民病院及び荻原記念病院と の間で医療安全に関する 相
互監査、 アイ センタ ー病院に対し 監査を 行い、 意見交換を 実施
し た。

医療安全管理室を 中心と し て医療安全集中管理ソ フ ト を 活用
し 、 イ ン シデン ト 事例の迅速な収集と 共有を 図る と と も に、 要
因分析に努め、 再発防止及び発生予防に取り 組む

人工呼吸器等、 患者の生命維持に直結する 医療機器について、
使用する 職員に対し て、 臨床工学技士よ り 操作研修や使用方法
等のマニュ アル配備を 徹底するこ と で、 誤操作等の事故を 防止
する

・ 医療安全研修の一環と し て院内で実際に発生し た事例を 用い
て研修を おこ なっ た（ 令和５ 年４ 月） 。

引き 続き 画像診断の既読管理システムによ る 画像診断レ ポート
の見落と し 防止策を 実施する と と も に、 各診療科医師の確認状
況を医療安全管理室及び診療科部長に通知し 、 確認を 促すな
ど 、 病院全体と し て確認漏れによ る 診断又は治療開始の遅延防
止に取り 組む

・ 画像診断レ ポート の見落と し を 防ぐ ため、 病院全体の医療安
全の一環と し て、 令和３ 年６ 月から 本格稼働し た画像診断の既
読管理システムを活用し 、 医療安全管理室が中心と なり 検査結
果や画像データ の読影を 促すなど統合管理を 行っ た。 （ 既読確
認までに30日以上要し た件数11件: ４ 月2件、 ６ 月9件）
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・ あかし 医療安全ネッ ト ワーク に参加し 、 病院間での医療安全
相互評価を 実施し 、 情報共有と 連携強化を 促進する こ と で、 安
全対策の質の向上を 図っ た。

医療安全集中管理ソ フ ト を 活用し 、 迅速な情報収集を 図る と と
も に、 週１ 回の医療安全推進室コ ア・ ミ ーティ ン グにおいてイ
ン シデン ト ・ アク シデン ト に関し て分析にも 努め、 再発防止及
び発生予防に取り 組む

・ 医療安全集中管理ソ フ ト 「 セーフ マスタ ー」 を 活用し 、 迅速
な情報収集を行う と と も に、 週１ 回医療安全推進室でコ ア・
ミ ーティ ン グを 開催し 、 イ ン シデン ト ・ アク シデン ト に関し て
調査・ 分析及び対策の検討を 行っ た。  

・ 令和５ 年度は２ 件実施。

医療機器安全管理委員会の設置によ り 、 医療機器に関わる 安全
管理のための体制を 確保する と と も に、 各部署横断的な連携を
促進さ せる

・ 各部署と 連携し 、 医療機器安全管理委員会の設置を 行い、 委
員会を 実施し た。 医療機器安全管理責任者へ厚生労働省が定め
る 保守点検計画の進捗状況、 研修件数報告等の安全管理実績の
共有が行えた。 破損の多い機器など を共有し 、 対策を 取っ ても
ら う こ と が出来た。
・ 部分的ではあるが修理伝票のペーパーレ ス化も 行っ た。

プ ロト コ ールに基づいた薬物治療管理（ Ｐ Ｂ Ｐ Ｍ） を 薬剤師と
医師と の協働によ り 積極的に導入する こ と で、 医師の負担軽減
を 行い、 薬物療法の質や安全性の向上を 図る

・ 外来処方箋の疑義照会時に医師と 協議、 決定し た基本簡素化
プロ ト コ ール13項目、 加えて医薬品供給不足下においての薬効
別医薬品代替プ ロト コ ールを 導入（ Ｐ Ｂ Ｐ Ｍ） し 、 従来、 医師
が回答し ていたこ と を 薬剤師が代行回答を する こ と で簡素化が
実現、 医師の負担軽減に寄与し た。

改定が必要なマニュ アルに関し ては医療安全推進委員会等で討
議し 、 決定事項について各部署の職員へ周知・ 徹底する

・ イ ン シデント 報告を 機にマニュ アルの改定が必要な際は、 医
療安全推進委員会等で討議し 、 決定事項について各部署の職員
へ周知・ 徹底を 図っ た。

医療安全推進委員会作業部会を月１ 回開催する と と も に、 要点
を 病院運営協議会で報告する こ と によ り 、 各診療科･各部門に
周知する

新し い医療技術を 安全に導入する ため、 高難度新規医療技術評
価委員会での審査を 行う

人工呼吸器等、 患者の生命維持に直結する 医療機器等が更新等
になっ た場合に、 使用する 職員に対し て、 臨床工学技士よ り 操
作研修や使用方法等のマニュ アル配備を 徹底する こ と で、 誤操
作等の事故を 防止する

・ 人工呼吸器、 輸液ポン プ、 生体情報モニタ 、 電気メ ス、 血液
浄化装置等の医療機器等操作研修を 実施し 、 誤操作によ る 事故
の防止を 図っ た（ 医療機器等操作研修回数： 74回/受講人数：
1896人） 。 令和５ 年度はオン デマン ド での講習も 取り 入れ、 受
講人数の増加に繋がっ ている 。

病院間の医療安全相互評価による 情報共有と 連携強化を 促進す
る こ と で、 安全対策の質の向上を 図る
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・ 医療安全推進委員会作業部会を 月１ 回に開催する と と も に
（ 計12回） 、 病院運営協議会で報告し 、 各診療科･各部門に周
知を 行っ た。

全職員年２ 回以上の医療安全研修の受講ができ る よう eラ ーニ
ン グを 活用し て計画的に研修企画を 行う

・ 第１ 回・ 第２ 回と も ｅ ラ ーニン グを活用し 、 計画的に研修企
画を 行っ た。 第１ 回については「 パニッ ク 値に対する 不適切な
対応」 の研修を 実施。 第２ 回については各部門別で課題設定を
行いそれぞれの部署に適し た研修を 実施し た。

画像診断、 病理診断と と も に新たに生理検査も 含めたレ ポート
見落と し 防止策について継続的に取り 組むと と も に、 医師の既
読管理状況を 定期的に確認し 、 システムの更なる 浸透を 図る

・ 画像診断レ ポート と 病理診断レ ポート に加え、 生理検査のレ
ポート に関し ても 既読管理を 開始し た。 医療安全推進室と も 情
報共有を 図り 、 委員会等で報告を 行う など、 継続し て院内全体
で見落と し 防止に努めた。
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全職員が患者の安全を 最優先に万全な対応を 行う こ と ができ る
よ う 、 業務の標準化等を 検討し 、 ク リ ニカ ルパスの改定を 行う
など医療安全対策を 図る

・ 事例検討で出さ れたイ ン シデン ト に対し て、 業務手順の見直
し を 行い、 各部署での周知徹底を 図っ た。
・ 提出さ れたイ ンシデン ト に基づき 、 ク リ ニカ ルパスの薬剤を
改定する など医療安全対策を 行っ た。

全職員年２ 回以上の医療安全研修の受講ができ る よう 計画的に
研修企画を 行い、 多職種が参加でき る 研修を 企画実行する 。 ま
た、 勤務の都合で参加が困難な職員のため、 スタ ッ フ サイ ト を
利用し たＷＥ Ｂ 研修を 行う

・ 全職員を 対象と し た医療安全研修（ 医薬品安全講習・ 医療ガ
ス研修） を 複数回実施する と と も に、 スタ ッ フ サイ ト を 用いた
動画の配信を行っ た。
・ 視覚に障害がある 方に対し ての歩行誘導研修を Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ
Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ と 連携し 実施し た（ ２ 回実施： 16名参加） 【 再掲】
・ チームステッ プス研修を 実施し 、 グループワーク を 行い、 医
療安全に対する 意識向上を 図っ た。 （ ２ 回実施： 46名参加）

改定が必要なマニュ アルに関し ては医療安全管理会議等で討議
し 、 決定事項について各部署の職員へ周知・ 徹底する

・ 月１ 回の医療安全管理会議を 行い、 現場での運用を 踏まえ
た、 救急カ ート の物品変更を 行い、 マニュ アルを 改定し た。
・ 日本医療安全評価機構の医療安全情報を 委員会資料と し て供
覧、 周知し た。
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医療安全委員のメ ン バーによ り 院内パト ロ ールを 実施し 、 現状
の把握と と も に、 提出さ れたレ ポート に関わる 場面に赴き 、 確
認動作の方法について確認・ 指導・ 検討を 実施する

・ 医療安全メ ン バーによ る 週１ 回のミ ーティ ン グ・ 月１ 回の院
内ラ ウン ド を継続し 、 事例検討や確認作業を 実施し た。
・ 多く 発生し たイ ン シデン ト 事例に対し ての啓発ポスタ ーを 作
成し 、 再発防止に努めた。
・ イ ン シデント レ ポート の目標提出件数（ 30件/月） を 設定
し 、 報告への意識が高まる よ う に各部署に啓発を 行っ た（ 報告
件数　 351件/年（ 29. 3件/月） ） 。
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法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

中
央
市
民
病
院

医療安全ニュ ースや注意喚起文を 発行する と と も に、 他病院で
の医療事故報道も 含め、 関連事項に関する 研修会を企画し 、 実
施する

・ 医療安全管理会議、 医療安全リ ーダー会、 看護部安全対策委
員会、 看護部セーフ ティ ーマネジメ ント ナース会等でイ ン シデ
ン ト 事例を 共有し 、 多職種で改善策を検討し た。
・ その結果を各部署で報告し 、 事例の共有と 注意喚起を 行っ
た。

ＷＥ Ｂ ＭＩ Ｎ Ｋ に掲載し ている医療安全ニュ ース、 安全情報、
Ｐ ＭＤ Ａ 警告文書に関し ても 情報を 全職員に周知する 。 また、
当院で発生し たイ ン シデン ト 、 アク シデン ト 事例に関し ても 、
Ｐ ＭＤ Ａ 等に情報提供を 行っ ていく

・ 提出さ れたイ ンシデン ト レ ポート について、 医療安全ミ ー
ティ ン グにおいて、 カ ルテ記録や必要時は現場を 確認し 、 改善
策を 多職種で検討し ている 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯院内で発生し たイ ン シデン ト （ 医療の全過程のう ち いずれかの過程において発生し た、 患者・ 医療従事者に被害を 及ぼすこ
と はなかっ たが注意を 喚起すべき 事例） 及びアク シデン ト （ 医療の全過程のう ち いずれかの過程において発生し た、 患者・ 医
療従事者に傷害を 及ぼし た事例） についての報告を強化し 、 その内容を分析し 、 法人全体で共有する こ と によ り 再発防止に取
り 組むなど、 医療安全意識を 醸成する 。

具体的な取り 組み

年
度
計
画
の
進
捗

引き 続き イ ン シデン ト レ ポート 提出促進を 行い、 安全文化の醸
成を図る 。 特に、 医師から のイ ン シデン ト レ ポート 提出促進を
図るため、 他職種から のイ ン シデン ト レ ポート で医師の関与が
大き い事例等は、 医療安全管理室から 直接医師へレ ポート 提出
を 依頼する

同様のイ ン シデン ト 報告が続く と き などは、 多職種でＲ Ｃ Ａ 分
析（ 根本原因分析） を 行い、 改善策を 検討する

・ 医療安全ニュ ース、 安全情報、 Ｐ ＭＤ Ａ 警告文書に関し て
は、 適宜ＷＥ Ｂ ＭＩ Ｎ Ｋ に掲載し 、 職員への周知を 図っ た。

・ 医療安全ミ ーティ ン グ（ 229回） において、 多職種で改善策
を 検討する こ と が望まし い事例に関し ては医療安全検証会を 行
い、 改善策を検討し た（ 20回） 。
・ 改善策については医療安全管理会議（ 月１ 回） 、 幹部会にお
いても 検討し 、 その結果を 運営協議会にて周知し 、 必要に応じ
てメ ールや文書等で職員全体への院内周知を 行っ た。

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染拡大の観点から Ｒ Ｃ Ａ 分析など複数
人で長時間を要する 改善策の検討は実施し ていないが、 各部署
でＫ Ｙ Ｔ 分析を 行っ ている 。

イ ンシデン ト 、 アク シデン ト を未然に防ぐ こ と を 目的に、 ヒ ヤ
リ ハッ ト 報告の提出促進を 図る

・ 看護部にはｓ ａ ｆ ｅ ｔ ｙ Ⅰから ｓ ａ ｆ ｅ ｔ ｙ Ⅱの考え方が重
要で、 未然に防げた事例から 改善策を検討する こ と が重要であ
る と いう 考え方の研修を 実施し 、 Ｇ Ｏ Ｏ Ｄ Ｊ Ｏ Ｂ 報告の推進を
図っ ている 。
・ 薬剤部やリ ハビリ テーショ ン 技術部でも プレ アボイ ド （ 薬に
よ る 有害事象を 防止・ 回避） やヒ ヤリ ハッ ト 報告が増えてき て
いる 。

・ ８ 月に外来待ち時間調査を 行い、 原因分析と 対応策について
検討し た。
・ 待ち 時間調査の結果から 予約外で来院する 患者を 減ら すた
め、 かかり つけ医から のＦ Ａ Ｘ 予約の促進と 、 予約日に来院で
き ない患者は予約変更を し ても ら う よう に周知を 行っ た。
・ 窓口の混雑緩和のため、 医療費後払いシステムを 導入し 、 会
計窓口の待ち時間短縮に努めた。

レ ポート 提出にあたっ ては、 各科で振り 返っ ても ら い医療の質
改善を 図る き っ かけと する ため、 従来から 定めら れている 事例
報告に加え、 合併症報告基準を定め、 提出の促進を図り 、 医師
のレ ポート 提出が全体の10％になる こ と 、 令和３ 年度から は医
師１ 人あたり ２ 件のイ ン シデント レ ポート 提出を 目標と し た

・ 医師のレ ポート 提出に関し 、 平成28年12月から は明ら かな合
併症であっ ても 一定の基準（ 侵襲的な外来検査・ 処置後の緊急
入院、 同意書で十分説明し なかっ た合併症等） を 設定し て自主
的に報告するこ と を 取り 組み、 レ ポート 提出促進を 図っ てい
る 。
・ 医師のレ ポート 提出が全体の10％になる こ と を 目標と し てお
り 令和３ 年度は10. 9％、 令和４ 年度は13. 8％、 令和５ 年度は
13. 4％であっ た。 今後も 医療安全リ ーダー会、 医療安全管理会
議で医師のレ ポート 提出件数割合を 都度報告し 、 医師のレ ポー
ト 提出が全体の10％以上になる こ と を目標と する 。

提出さ れたレ ポート について、 カ ルテ記録、 指示内容などを 確
認し て対応する と と も に、 必要時は事実確認を 行う ため現場視
察によ り 、 問題点を 明確にし た上で、 医療安全ミ ーティ ン グで
改善策を 検討する

院内事故調査制度について、 中央市民病院医療安全会議で決定
し た院内事故調査の方針に基づいて、 院内全死亡・ 死産例に対
し て対応する 。 ２ 次検証が必要な事例に関し ては事例検証会を
実施し 、 報告事例かどう かの検証と 改善策について検討する

・ 院内死亡事例について、 全例医療安全管理室で入院から 死亡
退院までの診療録を １ 次検証と し て確認を 行い、 その中で２ 次
検証が必要な事例は５ 例であっ た。 そのう ち １ 例について、 医
療事故調査・ 支援セン タ ーへの報告を行っ た。

アク シデン ト 報告及び患者から のク レ ーム事例については、 報
告会を 開催し 、 医療過誤の有無、 改善対策について検討する
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・ 週１ 回の医療安全管理室でのミ ーティ ン グにおいて、 イ ン シ
デン ト ・ アク シデン ト に関し て討議し 、 対応の検討や情報共有
等を 行っ た。 【 再掲】
・ 医療安全対策専従看護師を 中心に、 医療安全管理室メ ン バー
によ り イ ン シデント ・ アク シデン ト 調査・ 分析を 実施し た。
【 再掲】
・ 中央市民病院及び荻原記念病院と の間で医療安全に関する 相
互監査、 アイ センタ ー病院に対し 監査を 行い、 意見交換を 実施
し た。 【 再掲】

有害事象の共有、 再発防止、 医療事故の発生予防のために、 安
全管理ニュ ーズレ タ ーを 発行し 、 職員への周知・ 徹底に努める

週１ 回の医療安全管理室会議を継続的に開催し 、 迅速な情報収
集と 対応策の検討及び職員啓発を 行う

西
市
民
病
院

イ ンシデン ト レ ポート 提出促進を 行い、 安全文化の醸成を 図
る 。 特に、 医師から のイ ン シデン ト レ ポート 提出促進を 図る た
め、 医療安全推進委員会等で啓発する

年
度
計
画
の
進
捗

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

・ 医師から のイ ンシデン ト レ ポート 提出促進を 図る ため、 総報
告件数の目標値（ 253件） を設定し 、 達成進捗率について月１
回の作業部会及び病院運営協議会等において報告を 行っ た（ 医
師から の総報告件数： 109件） 。

・ 発生後すみやかに関係者（ 関係する医師・ 看護師、 医療職、
医療安全管理者、 医療安全専従、 医事課担当者） を 招集し 積極
的に事例検討会を実施し 、 経緯の事実確認に基づく 医療過誤の
有無の評価、 問題や課題の抽出を 行い改善策について検討を お
こ なっ た。 （ 年度実績7件）

・ 医療安全推進室コ ア・ ミ ーティ ン グ（ 計50回） を 開催し 、 改
善対策等について検討を 行っ た。
・ 院内の医療安全管理指針においてイ ン シデン ト 及びアク シデ
ン ト の報告のみなら ず、 ヒ ヤリ ・ ハッ ト 事例や合併症の報告を
求める と と も に、 事例に対し て報告者だけでなく 関連当事者に
も 報告を 促し た。

注意喚起文を 発行する と と も に、 他病院での医療事故報道も 含
め、 関連事項に関する 研修会を企画し 、 実施する

引き 続き 、 医師等から の自発的なイ ン シデン ト 報告を 安全管理
ニュ ーズレ タ ー等で促すと と も に、 報告事例の改善対策につい
て検討する

・ 医療安全管理委員長を ト ッ プと し たミ ーティ ン グを 週１ 回行
い、 個別事例の分析・ 共有を 行う と と も に、 診療科毎に医師の
参加を 呼びかけ、 医師への啓発を 引き 続き 行っ た。

・ 実際のイ ンシデン ト 等への対策と し て注意喚起文やレ タ ーを
適宜発行すると と も に、 関連事項について研修内容に盛り 込む
等、 職員への啓発を 図っ た。

アク シデン ト 報告については、 医療事故発生時対応マニュ アル
に基づいて事例検討会を 開催し 、 原因や医療過誤の有無、 改善
対策について検討する 。 死亡例に対し ては全例病院管理者へ報
告の上、 医療事故調査制度への届出の必要性を 判断する

・ アク シデント については、 医療安全推進委員会作業部会（ １
回／月） で報告・ 検討を 行っ た。 症例検討が必要な事例につい
ては、 関係者で状況報告・ 分析・ 対策等を 検討し た（ 事例検討
会： 9回） 。

アク シデン ト 報告については、 速やかに事例検討会を 開催し 、
医療過誤の有無や改善対策について検討する

医療安全推進室長である 専任医師及び専従看護師を中心と し た
医療安全推進室コ ア・ ミ ーティ ン グを 週１ 回実施し 、 迅速な情
報収集、 問題点の把握・ 改善に努める

・ 安全管理ニュ ーズレ タ ーを 適宜（ 年10回） 発行し 、 指示出し
指示受けエラ ーや患者確認の徹底、 有害事象の共有化、 再発防
止、 予防の徹底を図っ た。
・ 医療安全ラ ウンド を 月１ 回行い、 イ ン シデン ト 事例が起こ っ
た現場で再発防止策が取り 組まれている か確認を 行っ た。
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イ ンシデン ト レ ポート の内容に基づき 積極的に事例検討会を 実
施する こ と で医療安全対策を 図る

・ イ ン シデント レ ポート の提出件数・ 内容を 毎月開催の医療安
全管理会議で確認し た。
・ 院内での急変事例に関し て事例検討を 実施し た。
・ イ ン シデント レ ポート の目標提出件数（ 30件/月） を 設定
し 、 報告への意識が高まる よ う に各部署に啓発を 行っ た（ 報告
件数　 351件/年（ 29. 3件/月） ） 。 【 再掲】

イ ンシデン ト 報告の提出促進に努める 。 特に医師のレ ポート 提
出について、 事例発生時に記入を 促す

・ 事例発生時に医療安全担当者から 医師にイ ン シデン ト レ ポー
ト の記入を 促し た。

アク シデン ト 事例が発生し た場合は、 速やかに検討会を 開催
し 、 医療過誤の有無や対策について検討する

・ アク シデント 発生時はマニュ アルに基づき 、 速やかに検討会
を 行い、 医療過誤の有無の判定・ 対応策の検討、 対策を 実施。

医療安全に関する ニュ ースや注意喚起文を 発行すると と も に、
他病院での医療事故報道も 含め、 職員への周知・ 徹底を 図る

・ 医療安全ニュ ースの発行によ り （ ６ 回発行） 、 発生件数の多
いイ ン シデント に対する 予防策や取り 組みを 周知し た。
（ 代表的な事例報告・ 研修会の報告等）
・ 日本医療安全評価機構の医療安全情報を 電子カ ルテに掲載
し 、 周知し た。 【 再掲】

週１ 回、 医療安全担当者（ 医師・ 看護師・ 薬剤師・ 視能訓練
士・ 管理栄養士・ 事務局） で集まり 、 医療安全ミ ーティ ン グを
実施し 、 問題点の把握、 検証を行う

・ 週１ 回の医療安全ミ ーティ ン グを 実施し 、 イ ン シデン ト レ
ポート を 検証し 、 問題点の把握を 行い、 改善を 行っ た。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

80



法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

西
市
民
病
院

Ｄ Ｐ Ｃ データ 分析を 行い、 院長ヒ アリ ン グやカ ン フ ァ レ ン スに
おいて、 各診療科に向けて改善提案等を 積極的に行う

・ 適切なコ ーディ ン グを 行う ため、 Ｄ Ｐ Ｃ 保険対策委員会を 毎
月開催し 、 毎月の査定事例の詳細な検討や情報共有を 行い、 引
き 続き 査定減対策を 実施し た。
・ 院長ヒ アリ ン グやカ ン フ ァ レ ン スにおいて、 各診療科に改善
提案を 行う と と も に、 各部署協働のも と 、 Ｄ Ｐ Ｃ を 意識し た入
院期間の適正化にむけク リ ニカ ルパスの見直し を 実施し た。
・ 入院を 機に内服処方内容を 総合的に評価し た上で、 処方内容
の変更、 必要な指導（ ポリ フ ァ ーマシー対策） を 行っ た。 （ 薬
剤総合評価調整加算算定件数： ３ 件）

ク リ ニカ ルパスに関する 「 パスワン ポイ ン ト マニュ アル」 やト
ピ ッ ク スを 記載し たニュ ーズレ タ ーを 活用し 、 パスの普及を 行
う

・ ク リ ニカ ルパスに関する 「 パスワンポイ ン ト マニュ アル」 や
ト ピ ッ ク スを記載し たニュ ーズレ タ ー（ 月１ 回発行） を 活用
し 、 パスの普及を行っ た。

公表にあたっ ては、 引き 続き 外部委員、 中央、 西、 西神戸医療
センタ ー及び神戸アイ セン タ ー病院を 交えた市民病院医療安全
会議において検討を 行い、 信頼性と 透明性の確保に努める

医療安全会議の開催回数 ５ 、 ８ 、 11、 ３ 月の４ 回

医療事故公表件数
Ｒ ５ . ７ . 21 包括公表（ Ｒ ５ . １ ～３ ） …1件（ 西神戸１ ）
Ｒ ６ . ２ . ２  包括公表（ Ｒ ５ . ７ ～９ ） …2件（ 西１ ， 西神戸
１ ）
Ｒ ６ . ４ . 19 包括公表（ Ｒ ５ . 10～12） …1件（ 中央１ ）

①

○質の高い医療を 提供する ため、 ク リ ニカ ルパス（ 入院患者に対する 治療の計画を 示し た日程表） 、 臨床評価指標（ Ｃ Ｉ ： ク
リ ニカ ルイ ン ディ ケータ ー） 及びＤ Ｐ Ｃ データ 等を法人全体で共有し 、 相互に分析を 行い、 評価・ 活用する 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

ク リ ニカ ルパスの適用率を 上げる ために、 現行のパス内容を 分
析し 、 関連部署で見直し を 行い、 改良し ていく 。 また、 引き 続
き 、 ク リ ニカ ルパスを 導入するメ リ ッ ト や当該患者に適用する
妥当性、 評価（ アウト カ ム） 等の課題を 、 ク リ ニカ ルパス委員
を 中心と し て検討し ていく 。

・ ク リ ニカ ルパスの適用率の低い診療科に対し てアン ケート を
行い、 ヒ アリ ン グを 実施し た結果、 パス内容が日々変化する 医
療の状況に即し ていないため適用でき ない事が原因の一つと し
てあげら れた。 その対策と し て、 事務局に「 ク リ ニカ ルパス相
談窓口」 を 設置し て関係部署に共有し 、 医療の現況に即し たパ
スの新規作成、 修正やその他パスに関する 相談を 受け、 ク リ ニ
カ ルパス委員と と も に具体的な改善に取り 組んだ。

臨床評価指標、 医療の質評価指標（ Ｑ Ｉ ： ク オリ ティ イ ン ディ
ケータ ー） について定期的な検討会で分析内容を 検討し た上
で、 改善策を 講じ 、 医療の質の向上を 図る と と も に、 向上に繋
がる新たな指標についても 検討し ていく 。 また、 年度ごと の冊
子を刊行し 院内外に配布し ていく

・ 臨床評価指標について、 当院独自の指標を 取り 入れながら 医
療・ 診療の質の指標を 数値化し 、 定期的にＱ Ｉ ワーキン ググ
ループを 開催し て客観的な評価を 行い、 課題について検討を
行っ た。
・ Ｑ Ｉ 冊子を発行する と 共に、 診療科別臨床評価指標と Ｑ Ｉ 指
標を ホームページで公開し た。 また、 院内に向けては「 Ｑ Ｉ
ニュ ース」 を配布し た。

ク リ ニカ ルパスについては、 実状に合わせて追加・ 改定及び削
除を行い、 医療の標準化を 進める

・ ク リ ニカ ルパス委員会を 毎月開催し 、 現状の把握と パス適用
率向上に向けた進め方について検討を行う こ と で、 目標値であ
る 50％を 達成し た。

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

具体的な取り 組み

中
央
市
民
病
院

年
度
計
画
の
進
捗

○医療事故が発生し た場合には、 医療事故調査制度等に基づき 適切な対応を 取る と と も に、 公表指針に基づき 公表し 、 信頼性
と 透明性を 確保する 。
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ク リ ニカ ルパスについては、 実状に合わせて追加・ 改訂、 及び
削除を 行い医療の質の標準化を進める

・ 診療記録委員会においてパスの追加・ 訂正等の対応を 行っ
た。
・ パス適応率は100%であり 、 すべてのケースでパスを 適用し 、
医療の質の標準化を 図っ た。

院長ヒ アリ ン グ等において、 Ｄ Ｐ Ｃ データ 等を 参考に増収につ
なげていく ための改善提案及び現状分析等を 各診療科に向けて
積極的に行う

・ 院長ヒ アリ ン グにおいて、 Ｋ Ｐ Ｉ 及びＤ Ｐ Ｃ データ から 算出
さ れる 各種指標を提示する と と も に、 各診療科の現状分析や特
性の共有を 図っ た。
・ 毎月院長直轄の経営企画会議を 開催し 、 毎月の収益の要因分
析、 各種加算の算定件数の向上、 機能評価係数Ⅱの向上など、
組織横断的に経営改善の議論を 行っ た。

実状に合わせてク リ ニカ ルパスの追加、 改定及び削除を 行う と
と も に、 バリ アン ス分析を 行い、 医療の標準化を 図る

・ ク リ ニカ ルパス小委員会を 定期的に開催し 、 現状の把握と 、
パス適用率向上に向けた今後の進め方について検討し た。
・ 各診療科と バリ アン ス一覧を 共有し 、 バリ アン ス分析やパス
の見直し に役立てる と と も に、 パス適用状況も 共有し 、 実情に
合わせたパスの整理を 検討し た。
・ ク リ ニカ ルパス日数と Ｄ Ｐ Ｃ 日数の検証を 行い、 診療科へ情
報提供を 行っ た。

・ Ｎ Ｐ Ｏ 法人卒後臨床研修評価機構の施設認定更新時の評価を
踏まえ、 引き 続き 医療の質の向上に取り 組んだ（ 令和４ 年８ 月
１ 日～令和７ 年７ 月31日） 。

◯病院機能評価の受審等、 外部評価も 積極的に活用し 、 医療の質向上を図る 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

中
央
市
民
病
院

病院機能評価の更新時の評価を踏まえ、 引き 続き 、 医療の質向
上に努める （ 令和元年５ 月 17 日～令和６ 年５ 月16日） 。 令和
６ 年８ 月に病院機能評価を 受審予定である ため、 令和５ 年度よ
り 準備を 開始し ていく

・ 病院機能評価の更新時の評価を 踏まえ、 引き 続き 、 医療の質
向上に取り 組んだ（ 令和元年５ 月17日～令和６ 年５ 月16日） 。
・ 定期的に関係者会議を 開催し ながら 課題へ順次対応し 、 準備
を 進めた。

Ｎ Ｐ Ｏ 法人卒後臨床研修評価機構の施設認定更新時の評価を 踏
まえ、 引き 続き 医療の質の向上に取り 組んでいく （ 令和４ 年８
月１ 日～令和７ 年７ 月31日）

共
通
項
目

西
市
民
病
院

臨床検査部門において平成31年３ 月15日に取得し た国際規格Ｉ
Ｓ Ｏ 15189の認定を 維持し 、 引き 続き 医療の質の向上を 図る

・ Ｉ Ｓ Ｏ 国際認定を 平成31年３ 月15日に取得。
・ Ｉ Ｓ Ｏ が求める基本的要求事項に則り 、 臨床検査室の品質と
能力を 構築・ 維持する ため、 内部監査によ る 指摘や是正処置に
よ る 改善を 継続的に行い、 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ を通し てその有効性の確認
に取り 組んだ。

医療情報システムが「 情報セキュ リ ティ ポリ シー」 や「 医療情
報システムの運用管理規定」 によ り 、 適切に運用さ れている か
内部監査（ 年１ 回） を 行い、 医療情報システムの安全性の向上
を 図る

・ 第４ 四半期に情報システム内部監査を 実施し 、 不適切な事項
を 指摘し 、 被監査者には改善計画を 提出さ せ、 指導し ている 。
指導内容は、 パスワード やＵ Ｓ Ｂ メ モリ の管理の厳格化やセ
キュ リ ティ アッ プデート の随時実施など である 。
・ 昨今の他医療機関における 情報セキュ リ ティ イ ン シデン ト の
増加を 受け、 情報セキュ リ ティ 外部監査を 実施し た。

卒後臨床研修評価の令和３ 年度更新受審時の評価項目を 踏ま
え、 引き 続き 医療の質の向上に取り 組んでいく

・ 前回受審時の指摘事項を 踏まえた臨床研修体制を 構築し 、 質
の高い教育を行っ た。

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神

戸

ア

イ

セ

ン

タ
ー

病

院
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ン
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画
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診療情報管理室にて、 診療録及び退院時サマリ の全件質的監査
を 実施し 、 診療科別・ 項目別に評価を 行っ ていく 。 その評価に
ついては、 診療情報委員会において共有する と と も に意見を 交
換し 、 診療録記載の質の改善に引き 続き 取り 組んでいく

・ 毎月、 診療情報管理室にて診療録及び退院時サマリ の全件質
的監査に加え、 診療情報管理委員会のメ ン バーによ る 質的監査
を 実施し た。 その監査結果について診療情報委員会において共
有する と と も に意見交換し 、 診療録記載の質の改善に取り 組ん
だ。
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あかし 医療安全ネッ ト ワーク の連携や相互評価を 活用し 、 当院
の医療安全活動を 見直し 医療の質向上に努める

・ あかし 医療安全ネッ ト ワーク の連携や明石市立市民病院と の
医療安全相互評価を 実施し 、 医療の質向上に取り 組んだ。

60. 0

92. 3

50. 4

（ 前年度比） ( ％) 0. 6 0. 8 1. 3 1. 3 103. 6

ク リ ニカ ルパス適用率 ( ％) 46. 9 47. 5 48. 3 49. 6 50. 9 48. 6

55. 4

（ 前年度比） ( ％) 0. 2 ▲ 3. 6 ▲ 0. 2 ▲ 1. 1 99. 1

ク リ ニカ ルパス適用率 ( ％) 58. 2 58. 4 54. 8 54. 6 53. 5 55. 9

R4年度 5年平均

( 60. 0)( 250. 0)( 50. 0)

40. 0250. 066. 7

476 464 484 466

R2年度 R3年度

イ ン シデン ト レ ポート 数 ( 件) 1, 673 1, 542 1, 464 1, 385 1, 332 1, 479

（ 前年度比） ( ％) 92. 2 94. 9 94. 6

（ 前年度比） ( ％)

（ 種類） 447 459

50. 0

( 50. 0)

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度

( 4)

4

( 4)

2

( 3)

6, 245

（ 前年度比） ( ％) 107. 6 84. 6 123. 3 103. 4 117. 3

イ ン シデン ト レ ポート 数 ( 件) 5, 054 5, 860 5, 325

アク シデン ト レ ポート 報告件数
※（  ） 内は合併症（ 治療上ある 確率で
  不可避の症状） を 含む

( 件)
6

( 8)

3

( 4)

2 5

( 2) ( 5)

5, 439 4, 600 5, 670

（ ％） 7. 4 6. 5 6. 8 10. 9 9. 1

令和４ 年度の病院機能評価受審結果を ふまえて、 改善指摘事項
に関し て対策を 実践し 、 医療の質向上に努める

令和４ 年度の病院機能評価受審結果をふまえて、 引き 続き 適切
な医療安全活動に取り 組んだ。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

卒後臨床研修評価機構の施設認定の初回受審を 予定し ており 、
医療の質の向上に取り 組んでいく

・ 研修医に対する卒後臨床研修の体制について見直し を 実施
し 、 関連要綱の整備や見直し を 図っ た。

・ 卒後臨床研修評価機構によ る 訪問審査を 受審し 認定を 受け
た。
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関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均 R5年度
5年平均比

目標値
進捗

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

1, 327

89. 796. 2

50

（ 前年度比） ( ％) 96. 1 24. 5 241. 7 101. 7 73. 3

医療安全研修等実施回数 （ 回） 102 98 24 58 59 68

13. 8 13. 4

（ 前年度比） ( ％) ▲ 0. 9 0. 3 4. 1 2. 9 147. 6

う ち 医師の報告割合

5年平均比

4

6. 4

2. 0

R5年度

( 100. 0)

111. 1

2. 8 3. 4 2. 8 3. 3 3. 6 3. 2 3. 2

（ 前年度比） ( ％) 121. 4 82. 4 117. 9 109. 1 100. 6

職員１ 人当たり のイ ン シデン ト
レ ポート 数

（ 件/人）

4

483

（ 前年度比） ( ％) 102. 7 103. 7 97. 5 104. 3 103. 6

ク リ ニカ ルパス数（ 種類）

医療安全研修等実施回数 （ 回） 16 12 8 4 5 9

（ 前年度比） ( ％) 75. 0 66. 7 50. 0 125. 0 44. 4

う ち 医師の報告割合 （ ％） 4. 8 4. 6 2. 9 3. 9 5. 3 4. 3

（ 前年度比） ( ％) ▲ 0. 2 ▲ 1. 7 1. 0 1. 4 148. 8

職員１ 人当たり のイ ン シデン ト
レ ポート 数

（ 件/人） 2. 7 2. 5 2. 3 2. 5 2. 1 2. 4

（ 前年度比） ( ％) 92. 6 92. 0 108. 7 84. 0 80. 8

目標値
進捗

50. 0

100. 8
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（ 前年度比） ( ％) 100. 1 99. 7 100. 3 100. 0 100. 2

（ 前年度比） ( ％) ▲ 1. 7 1. 2 ▲ 0. 5 3. 3

100. 0ク リ ニカ ルパス適用率 ( ％) 99. 8 99. 9 99. 6 99. 9 99. 9 99. 8

ク リ ニカ ルパス適用率 ( ％) 59. 9 58. 2 59. 4 58. 9 62. 2 59. 7

関連指標（ 神戸アイ セン タ ー病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均

（ 前年度比） ( ％)
245. 5 48. 1 92. 3

( 104. 2) ( 188. 0) ( 112. 8) ( 88. 7)

100. 0

351

（ 前年度比） ( ％) 98. 4 112. 9 100. 0 87. 6 87. 8

イ ン シデン ト レ ポート 数 ( 件) 386 380 429 429 376 400

アク シデン ト レ ポート 報告件数
※（  ） 内は合併症（ 治療上ある 確率で
  不可避の症状） を 含む

( 件) 0 1 0 0 0 0

（ 前年度比） ( ％)

アク シデン ト レ ポート 報告件数
※（  ） 内は合併症（ 治療上ある 確率で
  不可避の症状） を 含む

( 件)
11 11 27 13 12

( 24) ( 25) ( 47) ( 53) ( 47)

関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均

（ 前年度比） ( ％) 83. 7 111. 1 106. 2 108. 1

イ ン シデン ト レ ポート 数 ( 件) 2, 679 2, 242 2, 491 2, 645 2, 860 2, 583

（ 前年度比） ( ％)

アク シデン ト レ ポート 報告件数
※（  ） 内は合併症（ 治療上ある 確率で
  不可避の症状） を 含む

( 件)
5 3 1 0 5 4

( 5) ( 3) ( 4)

( 53. 8)

3

( 0)

60. 0 33. 3 0. 0 - 81. 8

14

( 21)

15

( 39)

3, 134

57. 2

94. 6

0. 0

0

5年平均比
R5年度

121. 3

95. 8

5年平均比
R5年度

226

430

3. 5

3. 4

272

4

6. 0

5. 1

83. 1

94. 3

90. 9

100. 5

（ 前年度比） ( ％) 105. 3 93. 2 99. 1 101. 4

ク リ ニカ ルパス数（ 種類） （ 種類） 225 237 221 219 222 225

（ 前年度比） ( ％) 102. 7 118. 5 23. 9 121. 6

医療安全研修等実施回数 （ 回） 749 769 911 218 265 582

1. 3 ▲ 1. 3 ▲ 0. 5 2. 3

う ち 医師の報告割合 （ ％） 5. 3 6. 6 5. 3 4. 8 7. 1 5. 8

99. 3 99. 6

ク リ ニカ ルパス数（ 種類） （ 種類） 254 276 276 274 273 271

（ 前年度比） ( ％) 108. 7 100. 0

（ 前年度比） ( ％) 42. 9 133. 3 100. 0 100. 0

医療安全研修等実施回数 （ 回） 7 3 4 4 4 4

（ 前年度比） ( ％) 0. 1 ▲ 1. 1 0. 0 ▲ 2. 8

う ち 医師の報告割合 （ ％） 7. 5 7. 6 6. 5 6. 5 3. 7 6. 4

（ 前年度比） ( ％) 110. 3 101. 6 100. 0 84. 6

職員１ 人当たり のイ ン シデン ト
レ ポート 数

（ 件/人） 5. 8 6. 4 6. 5 6. 5 5. 5 6. 1

56

（ 前年度比） ( ％) 93. 6 106. 8 100. 0 114. 9 117. 2

ク リ ニカ ルパス数（ 種類） （ 種類） 47 44 47 47 54 48

目標値
進捗

99. 0

101. 0

目標値
進捗

60. 0

95. 3

118. 9

60. 1

73. 8

100. 5

（ 前年度比） ( ％) 81. 3 111. 5 82. 8 133. 3

職員１ 人当たり のイ ン シデン ト
レ ポート 数

（ 件/人） 3. 2 2. 6 2. 9 2. 4 3. 2 2. 9

（ 前年度比） ( ％)
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第１

西
市
民
病
院

( 2)

市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

共通の役割

患者サポート セン タ ー（ かかり つけ医相談窓口・ 患者相談窓
口） においては、 引き 続き 患者や家族に対する 総合的支援の強
化を図る 。 かかり つけ医相談窓口では、 患者が治療の不安を 解
消し ながら 、 「 かかり つけ医」 を 持てる よ う 患者支援の充実と
逆紹介機能の強化を 図る 。 また、 患者相談窓口では、 医療・ 医
療安全・ 介護・ 福祉等の相談について看護師と 医療ソ ーシャ ル
ワーカ ーが対応する

・ 患者や家族に対し 、 病状や治療法について十分な説明を 行
い、 治療法を自ら 選択でき る よ う イ ンフ ォ ームド ・ コ ン セン ト
を 徹底し た。
・ かかり つけ医相談窓口では、 かかり つけ医を 持っ ていない患
者に、 自宅や職場から 近い地域の医療機関を 案内し て、 逆紹介
の強化を 図っ た。 （ 1, 192件）
・ 患者相談窓口では、 医療・ 介護・ 福祉、 医療安全等の相談に
ついて、 看護師と 医療ソ ーシャ ルワーカ ーが対応。
・ 令和４ 年度に患者相談窓口内に設置し た脳卒中相談窓口に引
き 続き 心臓病等相談窓口を 設置し 、 脳卒中や心臓病等循環器病
疾患に対する相談に積極的に対応し た。 （ 対応件数： 43件）

中期目標
イ ンフ ォ ームド ・ コ ン セン ト （ 患者が自ら 受ける 医療の内容を 納得し 、 及び自分にあっ た治療法を 選択でき る よ う 、 患者への
分かり やすい説明を 行っ た上で同意を 得る こ と 。 ） を 徹底する こ と 。 また、 患者のニーズを 的確に把握し 、 療養環境の改善や
待ち時間の短縮に取り 組むなど、 患者及びその家族の立場を 踏まえ、 患者に対する サービ スの向上に努める こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

○「 患者の権利章典」 のも と 、 患者中心の医療を 常に実践し 、 イ ン フ ォ ームド ・ コ ン セン ト を 徹底する と と も に、 患者自身が
治療方針を 適切に自己決定でき る よ う に支援する 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

中
央
市
民
病
院

６

自己評価

年
度
計
画
の
進
捗

患者から の依頼に応じ 、 引き 続き セカ ン ド オピ ニオン について
も 対応する

・ 患者が十分納得し て治療を 受ける こ と ができ る よ う 、 病状、
治療内容、 診断や今後の治療方針について説明し た上で、 セカ
ン ド オピ ニオン を実施。 （ 実績： ８ 件）

令和３ 年５ 月から 開始し た周術期サポート チーム外来（ 麻酔科
医、 看護師等の多職種によ り 術前の患者へ手術と 麻酔に関し て
の情報提供や身体機能評価、 内服管理、 栄養指導など を 行う 外
来。 ） での対象診療科を 拡大し 、 よ り 多く の患者さ んが少し で
も 安心し て周術期を 過ごせる よう にし ていく 。 また、 術後はＡ
Ｐ Ｓ （ Acut e Pai n Ser vi ce） チームによ り 、 疼痛管理、 吐気対
策等で包括的に患者を サポート する こ と で、 早期の離床や経口
摂取につなげ、 入院期間の短縮、 早期社会復帰を 目指す

3患者の権利を 尊重し 、 信頼と 満足が得ら れる 体制の構築

患者から の依頼に応じ 、 セカ ンド オピ ニオン （ 患者及びその家
族が病状や治療法等について主治医と 別の専門医の意見を 聴く
こ と ） についても 対応する 。 また、 利便性向上のために、 オン
ラ イ ン セカ ン ド オピ ニオン の導入を すすめる

・ 患者が十分納得し て治療を 受ける こ と ができ る よ う 、 病状、
治療内容、 診断や今後の治療方針について、 セカ ン ド オピ ニオ
ン を 実施（ 160件） 。
・ オン ラ イ ンセカ ン ド オピ ニオン 体制整備に向け、 使用する シ
ステムや金額案を検討し Ｒ ６ 年度よ り 開始でき る よ う 調整し
た。

市評価 3

・ 令和３ 年５ 月に、 入院前準備セン タ ーで外科の患者を 対象に
周術期サポート チームによ る 術前の介入を 開始し た。 令和４ 年
１ 月には、 心臓血管外科、 令和４ 年８ 月には泌尿器科、 11月に
は産婦人科の患者、 令和５ 年７ 月には頭頸部外科の患者にも 対
象を 広げた。 （ 972件）

患者が治療の不安を 解消し ながら 「 かかり つけ医」 を 持てる よ
う 患者支援を 行う と と も に、 介護・ 福祉等の医療福祉相談につ
いて医療ソ ーシャ ルワーカ ーが対応する 等、 相談内容に応じ て
患者や家族に対する 総合的支援を 行う

・ 患者が治療の不安を 解消し ながら 「 かかり つけ医」 を 持てる
よ う 患者支援を 行う と と も に、 医療福祉相談について医療ソ ー
シャ ルワーカ ーが対応する 等、 相談内容に応じ て患者や家族に
対する 支援を継続し た。 （ かかり つけ医相談件数： 413件）
・ 周術期サポート チームによ り 、 早期の栄養、 リ ハビ リ 介入に
よ る 術後合併症の予防、 術後のＱ Ｏ Ｌ 、 Ａ Ｄ Ｌ 維持向上等、 周
術期患者の支援を継続し た。 令和５ 年度では対象患者の漏れを
防止すべく 運用フ ロ ーの見直し を 行っ た。
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○市民病院の基本理念に基づき 、 常に患者やその家族の立場を 考え、 温かく 心のこ も っ た応対ができ る よ う 、 職員の接遇能力
の向上を 図る 。

法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

中
央
市
民
病
院

患者やその家族への接遇能力及び職員間のコ ミ ュ ニケーショ ン
能力向上のために、 接遇マナー研修を 継続し て実施する

・ 令和５ 年度は接遇講演会を 実施し 211名の参加があっ た。
・ アン ケート 結果と し ては、 今後の職務に活かせる 、 研修につ
いて有意義と 感じ る と いう 回答が大多数であっ た。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

令和４ 年度に立ち 上げた患者サービ スによ り 特化し た患者サー
ビ ス向上委員会を 中心に、 病院スタ ッ フ の接遇能力向上のた
め、 定期的に研修を 実施し 、 さ ら なる 患者満足度向上を 図る 。
また、 医事業務委託職員についても 業務従事者に対し て患者
サービ ス向上に関する 研修を 年２ 回以上行う こ と を契約に定
め、 その効果について病院に報告さ せる

・ オン ラ イ ンにて接遇研修を 実施し たほか、 あいさ つ推進ポス
タ ーを 複数回作成の上、 院内で啓発する 等、 可能な範囲での接
遇向上の取り 組みを 継続し た。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

地域の医療機関と 連携を 行う ため「 かかり つけ医」 を 持てる よ
う 患者等から の相談に対応するなど、 患者等が安心でき る よ う
に患者支援を 行う

・ 地域の医療機関へ適切な紹介が行える よ う 、 地域医療機関と
の予約調整や、 患者から のかかり つけ医を 探す相談に応じ る 体
制を 継続し た。

引き 続き 患者相談窓口では看護師と 連携を 行い、 患者や家族か
ら の医療安全等の相談を 行う

・ 看護師と 連携し 、 患者家族から の医療安全や診察内容に関す
る 相談に応じ る 体制を 継続し た。

具体的な取り 組み

年
度
計
画
の
進
捗

年
度
計
画
の
進
捗

患者から の依頼に応じ 、 引き 続き セカ ン ド オピ ニオン について
も 対応する

・ 患者が十分納得し て治療を 受ける こ と ができ る よ う 、 病状、
治療内容、 診断や今後の治療方針について、 引き 続き 、 セカ ン
ド オピ ニオンを 実施し た（ ９ 件） 。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

患者から の依頼に応じ 、 セカ ンド オピ ニオン についても 対応す
る

・ セカ ン ド オピ ニオン を 希望さ れる 患者がいる 場合は、 希望し
たセカ ン ド オピ ニオン が受けら れる よう 調整を 行い適切に対応
し た。

西
市
民
病
院

ｅ ラ ーニン グの活用によ る 多職種教育を 継続的に実施する な
ど 、 心のこ も っ た医療を 提供でき る よ う 、 接遇能力の向上を 図
る

・ 保健所、 医師会、 地域医療機関と Ｉ Ｃ Ｔ 合同カ ン フ ァ レ ン ス
を ４ 回開催し 、 感染及び手指衛生状況の情報共有を 行っ たほ
か、 参加施設から ださ れたテーマに沿っ て議論を 行っ た。 それ
以外にも 感染対策のためのＰ Ｐ Ｅ 着脱訓練を 行っ た。

患者が治療の不安を 解消し ながら 「 住み慣れた地域」 での療養
や生活が維持でき る よ う 患者支援を 行う と と も に、 介護・ 福祉
等の医療福祉相談について医療ソ ーシャ ルワーカ ーが対応する
等、 相談内容に応じ て患者や家族に対する 総合的支援を 行う

・ 患者が治療の不安を 解消し ながら 「 住み慣れた地域」 での療
養や生活が維持でき る よ う 患者支援を行う と と も に、 医療福祉
相談について医療ソ ーシャ ルワーカ ーが対応する 等、 相談内容
に応じ て患者や家族に対する 支援を 継続し た。 （ 相談件数：
1, 181件）
・ 患者が安心し て治療が受けら れる よう 、 外来、 入院、 退院、
かかり つけ医と の連携、 在宅医療にいたる まで一貫し た支援を
行う ため、 令和５ 年３ 月に患者支援セン タ ーを 開設し た。
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視覚に障害が残る 患者を Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ に紹介し 、 患
者個々人が必要と し ている サービ スや情報を 提供する こ と で、
リ ハビ リ や社会復帰につなげる【 1-5-( 3) 再掲】

・ 生活・ 就労相談等橋渡し 業務、 視覚的補助具・ 補装具の紹介
や患者への情報発信など患者の社会生活への円滑な復帰支援を
進める こ と を目的と し 、 視覚障害患者に対する 相談支援業務を
Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ に委託し て、 視覚障害者への支援等を
継続し た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対策と し て、 オン ラ イ ン での相談
窓口を 設置し 、 遠隔での相談業務を 継続し た。
※相談件数： 1, 062件

Ｄ Ｘ 化の推進と し て「 遺伝カ ウン セリ ン グ」 のオンラ イ ン 診療
実施を 継続する 【 1-5-( 3) 再掲】

・ 退院患者アン ケート ・ 外来患者アンケート を 継続し 、 全件、
幹部会や患者サービ ス委員会で、 情報共有を 行い、 適宜必要な
改善を 行っ た（ 車いす介助者研修継続、 入院患者へのＱ Ａ 集配
付等） 。
・ 患者満足度調査を 実施し 、 継続し て高い満足度を 維持し 、 入
院は６ 年連続100％、 外来は97. 7％であっ た。 満足度調査で得
ら れたご意見については、 各部門で必要な対応を 検討し 、 患者
サービ ス委員会で共有し た。
【 再掲】

ホームページの刷新等、 視覚障害者支援に関する 情報提供力を
強化する 【 1-5-( 3) 再掲】

・ ホームページをわかり やすく 刷新し 、 適宜、 お知ら せを 更新
する と と も に、 広報誌( 年４ 回発行） によ り 情報提供を 行っ
た。
・ 絵本作家のヨ シタ ケシン スケ氏が「 モシク ワ係」 に就任し 、
神戸アイ センタ ーの活動を わかり やすく 情報発信する ため、 公
式キャ ラ ク タ ー「 テン ボー」 を 活用し た取り 組みを 開始し た。
・ 視能訓練士を 増員し 、 検査枠を 見直すこ と で待ち 時間対策を
進めた。
【 再掲】

年
度
計
画
の
進
捗

目標を も っ て患者サービ スの向上に取り 組むため、 病院年度計
画を踏まえた各部門計画を 策定し 、 進捗管理し ていく 【 1-5-
( 3) 再掲】

・ 各部門において策定し た部門計画において顧客の項目を 設定
し 、 院長ヒ アリ ングで進捗確認を 行い、 各部門と も 患者意見を
共有し て改善に努める と と も に、 例えば、 薬剤部では電子お薬
手帳用QRコ ード の運用を はじ めと し て、 それぞれの部門が患者
サービ スの向上に取り 組んだ。 【 再掲】

患者サービ ス委員会にＮ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ も 参画し 、 視覚
障害者である 患者への患者サービ スを よ り 一層進める 【 1-5-
( 3) 再掲】

・ 視覚障害者支援を 実践する Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 　 Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 担当者も
患者サービ ス委員会及び週１ 回の患者サービ ス委員会のコ ア
ミ ーティ ン グ（ 看護部門長、 Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 　 Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 担当者、
事務局） に参画し 、 よ り 視覚障害者の視点に立っ た意見出し を
し ても ら う と と も に、 患者目線に立っ た院内ラ ウン ド を 継続し
た。
・ 日本初の視覚障害者の移動援助ツ ール「 ナビ レ ン ズ」 の実証
実験の継続等に加えて、 専用アプリ を使っ て視覚障害者が安全
に歩行でき る点字ブ ロ ッ ク 「 ｓ ｈ ｉ Ｋ Ａ Ｉ 」 を 院内各所の設置
し た。
・ 超短時間雇用を活用し た視覚障害者（ 全盲) によ る ロ ービ
ジョ ン 患者に対する 電話問診業務を 継続し た。
【 再掲】

・ 網膜色素変性症・ 黄斑ジスト ロ フ ィ ー等の遺伝性疾患の方で
遠方にお住まいで、 通院のために時間がかかる 方・ 疾患のため
に移動が困難な方を 対象にオン ラ イ ン遺伝カ ウン セリ ン グを 継
続実施する こ と で、 患者さ んの利便性向上に努めた。 【 再掲】

退院患者アン ケート に加えて外来患者への常時アンケート を 実
施する と と も に、 待ち 時間対策等患者サービ スを より 一層進め
る 【 1-5-( 3) 再掲】
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新たに検査や疾患の理解度を 高める 施策や患者教室等の健康教
育に取り 組む【 1-5-( 3) 再掲】

・ 待合のサイ ネージで、 各疾患の説明動画や点眼方法に関する
動画放映を 継続し た。
・ 緑内障に対する正し い知識や病識を持っ ても ら い、 継続し た
治療を 行っ ても ら える こ と を 目的と し 、 緑内障看護外来を 開始
し た。
・ 各疾患に対する理解が深まる よ う 、 疾患の説明冊子を 待合に
配架し にし た。
【 再掲】

Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ の協力のも と 、 障害者手帳取得への支
援や、 視覚障害者によ る 相談業務等、 視覚障害者支援に取り 組
む【 1-5-( 3) 再掲】

院

ロ ービ ショ ン 患者に適切な服薬支援ツ ールを 開発する と と も
に、 保険薬局と の連携強化により 、 アド ヒ アラ ン ス向上と 副作
用管理によ り 薬物療法の安全性を 確保する 【 1-5-( 3) 再掲】

・ 病棟薬剤業務において、 すべての入院患者に対し て服薬指
導、 副作用モニタ リ ン グ等の薬学的なケアを 継続し た（ 1, 236
件） 。
・ 緑内障薬剤師外来を 継続し 、 患者のアド ヒ アラ ン ス向上のた
め、 点眼手技や患者が点眼薬を 安全に継続する こ と の指導を 実
施し た（ 116件） 。
・ アイ セン タ ー・ 中央市民病院間で連携し 、 抗がん剤（ 主にＴ
Ｓ －１ ） 服用患者を 対象に流涙の副作用を 早期に発見し 、 涙道
外来を 早期に受診でき る 運用を 構築し た。
・ 電子お薬手帳の使用状況調査を 実施し 、 得ら れた結果から 患
者ニーズを 把握する こ と で利活用を 推進し ていく 。
・ 院内の採用薬を見直すこ と で医薬品の廃棄額を 削減し 、 後発
医薬品使用体制加算取得条件を 満たし た。
【 再掲】

・ 身体障害者手帳（ 視覚） の取得要件に該当する 方を Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ
Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ へ紹介し 、 障害者手帳取得の具体的な手続き や、
取得によ り 得ら れる 公的な支援の説明を 行う 等、 障害者手帳の
取得に関する支援を 実施し た。
・ 暗所視支援眼鏡の日常生活器具（ 補助対象） と し ての申請に
対応し た。
・ 神戸市が進める障害者の( 超短時間) 雇用を 踏まえて、 Ｎ Ｅ Ｘ
Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 職員（ 全盲） によ る 、 ロ ービ ジョ ン 外来患者
への事前問診業務を 行っ た。
【 再掲】

特色ある 食事の提供に努め、 栄養管理面だけでなく 、 食器等の
視覚的な面での改善を 行う こ と で更なる 質の高い食事の提供を
行う 【 1-5-( 3) 再掲】

・ 入院患者を対象に、 食事についての嗜好調査を 実施し 、 満足
度は95. 9％と 継続し て高水準であっ た。
・ 前年度から 引き 続き 、 ロ ービ ジョ ン患者を 対象に料理と 食器
の濃淡を つけ食事を 見やすく する ための黒食器対応を 行っ てお
り 、 令和4年度は1, 268食の提供を 行っ た。
・ 視覚障害者や術後の腹臥位保持を 要する 患者に、 主食おにぎ
り や副食串刺し 食・ 一口大カ ッ ト などの個別食事対応を 実施し
ており 、 1, 443食の対応を 行っ た（ 前年度比271件増加） 。
・ 積極的に形態調整や食事確認等を 行っ ており 、 1, 197件の調
整を 行っ た（ 前年度比578件増加） 。
【 再掲】

視覚障害者の誘導を 行う ため、 Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ と 連携
し 職員の誘導研修を 引き 続き 行う 【 1-5-( 3) 再掲】

・ 転入職員等（ 委託事業者を 含む) を 対象に、 視覚に障害があ
る 方に対し ての歩行誘導研修を Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 　 Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ と 連携
し 実施し た（ ２ 回実施： 16名参加） 。 【 再掲】
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年
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画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

○病院長のリ ーダーシッ プのも と 、 職種・ 部門横断的に連携し 、 療養環境の改善や総合的な待ち 時間対策及び国際化の更なる
進展によ る 多言語への対応等、 だれも が利用し やすい病院づく り を 行う 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

中
央
市
民
病
院

携帯端末を 用いた呼び出し システムによ る 待ち 時間の有効活用
及び自動精算機によ る 会計待ち時間の短縮を 推進する 。 また、
医療費後払いの利用を 促進する。 引き 続き 外来の待ち 時間調査
を 実施し 対策を 検討する

・ 外来患者待ち 時間調査を 実施し 、 現状の把握を 行う と と も
に、 待ち 時間のより 一層の短縮及び外来の混雑緩和に向け検討
を 行っ た。
・ 入口での検温・ 問診用紙に医療費後払いシステムの案内を 印
刷し 、 周知及び利用促進を 図っ た。

外来に設置し たデジタ ルサイ ネージを 有効活用するこ と で、 患
者サービ ス向上に努める

・ 待ち 時間を有効活用でき る よ う 、 平成28年度から デジタ ルサ
イ ネージを 外来に３ か所設置し 、 病院から のお知ら せ、 四季の
風景、 生活情報、 ニュ ース、 天気、 ク イ ズ等を 放送し 、 患者
サービ ス向上を 図っ た。 また、 救急外来に３ か所、 南館に１ 台
を 追加で設置し た。
・ かかり つけ医を探し やすく する ため、 患者相談窓口横にデジ
タ ルサイ ネージを設置し て連携登録医を 紹介し ていたが、 新型
コ ロ ナウイ ルス感染症対策と し て、 非接触型タ ッ チパネルに交
換を 行っ た。

マイ ナン バーカ ード によ る オンラ イ ン 資格確認の円滑な運用を
図る

・ 令和３ 年10月より マイ ナン バーカ ード によ る オン ラ イ ン 資格
確認の本格運用を開始し た（ 利用実績： 8, 438件） 。
・ 患者の同意のも と 、 限度額認定証のオン ラ イ ン での資格確認
を 実施し た。
・ 保険証確認窓口に新たにマイ ナ保険証専用窓口を 設置し 、 利
用希望者へのき め細やかな対応ができ る 体制を 構築し た。 さ ら
に病院ホームページや院内デジタ ルサイ ネージ等で広報を 実施
し 、 通院患者へのマイ ナ保険証利用推進を 図っ た。

新型コ ロ ナウイ ルス感染症拡大時の面会制限に対応する ため、
全病棟でｉ Ｐ ａ ｄ によ る オン ラ イ ン 面会を 行う

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症拡大防止に伴う 面会制限に対応す
る ため、 イ ンタ ーネッ ト を 使用し た面会予約システムを 構築
し 、 自宅にいながら 、 患者さ んと ｉ Ｐ ａ ｄ によ る オン ラ イ ン 面
会が出来る 環境を整えた。

予約変更のＷＥ Ｂ 申込について周知を 行う
・ ホームページのト ッ プ画面に予約変更のＷｅ ｂ 申込について
掲載する と と も に、 院内掲示を 行い、 利用について周知を 図っ
た。

患者支援部門の再編・ 強化や南館における 外来リ ハビ リ の拡充
などによ り 体系的な患者総合支援体制を 構築する こ と で、 患者
サービ スの向上を 推進する

・ 南館の改修を 行い、 令和５ 年10月より 脳神経内科の患者を 対
象に外来リ ハビ リ テーショ ン を 開始し 、 整形外科、 呼吸器外科
にも 拡大し た。
・ 外来で告知を 受けたがん患者を 対象と し てがん看護専門看護
師が患者・ 家族と 面談を 行い、 今後の治療や支援についての説
明を 行う 体制を 構築し 、 令和４ 年７ 月から 呼吸器内科、 消化器
内科の患者を対象に運用を 開始し 、 12月には産婦人科にも 対象
を 拡大し た。
・ 外来における 患者総合支援のひと つと し て、 令和５ 年６ 月よ
り 開始し た医師を含む多職種・ 多部門でのク ロ スミ ーティ ン グ
を 継続し て開催し ている 。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・ 脳卒
中・ 心臓病等センタ ーモデル事業の取り 組みの一つと し て、 診
療科や看護部等と 協力し 、 ９ 月に脳卒中サロ ン （ 参加者12
名） 、 Ｒ ６ ． ２ 月に脳卒中市民公開講座/脳卒中サロ ン （ 参加
者21名） を 開催し た。

電話再診など在宅において診療を 受ける 患者に対し 、 保険証を
アッ プ ロ ード 方式で確認でき るシステムを 導入する

・ 2022（ 令和４ ） 年度に構築し たイ ンタ ーネッ ト を 通じ て保険
証確認を 行う 「 保険証アッ プロ ード システム」 について、
2023( 令和５ ) 年度には、 患者から の予約変更の利便性を 高める
「 予約変更システム」 を 機能追加し 、 運用を 開始し た。
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引き 続き 、 病棟及び外来における 無料Ｗｉ －Ｆ ｉ サービ スを 実
施する と と も に、 駐車場の混雑緩和対策や１ 時間無料サービ ス
の機械化を 進める こ と で、 利用し やすい病院づく り を 進める

・ 病棟及び外来における 無料Ｗｉ －Ｆ ｉ サービ ス及び要望に応
じ た電波強度の見直し の継続、 駐車場における 外来患者等への
一部無料サービ ス及び駐車場精算機キャ ッ シュ レ ス化の継続な
どサービ ス向上に努めた。
・ 外来駐車場の混雑緩和対策と し てプレ ン ティ 駐車場など提携
駐車場の１ 時間無料サービ スを 実施し た。
・ 患者サービスのさ ら なる 向上と し て、 外来駐車場１ 時間無料
サービ スの機械化を 実施し た。

検査受付・ 放射線受付の自動受付機の活用、 自動精算機及び医
療費後払いシステムの利用促進によ り 、 受付、 会計待ち 時間の
短縮に向けた取組みを 進める 。 また、 全館無料Ｗｉ －Ｆ ｉ サー
ビ ス等、 よ り 利用し やすい病院づく り を 行う

・ ８ 月に外来待ち時間調査を 行い、 原因分析と 対応策について
検討し た。
・ 待ち 時間調査の結果から 予約外で来院する 患者を 減ら すた
め、 かかり つけ医から のＦ Ａ Ｘ 予約の促進と 、 予約日に来院で
き ない患者は予約変更を し ても ら う よう に周知を 行っ た。
・ 窓口の混雑緩和のため、 医療費後払いシステムを 導入し 、 会
計窓口の待ち時間短縮に努めた。
・ 診察待ち 時間を有効に使える よ う 、 診察の順番が近く になれ
ばＬ Ｉ Ｎ Ｅ にて呼び込むサービ スを 令和６ 年４ 月から 開始する
ための準備を行っ た。

・ 感染拡大防止の観点から 、 院内コ ンサート を はじ めと し たイ
ベン ト の定期開催は見送り と し たが、 待ち 時間を 有効活用でき
る よ う 引き 続き デジタ ルサイ ネージによ る 病院から のお知ら せ
等の放送を 行っ た。
・ 入院、 外来パンフ レ ッ ト の刷新・ 多言語化対応（ ベト ナム
語、 英語） を行う ほか、 外来サイ ン の改修等を 実施し 、 療養環
境の改善・ 患者サービ ス向上に向けた取り 組みを 進めた。
・ 令和４ 年度よ り 実施し ている 入院患者さ んへのメ ッ セージを
記し た専用カ ード を ベッ ド までお届けする 「 お見舞いカ ード 」
サービ スを 引き 続き 実施し た。
・ 外来の自販機横にペッ ト ボト ルキャ ッ プ回収箱を 設置し 、 回
収し たキャ ッ プ を寄付する こ と でワク チン を 支援国の子ども た
ち に届ける 取り 組みを 開始し た。
・ 療養環境の改善のための病室・ 共有スペースの美装化を 実施
し た。

・ 医療通訳制度を利用し 、 外国人患者にと っ ても 安心かつ適切
な医療を 受けら れる よ う 取り 組んだ。 また、 タ ブレ ッ ト 端末を
用いた遠隔医療通訳も 実施し た。
≪医療通訳実績≫
中央市民病院： 344件（ 英語131件、 中国語124件、 ベト ナム語
38件、 イ ン ド ネシア語15件、 アラ ビ ア語10件、 ベン ガル語7
件、 ネパール語7件、 スペイ ン 語6件、 ポルト ガル語5件、 モン
ゴル語1件）
・ 音声自動翻訳機（ ポケト ーク ） を 病棟・ 外来に配置し 、 外国
人患者に対応し た。

院内コ ン サート や秋まつり の継続開催等によ る やすら ぎを 提供
し 、 患者サービ スの向上を 図る

西
市
民
病
院

総合案内機能を 継続し 、 どの診療科を 受診し て良いか分から な
い患者へのアド バイ ス、 患者が多い時のき め細かい応対等を 行
う 。 またタ ブレ ッ ト 問診の活用によ り 医療関係者及び患者の負
担軽減、 待ち 時間の短縮に役立てる

・ 外来看護担当マネージャ ー（ 外来患者の診察に関する アド バ
イ ス等） 、 フ ロ アマネージャ ー（ 案内や苦情の対応） 、 医事課
職員の配置を継続し 、 来院さ れる 方の不安や質問にき め細かく
対応でき る よう 、 総合案内機能の充実を 継続し た。

外国人患者が安心かつ適切に医療を 受けら れる よ う 、 医療通訳
制度やモバイ ル端末などの活用を 継続する

・ 医療通訳制度を利用し 、 外国人患者にと っ ても 安心かつ適切
な医療を 受けら れる よ う 取り 組んだ。 また、 音声で入出力でき
る 翻訳用の端末である ポケト ーク の活用やタ ブレ ッ ト 端末によ
る 遠隔医療通訳も 実施し た。
《 医療通訳実績》
　 223件（ ベト ナム語162件、 中国語10件、 英語16件、 ネパール
語30件、 ミ ャ ン マー語4件、 アラ ビ ア語1件）

紹介患者自身によ る 電話予約を導入し 、 予約外の紹介患者を 減
ら し 、 待ち 時間短縮に向けた取り 組みを 進める

・ Ｆ Ａ Ｘ 予約率は70％近く まで上昇し ており 、 患者から の電話
予約を 開始（ 100件程度/月） し 、 当院の待ち 時間短縮だけでな
く 紹介元かかり つけ医の利便性も 向上さ せる こ と ができ た。

Ｆ Ａ Ｘ 予約・ イ ン タ ーネッ ト 予約については、 地域医療機関の
要望に沿える よ う 受入れの円滑化に努める 。 また、 予約患者に
ついては、 診療予約時間内に診察を 行う よ う 取り 組み、 地域医
療機関のニーズに応じ た予約取得体制を 構築する

・ 事前（ Ｆ Ａ Ｘ ・ ＷＥ Ｂ ） 予約患者はでき る だけ待ち 時間なく
診察が受けら れるよ う 優遇措置を 徹底し た。 （ 事前予約件数
16, 078件、 前年度比100. 2％、 事前予約率84. 5％、 前年度比
99. 6％） 。
・ 地域の医療機関の利便性向上のため、 令和２ 年７ 月よ り ＷＥ
Ｂ 予約を 開始し た（ 3, 430件、 前年度比114. 7％） 。

外国人患者が安心し て適切な医療を 受けら れる よ う に、 外国語
に対応でき る スタ ッ フ の配置や音声翻訳機（ ポケト ーク ） の活
用、 遠隔通訳を 含めた医療通訳制度の活用、 院内表記の多言語
化等の対応を 行う
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院内コ ン サート の継続開催等によ る やすら ぎの提供、 ボラ ン
ティ アスタ ッ フ によ る 病院花壇の入替・ 手入れを 継続し 、 患者
サービ スの向上を 図る

・ 院内職員の演奏・ 合唱によ る がん患者向けのク リ スマスコ ン
サート を 対面形式で実施し 、 引き 続き 療養中の患者にやすら ぎ
のひと と き を提供でき る よ う 努めた。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行によ り 、 引き 続き いく つか
のボラ ン ティ ア活動は中止であっ たも のの、 病院花壇の手入れ
については再開し 、 来院者へのやすら ぎの提供に努めた。
・ 地元企業であるフ ァ ミ リ アと 連携し 、 新生児と の記念撮影の
ためのフ ォ ト ブ ースの設置や肌着一体型ベビ ー服の導入を 行
い、 病院のイ メ ージ向上の施策を 実施し た。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

総合案内機能を 強化し 、 どの診療科を 受診し て良いか分から な
い患者へのアド バイ ス、 患者が多い時のき め細かい応対を 行う

・ 平日の来院患者数がピ ーク と なる 時間帯については、 総合案
内に看護副部長または外来看護師長と 委託職員を 配置し それ以
外の時間帯についても 患者相談窓口で診療科相談や受診手続き
等の説明やアド バイ スを 継続し て実施し た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行によ り 、 ボラ ン ティ アス
タ ッ フ によ る活動は中止し ている が、 外来には引き 続き フ ロ ア
マネジャ ーを配置し 、 移動時の付き 添いや案内等、 来院時にき
め細やかなサポート ができ る よ う 努めた。
・ マイ ナン バーカ ード によ る 医療保険のオン ラ イ ン 資格確認を
開始し 、 利便性の向上を 図っ た。 （ 令和５ 年度利用実績：
17, 902件）

ポケト ーク の配置数を さ ら に充実さ せる と と も に、 遠隔通訳の
積極的な活用によ り 、 外国人患者が安心かつ適切に医療を 受け
ら れる 体制を 継続する

・ 遠隔通訳及びポケト ーク を 継続し て活用する と と も に、 地域
の需要を 勘案し て作成し たアラ ビ ア語の産科問診票の活用等、
外国人患者が安心かつ適切な医療サービ スを 受けら れる 体制構
築に取り 組んだ。
同行通訳80件（ 前年度比＋3件） 、 遠隔通訳7件（ 前年度比＋3
件） 、 ポケト ーク 設置数７ 台
・ 市の施策と 歩調を 合わせ、 「 神戸市新型コ ロ ナウイ ルス感染
症外国人検査相談コ ールセン タ ー」 に参画し 、 外国人の新型コ
ロ ナウイ ルス感染症にかかる 検査の受け入れに努めた。

年
度
計
画
の
進
捗

採血・ 採尿検査自動受付機の活用を 促進し 、 待ち 時間の短縮に
よ る感染対策及び患者サービ スの向上を 図る

・ 採血・ 採尿自動受付機の活用によ り 、 患者サービ スの向上に
努めた。

パンフ レ ッ ト 類などの印刷物について、 引き 続き 訴求力の向上
に努める と と も に、 問診票など使用頻度の高いも のについて
は、 一層の多言語化対応を 進める

・ 入院案内及び産婦人科関連の印刷物について、 英語版のパン
フ レ ッ ト により 、 外国人患者のサービス向上を 図っ た。
・ 英語、 中国語、 アラ ビ ア語の問診票を 作成し 、 多言語化対応
を 進めた。
・ 小児病棟における 「 入院のご案内」 を 見直し 、 患者サービ ス
向上に努めた。

待ち時間の短縮、 混雑解消を 図る こ と によ る 感染対策及び患者
サービ スの質向上、 未収金削減対策と し て医療費後払いシステ
ムの導入を 進める

・ 医療費後払いシステムの運用を 開始し た。 患者自身のＰ Ｃ や
スマート フ ォ ン を使用し て、 どこ にいても 簡単に登録する こ と
ができ る システムを 採用し 、 登録数の増加を 図っ た。

外来診察の状況を 把握し 、 運用を 改善する こ と で、 治療成績及
び患者の利便性向上など、 診療の質を 担保し つつ生産性向上
（ 効率化） を 図る こ と を 目的と し た、 経営改善のための外来プ
ロ セス指標調査を 実施する

・ 11月から 12月にかけての４ 週間に医事システムから 、 全診察
室の予約時間ごと の患者数およ び待ち時間、 なら びに１ 日の診
察開始時間およ び終了時間を 抽出し た。 また、 こ れを 集約・ 整
理し たう えで、 各診療科長と 共有し た。 今後外来診察の運用改
善検討の際、 こ のデータ を 分析・ 評価し て活用する 。
・ 令和６ 年１ 月29日～２ 月２ 日の期間で外来待ち 時間調査を 実
施し た。
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○患者やその家族が院内で快適に過ごすこ と ができ る よ う 、 定期的なアン ケート 調査や意見箱の設置等によ り ニーズを的確に
把握し 、 院内で情報共有する と と も に問題点の評価・ 改善を 繰り 返すこ と で、 き め細やかなサービ スを 提供する 。

待ち時間を 院内で快適に過ごすための取組みを 継続し て行う ほ
か、 待ち 時間対策等患者サービスを よ り 一層進める

・ 待ち 時間対策と し て、 院外でも 診察の呼び出し 状況が確認で
き る よ う にＹ ｏ ｕ Ｔ ｕ ｂ ｅ によ る 外来表示盤のラ イ ブ配信を 継
続し た。 【 再掲】
・ 待合のサイ ネージで、 各疾患の説明動画や点眼方法に関する
動画放映を 開始し た。 【 再掲】
・ 令和３ 年10月より マイ ナン バーカ ード によ る オン ラ イ ン 資格
確認の本格運用を開始し た。
・ 患者さ んから よく ある ご質問に対する Ｑ Ａ を 作成し 、 初診患
者さ んに配布すると と も に、 院内ラ ッ ク に配架し た。

引き 続き コ ン シェ ルジュ を 配置し 、 き め細かい患者対応ができ
る よう にする

・ 受付前の職員の配置を 継続し 、 受付方法や自動精算機の操作
方法の案内、 外来フ ロ ア全体の巡回等を 行い、 患者サービ スの
向上に努めた。

外国人患者が安心かつ適切に医療を 受けら れる よ う に、 医療通
訳制度・ モバイ ル端末を 活用する

・ 医療通訳制度を活用し 、 外国人患者にと っ ても 安心かつ適切
な医療を 受けら れる よ う 取り 組んだ。 また、 ポケト ーク の活用
やタ ブレ ッ ト 端末・ 電話通訳の活用によ る 遠隔医療通訳も 実施
し た。
≪令和５ 年度医療通訳実績≫
５ 件（ ベト ナム語）
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外来の環境改善など、 引き 続き 患者サービ スの向上を 図る

・ 予約変更セン タ ーの混雑緩和を 目的に、 令和２ 年11月よ り Ｗ
Ｅ Ｂ での予約変更申込システムを 開始し た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対策のため、 定期的に受診し てお
り 、 医師が可能と 判断し た患者を 対象に、 令和２ 年３ 月よ り 電
話再診を 実施し た。 （ 特例措置終了に伴い、 ７ 月末で終了）
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症患者や面会制限に伴う 入院患者の
ため、 ＷＥ Ｂ 面会を 継続し た。
・ 急な入院や患者家族の持ち 込み荷物軽減のため、 紙おむつ
セッ ト サービスを令和３ 年３ 月よ り 開始し た。
・ 外来の待合ソ フ ァ について、 令和３ 年度、 令和４ 年度に引き
続き 、 10月に入れ替えを 行い、 環境改善を 図っ た。

ポート ラ イ ナーの混雑緩和及び患者サービ ス向上のため、 市と
連携し た路線バスの無料化を 行う

・ ポート ラ イ ナーの朝ラ ッ シュ 時の混雑緩和及び患者サービ ス
向上のため、 社会実験と し て、 令和２ 年１ 月14日よ り Ｊ Ｒ 神戸
駅から 中央市民病院行き の無料貸切バスを 、 令和４ 年４ 月１ 日
よ り 三宮・ JR神戸駅から の無料路線バスの運行に切り 替えた
（ 平日の７ : 30～9: 00の時間帯に約10分間隔、 所要時間約15～
20分； 令和５ 年度年間利用者18, 495人） 。

中
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引き 続き 、 入院前準備セン タ ーでの入院オリ エン テーショ ン 、
入院時のリ スク 評価の実施による 患者への安心感・ 安全性の向
上に努める と と も に、 社会的背景の確認によ る 早期の患者支援
を 図る

・ 入院前準備センタ ーにて入院オリ エン テーショ ン 、 入院時の
リ スク 評価と 介入を 行っ た（ 実績9, 252件） 。
・ う ち 、 令和３ 年度よ り 入院前準備セン タ ーにおいて周術期サ
ポート チーム活動を 外科・ 心臓血管外科患者に対し それぞれ５
月・ １ 月から 開始し た。 令和４ 年は泌尿器科・ 産婦人科患者を
対象にそれぞれ８ 月・ 11月に拡大し 、 令和５ 年７ 月よ り 頭頸部
外科患者にも 対象を 拡大し た。 （ 実績972件）

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

病院スタ ッ フ の接遇や療養環境などに対する 患者ニーズを 患者
満足度調査及び意見箱、 退院時アン ケート 等から 把握し 、 サー
ビ スの向上に努める

・ 患者満足度調査（ 外来： 5, 487部配布・ 回収率61. 1％、 入
院： 338部配布・ 回収率78. 7％） 及び待ち 時間調査を 実施し 、
病院スタ ッ フ の接遇や療養環境等に対する 患者満足度の現状把
握及び改善すべき 事項の抽出を 行っ た。

外来待ち 時間対策を 検討し 、 更なる 待ち 時間短縮に努める

・ 外来待ち 時間調査を 行い、 原因分析と 対応策について検討し
た。
・ 令和３ 年３ 月より 外来診療費や入院費の精算を 後日ク レ ジッ
ト カ ード で行う 医療費後払いシステムを 導入し 、 会計待ち 時間
の短縮を 図っ た。
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ボラ ン ティ アスタ ッ フ の活動について新型コ ロ ナウイ ルス感染
症の感染状況を 踏まえて活動再開を 検討する と と も に、 病院花
壇の入替・ 手入れ等、 令和４ 年度よ り 再開し た取り 組みについ
ては継続し 、 患者サービ スの向上を 図る

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行によ り 、 ボラ ン ティ アス
タ ッ フ によ る活動は中止と し ている が、 花壇の手入れ活動を 再
開し たほか、 引き 続き 、 患者提案箱や患者満足度調査によ り 患
者ニーズの把握を行い、 改善への取り 組みを 進めた。

患者満足度調査や患者意見箱、 退院時アン ケート 等で患者ニー
ズを把握に努め、 院内での情報共有、 必要に応じ た改善を 図る

・ 退院患者アン ケート ・ 外来患者アンケート を 継続し 、 全件、
幹部会や患者サービ ス委員会で、 情報共有を 行い、 適宜必要な
改善を 行っ た（ 車いす介助者研修継続、 入院患者へのＱ Ａ 集配
付等） 。
・ 患者満足度調査を 実施し 、 継続し て高い満足度を 維持し 、 入
院は６ 年連続100％、 外来は97. 7％であっ た。 満足度調査で得
ら れたご意見については、 各部門で必要な対応を 検討し 、 患者
サービ ス委員会で共有し た。

年
度
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引き 続き 、 ボラ ン ティ アと の意見交流会を 定期的に実施し 、 患
者ニーズの把握を 行い、 必要な改善を 行う

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染予防のためボラ ン ティ ア活動は停止
中である が、 外来看護担当マネージャ ー及びフ ロ アマネー
ジャ ーと の意見を随時徴取する こ と で患者ニーズを 把握し 改善
に努めた。

令和４ 年度に立ち 上げた患者サービ スによ り 特化し た患者サー
ビ ス向上委員会を 中心に、 患者意見箱や患者満足度調査への対
応強化等、 さ ら なる 患者満足度向上を 図る

・ 患者提案箱の設置及び患者満足度調査の継続実施によ り 、 適
宜利用者の要望を把握する と と も に、 寄せら れたご意見を ワー
キン ググループ で共有し たう えで検討を 行い、 改善に着手し
た。
・ 患者サービス向上委員会にて、 患者提案箱で投函さ れた患者
意見についての検討や院内アメ ニティ の向上、 接遇向上などを
図り 、 患者サービスの向上に努めた。

西
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入院前支援セン タ ーを 患者支援セン タ ーと し て拡充し 、 多職種
による 連携を 深め、 患者サービスの更なる 向上を 図る

・ 令和５ 年３ 月より 入院前支援セン タ ーを 患者支援セン タ ーと
し て拡充し 、 多職種によ る 連携を よ り 深め、 患者サービ スの向
上を 継続し て図っ た。

西
市
民
病
院

患者満足度調査の実施や退院時アン ケート 等によ り 患者ニーズ
を 把握し 、 患者サービ ス向上に努める

・ 病院スタ ッ フ の接遇や療養環境等に対する 患者満足度の現状
把握及び改善すべき 事項の抽出を 行っ た。
・ 意見箱の設置に加え、 退院時アン ケート の実施を 継続し 、 全
ての意見について幹部職員・ 該当部署と 共有し 、 患者ニーズの
把握、 改善を行っ た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染拡大の影響で面会制限を 行う 中、 患
者と 家族が接する機会確保のためタ ブレ ッ ト によ る 面会を 継続
し た。
・ 急な入院や患者家族の持ち 込み荷物軽減のため、 入院セッ
ト ・ 紙おむつセッ ト サービ スを 提供し た。
・ 入院前オリ エンテーショ ン を 実施し 、 入院時のリ スク 評価に
よ る 安全性の向上を 図り 、 社会的背景の確認によ る 早期の患者
支援を 図る と と も に、 多職種によ る 連携・ 協働のも と 、 入院患
者の一貫し た支援を 行い、 よ り 質の高い医療サービ スの提供が
行える よ う 入退院支援に関する 運用構築・ 見直し た。 また、 今
年度から は救急患者への入院オリ エンテーショ ン を 開始し た。
【 再掲】
・ 令和４ 年度よ り 実施し ている 入院患者さ んへのメ ッ セージを
記し た専用カ ード を ベッ ド までお届けする 「 お見舞いカ ード 」
サービ スを 引き 続き 実施し た。 【 再掲】
・ 外来の自販機横にペッ ト ボト ルキャ ッ プ回収箱を 設置し 、 回
収し たキャ ッ プ を寄付する こ と でワク チン を 支援国の子ども た
ち に届ける 取り 組みを 開始し た。 【 再掲】

患者意見箱に投書さ れた患者意見の内容と 病院回答を 引き 続き
院内に掲示する と と も に、 いただいた意見について改善に向け
た迅速な対応に努める

・ 常時意見箱を 設置し 、 患者から の要望・ 意見等を 週１ 回確認
し 、 迅速な把握と 改善への対応に努める と と も に、 頂いた意見
については業務経営会議（ 毎月開催） で報告し 、 各診療科･部
門にも 情報共有を行っ た。 また個人情報が含まれる も のを 除
き 、 患者が回答を確認でき る よ う 院内に掲示し た。
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20 45 82 33 87

（ 前年度比） ( ％) 171. 4 166. 7 225. 0 182. 2 262. 0

医療通訳実施件数 （ 件） 7 12

0. 0 - 196. 5 416. 9

患者応対研修等参加者数 （ 人） 39 70 0 487 957 311 1, 295

（ 前年度比） ( ％) 179. 5

495. 5 114. 7 80. 3 153. 6

（ 前年度比） ( ％) 166. 7 86. 2 94. 3 90. 6 68. 7

223医療通訳実施件数 （ 件） 243 405 349 329 298 325

170 172 205 276 344

（ 前年度比） ( ％) 106. 2 39. 6 101. 2 119. 2 124. 6

医療通訳実施件数 （ 件） 404 429

211

（ 前年度比） ( ％) 88. 0 36. 1 94. 7 43. 0 14. 6

患者応対研修等参加者数 （ 人） 2, 756 2, 426 876 830 357 1, 449

95. 9 96. 7 97. 8 95. 0

（ 前年度比） 2. 6 0. 0 0. 8 1. 1

95. 9

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

外来患者アン ケート の常時実施し 、 更なる 患者ニーズの把握に
努める

・ 外来患者に対し て毎日アン ケート 調査を 実施し 、 退院患者ア
ン ケート と 同様に、 全件、 幹部会や患者サービ ス委員会で、 情
報共有を 行い、 適宜必要な改善を 行っ た。
・ 患者満足度調査を 実施し 、 継続し て高い満足度を 維持し 、 入
院は６ 年連続100％、 外来は97. 7％であっ た。 満足度調査で得
ら れたご意見については、 各部門で必要な対応を 検討し 、 患者
サービ ス委員会で共有し た。

関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

98. 3

（ 前年度比） ▲ 0. 7 0. 5 ▲ 4. 3 0. 0 100. 8

患者満足度調査結果（ 入院患者） （ 満足+
やや満足）

( ％) 99. 5 98. 8 99. 3 95. 0 95. 0 97. 5

89. 9

（ 前年度比） 0. 4 0. 2 ▲ 9. 2 0. 4 94. 4

患者満足度調査結果（ 外来患者） （ 満足+
やや満足）

( ％) 97. 2 97. 6 97. 8 88. 6 89. 0 95. 3

101. 7

96. 6

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
5年平均比

患者満足度調査結果（ 入院患者） （ 満足+
やや満足）

( ％) 95. 1 97. 5 97. 1 98. 1 96. 7 96. 9

R5年度

患者満足度調査結果（ 外来患者） （ 満足+
やや満足）

( ％) 93. 3

96. 8

（ 前年度比） 2. 4 ▲ 0. 4 1. 0 ▲ 1. 4 99. 9

関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

95. 0

（ 前年度比） ▲ 2. 5 1. 0 2. 0 ▲ 0. 9 97. 9

患者満足度調査結果（ 入院患者） （ 満足+
やや満足）

( ％) 97. 8 95. 3 96. 3 98. 3 97. 4 97. 0

5. 0 ▲ 1. 5 ▲ 0. 1 ▲ 0. 8 99. 5

患者満足度調査結果（ 外来患者） （ 満足+
やや満足）

( ％) 93. 0 98. 0 96. 5 96. 4 95. 6 94. 3

ン
タ
ー

病
院

93. 8

566

（ 前年度比） ( ％) 180. 3

患者応対研修等参加者数 （ 人） 61 110 545 625 502 369

（ 前年度比）

94



16

5

（ 前年度比） ( ％) 4. 3 0. 0 - 2, 500. 0 50. 0

医療通訳実施件数 （ 件） 23 1 0 1 25 10

（ 前年度比） ( ％) 42. 8

患者応対研修等参加者数 （ 人） 53 0 51 40 43 37

97. 7

（ 前年度比） 1. 1 3. 0 ▲ 0. 1 0. 0 100. 7

患者満足度調査結果（ 外来患者） （ 満足+
やや満足）

( ％) 94. 4 95. 5 98. 5 98. 4 98. 4 97. 0

0. 0 100. 0

患者満足度調査結果（ 入院患者） （ 満足+
やや満足）

( ％) 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

関連指標（ 神戸アイ セン タ ー病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

100. 0

5年平均比

（ 前年度比） 0. 0 0. 0 0. 0

R4年度 5年平均
R5年度
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市民に対し て提供する サービ スその他の業務の質の向上に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

共通の役割

第１

６

3( 3) 市評価

中期目標
市民及び患者に対し 、 市民病院の役割、 機能及び経営状況などについてホームページ等によ り わかり やすく 情報提供を行う と
と も に、 健康づく り のための情報発信を 積極的に行う こ と によ り 、 市民及び患者へ開かれた病院になる よ う 務める こ と 。

自己評価 3市民への情報発信

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯各病院の役割や機能、 特色、 治療方針、 地域医療機関と の連携状況及び経営状況について市民及び患者に広く 知っ ても ら う
ため、 広報誌やホームページを活用し て、 積極的に情報を 発信する 。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

中
央
市
民
病
院

引き 続き 、 市民への情報提供を強化する ために、 ホームページ
の充実や適宜更新に努める と と も に、 患者向け広報誌「 し おか
ぜ通信」 を 定期的に発行する 等市民に適切な情報をわかり やす
く 提供する

・ 市民への情報発信のツ ールと し てホームページを 活用し 、 迅
速な情報提供、 コ ン テン ツ の充実（ 100周年記念サイ ト など）
に努めた。
・ 患者向け広報誌「 し おかぜ通信」 の発行（ 年３ 回） や取材へ
の対応を 通じ 、 診療内容や院内の状況を 発信し た。
・ 11月に神戸医療産業都市の一般公開に参加し 、 ド ク タ ーカ ー
の見学や心肺蘇生訓練の体験会を 開催し た。
・ 11月に中央市民病院における コ ロ ナ対応の記録誌が神戸新聞
社よ り 出版さ れた。
・ ２ 月に神戸市と 連携し 広報紙Ｋ Ｏ Ｂ Ｅ に100周年を 迎える 当
院の魅力を 特集で紹介し 全戸配布し た。
・ 開設100周年記念事業と し て、 令和６ 年７ 月開催の記念式典
に向け、 記念ロ ゴ、 記念誌、 記念動画を 製作( 記念ロ ゴ、 記念
動画は完成) 。 記念動画は令和６ 年３ 月の100周年に合わせホー
ムページや三宮ＭＩ Ｎ Ｔ 神戸の大型スク リ ーン で一般公開し
た。

ホームページや利用者及び一般市民を 対象と し た広報誌「 虹の
はし 」 を 通じ て、 診療内容や新し い取組みについて積極的な情
報発信を 行う

西
市
民
病
院

・ 利用者及び一般市民を 対象と し た広報誌「 虹のはし 」 の定期
発行（ 年３ 回） 及びＹ ｏ ｕ ｔ ｕ ｂ ｅ での動画配信を 行い、 診療
情報や医療スタ ッ フ の役割、 新し い取り 組みについて情報を 発
信し た。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

ホームページを リ ニュ ーアルし 市民に情報を わかり やすく 発信
するこ と に努める と と も に、 患者向け広報誌「 そよかぜ」 を 定
期的に発行し 、 診療情報や新し い取組みについて積極的に市民
へ情報提供を 行う

・ 患者及び一般市民を 対象と し た広報誌「 そよ かぜ」 の発行回
数を 年３ 回から ６ 回に増やし て広報活動を 強化し た。
・ リ ニュ ーアルし たホームページを 活用し て、 市民等にわかり
やすく 新し い情報を 提供する こ と に努めた。
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯市民の健康向上のため、 最新の治療情報や日常生活の注意点等を 公開講座、 各種教室等を 通じ て発信し 、 市と と も に健康づ
く り 施策に取り 組む。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

・ 感染状況を考慮し ながら 、 患者向け教室を 開催（ 小児アレ ル
ギー6回、 糖尿病9回、 市民公開講座6回） する と と も に、 オン
ラ イ ン によ る開催やホームページ・ 動画配信（ 視聴総件数
52, 998件/14テーマ） を活用し て健康づく り にむけた地域への
情報発信を 行っ た。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

ホームページや定期的な広報誌の発行を 通し て、 疾患の情報
や、 臨床研究に関する 情報等の新し い取り 組みについて、 積極
的に市民への情報提供を 行う

開設５ 周年に伴い一新し た神戸アイ セン タ ー構想や病院での取
り 組みについて、 「 モシク ワ係」 に就任し た絵本作家・ ヨ シタ
ケシン スケ氏と も 協同し 、 市民に分かり やすく 提供する

・ ホームページを通じ て、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対する
対応、 新たな臨床研究の情報や病院の新たな取り 組みを 分かり
やすく 提供し た。
・ ｉ Ｐ Ｓ 細胞由来網膜シート 移植（ ２ 例） は、 「 ｉ Ｐ Ｓ 細胞由
来網膜シート 移植後２ 年の細胞生着及び安全性確認」 と し て論
文発表及び記者資料提供( 12月) を 実施し た。 【 再掲】
・ 国内外から の視察（ ウク ラ イ ナ・ リ ヴィ ウ市、 Wi l l s Eye
Hospi t al 、 大連医科大学病院等） や国内各マスメ ディ アの取材
にも 対応し た。
・ 定期的に患者向け広報誌の発行（ 年４ 回発行） を 行っ た。
・ 世界緑内障週間の啓発活動（ ラ イ ト アッ プ＆グリ ーン 活動）
に継続し て参加する と と も に、 緑内障に関する 動画放映及び職
員がオリ ジナルＴ シャ ツ を 着用し て業務にあたり 、 啓発活動を
行っ た。
・ 待合のサイ ネージで、 各疾患の説明動画や点眼方法に関する
動画放映を 継続し た。 【 再掲】

・ 絵本作家のヨ シタ ケシン スケ氏が「 モシク ワ係」 に就任し 、
神戸アイ センタ ーの活動を わかり やすく 情報発信する ため、 公
式キャ ラ ク タ ー「 テン ボー」 を 活用し た取り 組みを 開始し た。
【 再掲】

年
度
計
画
の
進
捗

地域がん診療連携拠点病院と し て、 院内外を 問わず、 あら ゆる
がんの患者やその家族への開かれた相談窓口と し てがん相談支
援セン タ ーを 運営し ていく 。 特に、 当院でがんと 診断さ れた患
者やその家族へは治療開始前から なんでも 相談でき る 窓口と し
て利用し ていただける よ う に、 案内体制の見直し を行う

・ がん相談支援セン タ ーに相談員が常駐し 、 院内外問わず、 が
ん相談を 実施し た（ 824件）

・ 昨年度末より 再開し たがん教室について、 継続し て開催し
た。
・ 社会保険労務士によ る 「 がん患者の仕事と 暮ら し の相談会」
と ハロ ーワーク によ る 「 就労支援相談会」 は毎月開催し た。
・ 令和６ 年２ 月に西神戸医療セン タ ーと 共催でがん市民フ ォ ー
ラ ムを 会場及びＷＥ Ｂ のハイ ブリ ッ ド 形式で開催し た（ 総参加
者数70名） 。
・ ウィ ッ グの展示や、 がんに関する 書籍・ パン フ レ ッ ト の設置
等、 がん関連の資料の充実を 図っ た。

中
央
市
民
病
院

糖尿病教室や消化器病教室等、 各種患者及び市民向け教室の開
催や、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染拡大期は、 集合型教室
の代替と し てホームページ上でスラ イ ド や動画を 配信し て情報
提供を 行う

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の５ 類移行に伴い、 感染対策を 十
分に行いながら 集合型教室を 再開し 、 患者や市民に対し て各疾
患についての情報発信を 行っ た。

がん相談支援セン タ ーにおいて、 市民フ ォ ーラ ムやがんサロ
ン 、 暮ら し の相談（ 就労支援） 等を 開催し 、 がん患者や市民へ
の支援や情報提供に取り 組む。 また、 ＷＥ Ｂ も 活用し 、 がん患
者支援の強化を 図る

西
市
民
病
院

市民公開講座や患者向け各種教室を 開催する と と も に、 動画配
信を通じ て市民の健康意識の向上や患者のき め細かい情報提供
に努める
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関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

特筆すべき 事項

糖尿病教室、 禁煙教室、 腎臓病教室、 がん患者サロン 等各種患
者向け教室及び「 身近な保健医療講座」 、 「 がん市民フ ォ ーラ
ムｉ ｎ  Ｋ Ｏ Ｂ Ｅ 」 等の市民向け講座を 、 動画作成やその公開
等、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症拡大防止策を 講じ た上で、 開催
と 充実に取り 組む

・ がん相談担当者の離席時等不在時においても 、 随時相談受付
が可能と なるよ う 録音装置等の設備を充実さ せて（ 平成29年５
月） 利便性の向上を 図っ ており 、 継続し て電話によ る 相談も 受
け付けている。
・ 令和元年10月より 兵庫県社会保険労務士会と 連携し た社会保
険労務士による 相談会「 がん患者さ んのための仕事と 暮ら し の
相談会」 は、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症等の感染防止対策に留
意のう え開催し た（ 13件） 。

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ  Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ と 連携し 、 市民公開講座を 行う

・ Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 　 Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ 主催の「 ロービ ジョ ン の集い」 に、
アイ セン タ ー病院と し ても 参画し 、 「 加齢黄斑変性と は～予防
方法から 治療～」 について医師から 講演を 行っ た（ 参加者： 98
名） 。 【 再掲】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行によ り 、 禁煙教室、 糖尿病
教室、 腎臓病教室の開催についてはやむなく 見送っ たが、 「 糖
尿病教室だより 」 「 腎臓病教室だよ り 」 等、 各教室に関する 広
報紙を ＷＥ Ｂ 上等で定期的に発行するなど、 可能な限り 患者の
療養サポート に引き 続き 努めた。
・ 感染症防止策を講じ た上で、 完全予約制と し 、 身近な保健医
療講座は対面で、 がん市民フ ォ ーラ ムは対面と ＷＥ Ｂ で開催
し 、 患者や市民への情報提供を 行っ た。

院内外を 問わず、 あら ゆる がんの患者やその家族への開かれた
相談窓口と し てがん相談支援セン タ ーを 運営し ていく

関係団体と 連携のも と 、 生活支援等に関する 情報を発信し 、 治
療のみなら ず生活支援も 含めた橋渡し の役割を 果たす

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対応と し て、 オン ラ イ ン での相談
窓口等を 設置し 、 遠隔での相談業務を継続し た。 【 再掲】
・ 身体障害者手帳（ 視覚） の取得要件に該当する 方を Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ
Ｖ Ｉ Ｓ Ｉ Ｏ Ｎ へ紹介し 、 障害者手帳取得の具体的な手続き や、
取得によ り 得ら れる 公的な支援の説明を 行う 等、 障害者手帳の
取得に関する支援を 実施し た。 【 再掲】

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

年
度
計
画
の
進
捗

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

704 800

R4年度 5年平均 R5年度
5年平均比

846 824

99. 0 113. 6 97. 4

3

2, 547, 562

がん患者相談受付件数 ( 件) 1, 030 986 711

（ 前年度比） ( ％) 95. 7 72. 1

各種教室等開催回数 （ 回） 33 28 4 0 0 13 33

（ 前年度比） ( ％) 84. 8 14. 3 0. 0 - 253. 8

市民向け広報発行回数 （ 回） 4 3 2 2 3 3

（ 前年度比） ( ％) 75. 0 66. 7 100. 0 150. 0 107. 1

ホームページアク セス回数 （ 回） 2, 952, 299 3, 288, 718 3, 792, 751 3, 329, 416 2, 582, 196 3, 189, 076

（ 前年度比） ( ％) 111. 4 115. 3 87. 8 77. 6 79. 9
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0

（ 前年度比） ( ％) - - - -

がん患者相談受付件数 ( 件) 0 0 0 0 0

R3年度 R4年度 5年平均 R5年度
5年平均比

21

3

464, 564

0

-

498 1, 429 921 1, 232

64. 1 286. 9 133. 7

がん患者相談受付件数 ( 件) 917 985

関連指標（ 西神戸医療セン タ ー）

（ 前年度比） ( ％) 107. 4 78. 9

777

H30年度 R1年度 R2年度

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

各種教室等開催回数 （ 回） 35 35 14 29 27 28

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 40. 0 207. 1 93. 1 75. 0

市民向け広報発行回数 （ 回） 3 3 3 3 3 3

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

ホームページアク セス回数 （ 回） 201, 596 214, 940 236, 248 245, 118 389, 730 257, 526

（ 前年度比） ( ％) 106. 6 109. 9 103. 8 159. 0 180. 4

0

（ 前年度比） ( ％) 127. 6 16. 2 0. 0 - 0. 0

各種教室等開催回数 （ 回） 29 37 6 0 0 14

6

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 200. 0

市民向け広報発行回数 （ 回） 3 3 3 3 3 3

407, 147

（ 前年度比） ( ％) 110. 4 145. 0 84. 6 100. 0 86. 2

ホームページアク セス回数 （ 回） 368, 202 406, 518 589, 395 498, 879 498, 981 472, 395

関連指標（ 神戸アイ セン タ ー病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

（ 前年度比） ( ％)

各種教室等開催回数 （ 回）

4

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 100. 0

市民向け広報発行回数 （ 回） 4 4 4 4 4 4

98, 401

（ 前年度比） ( ％) 90. 2 107. 2 107. 5

ホームページアク セス回数 （ 回） 75, 268 93, 259 100, 760 90, 838 97, 421 91, 509
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業務運営の改善及び効率化に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

優れた専門職の確保と 人材育成

第２

１

4

柔軟な採用形態を 用いて、 引き 続き 、 専門的な知識や経験を 有
する職員の確保に努める

・ 将来性のある 新卒世代の人材確保に努めた。
・ 即戦力と し て活躍でき る 人材を 対象と し た年度途中採用選考
についても 実施し た。
【 実績】
・ 令和５ 年度途中採用13名（ う ち 、 看護職員９ 名、 管理栄養士
３ 名、 事務職員１ 名）
・ 令和６ 年４ 月採用355名（ う ち 、 看護職員309名、 薬剤師８
名、 臨床検査技師12名、 診療放射線技師３ 名、 理学療法士４
名、 言語聴覚士２ 名、 視能訓練士２ 名、 臨床工学技士４ 名、 事
務・ 技術職員11名）

医療従事者が安全に、 かつ安心し て医療の提供に専念でき る 環
境を整える と と も に、 モチベーショ ン の維持につながる 制度の
創設・ 確保に努める 。 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対応にかかる 特殊勤務手当につい
て、 同感染症が５ 類感染症へ移行後も 公的医療機関と し ての役
割を 考慮し 、 経過措置と し て一定期間継続支給を 行っ た。 ※令
和５ 年９ 月30日廃止

集中治療看護に要する 技術を 備えた看護師を 育成する ために、
必要数に加えた採用を 行う 。 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関
係】

・ 集中治療看護に要する 技術を 備えた看護師育成のため、 令和
３ 年度から 必要数よ り 多く 採用し 質の標準化を 行う と と も に、
非常事態において集中治療看護を 行う 看護師の育成と 普及に取
り 組んだ。

( 1) 市評価

中期目標

共
通
項
目

○市民病院職員と し ての使命感を 持ち 、 高い専門性と 協調性、 豊かな人間性を 兼ね備えた医師、 看護師、 コ メ ディ カ ルスタ ッ
フ 、 事務職員等の確保・ 育成に継続し て取り 組む。
○すべての職員が必要な技能や知識を 習得でき る よう 教育及び研修制度を 充実し 、 ４ 病院体制での人事交流やジョ ブ ローテー
ショ ン の観点を 踏まえ、 指導者も 含めた次世代医療を 担う 人材を 育成する 。 特に病院経営や臨床研究に関する 人材確保と 育成
に努める 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

〇医療従事者が安全に、 かつ安心し て医療の提供に専念でき る 環境を 整える と と も に、 モチベーショ ン の維持につながる 制度
の創設・ 確保に努める 。 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】
〇集中治療看護に要する 技術を備えた看護師を 育成する ために、 必要数に加えた採用を 行う 。 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関
係】
○職員一人ひと り がよ り 良い将来の展望を 持てる よう 、 働き がいのある職場環境を 構築する と と も に働き 方の改革を 推進し 、
優れた専門職の確保と 人材育成に取り 組む。
○女性の活躍でき る 労働環境の整備を 推進する と と も に、 全職員がワーク ラ イ フ バラ ン ス（ 仕事と 生活の調和） と 自己研鑽の
両立が可能と なる よ う 取り 組む。 特に医師については、 国の動向も 踏まえ、 積極的に時間外勤務時間の削減に努める 。

年
度
計
画
の
進
捗

・ 内製化に向けて近隣の病院を 視察する など西市民病院中心に
進めている と こ ろ であり 、 引き 続き どのよ う な手法が効果的か
検討を 進めた。

自己評価 4職員の能力向上等への取り 組み

診療報酬請求業務の見直し のための取組みを 継続し て進める と
と も に、 段階的な診療報酬請求業務の内製化についても 引き 続
き 検討し ていく

病院で働く 職員の能力の高度化及び専門化を 図る ため、 職員の資格取得等に対する 支援や研究制度の充実など人材育成に努め
る こ と 。 特に、 病院経営や臨床研究に必要な専門知識を 持つ人材の育成にも 努める こ と 。

法
人
本
部
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・ 薬剤師レ ジデント 制度を 引き 続き 活用する と と も に、 レ ジデ
ン ト 教育を 充実・ 定着さ せる ために、 教育内容の評価基準を 策
定し た。
・ リ ハビ リ テーショ ン レ ジデン ト 制度を 活用し 、 有望な人材の
確保およ び地域包括ケアシステムを 見据えて地域に人材を 輩出
する ため、 メ ン タ ーシッ プの導入により 教育・ 診療レ ベルの向
上に努めた。
・ よ り 臨床に対応でき る 管理栄養士の育成を 目指すため、 管理
栄養士レ ジデン ト 制度を 活用し 、 教育を 行っ た。
・ 各レ ジデント 数は、 理学療法士（ 25名） 、 作業療法士（ ２
名） 、 言語聴覚士（ ５ 名） 、 薬剤師（ ８ 名） 、 診療放射線技師
（ １ 名） 、 管理栄養士（ ２ 名） 【 令和６ . ３ . ３ １ 現在】

看護職員の働き 方改革や離職防止策等について、 検討のため
ワーキン グチームを 立ち 上げ、 「 職員に選ばれる 職場づく り 」
を めざ し ていく

・ ＷＧ を 開催し 、 各病院の現状分析と 課題抽出を 行っ た
・ 他の医療機関等を 視察し 、 先進的な取り 組みを 収集し た。

看護職員について、 ＷＥ Ｂ も 活用し ながら 養成校への訪問を 行
い、 指定校推薦制度の安定的な運用を 行う と と も に、 就職説明
会への参加や各種媒体を 用いた積極的な採用活動を展開する な
ど 、 引き 続き 、 優れた職員の確保に努める

・ 看護職員
合同就職説明会への参加や、 養成校への訪問、 ＷＥ Ｂ や対面に
よ る 病院見学会の実施など積極的な採用活動を 展開する と と も
に指定校推薦制度の運用で、 安定的な人材確保に努めている
＜参考＞事務、 医療技術職員
面接試験を 対面から ＷＥ Ｂ へ変更するなど採用選考を 見直し 受
験者の負担を軽減する こ と で、 受験者数の増加につながっ た。

新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対応する ために、 集中治療看護の
技術を 備えた看護師を 育成する

・ 令和４ 年度から の２ 年間で、 他疾病のある コ ロ ナ重症患者を
看護でき る スキルを 備えた看護師を 19名育成でき た。

４ 病院合同学術研究フ ォ ーラ ムを 開催し て研究発表の機会を 設
け、 職員の専門性、 学術研究に対する 意識の向上を図る

・ 入職１ 年目を 対象と し て、 Ｏ Ｊ Ｔ 研修を 実施し 、 育成計画を
作成の上、 継続的にフ ォ ロ ーを 行っ た。

各階層における 研修や、 資格取得支援制度、 研究休職制度、 短
期国内外派遣制度、 自己啓発等休業制度及び看護職員に対する
留学制度を 継続的に実施し 、 職員の資質や専門性の向上を 図る

・ 引き 続き 、 資格取得支援制度、 看護職員長期留学制度等を 実
施し 、 職員の専門性の充実を 図っ た。
【 実績】
資格取得支援制度： 34名、 看護職員長期留学制度： ７ 名、 看護
職員大学院留学制度： ４ 名、 短期国内外派遣制度： １ 名
・ すべての職員が必要な技術や知識を習得でき る よ う 、 各階層
や職種毎における研修を 実施し た。

学術研究推進部主導で、 英語論文の書き 方、 基礎的な統計手法
と 関連ソ フ ト の使い方などの研究初心者向けのテーマを 中心に
ＷＥ Ｂ 形式によ る セミ ナーを 開催し 、 学術研究の一助と する

年
度
計
画
の
進
捗

・ コ ロ ナ禍前の令和元年度以来約４ 年ぶり に， 学術研究の魅力
を 伝える こ と を テーマと し た第４ 回４ 病院合同学術研究フ ォ ー
ラ ムを 開催し 、 職員の学術研究に対する 意識向上を 図っ た。
参加者： 116名（ 令和元年度： 171名）
演　 題： 44演題（ 令和元年度： 39演題）

事務職員について、 優秀な職員確保・ 育成のためのワーキン グ
チームで策定し たキャ リ アパスに基づき 、 研修等の教育施策を
進めていく こ と で、 人材の育成に努める

・ 機構内共通ツ ールのデスク ネッ ツ を活用し 、 病院の枠組み、
また職種間を超えて、 研究相談や研究スキルアッ ププロ グラ ム
への参加を 可能と し 、 学術研究への一元的な支援を 充実さ せ
た。 Ｒ ５ 年度はＷｅ ｂ 形式のセミ ナーを ５ 回開催、 また統計に
特化し たセミ ナーも 開催し 、 参加者は延べ200名を 超えた。

法
人
本
部

薬剤師レ ジデン ト 制度、 リ ハビリ 職員レ ジデン ト 制度、 管理栄
養士レ ジデン ト 制度、 放射線技師レ ジデン ト 制度を活用し 、 優
れた医療スタ ッ フ の育成並びに確保に努める と と も に優れた専
門職を 地域に輩出する

中
央
市
民
病
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西
神
戸
医
療
セ
ン

事務職員を 含めた研修環境の構築のほか、 看護師・ コ メ ディ カ
ルへの教育体制の充実等に引き 続き 取り 組むこ と によ り 、 職員
の資質や専門性の向上を 図り 、 病院運営の中心と なる べき 人材
を 育成する

・ 診療報酬や医療法・ 医師法等関連法規、 医療従事者に必要な
コ ン プラ イ アン ス等についての基礎研修会を 開催し 、 病院事務
職員と し て必要な知識を 学んだ。

・ 日本専門医機構及び基本領域の学会から の情報収集を 積極的
に行っ た上で採用活動を 行っ た。
・ 新専門研修プ ログラ ムの各領域の関係施設と 連携を 図り 、 専
攻医の相互派遣など も 引き 続き 実施し た。

臨床研修セン タ ーが中心と なっ て研修環境の整備や研修生活の
充実等の支援を 行う こ と によ り 、 研修医のモチベーショ ン の向
上を図る

人材育成セン タ ーを 利用し た教育・ 研修機能を 強化する と と も
に、 多職種研修等の企画・ 実施によ り 、 優れた能力と 豊かな人
間性を 持っ た医療人を 育成する

・ 全ての職種を 対象に、 病院職員の資質向上のための能力開
発・ スキルアッ プ支援を 目的と し 、 教育・ 研修の充実を 図っ
た。
・ 定例研修と し て、 階層別研修、 コ ーチン グ研修（ 月１ 回*
６ ヵ 月） などを 実施し 24名が参加し た。
・ コ ーチン グ研修については、 実施業者の見直し を 行い、 受講
者数を 10名→24名に増やし た。
・ アン ガーマネジメ ン ト 研修については、 院内資格者によ る 研
修を 行い100名以上の職員が受講し た。

ｅ ラ ーニン グの活用によ る 多職種教育の実施等、 職員の必要な
技能や知識の習得に向けた支援を 行う

・ すべての職員が必要な技能や知識の習得ができ る よ う 引き 続
き ｅ ラ ーニングの活用を 図り 、 多職種教育の実施、 充実を 図っ
た。
・ 医療保険制度やＤ Ｐ Ｃ 制度等について研修を 実施し 、 病院事
務職員と し て病院経営に必要な知識の習得、 人材育成に努めた
（ 令和６ 年３ 月） 。

臨床実習や臨床研修、 専門医研修等の研修支援体制の充実を 図
る

・ 新専門医研修プロ グラ ムの各領域の関係施設と 連携を 図り 、
専攻医の相互派遣などを 引き 続き 行っ た。
・ 動画作成・ 配信等を 活用し 、 引き 続き 臨床実習の充実を 図っ
た。

西
市
民
病
院

学術研修部運用委員会を 中心に、 臨床実習や臨床研修、 専門医
研修等の研修支援体制の充実を図る 。 新たに卒後臨床研修評価
機構の審査を 受審する こ と で、 研修医に対する 研修体制強化を
図る。 また、 学術研究の支援のためセミ ナー、 講演会を 開催す
る

・ 研修医に対する卒後臨床研修の体制について見直し を 実施
し 、 関連要綱の整備や見直し を 図っ た。
・ 卒後臨床研修評価機構によ る 訪問審査を 受審し 認定を 受け
た。
・ 学術研修部運用委員会主催によ る 「 Ｎ Ｋ ＭＣ 　 Ｂ ｅ ｓ ｔ 　 Ｉ
ｎ ｖ ｅ ｓ ｔ ｉ ｇ ａ ｔ ｏ ｒ 　 Ａ ｗ ａ ｒ ｄ  2023」 を 実施し 、 秀で
た学術研究を顕彰し た（ 応募件数： 学会発表部門９ 件、 論文発
表部門３ 件）
・ 外部講師を招いて「 学術論文の書き 方」 についての講演会を
開催し 、 学術研究活動を 奨励し た。

・ 専任の事務担当者を 配置し 、 事務的なサポート や相談役を 継
続し て行っ た。 また、 隔月でレ ジデント ミ ーティ ン グを 実施
し 、 現状の問題点の拾い上げや、 その他の相談を 受け付け、 医
師を はじ めと し たセン タ ースタ ッ フ が直接、 研修医の相談相手
と なり 、 モチベーショ ン の向上に努めている 。

院

新専門医制度に円滑に対応し 、 人材の確保に繋げるため、 臨床
実習や臨床研修、 専門医研修等の支援体制の構築を進める

102



専攻医への教育を 充実さ せる 【 1-5-( 4) 再掲】

・ 日本眼科学会の眼科研修プロ グラ ムに即し て指導を 実施し
た。
具体的には、 院長初診外来、 各専門外来での見学、 診療、 カ ン
フ ァ レ ン ス、 硝子体注射やレ ーザーなど 処置の指導を 実施、 上
級医と 入院患者を合同で担当し 、 自身の担当患者の手術の執刀
に対する 指導、 学会発表や論文作成の指導等
・ 研究の推進、 若手人材の研究機会の確保等のため、 大学院生
リ サーチ・ アソ シエイ ト 制度を 構築し た。 【 再掲】
・ 大学院生を受入れ、 研究指導など を行う 連携大学院制度につ
いて、 神戸大学と 協定を 締結し 、 令和５ 年度は大学院生１ 名の
受け入れを 実施し た。

令和６ 年度の法適用と なる 「 医師の働き 方改革」 の実現に向け
て、 積極的に時間外勤務時間の削減に努める と 共に、 県や労働
基準監督署に対し て適切な申請等準備を 進める

必要な診療科において特例水準の申請や宿日直について申請を
行い許可さ れた。 また勤務間イ ン タ ーバルの確保のための勤務
形態の整備や面接指導体制の確立等「 医師の働き 方改革」 に向
けた運用整備を おこ なっ た。

ン
タ
ー

国内外から の若手医師や大学院生などの研修生を 受け入れ、 眼
科領域における 医師の能力向上に寄与する 【 1-5-( 4) 再掲】

・ 連携大学院制度を 使っ た大学院生の採用及び他大学等（ 川崎
医科大学１ 名、 三重大学１ 名、 東京大学１ 名、 大阪大学１ 名、
国立障害者リ ハビリ テーショ ン セン タ ー病院４ 名( フ ィ リ ピ ン
人医師) 、 ト ーマスジェ フ ァ ーソ ン 大学医学生１ 名） から の研
修を 受け入れ、 若手人材の研究機会の確保を 行っ た。

昨年度増員し たク ラ ーク の業務内容を 拡充する こ と で、 医師の
負担軽減を 図る 【 1-5-( 4) 再掲】

・ 従来医師が行っ ていたを 学会用データ の収集・ 整理、 手術
オーダのチェ ッ ク 、 医師依頼の統計作成など業務を 拡充し 医師
の負担軽減を図っ た。
・ 医師・ 看護師が外来診察で行っ ていたオーダの入力や患者さ
んへの電話連絡を代行実施する こ と を目的と し て、 外来診療補
助と は別に外来ク ラ ーク を １ 名の配置を 継続し た。

文献検索システム（ メ ディ カ ルオン ラ イ ン ・ Cl i ni cal Key） 導
入によ り 古い文献から 最新の論文まで幅広い情報の検索が可能
で、 日頃の臨床研究や学術研究に役立てていく 。 また、 イ ン
タ ーネッ ト を 介し てタ イ ムリ ーに文献が手に入る こ と で医師の
作業の効率化も 図る

・ 文献検索システムは、 院内Ｗｉ －Ｆ ｉ 環境下においては登録
さ れたパソ コ ン であればどこ から でも アク セス可能で、 医局で
の論文執筆等の作業に役立てる こ と ができ た。 また、 紙媒体の
図書を 整理する こ と で、 院内ペーパーレ ス化にも 寄与し た。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

専門性向上に向けた論文作成や学会発表などの研究・ 研修活動
を 支援する こ と によ り 、 眼科領域における 診療と 研究の両立・
人材育成を 推進する 【 1-5-( 4) 再掲】

・ 研究費増や多職種で研究費が利用でき る よ う に研究費制度の
見直し を 行っ たこ と で、 学会発表増に繋がっ た。
・ ｉ Ｐ Ｓ 細胞等の幹細胞を 専門と する科学誌に論文が採択さ れ
る など、 アイ センタ ー病院の専門性を活かし た学術活動を 継続
し た。

年
度
計
画
の
進
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部門ごと の研修やコ ン セプト 研修を 発展さ せる など研修の充実
を 図る 【 1-5-( 4) 再掲】

・ 部門内での勉強会やセミ ナーへの参加、 また、 アイ セン タ ー
構想を 共有する ため、 アイ セン タ ー全体でのコ ン セプト 研修を
実施し た。

研修を 全職員が受講でき る よ う スタ ッ フ サイ ト を 活用し たＷＥ
Ｂ 配信を 行う 【 1-5-( 4) 再掲】

・ スタ ッ フ サイ ト を 活用し 、 研修に参加でき ない職員のために
各研修内容を動画で配信し た。

カ ンフ ァ レ ン ス・ 勉強会・ 講演会などを 通じ て、 専門性の向上
を 図る 【 1-5-( 4) 再掲】

・ 診療部において、 定例の症例検討の他に、 若手医師を 中心に
手術動画を 用いた指導を 実施し た。
・ 眼底造影、 斜視弱視、 ロ ービ ジョ ンの各専門分野で医師が視
能訓練士と の合同カ ン フ ァ レ ン スを 継続し た。

アイ セン タ ー病院への転入職員に対し て事務局と し ても 定期的
に面談等を 実施する など相談体制を 継続する 【 1-5-( 4) 再掲】

・ 働き やすい環境作り 、 課題や問題点を 共有する ため、 事務局
によ る 個別面談を継続し た( 視能訓練士主査） 。
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眼科単科病院の特性を 生かし た医師の業績に応じ て研究費を 配
分する 医師評価制度の充実を 図る と と も に、 他の職種に関し て
も 研究費配分制度を 充実し て専門性の向上を 図る 【 1-5-( 4) 再
掲】

・ 医師個人のごと の業績を 毎月報告する と と も に、 業績に応じ
て研究費を 配分する 医師評価制度を 継続し た。
・ 研究費配分（ 固定分： ３ 万円/人） に加えて、 経営状況に応
じ て、 各部署上限20万円を 配分。 学会参加や書籍の購入等がで
き る 制度を 継続し た。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

R5年度
5年平均比

専門医数（ 延人数）
　 ※平成27年度よ り 常勤職員数へ変更

( 人) 321 332 364 403 449 374 427

関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

認定医数（ 延人数）
　 ※平成27年度よ り 常勤職員数へ変更

（ 前年度比） ( ％) 103. 4 109. 6

R4年度 5年平均

110. 7 111. 4 114. 2

( 人) 193 194 205 215 245 210 214

101. 7

専門看護師数（ 合計） ( 人) 11 12 12 15 15 13 16

（ 前年度比） ( ％) 100. 5 105. 7

臨床教授等（ 延人数） ( 人) 22 19 26

115. 0

( 人）

（ 前年度比） ( ％) 109. 1 100. 0

　 認定看護師数（ 合計）

（ 前年度比） ( ％) 86. 4

123. 1

( 人） 29 30 34 33 32 32 32

136 145

104. 9 114. 0

125. 0 100. 0

20 25 27 23

105. 3 125. 0 108. 0

142 126 155 141

97. 1 97. 0 101. 3（ 前年度比） 103. 4 113. 3

147　 研修指導医数

（ 前年度比） 106. 6 97. 9 88. 7 123. 0 104. 4

6

（ 前年度比） ( ％) 66. 7 0. 0 - 75. 0 250. 0

研究休職制度等利用者数 ( 人) 3 2 0 4 3 2

( 人） 12 11 6 17 15 12 14　 資格取得支援制度利用者数

（ 前年度比） 91. 7 54. 5 283. 3 88. 2 114. 8

目標を も っ て人材育成に取り 組むため、 病院年度計画を 踏まえ
た各部門計画を 策定し 、 進捗管理し ていく 【 1-5-( 4) 再掲】

・ 各部門において策定し た部門計画を元に、 院長ヒ アリ ン グで
進捗確認を 行う と と も に、 各部門への評価を 行い、 評価に応じ
た研究費を 配分する 仕組みを 整備し 、 病院全体の機能強化及び
人材育成に繋げた。
・ 薬剤部では部内勉強会、 中央市民病院と の人材交流など、 視
能訓練士室では専門チームを 編成し てそれぞれカ ン フ ァ レ ン ス
実施等、 看護部では計画的なロ ーテーショ ン 実施やチーム勉強
会等、 栄養管理室では学会等への参加を 、 事務局では勉強会を
実施する など、 各部門で人材育成に取り 組んだ。
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R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

( 人) 120 123 126 129 133 126 145
専門医数（ 延人数）
　 ※平成27年度よ り 常勤職員数へ変更

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

（ 前年度比） ( ％) 101. 1 101. 1

102. 4 103. 1 114. 9

( 人) 87 88 89 77 68 82 71

（ 前年度比） ( ％) 102. 5 102. 4

86. 5 88. 3 86. 8

( 人) 5 5 5 5 7 5 6

5

100. 0 140. 0 111. 1

（ 人） 10 10 11 11 11 11 11

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 100. 0

100. 0 100. 0 103. 8（ 前年度比） 100. 0 110. 0

167 166 169 164 191( 人) 156 162

（ 前年度比） ( ％) 106. 1 110. 0

99. 4 101. 8 116. 5

( 人) 66 70 77 92 93 80 98

（ 前年度比） ( ％) 103. 8 103. 1

101. 1 123. 1

( 人) 5 6 7 7 8 7 7

5

認定医数（ 延人数）
　 ※平成27年度よ り 常勤職員数へ変更

専門看護師数（ 合計）

認定看護師数（ 合計）

100. 0 100. 0 104. 2（ 前年度比） 87. 5 100. 0

100. 0 114. 3 106. 1

（ 人） 16 14 14 14

認定医数（ 延人数）
　 ※平成27年度よ り 常勤職員数へ変更

専門看護師数（ 合計）

認定看護師数（ 合計）

R4年度 5年平均 R5年度
5年平均比

専門医数（ 延人数）
　 ※平成27年度よ り 常勤職員数へ変更

関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

14 14 15

（ 前年度比） ( ％) 120. 0 116. 7

119. 5

臨床教授等（ 延人数） ( 人) 6 5 2 5 6 5

（ 前年度比） ( ％) 83. 3 40. 0 250. 0 120. 0 104. 2

( 人） 37 45 41 38 39 40 41研修指導医数

（ 前年度比） 121. 6 91. 1 92. 7 102. 6 102. 5

臨床教授等（ 延人数） ( 人) 4 4 4 4 4 4

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 125. 0

( 人） 101 117 140 103 104 113 142研修指導医数

（ 前年度比） 115. 8 119. 7 73. 6 101. 0 125. 7

3

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 0. 0 - 200. 0 300. 0

研究休職制度等利用者数 ( 人) 1 1 0 1 2 1

( 人） 9 10 1 11 12 9 10資格取得支援制度利用者数

（ 前年度比） 111. 1 10. 0 1, 100. 0 109. 1 116. 3

3

（ 前年度比） ( ％) - 0. 0 - 100. 0 300. 0

研究休職制度等利用者数 ( 人) 0 1 0 2 2 1

28. 6 500. 0 120. 0 119. 0

( 人） 11 7 2 10 12 8 10資格取得支援制度利用者数

63. 6（ 前年度比）
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2

（ 前年度比） ( ％) 200. 0 100. 0 100. 0 100. 0 111. 1

臨床教授等（ 延人数） ( 人) 1 2 2 2 2 2

0 0

100. 0

( 人） 4 4 2 3 2 3 3研修指導医数

( 人) 8 10 8

0. 0

( 人） 1 1 0 1 0 1 0資格取得支援制度利用者数

0

（ 前年度比） ( ％)

0

（ 前年度比） 100. 0 0. 0 - 0. 0

（ 前年度比） 100. 0 50. 0 150. 0 66. 7

研究休職制度等利用者数 ( 人) 0 0 0

6 7

（ 前年度比）

認定医数（ 延人数）
　 ※平成27年度よ り 常勤職員数へ変更

( ％) 85. 7 116. 7

( 人) 7

（ 前年度比） ( ％) 125. 0 80. 0 125. 0 110. 0

69. 4

8 8 7 5

9

114. 3 100. 0

117. 0

11

関連指標（ 神戸アイ セン タ ー病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

10 11
専門医数（ 延人数）
　 ※平成27年度よ り 常勤職員数へ変更
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〇職員一人ひと り がよ り 良い将来の展望を 持てる よう 、 働き がいのある職場環境を 構築する と と も に働き 方の改革を 推進し 、
優れた専門職の確保と 人材育成に取り 組む。
〇女性の活躍でき る 労働環境の整備を 推進する と と も に、 全職員がワーク ラ イ フ バラ ン ス（ 仕事と 生活の調和） と 自己研鑽の
両立が可能と なる よ う 取り 組む。 特に医師については、 国の動向も 踏まえ、 積極的に時間外勤務時間の削減に努める 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

④

業務運営の改善及び効率化に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

優れた専門職の確保と 人材育成

第２

１

3( 2) 市評価

・ 引き 続き 、 主任選考を 実施し 、 優秀な職員を 積極的に登用し
た。
・ 主任選考（ 看護職員以外）
【 主任選考結果】
合格者18名（ 全て固有職員）
職種別内訳（ 薬剤師３ 名、 臨床検査技師３ 名、 診療放射線技師
３ 名、 言語聴覚士１ 名、 管理栄養士１ 名、 Ｃ Ｒ Ｃ １ 名、 事務職
員６ 名）
・ 主任選考（ 看護職員）
【 主任看護師選考結果】
合格者３ 名（ う ち、 固有職員１ 名、 市派遣職員２ 名）

②
年
度
計
画
の
進
捗

職務発明規程に基づき 、 産業財産権の管理を 適切に行う
・ 職務発明規程に基づく 職務発明の認定は０ 件（ 発明届出書の
提出０ 件） 、 １ 件の権利譲渡を 行っ た。
・ 知的財産権管理委員会において２ 件の外国出願を 可決し た。

法人職員の主任選考を 実施し 、 意欲の高い職員を 積極的に登用
する

中期目標
職員の努力や貢献度が適正に評価さ れ、 ワーク ラ イ フ バラ ン ス（ 仕事と 生活の調和） が実現さ れる 人事給与制度を 構築する な
ど 、 職員が意欲的に働く こ と ができ 、 やり がいのある 病院と なる よ う 努める こ と 。

法
人
本
部

◯全職員が意欲的に働く こ と ができ る よ う 、 職員の能力や貢献度が各病院の特性に応じ て適正に評価さ れる 人事給与制度を 構
築する 。

①
全職種において人事評価を 実施し 、 組織目標の達成や個人の能
力伸長を 図る

・ 医師
平成28年度から 、 機構独自の人事評価制度を ４ 年間試行実施
し 、 令和２ 年度から 本格実施し た。
・ 医師以外
平成28年度から 、 神戸市と 同様に人事評価制度を 本格実施し て
おり 、 人事評価結果を 勤勉手当及び査定昇給へ反映し ている 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

自己評価

③
職員にと っ て意欲的に働く こ と ができ 、 やり がいのある 職場と
なるよ う 、 人事給与制度の再構築に取り 組む

職員の多様な働き 方の検討及び今後のキャ リ アパスを 見据え
て、 神戸市等を 参考にし ながら 人事給与制度の再構築について
検討し た。

3職員が意欲的に働く こ と のでき る 人事給与制度の構築
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文書管理システムの導入等による ペーパーレ ス化やグループ
ウェ アの利活用促進によ り 業務の効率化を 図る

・ 文書管理・ 電子決裁システムを 令和６ 年１ 月に機構全体へ導
入し た。 管理コ スト の観点から ク ラ ウド 上での構築を 行い、 電
子化に伴う 押印廃止、 ペーパーレ ス化を 推進する ほか、 業務フ
ロ ーの統一化等機構全体での業務効率化を 図っ た。
・ ネッ ト ワーク 等の各種申請や外部から のフ ァ イ ル閲覧等、
ルールを 整備し たう えでグループウェ アの利活用を 推進し た。

法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）具体的な取り 組み

育児・ 介護と 仕事を 両立でき るよ う 、 育児・ 介護に関する 制度
の充実を 図る

・ 令和５ 年度に休暇・ 休職制度マニュ アルを 作成し 、 制度の概
要や利用方法等を分かり やすく 周知する こ と で、 改めてワーク
ラ イ フ バラ ンスの取組みを 推進し た。

法
人
本
部

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

○全職員が高いパフ ォ ーマン スを 発揮でき る よ う 、 Ｉ Ｃ Ｔ の活用や柔軟な勤務制度の導入を 検討する 。 また、 ワーク ラ イ フ バ
ラ ンスの確保に向けた取組みを実施する 。

中
央

院内のＤ Ｘ を 推進する ため、 スマート フ ォ ン やＡ Ｉ を 活用し た
病床管理システムを 導入する と と も に音声入力システムやＲ Ｐ
Ａ など を 活用し 、 職員の働き 方改革や業務効率化を推進する

・ スマート フ ォ ンは令和５ 年６ 月よ り 稼働開始し 、 グループ
ウェ ア、 チャ ッ ト ツ ール、 勤怠管理システム等を スマホから ロ
グイ ン し 活用すると と も に、 セキュ リ ティ 面の安全性等を 考慮
し つつ、 順次業務効率化につながる アプ リ の導入を 行っ てい
る 。
・ 新勤怠管理システムは、 令和４ 年10月から 稼働し 、 働き 方改
革関連規制に対応し た機能や業務の効率化が実現でき ている 。
特に令和５ 年度においては、 勤怠管理システムの各種アラ ート
（ 月間超勤、 年間超勤、 連続勤務、 イ ン タ ーバル、 面談） と
チャ ッ ト ラ ッ ク 通知連携を 実現さ せ、 医師への通知方法を 強化
し た。 令和６ 年度以降はアラ ート 通知を 受けた医師がＷＥ Ｂ で
産業医面談予約をする 流れを 確立し 、 勤怠管理システム内の労
働時間短縮計画の作成支援機能を 活用し ていく 。
・ Ａ Ｉ 診断など の新技術を 活用し た医療機器を 整備し 、 医療機
能の向上や業務効率化を 推進し た。
・ 病床管理システム（ Ｖ Ｃ Ｃ ） を 導入し 令和６ 年１ 月に運用を
開始し た。 こ れによ り 、 入院患者の状況や各病棟の忙し さ を 踏
まえたベッ ド コ ント ロ ールの効率化を進めた。 また、 同システ
ムで各病棟の看護師の忙し さ を 指標化する こ と によ り 、 看護師
のリ リ ーフ 体制の構築ができ た。

看護師の病棟等における 業務の負担軽減を 図る ため、 Ｉ Ｃ Ｔ を
活用する こ と で、 病棟ラ ウン ド 中に音声入力し たデータ を 看護
記録等の電子カ ルテに転記でき る し く みを 構築する

・ 電子カ ルテへの記事記載を 省力化する こ と で業務負担の軽減
を 図る ために、 令和５ 年度第２ 四半期に看護部において音声入
力システムを導入し 、 第４ 四半期には薬剤部・ 栄養管理部にお
いても ト ラ イ アル期間を 経て音声入力システムを 順次導入し
た。
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院内のＤ Ｘ を 推進する と と も に、 新技術を 活用し た医療機器・
システムの整備を 行い、 職員の働き 方改革や業務効率化を 推進
する

・ 業務効率化と し てスマート フ ォ ン を利用し た音声入力システ
ムの運用を 開始する と と も に、 ３ 月より 電子カ ルテ端末やス
マート フ ォ ン上でのチャ ッ ト が可能なシステムを 11階病棟でト
ラ イ アルを 開始し た。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

市
民
病
院

育児を し ながら 安心し て勤務が続けら れる よ う 、 引き 続き 院内
保育所の利用し やすい運営に努める 。 また、 病児保育について
も 利用し やすい運営と なる よ う 努め、 職員が働き やすい職場づ
く り を よ り 一層図る

・ ベビ ーシッ タ ー利用割引券制度を 継続運用。 令和３ 年度よ り
電子券化に対応。 （ 令和５ 年度実績： 交付224枚、 登録者全41
名）
・ 院内保育所（ 病児保育室含む） の委託先（ Ｒ ６ 年度～Ｒ 10年
度） の入札を実施。 従来の事業者に委託先決定。 安定し た保育
環境の提供継続を推進。
・ 院内保育所の設置及び21時までの延長保育を 継続実施。 登降
園管理システムを継続運用。 運用管理の効率化を 推進。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対応に伴い令和３ 年６ 月よ り 閉室
し ていた病児保育室を 令和５ 年１ ０ 月に稼働再開。
（ 病児保育室は平成28年度よ り 開始。 ）

医師事務作業補助者の外来への導入拡大等のタ スク シフ ティ ン
グの推進、 ペーパーレ ス会議システムの活用など Ｉ Ｃ Ｔ を 活用
し た業務の効率化、 柔軟な勤務制度の活用等によ る時間外労働
の適正化など、 多角的なアプ ローチで働き 方改革を進める

・ 医師事務作業補助体制の安定的な運営を 目的と し た医療ク
ラ ーク 室を 設置し 、 外来診察室への更なる ド ク タ ーズク ラ ーク
導入、 退院サマリ ーやク リ ニカ ルパス入力補助などのタ スク シ
フ ティ ン グの推進に取り 組んだ。
・ 医師の負担軽減に向けた取り 組みと し て、 看護師によ る 静脈
路確保等タ スク シフ ト ／シェ アを 推し 進めた。
・ 時差勤務制度の積極的な活用によ る時間外勤務の縮減に取り
組んだ。
・ 宿直を し た医師が翌日の予定手術に入ら ないよ う 、 勤務を 考
慮する こ と で、 手術の時間外等加算１ の算定対象診療科を 拡大
し た（ 呼吸器外科、 泌尿器科、 乳腺外科）
・ 事務処理自動化ソ フ ト （ Ｒ Ｐ Ａ ツ ール） の更なる 活用によ
り 、 送付文書の作成やデータ 作成等の事務職員の業務負担軽減
に取り 組んだ。

育児を し ながら 安心し て勤務が続けら れる よ う 、 引き 続き 院内
保育所の利用し やすい運営に努める 。 また、 病児保育所の運営
を 行い、 働き やすい職場環境づく り を 図る

・ 育児を し ながら 安心し て勤務が続けら れる よ う 、 引き 続き 院
内保育所及び病児保育所を 運営し 、 働き やすい職場環境づく り
を 図っ た。
（ 参考） 病児保育所
・ 令和３ 年２ 月より 開始
・ 令和５ 年度利用者数（ 職員： 163名、 一般： 304名）

西
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職種間の業務分担見直し や業務改善を 行う と と も に、 国が進め
る 医師の働き 方改革等に沿っ て、 一層の時間外労働の削減に取
り 組み、 女性や子育て世代、 介護者、 病気治療者など 、 すべて
のスタ ッ フ の働き やすさ や多様性を 踏まえた労働環境の整備に
努める

・ 医師の時間外労働削減のため、 令和４ 年１ 月に医局秘書を ６
名新規導入し ており 、 令和５ 年度も 継続。
・ 下記８ 診療科について特例水準を 申請し 指定済。 （ 令和６ 年
４ 月１ 日から 令和９ 年３ 月31日までの３ 年間）
（ Ｂ ／Ｃ －１ 水準） 産婦人科、 心臓血管外科、 脳神経外科、 麻
酔科、 外科・ 移植外科、 整形外科、 循環器内科、 小児・ 新生児
科
・ 医師の労働時間短縮計画の策定、 面接指導の実施。
・ 令和４ 年８ 月に女性職員を 対象に「 職場環境についてのアン
ケート 」 を 実施し 設備・ 備品面での課題・ ニーズを 抽出。 休養
室や搾乳スペースの整備、 ト イ レ スペースの備品環境整備を 行
い運用を 開始。
・ 令和５ 年２ 月に実施し た「 制度利用についてのアン ケート 」
を 元に制度利用推進における 課題を 抽出。 課題解決の取り 組み
と し てラ ン チフ ォ ーラ ムの開催等、 情報共有や意識啓発に有効
な事業を 推進。
・ 各種申請や承認手続き の簡素化、 柔軟な出勤形態に対応し た
新勤怠管理システムを 令和４ 年10月から 稼働。
・ 育児・ 介護休暇や時短制度、 福利厚生等について相談でき る
窓口「 ウェ ルビ ー支援室」 を 引き 続き 設置し ている 。

育児を し ながら 安心し て勤務が続けら れる 環境づく り に取り 組
む。 また、 病児保育の運営を 行い、 受入れ対象年齢の上限を 小
学校６ 年生まで拡大する と と も に地域の病児に対する 受入れと
併せて行う

・ 子育てを し ながら 働き やすい環境づく り の一環と し て、 院内
保育所を 継続的に運営し 、 病児保育及び20時までの延長保育も
引き 続き 実施し た。 令和３ 年10月よ り 実施し ている 地域の病児
の受け入れも 引き 続き 実施し ている 。

医師の働き 方改革に対応し た勤務管理システムの更新によ り 職
員の出退勤時間を 適切に把握する と と も に、 職員の健康確保、
ワーク ラ イ フ バラ ン スの向上、 働き やすい職場環境づく り の推
進を図る

・ 働き 方改革に向けて勤務管理システムの更新を 行い、 職員の
出退勤状況を適切に把握する と と も に、 計画的な休暇取得の実
施を 推進し た。
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計
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勤務管理システムの導入によ り 職員の出退勤時間を適切に把握
すると と も に、 職員の健康確保、 ワーク ラ イ フ バラ ン スの向
上、 働き やすい職場環境づく り の推進を 図る

・ 勤怠管理システムによ っ て所属長が出退勤の時間を 毎月確認
し 、 あわせて時間外勤務時間を 確認する と と も に、 職員安全衛
生委員会でも 時間外勤務時間や休暇取得状況を 確認し 、 職員の
健康確保等を行っ た。
・ 令和４ 年度に実施し た職員満足度調査結果を 検証し て、 各部
門代表者で課題を確認し て、 適宜、 改善を 図っ た。

院内保育及び病児保育については、 中央市民病院と 連携し 、 育
児をし ながら 安心し て勤務が続けら れる 体制を 確保する

・ 医師の負担軽減を 図る ため、 医師事務作業補助者と し て、 外
来ク ラ ーク （ 84名） 、 医師事務作業入力（ 11名） 、 救急ク ラ ー
ク （ １ 名） を引き 続き 配置し 、 働き 方改革の観点から 医師の負
担軽減に向け業務内容の検討を 行っ た。

Ｄ Ｐ Ｃ 管理室において、 引き 続き 代行入力を 行い、 医師の負担
軽減に努める

・ 令和２ 年４ 月から Ｄ Ｐ Ｃ 管理室の体制を 強化し 、 医師の負担
軽減を 図る ため病名の代行入力を 行っ た。

共
通
項
目

○医師を はじ めと する 職員の負担軽減と 医療の質の向上を 両立さ せる ため、 業務の効率化を 進める と と も に、 業務の量や質に
応じ た適切な人員配置を 行う 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

健康診断受診率100％の達成や面接指導の取組みを はじ め、 健
康確保のための就業上の措置を計画的に推進する

・ 定期健康診断、 メ ン タ ルヘルスチェ ッ ク などの各種健康診断
を 実施する と と も に、 医師の面接指導や医療機関受診を 勧奨す
る など、 アフ タ ーフ ォ ロ ーも 行う こ と で、 職員の健康確保のた
めの取り 組みを 行っ た。

・ 院内保育及び病児保育については、 中央市民病院と 連携し 、
育児を し ながら 安心し て勤務が続けら れる 体制確保を 継続し
た。

特定行為に係る 看護師の育成支援など、 タ スク ・ シフ ト /シェ
アの取組みを 継続し て進める

・ 看護職員について、 特定行為研修を組み込んだ認定看護師教
育課程の研修に職員を 派遣する など 、 特定行為に係る 看護師の
育成支援の取り 組みを 進めている 。
・ その他コ メ ディ カ ル職種についても 、 業務範囲拡大に伴う 指
定研修費用について機構で負担する など 、 職員へ積極的に受講
を 促し 、 タ スク ・ シフ ト ／シェ アへの取り 組みを 進めている 。

中
央
市
民
病
院

外来ク ラ ーク と 文書作成補助等を 行う 医療ク ラ ーク について、
医師の負担軽減につながる よ う 引き 続き 業務内容の検討を 行う

法
人
本
部

病棟ク ラ ーク 、 ナースエイ ド 、 夜間看護業務補助者を 活用し 、
看護職員等の負担軽減を 図る

・ 患者搬送や介助補助等の患者周辺業務を 行う 病院業務員
（ ナースエイ ド ） 及び文書入力等の機器操作に関する 業務等を
行う 病棟ク ラ ーク の配置を 継続し 、 看護師の負担軽減を 図っ
た。
・ 令和３ 年２ 月より 夜間看護補助者の配置を 開始し 、 患者の移
送・ 移乗の補助、 食事の配下膳、 環境整備、 物品補充などを
行っ た。

医師事務作業補助者や病棟ク ラ ーク 、 看護補助者の配置によ
り 、 タ スク シフ ト が可能な業務を 整理し 、 医師・ 看護師等の業
務負担軽減を 図る

・ 外来受診時のト リ アージの効率化を目的に、 診療科別にタ ブ
レ ッ ト 問診を開始し た。 また入院受付時に説明する 内容を 動画
にし 、 受付待ち 時間の間にタ ブレ ッ ト で閲覧出来る 環境を 整備
し 、 受付作業の効率化を 図っ た。
・ 昨年度設置し たク ラ ーク 用の電子カ ルテを 活用し 、 医師に代
わっ て予約の取得や簡易検査を オーダーする など業務分担を 見
直し 、 医師の働き 方改革に寄与し た。

西
市
民
病
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＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項
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イ
セ
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タ
ー

病
院

昨年度増員し たク ラ ーク の業務内容を 拡充する こ と で、 医師の
負担軽減を 図る

・ 従来医師が行っ ていたを 学会用データ の収集・ 整理、 手術
オーダのチェ ッ ク 、 医師依頼の統計作成など業務を 拡充し 医師
の負担軽減を図っ た。
・ 医師・ 看護師が外来診察で行っ ていたオーダの入力や患者さ
んへの電話連絡を代行実施する こ と を目的と し て、 外来診療補
助と は別に外来ク ラ ーク を １ 名の配置を 継続し た。

外来およ び病棟ク ラ ーク 、 ナースヘルパーやサポータ ー等の配
置を継続し 、 職種間の連携や役割分担によ る タ スク ・ シフ ト ／
シェ アを 推進し 、 医師・ 看護職員の負担軽減に努める 。 また、
コ ロナ蔓延期には土・ 日・ 祝日も 病棟ク ラ ーク を 配置する な
ど 、 臨機応変に対応する

・ タ スク シフ ト ／シェ アのさ ら なる 推進のため、 各診療科・ 部
門に対し てアン ケート を 実施し 、 「 手術部における 薬剤師によ
る 薬剤管理」 や「 臨床工学技士によ る手術時のカ メ ラ 保持」
「 手術標本提出の運用変更」 を 開始し た。
・ 外来ク ラ ーク ・ 病棟ク ラ ーク の他、 薬剤部・ 臨床検査技術
部・ 放射線技術部のク ラ ーク についても 継続配置し 、 医師及び
看護職員だけでなく 幅広い医療従事者の負担軽減に引き 続き 取
り 組んだ。
・ 夜間看護補助者の配置に加え、 病棟ク ラ ーク の勤務時間延長
によ り 、 看護師の負担軽減の取り 組みを 進めた。
・ 医師事務作業補助者の導入拡大による タ スク ・ シフ ト /シェ
アを 行っ た。
・ 看護職員の負担軽減策と し てナースサポータ ー・ ヘルパーの
採用説明会を病院独自・ ハロ ーワーク 開催にて５ 回行い、 10名
の採用につながっ た。

医師事務作業補助者の体制強化に取り 組むこ と による 医師の負
担軽減及び職種間における 連携や役割分担を 引き 続き 進める

・ 医師事務作業補助体制の安定的な運営を 目的と し た医療ク
ラ ーク 室を 設置し 、 外来診察室への更なる ド ク タ ーズク ラ ーク
導入、 退院サマリ ーやク リ ニカ ルパス入力補助などのタ スク シ
フ ティ ン グの推進に取り 組んだ。 【 再掲】

夜間看護補助者の配置によ り 看護職員等の負担軽減を 行う と と
も に、 病院全体の医療提供機能の向上を 目指す

・ 各病棟の実情に応じ た夜間看護業務補助者の配置を 行っ た。

西
神
戸
医
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Ｄ Ｐ Ｃ にかかる 医師担当部分の代行入力を 引き 続き 行い、 負担
軽減を 図る

・ Ｄ Ｐ Ｃ 入力事務にかかる 医師の負担軽減を 目的と し た代行入
力（ コ ーディ ン グ部分除く ） 継続し た。
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R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

医師事務作業補助者の配置数 ( 人) 91 92 89 96 88 91 96

関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

107. 9 91. 7 105. 3（ 前年度比） ( ％) 101. 1 96. 7

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

122. 3（ 前年度比） ( ％) 104. 0

30 29 29 28 34医師事務作業補助者の配置数 ( 人) 25 26

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均

115. 4 96. 7 100. 0

18 21 29 18

関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

37医師事務作業補助者の配置数 ( 人) 9 14

128. 6 116. 7 138. 1 203. 3（ 前年度比） ( ％) 155. 6

関連指標（ アイ セン タ ー病院）
R5年度

5年平均比

医師事務作業補助者の配置数

（ 前年度比） ( ％) 0. 0 109. 1 100. 0 116. 7 118. 6

12 14 12 14( 人) 10 11 12

H30年度

12. 4

（ 前年度比） ( ％) 111. 0 141. 8 99. 2 113. 3 107. 8

１ 人当たり の年次有給休暇消化数 ( 日/人) 8. 2 9. 1 12. 9 12. 8 14. 5 11. 5

100. 0

（ 前年度比） ( ％) 0. 0 ▲ 0. 1 0. 0 0. 1 100. 0

健康診断受診率 （ ％） 100. 0 100. 0 99. 9 99. 9 100. 0 100. 0

13. 0

（ 前年度比） ( ％) 95. 7 140. 0 100. 8 114. 2 111. 7

１ 人当たり の年次有給休暇消化数 ( 日/人) 9. 4 9. 0 12. 6 12. 7 14. 5 11. 6

100. 0

（ 前年度比） ( ％) 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 100. 0

健康診断受診率 （ ％） 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

11. 5

（ 前年度比） ( ％) 107. 7 123. 8 101. 9 128. 3 113. 2

１ 人当たり の年次有給休暇消化数 ( 日/人) 7. 8 8. 4 10. 4 10. 6 13. 6 10. 2

100. 0

（ 前年度比） ( ％) 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 100. 0

健康診断受診率 （ ％） 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

17. 9

（ 前年度比） ( ％) 126. 1 147. 3

１ 人当たり の年次有給休暇消化数 ( 日/人) 11. 5 11. 1 11. 5 14. 5 12. 2

11. 2

R5年度

１ 人当たり の年次有給休暇消化数 ( 日/人) 13. 0

100. 0

（ 前年度比） ( ％) ▲ 100. 0 0. 0 0. 0 0. 0 100. 0

健康診断受診率 （ ％） 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

100. 0 100. 0

（ 前年度比） ( ％) 0. 0 0. 0 0. 0 0. 0 100. 0

健康診断受診率

10. 6 10. 8 12. 3

（ ％） 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

14. 7

（ 前年度比） ( ％) 137. 7 101. 9 113. 9 119. 5 115. 9

関連指標（ 法人本部） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
5年平均比

7. 7
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・ 待合のサイ ネージで、 各疾患の説明動画や点眼方法に関する
動画放映を 継続し た。
・ 緑内障に対する正し い知識や病識を持っ ても ら い、 継続し た
治療を 行っ ても ら える こ と を 目的と し 、 緑内障看護外来を 開始
し た。
・ 各疾患に対する理解が深まる よ う 、 疾患の説明冊子を 待合に
配架し た。

西
市
民
病
院

神戸市看護大学等と 連携を 図り 、 看護学生の受入れを 行い、 看
護学生の能力向上に寄与する

・ 神戸市看護大学に対し ては、 学校訪問や学校主催の合同就職
説明会に参加するなど、 密な連携を 図っ た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響によ り 中断し ていた実習も
再開し 、 地元の学生の受け入れに貢献し た。

中期目標
臨床研修医・ 専攻医の受入れ及び神戸市看護大学をはじ めと し た神戸市内の看護学生の受入れに努め、 薬剤師や理学療法士等
を 目指す医療系学生に対する 教育研修制度を 充実さ せる など教育病院と し ての役割を 果たすこ と 。 また、 学生だけでなく 地域
の医療従事者への研修を 行う こ と を はじ めと し て、 地域全体の医療の質の向上に取り 組むこ と 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

業務運営の改善及び効率化に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

優れた専門職の確保と 人材育成

第２

１

3( 3) 市評価

共
通
項
目

○公的病院の使命である 救急及び高度・ 急性期医療に加え、 福祉と の連携を 踏まえた地域医療等を 学ぶ場と し て、 初期研修医
及び専攻医のみなら ず、 医学部生、 看護学生、 薬学部生を はじ めと し た、 医療系学生及び地域医療を 支える 人材を 積極的に受
け入れる 体制の充実等、 地域における 優秀な人材の育成と 医療の質向上に貢献する 。 特に、 新専門医制度への対応や、 神戸市
看護大学を はじ めと し た神戸市内の看護学生の受入れに努める 。

〇職員一人ひと り がよ り 良い将来の展望を 持てる よう 、 働き がいのある職場環境を 構築する と と も に働き 方の改革を 推進し 、
優れた専門職の確保と 人材育成に取り 組む。
〇女性の活躍でき る 労働環境の整備を 推進する と と も に、 全職員がワーク ラ イ フ バラ ン ス（ 仕事と 生活の調和） と 自己研鑽の
両立が可能と なる よ う 取り 組む。 特に医師については、 国の動向も 踏まえ、 積極的に時間外勤務時間の削減に努める 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

自己評価 3人材育成等における 地域貢献

年
度
計
画
の
進
捗

中
央
市
民
病
院

医師、 看護師、 薬剤師等医療系学生の卒前教育と し ての実習を
積極的に受け入れる

・ 医学生については春・ 夏・ 冬休みに合わせ、 病院見学プロ グ
ラ ムを 開催し 、 研修医と 直接話を する機会を 設け、 実態や魅力
を 知っ ても ら う 機会を 設けている 。 また、 こ れと は別に、 診療
科見学は随時受け付けている 。
・ 看護やコ メ ディ カ ル部門では、 実習受け入れを 実施し てお
り 、 質の高い医療スタ ッ フ と なる ための育成を 行っ ている 。

学会等の認定を 受けた薬剤師研修施設と し て、 研修薬剤師を 外
部より 受け入れる と 共に、 講習会等を 開催する 。 厚生労働省主
体の薬剤師の卒後教育制度のモデル事業に積極的に参加し 、 全
国での卒後教育を 牽引し ていく

・ がん薬物療法の地域連携に関する 講習会を 実施し た。
・ 厚生労働省主体にて薬剤師の卒後教育制度のモデル事業が進
めら れており 、 当院も 積極的に参加し 、 国での卒後教育の構築
に貢献し た。

薬剤師等、 医師・ 看護職員以外の専門職についても 引き 続き 学
生等の受入れを 行い、 人材の育成に貢献する

・ 医学生には引き 続き 院内で病院見学プ ロ グラ ムを 開催し 、 事
前に当院の研修内容を 知る こ と ができ る よ う にし た。 また、 プ
ロ グラ ムの内容を継続的に吟味し 、 積極的な受け入れを 行っ
た。
・ 看護職を はじ め各職種において、 積極的に臨地実習の受け入
れを 行い、 地域における 教育支援に取り 組んだ。

法
人
本
部

潜在看護師の復職支援対策と し て、 兵庫県看護協会が実施する
合同就職説明会への参加や、 各病院において研修会を 開催し 、
潜在看護師の復職支援についての取組みを 進める

・ 潜在看護師の復職支援対策と し て、 兵庫県看護協会が実施す
る 合同就職説明会へ参加し 、 潜在看護師の復職支援についての
取り 組みを 進めた。

勉強会の開催等を 通じ て連携を深める と と も に、 地域における
人材の育成、 医療の質向上に貢献する
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特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

医師、 視能訓練士等の医療系学生の実習を 引き 続き 受け入れ、
人材の育成に貢献する

・ 医療系学生の実習については、 当院の感染対策を 周知徹底の
上で、 実習を受入れ人材育成に貢献し た（ 医学生６ 名延べ90
名、 視能訓練士７ 名延べ172名） 。
・ 連携大学院制度を 使っ た大学院生の採用及び他大学等（ 川崎
医科大学１ 名、 三重大学１ 名、 東京大学１ 名、 大阪大学１ 名、
国立障害者リ ハビリ テーショ ン セン タ ー病院４ 名( フ ィ リ ピ ン
人医師) 、 ト ーマスジェ フ ァ ーソ ン 大学医学生１ 名） から の研
修を 受け入れ、 若手人材の研究機会の確保を 行っ た。 【 再掲】

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

医師・ 看護職員・ 薬剤師等医療系学生の受入れを 行い、 人材の
育成に貢献する

・ 優秀な初期研修医の確保に繋がる よう 、 京都大学・ 神戸大学
等の臨床実習受入、 医学生病院見学受入、 合同就職説明会へ積
極的に参加し た。 看護師及び助産師について、 各看護学校から
約2, 000名の実習受入を行っ た。
・ また、 薬剤師、 臨床検査技師、 診療放射線技師、 理学療法
士、 作業療法士、 視能訓練士、 臨床工学技士、 心理士の学生受
け入れも 行い、 人材の育成に貢献し た。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

82. 3 36. 2

R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

学生実習等受入人数（ 医学部・ 歯学部
生）

( 人) 953 784 284 650 796 693 971

関連指標（ 中央市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

初期研修医数

228. 9 122. 5 140. 0

学生実習等受入人数（ 看護学生） ( 人)

（ 前年度比） ( ％)

2, 921 3, 454

（ 前年度比） ( ％) 99. 0 35. 4 154. 3 155. 6 118. 2

3, 925 3, 885 1, 375 2, 121 3, 301

1, 980 2, 255 2, 219 2, 192 1, 463学生実習等受入人数（ 薬学部生） ( 人) 2, 186 2, 318

113. 9 98. 4 66. 8（ 前年度比） ( ％) 106. 0 85. 4

408

（ 前年度比） ( ％) 129. 5 99. 2 106. 4 100. 4 176. 5

学生実習等受入人数（ 臨床検査） ( 人) 183 237 235 250 251 231

500

（ 前年度比） ( ％) 96. 7 0. 0 - 422. 7 306. 7

学生実習等受入人数（ 診療放射線） ( 人) 122 118 0 110 465 163

1, 646

（ 前年度比） ( ％) 96. 6 33. 9 222. 1 112. 2 93. 0

学生実習等受入人数（ 理学療法・ 作業療
法・ 言語聴覚）

( 人) 2, 307 2, 228 756 1, 679 1, 884 1, 771

439

（ 前年度比） ( ％) 105. 6 66. 0 144. 6 138. 0 114. 2

学生実習等受入人数（ 臨床工学） ( 人) 373 394 260 376 519 384

177

（ 前年度比） ( ％) 110. 0 104. 5 115. 9 96. 3 125. 7

学生実習等受入人数（ 栄養管理） ( 人) 120 132 138 160 154 141

0

（ 前年度比） ( ％) - - - - -

学生実習等受入人数（ 視能訓練） ( 人) 0 0 0 0 0 0

( 人) 41 39 36 34 34 37 34

（ 前年度比） ( ％) 95. 1 92. 3 94. 4 100. 0 92. 4

139

（ 前年度比） ( ％) 98. 2 112. 5 104. 0 128. 2 106. 8

専攻医数 ( 人) 114 112 126 131 168 130

1, 144

（ 前年度比） ( ％) 117. 2 71. 8 115. 3 102. 9 97. 4

講師派遣数（ 延人数） ( 人) 1, 178 1, 381 992 1, 144 1, 177 1, 174
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157
学生実習等受入人数（ 医学部・ 歯学部
生）

( 人) 307 300

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

1, 612

5. 3 187. 5 503. 3 97. 6（ 前年度比） ( ％) 97. 7

16 30 151 161

学生実習等受入人数（ 看護学生） ( 人) 1, 862 2, 030 998 1, 200 2, 087 1, 635

120. 2 173. 9 98. 6

学生実習等受入人数（ 薬学部生） ( 人) 840 849 825 550 605 734 509

（ 前年度比） ( ％) 109. 0 49. 2

66. 7 110. 0 69. 4（ 前年度比） ( ％) 101. 1 97. 2

154

（ 前年度比） ( ％) 44. 2 332. 4 16. 4 416. 2 120. 5

学生実習等受入人数（ 臨床検査） ( 人) 154 68 226 37 154 128

60

（ 前年度比） ( ％)

学生実習等受入人数（ 診療放射線） ( 人) 0 0 0 0 0 0

235

（ 前年度比） ( ％) 114. 8 84. 2 154. 1 95. 4 110. 8

学生実習等受入人数（ 理学療法・ 作業療
法・ 言語聴覚）

( 人) 176 202 170 262 250 212

81

（ 前年度比） ( ％) 91. 4 253. 1 78. 4 121. 3 70. 2

学生実習等受入人数（ 臨床工学） ( 人) 70 64 162 127 154 115

200

（ 前年度比） ( ％) 105. 0 47. 6 216. 0 101. 9 105. 7

学生実習等受入人数（ 栄養管理） ( 人) 200 210 100 216 220 189

0

（ 前年度比） ( ％)

学生実習等受入人数（ 視能訓練） ( 人) 0 0 0 0 0 0

58

（ 前年度比） ( ％) 182. 6 47. 1 83. 8 93. 5 66. 4

講師派遣数（ 延人数） ( 人) 86 157 74 62 58 87

19

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 106. 3 88. 2 120. 0 115. 9

初期研修医数 ( 人) 16 16 17 15 18 16

18

（ 前年度比） ( ％) 87. 5 95. 2 100. 0 90. 0 87. 4

専攻医数 ( 人) 24 21 20 20 18 21

関連指標（ 西市民病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比
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（ 前年度比） ( ％) 104. 9

R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

学生実習等受入人数（ 医学部・ 歯学部
生）

( 人) 350 367 36 283 299 267 349

関連指標（ 西神戸医療セン タ ー） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

学生実習等受入人数（ 医学部・ 歯学部
生）

( 人) 28 14 12 0 34 18 90

関連指標（ アイ セン タ ー病院） H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

講師派遣数（ 延人数） ( 人) 45 44

85. 7 0. 0 - 511. 4（ 前年度比） ( ％) 50. 0

学生実習等受入人数（ 看護学生） ( 人) 2, 828 2, 855 1, 712 1, 458 1, 992 2, 169 2, 450

9. 8 786. 1 105. 7 130. 7

85. 2 136. 6 113. 0

学生実習等受入人数（ 薬学部生） ( 人) 667 859 330 660 631 629 631

（ 前年度比） ( ％) 101. 0 60. 0

200. 0 95. 6 100. 3（ 前年度比） ( ％) 128. 8 38. 4

153

（ 前年度比） ( ％) 132. 7 71. 0 70. 4 150. 7 149. 1

学生実習等受入人数（ 臨床検査） ( 人) 104 138 98 69 104 103

439

（ 前年度比） ( ％) 103. 0 0. 0 - 621. 1 215. 0

学生実習等受入人数（ 診療放射線） ( 人) 233 240 0 76 472 204

237

（ 前年度比） ( ％) 79. 1 59. 3 240. 5 56. 0 114. 3

学生実習等受入人数（ 理学療法・ 作業療
法・ 言語聴覚）

( 人) 258 204 121 291 163 207

92

（ 前年度比） ( ％) 92. 7 331. 6 38. 9 261. 2 120. 4

学生実習等受入人数（ 臨床工学） ( 人) 41 38 126 49 128 76

20

（ 前年度比） ( ％) 53. 3 100. 0 50. 0 0. 0 57. 1

学生実習等受入人数（ 栄養管理） ( 人) 75 40 40 20 0 35

38

（ 前年度比） ( ％) 107. 7 41. 0 60. 0 70. 8 17. 7

学生実習等受入人数（ 視能訓練） ( 人) 362 390 160 96 68 215

150

（ 前年度比） ( ％) 104. 6 76. 3 34. 5 393. 3 81. 9

講師派遣数（ 延人数） ( 人) 218 228 174 60 236 183

19

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 105. 3 95. 0 100. 0 99. 0

初期研修医数 ( 人) 19 19 20 19 19 19

40

（ 前年度比） ( ％) 89. 7 130. 8 85. 3 110. 3 133. 3

専攻医数 ( 人) 29 26 34 29 32 30

29 16 52 37 53

（ 前年度比） ( ％) 97. 8 65. 9 55. 2 325. 0 142. 5

（ 前年度比） ( ％)

初期研修医数 ( 人)

1

（ 前年度比） ( ％) 100. 0 200. 0 100. 0 100. 0 62. 5

専攻医数 ( 人) 1 1 2 2 2 2

116



（ 医師以外） 法令遵守及び職員の健康確保の観点から 、 毎月の
常任理事会で時間外勤務や休暇取得の状況報告を 行う など、 引
き 続き 、 時間外勤務の適正化や休暇取得の推進を 図る

・ 常任理事会の場において、 前月の時間外勤務状況及び休暇取
得状況の報告・ 共有を 行う と と も に、 所属及び個人宛（ 対象
者： 月80時間超） への通知やヒ アリ ングを 実施する など職員の
健康管理に努めた。

③

④

①

中期目標
中期目標及び中期計画を 着実に達成する ために、 各病院の基本理念や使命を 全職員が理解し た上で、 経営状況や問題点を 共有
し 、 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ル（ 計画、 実行、 評価及び改善の４ 段階を 繰り 返すこ と によ っ て業務を 継続的に改善する こ と ） を通じ て
目標管理を 確実に行う こ と 。 その際、 関係法令の遵守（ コ ン プラ イ アンス） を 徹底し 、 業務運営の透明化を 推進する こ と 。

市民病院と し ての使命を 適切に果たし 、 市民から の信頼を 確保
するために、 医療法（ 昭和23 年法律第 205 号） をはじ め市の
条例が適用さ れる 個人情報保護や情報公開等も 含めた関係法令
の遵守の徹底と 業務運営の透明化を 推進する 。

・ 医療法（ 昭和23年法律第205号） を はじ め市の条例が適用さ
れる 個人情報保護や情報公開等も 含めた関係法令の遵守徹底の
取り 組みを 進め、 患者等から の情報公開請求にも 迅速に対応し
た。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

①

コ ンプ ラ イ アン スの重要性を 全職員が認識・ 実践する こ と を 目
的と し て、 引き 続き 、 職場内研修や新規採用職員研修・ フ ォ
ロ ーアッ プ研修等の各階層における 研修において、 コ ン プラ イ
アンスや服務事故防止策等を 取り 入れた研修を 引き 続き 実施す
る

・ コ ン プラ イ アンスを 推進し ていく ため、 各階層へ研修や職場
での研修のほか、 情報セキュ リ ティ 対策向上に関する 研修など
実施し た。 また理事長通知によ り 職員へメ ッ セージを 伝え意識
を 高める など積極的に取り 組んだ。

◯市民病院と し ての使命を 適切に果たし 、 市民から の信頼を 確保する ために、 医療法（ 昭和23年法律第205号） を はじ め市の条
例が適用さ れる 個人情報保護や情報公開等も 含めた関係法令の遵守の徹底と 業務運営の透明化を 推進する 。

（ 医師） 2024 年度から 時間外労働の上限規制が適用さ れる た
め、 引き 続き 各病院の状況に応じ た時間外勤務の適正化に取り
組むと と も に、 上限規制への対応を 図る

・ 常任理事会等の場において、 時間外勤務状況の報告・ 共有を
行う と と も に、 所属及び個人宛（ 対象者： 月80時間超） への通
知やヒ アリ ングを実施する など取り 組みを 進めた。

自己評価 3Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルが機能する 仕組みの構築及び法令遵守（ コ ン プ ラ イ アン ス） の徹底

業務運営の改善及び効率化に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

効率的な業務運営体制の構築

第２

２

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

年
度
計
画
の
進
捗

・ 月次決算において、 毎月の経営状況を 迅速に把握し 、 常任理
事会を 通じ て周知し た。
・ 決算見込みにおいても 経営状況を 適切に把握し 、 常任理事
会、 理事会等にて周知し 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症を はじ め
と する 損益悪化要因を 踏まえたう えで必要な対策に取り 組ん
だ。
・ 年度計画については四半期ごと に常任理事会及び理事会にお
いて、 各病院の進捗状況の報告、 上半期終了時に理事長ヒ アリ
ン グを 実施し 年度計画の達成状況及び課題を 共有する など目標
達成に向けた取り 組みを 進めた。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

○全職員が目標及び課題を 共有し 、 各年度計画の進捗管理を Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ル（ 計画、 実行、 評価及び改善の４ 段階を繰り 返
すこ と によ っ て業務を 継続的に改善する こ と ） に基づき 確実に行う こ と によ り 、 経営改善に取り 組み、 長期的視点に立っ た質
の高い経営を 進める 。
○理事長のリ ーダーシッ プのも と 、 常任理事会、 理事会が運営に関するチェ ッ ク 機能を 働かせ、 課題が発見さ れた際は迅速な
対応を 行う 。

( 1)

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

市評価 3

月次決算（ 毎月） 、 決算見込（ 四半期） 及び年度計画の進捗状
況（ 四半期） の報告を 定期的に行い、 現状分析・ 課題の把握及
び改善に向けた取組を 実施する

②
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抜本的改善が必
要な事項

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

臨床研究を 含めた業務全般について内部監査を 実施する と と も
に職場研修を 定期的に実施するなど、 法令及び行動規範遵守の
重要性を 全職員が認識し 、 実践する 。

・ 法令及び行動規範遵守の重要性を 認識し ても ら う ため、 監事
監査や科研費監査、 内部監査のほか、 情報セキュ リ ティ 監査等
によ る 複数の監査を 実施し た。
・ 規程に基づき 特定臨床研究監査委員会を 開催し 、 監査を 実施
し た。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

○臨床研究を 含めた業務全般について内部監査を 実施する と と も に職場研修を 定期的に実施する など、 法令及び行動規範遵守
の重要性を 全職員が認識し 、 実践する 。

特筆すべき 事項

①

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

R4年度 5年平均R3年度

106. 7 81. 3

R5年度
5年平均比

コ ン プラ イ アン ス研修等実施回数 （ 回） 5 7 15 16 13 11 18

関連指標（ 法人本部） H30年度 R1年度 R2年度

160. 7

90. 8

（ 前年度比） ( ％) 140. 0 214. 3

19. 2 1. 3 98. 9（ 前年度比） ( ％) 1. 5 ▲ 22. 2

コ ン プラ イ アン ス研修受講率 （ ％） 96. 0 97. 5 75. 3 94. 5 95. 8 91. 8
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年

４ 病院体制における 医療情報システムの最適化を 目指し た取り 組みなど、 市民病院間の更なる 情報連携を 図る こ と 。

①

電子決裁・ 文書管理システムや人事給与システムなど 、 機構Ｄ
Ｘ の基幹と なる システムの早期導入に向けた作業を着実に進め
る 。 また、 各病院で実施する Ｄ Ｘ 関連事業のう ち 、 機構全体に
展開すべき 事業について、 Ｄ Ｘ 推進室を 中心に調整、 検討を 行
う

・ 電子決裁・ 文書管理システムを 令和６ 年１ 月に機構全体へ導
入し た。 管理コ スト の観点から ク ラ ウド 上での構築を 行い、 電
子化に伴う 押印廃止、 ペーパーレ ス化を 推進する ほか、 業務フ
ロ ーの統一化等機構全体での業務効率化を 図っ た。
・ 人事給与システムについては令和６ 年度中の運用開始に向け
て調整を 進めた。

②

４ 病院の医療情報システム最適化の基幹と なる 、 情報統合基盤
の構築を 行う と と も に、 がん臨床研究データ ベースなど、 具体
的な基盤の利用方法を 検討する。 また、 職員が情報統合基盤を
すぐ に活用でき る よ う にデータ 解析用ツ ールの研修などを 実施
する。 さ ら に、 最適化事業の根幹である 電子カ ルテ更新の方向
性を決定する

・ 令和５ 年９ 月に情報統合基盤の構築作業が完了し たこ と に伴
い、 データ 解析用ツ ールを 導入し 、 活用に向けた研修を 実施し
た。
・ 電子カ ルテ更新については、 更新費用の精査、 コ スト 削減の
手法や他病院の好事例などの助言を 得る ためにコ ン サルを 導入
し た。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
資産管理システムによ る ソ フ ト ウェ ア資産の管理を開始する な
ど の対策によ り 、 機構全体の安全なネッ ト ワーク 環境を 構築す
る

市評価 5自己評価 4市民病院間における 情報連携体制の強化

業務運営の改善及び効率化に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

効率的な業務運営体制の構築

第２

２

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

○高度化する サイ バー攻撃等の情報セキュ リ ティ リ スク に対し 、 こ れを回避、 低減する 技術的対策を 講じ る ほか、 定期的な人
的訓練を 職員に対し て実施するこ と によ り 安全性を高め、 病院間の情報連携を 推進する 。
○各病院間の連携会議や研修会等を 積極的に開催し 、 法人内の情報連携を 促進する 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

○医療情報についてのシステム最適化に向けた検討や診療情報の相互閲覧など、 ４ 病院を 連携し ていく 取組みを 推進する と と
も に、 統括でき る 体制を 強化する 。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

( 2)

年
度
計
画
の
進
捗

中期目標

・ 資産管理システムによ る 一元的な管理によ り 、 機構が保有す
る 端末についてソ フ ト ウェ ア資産の脆弱性情報等を 監視し 、 適
切な状態になる よう 指導を 行っ た。

・ ｅ ラ ーニングシステムによ り 、 情報セキュ リ ティ 研修を 実施
し た。
・ 外部講師によ る他病院の実例等を 踏まえたセキュ リ ティ に関
する セミ ナーを 開催し た。

②

診療系ネッ ト ワーク に接続さ れている 外部への通信回線につい
てセキュ リ ティ 上の安全性を 調査し 、 国のガイ ド ラ イ ン 等に準
拠さ れている こ と を 確認する

・ システム・ 医療機器等の外部接続状況の把握と 、 ネッ ト ワー
ク につながっ ている すべての機器等を管理する ための調査を 実
施し た。
・ 病院内外から の侵入調査など技術的な項目を 含んだ専門事業
者によ る 情報セキュ リ ティ 外部監査を中央市民病院において実
施し た。
・ 神戸市の重要イ ン フ ラ へのサイ バー攻撃対策連携会議の関連
事業において、 中央市民病院及び西市民病院の電子カ ルテシス
テム等についてコ ン サルによ る 評価を受けた。 西神戸医療セン
タ ーについては同事業のイ ン シデン ト 対応訓練へ参加し た。

③

全職員を 対象と し た情報セキュ リ ティ 研修を 実施する
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⑦

サイ バー攻撃に備え、 診療データ の適切なバッ ク アッ プを 行う
と と も に、 国のガイ ド ラ イ ン や指針に基づく 、 適切なサイ バー
セキュ リ ティ 対策を 実施する 。 また、 万が一、 サイ バー攻撃に
あっ た場合に備え、 Ｂ Ｃ Ｐ の見直し 等を 行う

・ システム内部にウイ ルスが侵入し ても 、 ウイ ルスの不正な動
き を 早期に検知し 、 その端末を 自動的にネッ ト ワーク から 遮断
する こ と で被害を最小限に抑える 仕組み( Ｅ Ｄ Ｒ ) を 中央市民病
院、 西市民病院で新たに導入し 、 西神戸医療セン タ ーではデー
タ の安全なバッ ク アッ プと 速やかな復旧を 目的と し たシステム
を 導入し た。
・ ４ 病院において、 サイ バーＢ Ｃ Ｐ を策定し た。

年
度
計
画
の
進
捗

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

⑥
高度化する 情報セキュ リ ティ リ スク に対し て、 情報セキュ リ
ティ ポリ シーおよ び運用管理規定の改定を 逐次実施する

・ 神戸市情報セキュ リ ティ ポリ シーに準じ たう えで、 医療機関
特有の内容を加味し 、 セキュ リ ティ ポリ シーの改定を 行っ た。
・ モバイ ル端末や外部サービ スのセキュ リ ティ に関する 内容や
Ｗｅ ｂ 会議サービス、 ソ ーシャ ルメ ディ アサービ スの利用に関
する 内容の個別基準を 策定し た。
・ 個人情報を取り 扱う 業務及び情報処理業務に関する 委託契約
等における 委託先管理の強化のため、 情報セキュ リ ティ 遵守特
記事項を 策定し た。

④
訓練参加者へのフ ィ ード バッ ク も 含めた標的型攻撃メ ール訓練
を 実施する 。

・ 職員1, 000名を 対象に標的型攻撃メ ール訓練を 実施し 、 訓練
参加者へのアン ケート や不審なメ ールが届いた際の対策につい
て周知し た。

R1年度 R2年度 R3年度

抜本的改善が必
要な事項

R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比
関連指標（ 法人本部） H30年度

8情報セキュ リ ティ 訓練等実施回数 （ 回） 13 21

⑤ 情報セキュ リ ティ に関する 内部監査を 実施する

・ 令和３ 年度よ り ３ 年間ですべての部署について内部監査の実
施を 計画し ており 、 令和５ 年度を も っ て完了し た。 改善項目の
あっ た被監査部署に対し て、 改善を 要請し 改善報告を 受けてい
る 。

72. 7 37. 5 71. 4（ 前年度比） ( ％) 161. 5 52. 4

11 8 3 11
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財務内容の改善に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

経営改善の取り 組みと 経常収支目標の達成

中期目標
市民病院と し ての役割に応じ た運営費負担金交付のも と で、 ４ 病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を 行い、 年度ごと
の経常収支目標を 達成する こ と によ り 、 法人全体で中期目標期間を 通じ て収支を 均衡さ せる よ う 取り 組むこ と 。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

〇国・ 神戸市等、 行政機関における 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の位置づけおよ び対応方針に応じ て、 必要な財源の確保に努め
る など 、 病院の機能維持と 経営の安定化に努める 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のも と 、 市民病院と し ての役割に応じ た政策的医療を 提供し 、 各病院が経営改善の取組みを 進め、 機動的
かつ戦略的な病院経営を 行う こ と で、 年度ごと の経常収支目標を 達成する 。
◯効率的な病床運営、 地域医療機関と の連携推進等によ る 新規患者の確保、 診療機能の強化等によ り 医業収益を 確保する と と
も に経費削減に努め、 法人全体で収支を 均衡さ せるよ う 取り 組む。

中
央
市
民
病
院

◯南館の更なる 活用に向けて、 本館と の一体的な病床運営や手術部門、 外来部門、 救急部門など 各部門の診療機能の強化に取
り 組むと と も に、 新たな診療報酬加算の検討等、 医業収益の増収を 図る。
◯材料費の削減、 効率的・ 効果的な業務執行など 、 費用の削減に努め、 職員一丸と なっ て経営改善を 行う 。

( 1) 市評価 3

第３

１

自己評価 3中央市民病院

年
度
計
画
の
進
捗

一体的な病床運営や手術部門、 外来部門、 救急部門など各部門
の診療機能の強化に取り 組むなど 、 医業収益の増収を 図る と と
も に、 材料費の削減、 効率的・ 効果的な業務執行など 、 費用の
削減に努め、 職員一丸と なっ て経営改善を 行う

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症に対応する ため、 流行状況を 見な
がら 、 病床運営を行っ た。
・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症以外の病床に関し ては受け入れ可
能患者数に合わせた病床の配分を フ レ キシブルに行っ た。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

専門外来等を 積極的にＰ Ｒ し 、 新たな患者獲得を 図る と と も
に、 紹介・ 逆紹介を よ り 一層推進し 、 地域医療機関と の連携を
進め新規患者確保に努める

診療区分別の診療単価などの指標を 活用し た院長ヒ アリ ン グを
実施し 、 各診療科の傾向把握・ 分析を 通じ て、 機動的・ 戦略的
に課題解決を 行い、 診療機能を強化さ せる と と も に、 各診療科
部長が経営の視点を 踏まえて業務を 行う こ と を 徹底し 、 安定し
た経営基盤の確立に取り 組む

・ 院長ヒ アリ ン グを ２ 回実施。
・ 診療科別収支資料・ Ｄ Ｐ Ｃ 資料を も と に各診療科の現状を 分
析し 特性を 把握し た。
・ 各診療科における 現在の取り 組み（ 新規患者の獲得、 医師の
確保・ 定着、 業務効率化など） およ び今後の方策・ 課題などを
確認し 改善を促すこ と で、 安定し た経営基盤の確立に取り 組ん
だ。

・ 新規患者を確保する ため、 ホームページや病院ニュ ース、 病
院機能案内での広報を 行っ た。
・ 地域の医療機関の利便性向上のため、 令和２ 年７ 月よ り ＷＥ
Ｂ 予約を 開始し た（ 3, 430件、 前年度比114. 7％） 。
・ 紹介患者数の増加を 目指すう えで患者に選ばれる 病院と なる
ため、 当院の医療者が地域へ出向き 地域住民へ健康維持・ 増
進、 病気・ 治療に関する 情報提供を 行う 「 出張患者教室」 を 開
催し た。 （ ５ 件）

③

④

②

ポスト コ ロ ナにおける 患者の受診動向の変化を 見据えたデータ
分析を 行う など経営基盤を 強化する と と も に、 高騰する 原材料
価格の動向を 注視し 、 Ｌ Ｅ Ｄ を導入する など省エネルギー化を
推進する

・ ポスト コ ロナの病床利用率向上に向け、 南館の有効活用・ 救
急病棟のあり 方など について協議を 行っ た。
・ 院内Ｌ Ｅ Ｄ 化を引き 続き 進める と と も に、 関係者によ る 省エ
ネ対策会議において、 省エネ項目の検討・ 実施を し た。
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抜本的改善が必
要な事項

特筆すべき 事項

⑧
Ｄ Ｐ Ｃ 管理室においてコ ーディ ン グの精度を 高めると と も に、
Ｄ Ｐ Ｃ データ を 活用し て、 入院期間の適正化を 進める

・ 令和２ 年４ 月より 体制を 強化し たＤ Ｐ Ｃ 管理室において、 代
行入力によ る医師の負担軽減を 行う と と も に、 Ｄ Ｐ Ｃ 係数の向
上のため、 救急管理に関する 加算の積極的な取得を 行っ た。 ま
た副傷病名の入力及び出来高差マイ ナス症例の検討を 行い、 収
益面の改善に引き 続き 取り 組んだ。
・ 院長ヒ アリ ン グ等、 機を と ら まえてＤ Ｐ Ｃ 期間別の患者数や
副傷病名あり 症例の割合を 明示し 、 引き 続き 医師への病名登録
依頼に取り 組んだ。

⑨
在庫管理については、 使用実績を 基に適正な在庫数量を 設定
し 、 在庫金額削減に努める

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対策と し て確保し ていた通常以上
の在庫について、 Ｓ Ｐ Ｄ 業者と も 協議の上、 院内需要バラ ン ス
を 考慮し ながら 在庫数の調整を 行い過剰在庫と なら ないよ う に
努めた。

・ 医療機器の保守委託について予算編成時に保守内容の精査を
行い、 引き 続き 、 必要な契約を 行っ た。
・ Ｐ Ｆ Ｉ 業務について既存の協力法人と 競合他社を 比較する た
め市場調査を継続的に実施し た（ Ｒ ５ 年度変更はなし ）
・ Ｐ Ｆ Ｉ 委託費低減案の検討及び各業務の運用実態の確認を Ｐ
Ｆ Ｉ 事業者と 行っ た。

民間の共同購入組織に加盟し 、 引き 続き 診療材料の共同購入を
進める と と も に、 薬価改定の動向も 考慮し 、 後発薬品への切替
え検討や薬価交渉を 行う など 、 材料費の削減に努める

・ 民間の共同購入組織に加盟し ており 、 当院が購入する 共同購
入対象品目の範囲を 拡大し た。

⑩

⑪

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

Ｐ Ｆ Ｉ 業務を はじ めと し た委託業務の内容見直し を継続的に行
い、 経費の削減に努める

年
度
計
画
の
進
捗

⑥

常任理事会へ毎月経営指標を 報告する こ と によ り 、 定期的に経
営指標の確認を 行う と と も に、 経費については、 経費比率を 意
識し ながら 適切な執行管理に努める

・ 毎月、 常任理事会で経営指標を 報告し 、 情報の共有と 課題の
抽出に取り 組んだ。
・ 年度途中で適切な執行管理ができ ている かどう か、 四半期ご
と の決算見込みや予算編成時などの機会を 通じ て、 各病院や法
人本部と 適宜情報交換を 行い、 適切な執行管理に努めた。

システムや医療機器の更新時期を 調整する 等、 減価償却費の平
準化を 図る 工夫を 行う

⑤

⑦

・ 第３ 期中期計画期間中において、 大型放射線機器を はじ めと
する 医療機器の計画的な更新を 行っ た。 また、 第４ 期中期計画
期間中の大型放射線機器を はじ めと する 医療機器の計画的な更
新について、 関係部署と 検討し た。

手術室の安全で効率的な運用を行い、 手術室稼働を高水準で安
定さ せる と と も に、 外来化学療法セン タ ーや、 診察室を 有効活
用し 、 よ り 一層外来機能を 充実さ せる

・ 病床稼働状況を確認し ながら 、 手術枠の見直し を 行い効率的
な運用を 図っ た。
・ 外来化学療法セン タ ーや診察室の有効活用を 行っ た。
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71, 913

（ 前年度比） ( ％) 99. 1 65. 0 117. 9 109. 4 99. 9 105. 0

57, 584 67, 919 74, 319 75, 584 75, 473新規患者数・ 外来（ 一般） ( 人) 89, 443 88, 656

20, 500

96. 3

16, 497 18, 719 19, 496 20, 036 19, 738新規患者数・ 入院（ 一般） ( 人) 22, 724 22, 742

（ 前年度比） ( ％) 100. 1 72. 5 113. 5 104. 2 98. 5

11. 1

（ 前年度比） ( ％) 100. 9 103. 6 98. 2 104. 5 105. 0 106. 3

11. 4 11. 2 11. 7 11. 2 11. 8平均在院日数 ( 日) 10. 9 11. 0

83. 7

（ 前年度比） 0. 3 ▲ 22. 5 7. 9 6. 5 103. 8 101. 6

68. 5 76. 4 82. 9 81. 9 85. 0病床利用率 ( ％) 90. 7 91. 0

104. 2

（ 前年度比） ▲ 0. 3 1. 6 8. 2 0. 2 92. 8 92. 4

101. 0 109. 2 109. 4 103. 7 96. 3経常収支比率 ( ％) 99. 7 99. 4

93. 1

（ 前年度比） ▲ 1. 2 ▲ 12. 6 6. 5 2. 1 99. 1 97. 4

83. 2 89. 7 91. 8 91. 5 90. 7医業収支比率 ( ％) 97. 0 95. 8

R4年度 5年平均
R5年度 目標値

5年平均比 進捗
関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

▲ 4, 418

（ 前年度比） ( ％) 101. 4 71. 5 114. 4 109. 2

手術件数（ 入院・ 外来合計） ( 件) 10, 283 10, 422 7, 454 8, 528 9, 313 9, 200

▲ 571 129

9, 702

971

111. 2 105. 4 98. 7

105. 5

患者１ 人１ 日当たり 診療単価・ 入院 ( 円) 97, 578 100, 046 111, 264 117, 318 115, 759 108, 393

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

112, 481

R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

（ 前年度比） ( ％) 107. 6 116. 5 103. 1 100. 5

103. 8

患者１ 人１ 日当たり 診療単価・ 外来 ( 円) 22, 412 24, 110 28, 079 28, 956 29, 099 26, 531 31, 035

117. 0

（ 前年度比） ( ％) 102. 5

4, 294 2, 408 1, 446

（ 前年度比） ( ％)

単年度資金収支（ 病院ごと ） （ 百万円）

44. 8

（ 前年度比） ▲ 0. 1 9. 3 ▲ 6. 0 ▲ 2. 6 94. 8

給与費比率 ( ％) 44. 7 44. 6 53. 9 47. 9 45. 3 47. 3

36. 4

（ 前年度比） 1. 0 0. 7 0. 3 0. 4 109. 6

材料費比率 ( ％) 31. 8 32. 8 33. 5 33. 8 34. 2 33. 2

21. 0

（ 前年度比） 0. 0 4. 1 ▲ 2. 7 0. 0 101. 5

経費比率 ( ％) 19. 3 19. 3 23. 4 20. 7 20. 7 20. 7

8. 1

（ 前年度比） 0. 7 ▲ 4. 1 ▲ 0. 6 3. 6 123. 1

運営費負担金比率 ( ％) 8. 0 8. 7 4. 6 4. 0 7. 6 6. 6

▲ 0. 22 ▲ 0. 07 0. 09 108. 8

査定減率・ 入院 ( ％) 1. 20 1. 13 0. 91 0. 84 0. 93 1. 00 1. 09

（ 前年度比） ▲ 0. 07

0. 38

（ 前年度比） 0. 08 ▲ 0. 13 0. 05 0. 05 103. 8

査定減・ 外来 ( ％) 0. 35 0. 43 0. 30 0. 35 0. 40 0. 37
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( 2)

財務内容の改善に関する目標を達成するためにと るべき 措置

経営改善の取り 組みと 経常収支目標の達成

市評価 3

第３

１

・ ６ 月、 11月、 12月、 ３ 月に実施。 当月の入院レ セプト につい
て各回300件の点検を 受けた。 算定漏れ、 より 適切なコ ーディ
ングについて指摘を受け、 入院会計に反映さ せると と も に医師
にフ ィ ード バッ ク をおこ なっ た。

自己評価 3西市民病院

新たに算定可能な項目について積極的に検討を行い、 算定漏れ
を防ぎ収益の確保を 図る

・ 看護補助体制充実加算： 新規に設定さ れたこ と を受け、 看護
補助者の年１ 回以上の研修及び業務マニュ アルの作成と マニュ
アルを用いた研修の実施。 （ 年度実績50, 096件2, 505千円）
・ 手術支援ロボッ ト （ ダヴィ ンチ） を活用し た手術に関する施
設基準を 取得（ ７ 種） するこ と で、 ロボッ ト 手術の適応を拡大
し 、 結果高水準な治療の提供に大き く 寄与し た。 【 再掲】

②

年
度
計
画
の
進
捗

⑤

看護部病床一元管理者や地域医療部等による連携のも と 、 入院
期間の適正化、 ク リ ニカ ルパスの見直し による円滑かつ効率的
な病床利用に努めると と も に、 多職種による連携・ 協働のも
と 、 入院患者の一貫し た支援を行い、 質の高い医療サービスの
提供が行えるよう 入退院支援機能の見直し を 進める

・ 多職種によるカ ンフ ァ レンスや病棟ラ ウンド 実施により 、 き
め細やかな状況把握と 情報共有を も と に退院調整を行い、 在院
日数の短縮を図っ た。
・ 医師に対し て退院可能な患者の退院許可情報を 電子カ ルテへ
の早期入力を促すこ と により 、 病床稼働状況の見通し を 共有す
るこ と ができ た。 こ れにより 、 より 計画的なベッ ド コ ント ロー
ルを行う こ と ができ た。
・ 午前退院、 午後入院を 徹底し 、 病床の有効利用を図っ た。
・ 多職種による連携・ 協働のも と 、 入院患者の一貫し た支援を
行い、 より 質の高い医療サービスの提供が行えるよう 入退院支
援に関する運用を見直し た【 再掲】

市民病院と し ての役割に応じ た運営費負担金交付のも と で、 ４ 病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を 行い、 年度ごと
の経常収支目標を達成するこ と により 、 法人全体で中期目標期間を通じ て収支を均衡さ せるよう 取り 組むこ と 。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

紹介・ 逆紹介を推進し 、 地域医療機関等と の更なる連携強化に
取り 組むと と も に、 救急車の積極的な受入れにより 紹介患者・
新規患者確保に努める

・ 紹介患者数の減少し た診療所へ重点的に訪問するなど適宜実
施方法を 見直し ながら 、 継続し て診療所訪問を実施し た( 訪問
件数179件） 。 また、 訪問時に指摘を 受けた当院の課題につい
ては速やかに取り 組み、 解決に繋げた。
・ オープンカ ンフ ァ レンス、 地域連携のつどいや西市民連携セ
ミ ナー等で当院の強みの紹介や顔の見える連携を 積極的に行っ
た。 返書、 逆紹介を進めていく ためカ ルテへの付箋掲載等の啓
発を行っ た。

〇神戸市をはじ め、 国・ 兵庫県等行政機関と の調整を 密に行い、 財源の確保に努めるなど、 病院の機能維持と 経営の安定化に
努める【 新型コ ロナウイ ルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のも と 、 市民病院と し ての役割に応じ た政策的医療を提供し 、 各病院が経営改善の取組みを進め、 機動的
かつ戦略的な病院経営を行う こ と で、 年度ごと の経常収支目標を達成する。
◯効率的な病床運営、 地域医療機関と の連携推進等による新規患者の確保、 診療機能の強化等により 医業収益を確保すると と
も に経費削減に努め、 法人全体で収支を均衡さ せるよう 取り 組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を踏まえて、 目標値を設定し た。

西
市
民
病
院

○地域医療支援病院と し ての役割を 果たし 続けていく ため、 医師の確保等による診療科の強化、 救急車受入れ方針の徹底によ
る応需率の向上、 外来機能の強化に加え、 地域医療機関と の連携強化等による増収を 図る。
◯新たな診療報酬加算の検討等による増収、 粘り 強い価格交渉等による費用の削減に積極的に取り 組む。
◯効果的な経営分析や院内外に向けた情報発信の強化に努め、 院内全体での経営改善に努める。

中期目標

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
院長ヒ アリ ングの機会を活用し 、 各診療科・ 部署と 目標及び課
題の共有を行い、 経営の視点を踏まえた業務の執行を 促す

・ 院長ヒ アリ ング（ ４ 月・ 10月） において、 各診療科・ 部署と
現状や課題の共有を行う と と も に、 患者数増加に向けた取り 組
みや診療報酬加算の算定率向上、 入院期間の適正化等の収支改
善策をはじ め、 経営の視点を踏まえた業務の遂行や改善に向け
た議論を 行っ た。
・ 12月には幹部会より 患者数の減少幅が特に大き い診療科に対
し ヒ アリ ングを 実施し 、 対象と なっ た診療科では患者数の回復
に向けた具体的な取り 組みを進めた。

③

④
診療報酬請求について、 外部精度調査を実施すると と も に、 査
定分析ソ フ ト の活用で精度向上を図る。 また医師及び委託業者
へのフ ィ ード バッ ク を行い適正な請求を行う

⑥
常任理事会へ毎月経営指標を 報告するこ と により 、 定期的に経
営指標の確認・ 収支改善に向けた取組みを実施し ていく

・ 毎月、 常任理事会で経営指標を 報告し 、 状況と 課題の共有を
行っ た。 また、 12月以降は患者数等の目標値を月次レベルで設
定し 、 目標値達成に向けた取組みを積極的に進め、 概ね目標値
を達成するこ と ができ た。
・ 毎週、 幹部会で患者数等の動向を報告し 、 改善にむけて迅速
に意思決定すると と も に、 各診療科長・ 部門長による業務経営
会議において運営方針や状況を伝達するこ と で全部門間の情報
共有を図り 、 経営等に対する職員の意識醸成を図っ た。
・ 早期の経営改善を実現するため、 外部事業者（ コ ンサル） の
支援を受けながら 、 各種取組に向けた現状分析、 院内調整等に
着手し 、 準備を 進めた。
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15, 908

（ 前年度比） ( ％) 103. 0 72. 5 97. 5 113. 9 97. 0 109. 4

15, 465 15, 076 17, 174 17, 954 17, 409新規患者数・ 外来（ 一般） ( 人) 20, 721 21, 334

8, 777

（ 前年度比） ( ％) 105. 9 85. 6 100. 0 102. 6 109. 3 105. 7

8, 013 8, 016 8, 223 8, 491 9, 279新規患者数・ 入院（ 一般） ( 人) 8, 838 9, 363

11. 2

（ 前年度比） ( ％) 96. 7 100. 0 92. 4 104. 6 96. 4 100. 0

11. 8 10. 9 11. 4 11. 6 11. 2平均在院日数 ( 日) 12. 2 11. 8

75. 7

（ 前年度比） 0. 5 ▲ 15. 3 ▲ 6. 5 4. 8 101. 8 104. 8

73. 5 67. 0 71. 8 77. 9 79. 3病床利用率 ( ％) 88. 3 88. 8

89. 6 91. 6

102. 5

（ 前年度比） 2. 4 6. 3 6. 0 ▲ 4. 4 88. 2 88. 5

104. 3 110. 3 105. 9 102. 8 90. 7経常収支比率 ( ％) 95. 6 98. 0

関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

86. 2

（ 前年度比） 2. 0 ▲ 8. 8 ▲ 2. 4 3. 2 103. 2 102. 4

82. 8 80. 4 83. 6 85. 6 88. 3医業収支比率 ( ％)

年
度
計
画
の
進
捗

⑧
後発医薬品への切替検討や価格交渉等により 費用の削減に積極
的に取り 組む

・ 供給状況等を 勘案し ながら 、 引き 続き 後発医薬品への切替を
進め、 費用の削減に取り 組んだ。
（ 参考） 令和５ 年度切替品目： 20品目

抜本的改善が必
要な事項

⑦
病院経営情報分析システム等を活用し 、 経営状況の可視化を 行
い経営改善、 Ｄ Ｐ Ｃ 係数を上げる取り 組みを 行う

・ 医療情勢の把握や組織横断的な経営改善を目的に引き 続き 経
営企画会議を開催し 、 診断群分類に基づいた入院日数に基づい
てク リ ニカ ルパスの見直し を行う など、 新たな経営改善・ 業務
改善に向けた検討及び取り 組みを 進めた。
・ Ｄ Ｐ Ｃ 係数を 意識し た入院期間の短縮に努め、 次年度の効率
性係数の向上に寄与し た。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

▲ 1, 157▲ 537 ▲ 546 298 1, 305 363 177単年度資金収支（ 病院ごと ） （ 百万円）

R4年度 5年平均
R5年度 目標値

5年平均比 進捗

（ 前年度比） ( ％)

59. 4

（ 前年度比） ▲ 1. 1 9. 5 1. 4 ▲ 4. 4 91. 5

給与費比率 ( ％) 60. 4 59. 3 68. 8 70. 2 65. 8 64. 9

26. 5

（ 前年度比） 0. 8 ▲ 1. 4 ▲ 0. 8 1. 1 108. 2

材料費比率 ( ％) 24. 8 25. 6 24. 2 23. 4 24. 5 24. 5

19. 7

（ 前年度比） 0. 3 3. 9 2. 0 ▲ 1. 6 99. 7

経費比率 ( ％) 16. 7 17. 0 20. 9 22. 9 21. 3 19. 8

8. 0

（ 前年度比） 0. 2 ▲ 4. 8 ▲ 0. 2 3. 4 118. 0

運営費負担金比率 ( ％) 8. 9 9. 1 4. 3 4. 1 7. 5 6. 8

3, 230

（ 前年度比） ( ％) 109. 2 89. 0 93. 3 111. 1 109. 0

手術件数（ 入院・ 外来合計） ( 件) 2, 978 3, 251 2, 893 2, 700 2, 999 2, 964

66, 688

（ 前年度比） ( ％) 104. 2 110. 4 105. 8 104. 2 110. 7

患者１ 人１ 日当たり 診療単価・ 入院 ( 円) 53, 027 55, 246 61, 019 64, 553 67, 284 60, 226

18, 919

（ 前年度比） ( ％) 109. 4 102. 6 99. 0 102. 6 115. 7

患者１ 人１ 日当たり 診療単価・ 外来 ( 円) 14, 947 16, 357 16, 785 16, 621 17, 056 16, 353

0. 01 ▲ 0. 12 ▲ 0. 10 0. 00 103. 4

査定減率・ 入院 ( ％) 0. 52 0. 53 0. 41 0. 31 0. 31 0. 42 0. 43

（ 前年度比）

0. 42

（ 前年度比） ▲ 0. 02 0. 06 0. 06 ▲ 0. 05 122. 1

査定減・ 外来 ( ％) 0. 31 0. 29 0. 35 0. 41 0. 36 0. 34
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財務内容の改善に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

経営改善の取り 組みと 経常収支目標の達成

( 3)

中期目標

市評価 3

第３

１

自己評価 3西神戸医療セン タ ー

市民病院と し ての役割に応じ た運営費負担金交付のも と で、 ４ 病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を 行い、 年度ごと
の経常収支目標を 達成する こ と によ り 、 法人全体で中期目標期間を 通じ て収支を 均衡さ せる よ う 取り 組むこ と 。

〇神戸市を はじ め、 国・ 兵庫県等行政機関と の調整を 密に行い、 財源の確保に努める など、 病院の機能維持と 経営の安定化に
努める 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のも と 、 市民病院と し ての役割に応じ た政策的医療を 提供し 、 各病院が経営改善の取組みを 進め、 機動的
かつ戦略的な病院経営を 行う こ と で、 年度ごと の経常収支目標を 達成する 。
◯効率的な病床運営、 地域医療機関と の連携推進等によ る 新規患者の確保、 診療機能の強化等によ り 医業収益を 確保する と と
も に経費削減に努め、 法人全体で収支を 均衡さ せるよ う 取り 組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を 踏まえて、 目標値を 設定し た。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○高齢化等によ る 地域医療需要の変化に対応し 、 地域医療機関と の連携強化、 救急車の積極的な受け入れによ る 新規患者の確
保に努める と と も に、 新たな診療報酬加算の取得によ る 増収に取り 組む。
◯診療材料の採用品目見直し 、 価格交渉等によ る 材料費の削減、 及び業務の効率化によ る 経費の削減等に取り 組む。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

②

院長ヒ アリ ン グを 年２ 回実施し 、 業務実績の振り 返り から 解決
すべき 課題について各診療科部長と 共有し 、 議論を行い、 経営
の視点を 踏まえて業務を 行う こ と を 促進する と と も に、 院長直
轄の経営企画会議等、 積極的な増収・ 経営改善提案を 行い、 安
定し た経営基盤の確立に取り 組む

年
度
計
画
の
進
捗

⑤
広報誌「 れんけい」 を 定期的に発行し 、 当院の情報を 地域医療
機関に発信する と と も に、 ホームページを リ ニュ ーアルする な
ど 広報を 強化する こ と で、 患者の増加を 図る

広報誌「 れんけい」 を 毎月発行し 、 当院の情報（ 診療科Ｐ Ｒ や
カ ン フ ァ レ ンスの案内など） を 地域医療機関に発信する こ と に
よ り 、 患者の増加を 図っ た。

①

⑤
Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ や、 内視鏡セン タ ー、 外来化学療法セン タ ーなど
の機能を 活用する こ と で、 医業収益の確保を 進める

・ Ｐ Ｅ Ｔ －Ｃ Ｔ や手術支援ロ ボッ ト と いっ た高度医療機器を は
じ め、 当院の持つ医療機能を 活用し た診断・ 治療に関する 実施
状況を 引き 続き モニタ リ ン グし 、 月次決算報告時等の機会を 捉
えて評価・ 分析する こ と で医業収益の確保を 図っ た。

院長直轄の経営企画会議等、 機を と ら まえてＤ Ｐ Ｃ データ や他
病院の各種指標等に基づいた積極的な増収・ 経営改善提案を 行
い、 安定し た経営基盤の確立に取り 組み、 Ｄ Ｐ Ｃ 機能評価係数
向上への取組みを 推進する

・ 院長直轄の経営企画会議及び保険対策・ 医事委員会等におい
て、 各種加算の算定件数の向上、 ⅮＰ Ｃ 機能評価係数Ⅱの向上
への取り 組みを 進めた。

・ 年２ 回院長ヒ アリ ン グにおいて、 実績の振り 返り や課題につ
いて各診療科部長と 議論を 行う と と も に、 院長直轄の経営企画
会議等において積極的な増収・ 経営改善提案を 行い、 よ り 安定
し た経営基盤の確立に取り 組んだ。
・ 令和６ 年２ 月に経営改善に向けたコ ン サルティ ン グ契約を 締
結し 、 収益向上、 費用削減に向けた分析を 実施し ている 。 （ 継
続中）

④
紹介・ 逆紹介を よ り 一層推進し 地域医療機関と の連携を 強化す
る と と も に、 救急車の積極的な受入れによ る 新規患者確保に努
める

・ 地域における 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染状況を 考慮し
ながら 、 医療機関への訪問を 行い連携強化に努めた。 また、 院
長・ 副院長会議及び救急委員会において、 救急車搬送患者の受
け入れに至ら なかっ た理由を 適時適切に共有・ 分析・ 議論する
と と も に、 救急車の受入れ数向上のため、 病院運営協議会にお
いて報告し 、 各診療科長への受け入れ促進を 図っ た。

③

診療報酬請求について、 外部のコ ン サルタ ン ト を 活用し た精度
調査を 定期的に行い、 請求内容のチェ ッ ク 体制を 更に充実さ せ
る と と も に、 委託業者と 歩調を合わせながら 適切なＤ Ｐ Ｃ コ ー
ディ ン グ提案に取り 組む

・ 外部のコ ンサルタ ン ト によ る 精度調査を 年４ 回行い、 チェ ッ
ク 体制を 充実さ せる と と も に、 結果を委託業者と も 共有し た。
・ Ｄ Ｐ Ｃ 小委員会での議論を 通し て、 適切なコ ーディ ン グを 検
討し た。
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抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

保険対策・ 医事委員会に加え、 請求事務担当者と の査定分析検
討会を 毎月実施し 、 査定分析を行う と と も に、 診療報酬請求内
容の分析を 行う 。 医師の症状詳記の記載にかかる 負担軽減策を
立案する 等、 実施し た医療行為を 最大限収益につなげる ための
取組みを 継続する

・ 査定分析検討会の開催によ る 直近の査定・ 返戻状況を 把握す
る と と も に、 医師へのフ ィ ード バッ ク 及び具体的なアク ショ ン
プラ ン の提示に取り 組んだ。
・ 輸血の査定・ 返戻対策の一環と し て、 記載内容の標準化及び
医師の負担軽減を目的と し て作成し た輸血実施の詳記例文集を
更新し た。
・ 収益の最適化のため、 コ ーディ ン グルールの遵守を 徹底し た
上で、 医師への積極的なＤ Ｐ Ｃ コ ーディ ン グ提案促進を 継続し
た。
・ 「 退院時リ ハビリ テーショ ン 指導料」 、 「 入退院支援加
算」 、 「 救急医療管理加算」 の算定件数向上に努め、 収益確保
に取り 組んだ。

システムや医療機器の更新時期を 調整する 等、 減価償却費の平
準化を 図る

・ でき る だけ早期に調達でき る よ う 調整し た上で、 計画的にシ
ステムや医療機器の更新を 行っ た。

⑧
常任理事会へ毎月経営指標を 報告する こ と によ り 、 定期的に経
営指標の確認を 行う と と も に、 経費については、 経費比率を 意
識し ながら 適切な執行管理に努める

・ 常任理事会へ毎月経営指標を 報告し 、 経営指標の確認を 行っ
た。
・ 毎月経費比率を計算し 、 適切な執行管理を 行っ た。

年
度
計
画
の
進
捗

⑥

在庫管理については、 使用実績を 基に適正な在庫数量を 設定
し 、 在庫金額削減に努める

・ 在庫管理について、 使用実績を 基に高額材料の預託在庫化や
在庫定数の適正化を 行う など、 在庫数量の削減に努めた。
（ 廃棄額　 R4: 2, 684千円　 R5: 1, 969千円）

⑨

⑪

「 夜間 100 対１ 急性期看護補助体制加算」 の算定を 継続する
と と も に、 効果的な夜間看護補助者の配置を 行う 。 また、 「 手
術の休日加算１ 、 時間外加算１ 、 深夜加算１ 」 の継
続し た算定に取り 組む

・ 「 夜間100対１ 急性期看護補助体制加算」 の算定を 継続する
と と も に、 「 手術の休日加算１ 、 時間外加算１ 、 深夜加算１ 」
の対象診療科を 拡大し た。 （ 呼吸器外科、 泌尿器科、 乳腺外
科）

⑦

⑩ 引き 続き 、 後発医薬品のさ ら なる 導入促進に努める

・ 後発品への切り 替えについては、 内服薬、 外用薬、 注射薬を
合計し て14品目を実施し た。
・ 薬剤部門と 事務部門での連携を 密にし 、 薬事委員会（ 年９
回） 等の機会を 捉えて、 後発医薬品のさ ら なる 導入に取り 組ん
だ。
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30, 263

110. 5

98. 4

97. 3

95. 4

81. 7

98. 0

10. 3

97. 1

11, 941

104. 3

R4年度 5年平均
R5年度 目標値

5年平均比 進捗
関連指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

91. 8100. 7 96. 7 90. 1 89. 2 86. 8 92. 7医業収支比率 ( ％) 90. 3

（ 前年度比）

経常収支比率

▲ 0. 9 ▲ 2. 4 97. 4

( ％) 103. 6 100. 1 100. 3 100. 2 98. 9 100. 6 92. 8

（ 前年度比）

病床利用率

▲ 0. 1 ▲ 1. 3 92. 2

( ％) 91. 0 90. 0 78. 4 75. 2 73. 0 81. 5 80. 1

（ 前年度比）

平均在院日数

▲ 1. 0 ▲ 11. 6 ▲ 3. 2 ▲ 2. 2 98. 3

( 日) 10. 6 10. 4 10. 4 10. 3 9. 9 10. 3 10. 0

（ 前年度比）

新規患者数・ 入院（ 一般）

( ％) 97. 8 100. 3 99. 0 96. 1 97. 0

( 人) 13, 332 13, 498 11, 704 11, 304 11, 389 12, 245 12, 459

（ 前年度比）

新規患者数・ 外来（ 一般）

( ％) 101. 2 86. 7 96. 6 100. 8 101. 7

( 人) 37, 951 37, 520 28, 671 30, 788 34, 207 33, 827 33, 454

98. 9

825 654 889 893 13 655 -1, 590

（ 前年度比）

単年度資金収支（ 病院ごと ） （ 百万円）

( ％) 98. 9 76. 4 107. 4 111. 1

（ 前年度比） ( ％)

給与費比率 ( ％) 48. 0 49. 2 53. 9 54. 4 54. 5 52. 0 50. 9

（ 前年度比）

材料費比率

0. 5 0. 1 97. 9

( ％) 28. 2 29. 4 28. 8 29. 4 30. 2 29. 2 30. 1

（ 前年度比）

経費比率

0. 6 0. 8 103. 1

( ％) 18. 0 19. 6 21. 9 21. 6 23. 2 20. 9 22. 7

（ 前年度比）

運営費負担金比率

▲ 0. 3 1. 6 108. 8

( ％) 5. 3 6. 2 4. 7 4. 4 5. 9 5. 3 6. 2

（ 前年度比）

手術件数（ 入院・ 外来合計）

▲ 0. 3 1. 5 117. 0

( 件) 6, 241 6, 272 5, 564 5, 504 5, 795 5, 875 6, 190

（ 前年度比）

患者１ 人１ 日当たり 診療単価・ 入院

( ％) 100. 5 88. 7 98. 9 105. 3 105. 4

( 円) 67, 457 67, 861 72, 218 76, 110 78, 143 72, 358 79, 443

（ 前年度比）

患者１ 人１ 日当たり 診療単価・ 外来

( ％) 100. 6 106. 4 105. 4 102. 7 109. 8

( 円) 15, 384 16, 487 17, 735 18, 963 19, 609 17, 636 19, 660

（ 前年度比）

査定減率・ 入院

( ％) 107. 2 107. 6 106. 9 103. 4

0. 14 ▲ 0. 14 0. 01 ▲ 0. 11

111. 5

( ％) 0. 50 0. 64 0. 50 0. 51 0. 40 0. 51 0. 40

172. 7（ 前年度比） 0. 01 0. 04 0. 04 0. 16

78. 4

( ％) 0. 25 0. 26 0. 30 0. 34 0. 50 0. 33 0. 57

（ 前年度比）

査定減・ 外来

128



財務内容の改善に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

経営改善の取り 組みと 経常収支目標の達成

中期目標
市民病院と し ての役割に応じ た運営費負担金交付のも と で、 ４ 病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を 行い、 年度ごと
の経常収支目標を 達成する こ と によ り 、 法人全体で中期目標期間を 通じ て収支を 均衡さ せる よ う 取り 組むこ と 。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

〇神戸市を はじ め、 国・ 兵庫県等行政機関と の調整を 密に行い、 財源の確保に努める など、 病院の機能維持と 経営の安定化に
努める 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のも と 、 市民病院と し ての役割に応じ た政策的医療を 提供し 、 各病院が経営改善の取組みを 進め、 機動的
かつ戦略的な病院経営を 行う こ と で、 年度ごと の経常収支目標を 達成する 。
◯効率的な病床運営、 地域医療機関と の連携推進等によ る 新規患者の確保、 診療機能の強化等によ り 医業収益を 確保する と と
も に経費削減に努め、 法人全体で収支を 均衡さ せるよ う 取り 組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を 踏まえて、 目標値を 設定し た。

神

戸

ア
イ

セ

ン
タ
ー

病
院

◯多焦点眼内レ ン ズを 用いた水晶体再建術等の提供や、 白内障、 緑内障、 網膜疾患を はじ めと し た質の高い標準医療の着実な
提供と 高度専門医療の実施により 、 収入を 確保する。
◯臨床研究や治験を 推進する ための研究資金の確保に努める 。
◯コ スト 管理の徹底によ り 、 費用の削減を 図る 。

( 4) 市評価 4

第３

１

自己評価 4神戸アイ セン タ ー病院

③
年度計画だけでなく 、 部門ごと に目標を 設定し た部門計画を 策
定し 、 病院全体で目標達成でき る 仕組みを 構築する

・ 各部門において策定し た部門計画に財務の項目を 設定し 、 院
長ヒ アリ ン グで進捗確認を 行い、 薬剤部では薬品の廃棄や期限
切れを 減ら す取り 組みや後発品への切り 替えに実施、 看護部で
は効率的な病床利用や手術枠の増への対応を 行い、 視能訓練士
室では検査枠の見直し 、 栄養管理室では特別治療食加算率の増
加に努め、 事務局でも 各種加算の新規取得を 行う など、 それぞ
れの部門で経営改善に向けて取り 組んだ。

④

各部門だけでなく 委託事業者への院長ヒ アリ ン グを行う と と も
に、 院内連絡協議会に全委託事業者も 参加する こ と で、 経営状
況を共有し 、 病院が一丸と なっ て経営改善に取り 組み、 安定し
た経営基盤の確立を 進める

・ 各部門だけでなく 全委託事業者への院長ヒ アリ ン グを 実施
し 、 現状や課題を確認する と と も に改善の継続を 図っ た。
・ 全委託業者代表が参加する 院内連絡協議会において、 患者数
等主要項目を共有する と と も に、 病院が実施する 感染防止対策
等を 共有し 、 各事業者においても 感染対策の徹底を 図っ た。
・ 毎週、 院長・ 副院長会を 開催し 、 院内の現状や課題につい
て、 情報共有や検討を 行い、 適宜、 必要な改善を 行っ た。

⑤
電子カ ルテを はじ めと し たシステム更新に向け、 Ｄ Ｘ 化も 含め
て受付から 検査・ 診察までの業務効率化を 検討する

・ システム更新のための検討を 行い、 業務効率化のため、 眼科
フ ァ イ リ ン グシステムの新規導入を 行っ た。
・ 患者さ ん向けに統合患者支援システム（ 診療費後払いシステ
ム・ 患者呼び出し システム等） の導入検討を 行っ た。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
手術枠運用の見直し 等の体制整備等を 図り 、 入院患者や手術件
数の増加を 図る と と も に、 次期診療報酬改定への対応を 検討す
る

・ 日帰り 手術を 午前中に実施する 運用を 開始し 、 効率的な手術
室の運用を 行っ た。 【 再掲】
・ また、 日帰り 手術患者の術後の経過観察を 確実に行える よ
う 、 日帰り 手術患者のためのリ カ バリ ールームを 設置し た。
【 再掲】
・ 上記対応等により 、 手術件数は過去最多( 3, 320件) と なり 、
硝子体注射件数( 4, 044件) も 過去最多と なっ た。 【 再掲】
・ 視能訓練士の増員によ る 検査体制の強化も あり 、 外来患者数
( 延52, 805人、 新4, 295人) も 過去最多と なっ た。 【 再掲】

②
材料費の価格交渉を 行う と と も に、 費用削減に取り 組み、 職員
一丸と なっ て経営改善を 継続し て行う

・ 診療材料や薬品のう ち 大き な効果がある 眼内レ ン ズや硝子体
注射薬の薬価交渉を 中心に価格交渉に取り 組み、 費用削減を
行っ た。
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4, 120

（ 前年度比） ( ％) 129. 0 112. 6 111. 7 104. 2

2, 956 3, 813 4, 294 3, 844 4, 295新規患者数・ 外来（ 一般） ( 人) 4, 206 3, 952

2, 362

（ 前年度比） ( ％) 116. 8 93. 4 104. 2 93. 1

1, 866 2, 179 2, 035 2, 112 2, 200新規患者数・ 入院（ 一般） ( 人) 2, 172 2, 306

3. 9

（ 前年度比） ( ％) 97. 5 97. 4 94. 2 92. 3

4. 0 3. 9 3. 8 3. 8 3. 6平均在院日数 ( 日) 3. 8 3. 6

79. 7

（ 前年度比） 0. 2 ▲ 7. 6 10. 7 ▲ 6. 9 99. 3 91. 2

67. 3 78. 0 71. 1 73. 2 72. 7病床利用率 ( ％) 74. 7 74. 9

100. 3

（ 前年度比） 4. 9 ▲ 5. 6 4. 9 ▲ 4. 9 98. 1 100. 5

100. 5 105. 4 100. 5 102. 7 100. 8経常収支比率 ( ％) 101. 2 106. 1

99. 0

（ 前年度比） 5. 5 ▲ 3. 7 5. 2 ▲ 4. 6 99. 4 100. 1

98. 2 103. 4 98. 8 99. 7 99. 1医業収支比率 ( ％) 96. 4 101. 9

R4年度 5年平均
R5年度 目標値

5年平均比 進捗
関連指標【 神戸アイ セン タ ー病院】 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

63

（ 前年度比） ( ％)

219 347 234 ▲ 39 ▲ 241 104単年度資金収支（ 病院ごと ） （ 百万円）

33. 7

（ 前年度比） ▲ 0. 3 1. 9 98. 5

給与費比率 ( ％) 35. 3 33. 4 33. 7 33. 4 35. 3 34. 2

34. 7

（ 前年度比） 4. 5 1. 1 111. 8

材料費比率 ( ％) 32. 5 31. 3 27. 1 31. 6 32. 7 31. 0

18. 0

（ 前年度比） 0. 1 ▲ 0. 1 103. 8

経費比率 ( ％) 18. 3 17. 0 17. 1 17. 2 17. 1 17. 3

4. 0

（ 前年度比） ▲ 0. 3 ▲ 0. 2 67. 3

運営費負担金比率 ( ％) 6. 4 6. 7 5. 8 5. 5 5. 3 5. 9

3, 320

（ 前年度比） ( ％) 118. 7 105. 5 115. 4

手術件数（ 入院・ 外来合計） ( 件) 2, 768 3, 036 2, 496 2, 962 3, 125 2, 877

87, 151

（ 前年度比） ( ％) 100. 3 97. 9 97. 0

患者１ 人１ 日当たり 診療単価・ 入院 ( 円) 91, 899 99, 511 86, 321 86, 586 84, 759 89, 815

23, 714

（ 前年度比） ( ％) 104. 4 100. 6 113. 0

患者１ 人１ 日当たり 診療単価・ 外来 ( 円) 18, 714 19, 828 21, 444 22, 390 22, 528 20, 981

▲ 0. 01 ▲ 0. 01 41. 7

査定減率・ 入院 ( ％) 0. 11 0. 10 0. 06 0. 05 0. 04 0. 07 0. 03

（ 前年度比）

0. 02

（ 前年度比） ▲ 0. 03 0. 01 19. 2

査定減・ 外来 ( ％) 0. 27 0. 09 0. 07 0. 04 0. 05 0. 10
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2, 382 -7, 102

経常収支比率

2, 543

医業収支比率 ( ％) 96. 7 95. 5

（ 前年度比） 0. 0 7. 8

単年度資金収支（ 病院ごと ） （ 百万円） ▲ 64 584 2, 393

▲ 3. 4 ▲ 1. 9

( ％) 100. 0 99. 6 102. 1

（ 前年度比） ▲ 0. 4 1. 7 5. 7 ▲ 0. 9 92. 1 92. 8

101. 3 107. 0 106. 1 102. 8 94. 7

6, 453

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

抜本的改善が必
要な事項

・ 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の流行状況等を 踏まえ必要な病床
を 確保し た上で、 補助制度の改正に応じ て適切に財源を 確保し
た。

・ 財務データ や診療データ の各種経営指標を 用いた他病院比較
を 実施し 各病院の現状を 把握する と と も に、 年度当初に「 経営
改善計画」 を策定し 、 第２ 、 第３ 四半期に進捗管理を 行う など
収益の確保、 費用の縮減によ る 収支改善に取り 組んだ。
・ 毎月、 常任理事会で経営指標を 報告し 、 情報の共有と 課題の
抽出に取り 組んだ。 また、 年度途中で適切な執行管理ができ て
いる かどう か、 四半期ごと の決算見込みや予算編成時などの機
会を 通じ て、 各病院と 法人本部にヒ アリ ン グを 実施し 、 新たな
課題への対策や適切な執行管理に努めた。

88. 0

（ 前年度比） ▲ 1. 2 ▲ 10. 2 3. 3 1. 0 99. 3 102. 8

85. 3 88. 6 89. 6 91. 1 90. 5

5年平均 R5年度 目標値
5年平均比 進捗

関連指標【 法人本部（ 法人全体） 】 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

財務内容の改善に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

経営改善の取り 組みと 経常収支目標の達成

第３

１

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①

国・ 神戸市等、 行政機関における 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の
位置づけおよ び対応方針に応じ て、 必要な財源の確保に努める
など、 病院の機能維持と 経営の安定化に努める
【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】

②
患者の受診動向の変化を 踏まえ、 常任理事会へ毎月経営指標を
報告する など、 定期的に経営指標の確認を 行う と と も に、 収支
改善に向けた取組みを 実施し ていく

( 5)

中期目標
市民病院と し ての役割に応じ た運営費負担金交付のも と で、  ４ 病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を 行い、  年度ご
と の経常収支目標を 達成する こ と によ り 、  法人全体で中期目標期間を 通じ て収支を 均衡さ せる よ う 取り 組むこ と 。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

〇神戸市を はじ め、 国・ 兵庫県等行政機関と の調整を 密に行い、 財源の確保に努める など、 病院の機能維持と 経営の安定化に
努める 【 新型コ ロ ナウイ ルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のも と 、 市民病院と し ての役割に応じ た政策的医療を 提供し 、 各病院が経営改善の取組みを 進め、 機動的
かつ戦略的な病院経営を 行う こ と で、 年度ごと の経常収支目標を 達成する 。
◯効率的な病床運営、 地域医療機関と の連携推進等によ る 新規患者の確保、 診療機能の強化等によ り 医業収益を 確保する と と
も に経費削減に努め、 法人全体で収支を 均衡さ せるよ う 取り 組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を 踏まえて、 目標値を 設定し た。

法
人
本
部

◯医療を 取り 巻く 環境の変化を踏まえ、 経営にかかる 課題の抽出・ 分析を 実施する など、 各病院への経営改善支援を 効果的か
つ効率的に行う 。
◯各病院と 法人本部と の適切な役割分担を 行い、 効率的な業務運営体制を 踏まえた組織運営を 行う 。

市評価 3

R4年度

給与費比率 ( ％) 47. 6 47. 6 55. 4 52. 0 50. 1 50. 5 48. 1

（ 前年度比） ( ％)

材料費比率 ( ％) 29. 9 30. 8 30. 7 31. 2 31. 8 30. 9

95. 2

33. 3

107. 8

8. 1 4. 6 4. 1

21. 1

103. 0

7. 5

0. 5 0. 6

20. 5

6. 37. 1

（ 前年度比） 0. 9 ▲ 0. 1

19. 0 22. 4 21. 1 21. 3経費比率 ( ％) 18. 6

自己評価 3法人本部

119. 8（ 前年度比） 0. 7 ▲ 3. 5

▲ 1. 3 0. 2

運営費負担金比率 ( ％) 7. 4

0. 4 3. 4

3. 0

（ 前年度比）

▲ 0. 5
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財務内容の改善に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

経営基盤の強化

( 1)

中期目標

新規患者数の確保や適正な在院日数に基づく 病床管理に取り 組むこ と に加えて、 高度医療機器の効率的な運用や、 診療報酬改
定等に的確かつ速やかに対応する など、 確実に収入を 確保する こ と 。 また、 市民病院と し て市の政策課題に協力する 場合には
必要な負担を 求める と と も に、 ４ 病院体制のメ リ ッ ト を 生かし た費用の削減やコ スト の管理、 各部門での業務内容や委託業務
等の見直し によ る 業務の効率化を 通じ て費用の最適化を 図る こ と 。

第３

２

年
度
計
画
の
進
捗

法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

①
積極的な救急受入れや紹介患者確保によ る 利用率の向上に加
え、 Ｄ Ｐ Ｃ 入院期間を 意識し た病床運営の取組みによ る 入院単
価の向上等によ り 収益確保を 図る

・ 常任理事会における 月次決算の報告において、 新規患者数や
救急患者の受入状況、 紹介率等の各種指標を 確認のう え、 単価
の向上、 収益の確保を 図っ た。

具体的な取り 組み

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

◯新規患者数の確保や適正な在院日数に基づく 病床管理に取り 組むこ と に加えて、 高度医療機器の効率的な運用を 行い、 確実
に収入を 確保する 。
◯医療を 取り 巻く 環境の変化に迅速に対応でき る よう 、 適時、 的確な経営分析を 進める と と も に、 診療報酬改定にも 的確かつ
速やかに対応し 、 新たな収入の確保を 図る 。

市評価 3

各病院の算定率向上やＤ Ｐ Ｃ 医療機関別係数向上への支援を 行
う と と も に、 診療報酬改定を 含めた国の医療政策等に速やかに
対応する こ と で新たな収入の確保に取り 組む

・ 施設基準の届出等の状況や医学管理料の算定状況を 把握し 、
他施設等の比較も 行いながら 新たな加算や施設基準の取得に向
けた取り 組みを 行っ た。

②

③
機構の資金需要を 予測し た上で、 留保資金について、 大口定
期、 債券での資金運用を 積極的に行う

④

寄付金を 積極的に受入れる ため、 引き 続き 院内でＰ Ｒ チラ シを
配布する ほか、 寄付を いただいた方を ホームページで紹介する
等の取組みを 行う 。 また、 研究奨励を 目的と する 企業から の寄
付についても 受入れを 行う

・ 今後の資金需要が不透明なため、 新たな長期運用は行わず１
年間の大口定期の運用を 行っ ている 。
【 運用益】
運　 用　 額： 大口定期預金90億円( 運用期間１ 年)
　 　 　 　 　 　 債券等17億円（ 運用期間10～30年)
　 　 　 　 　 　 ※う ち ５ 億円は令和６ 年度末で満期によ り
　 　 　 　 　 　 償還。
利息収入額： 13, 907千円

・ 院内でのＰ Ｒ チラ シの配布やホームページへの掲載に加え、
利便性向上のためイ ン タ ーネッ ト での寄付申込も 受け付けてい
る 。 （ 実績： 72, 234千円。 う ち イ ン タ ーネッ ト 寄付実績33件
13, 141千円）
・ 平成29年11月より 制度を 設けた研究奨励寄付金についても
引き 続き 寄付の受け入れを 行っ た（ 実績： 5, 300千円） 。

自己評価 3収入の確保及び費用の最適化
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法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）具体的な取り 組み

・ 引き 続き 契約期間を 10月～９ 月と する こ と で、 薬価改定に対
応し た交渉期間を確保する と と も に、 更なる 競争意識を 高める
ために仕様等を 改定する こ と で、 費用の削減を 図っ た。
・ ４ 病院の薬剤部、 事務局及び法人本部で薬価交渉を 行っ た結
果、 ９ 月末までに薬価総額100％を 妥結し 、 年間約118百万円の
費用を 削減する と と も に、 約1, 043百万円（ 税込） の薬価差益
を 獲得し た。

④
各種調達において、 透明性・ 公正性を 高め、 競争性がよ り 働く
よ う 取り 組む

・ 制度に則っ た公平・ 公正な入札、 契約に努めた。

③
在庫管理については、 使用実績を 基に適正な在庫数量を 設定す
る と と も に、 破損・ 滅菌切れ等の把握・ 削減を 図り 、 在庫金額
削減に努める

・ 各病院で在庫定数の見直し 、 採用材料の１ 増１ 減の周知を 継
続的に行う と と も に、 破損・ 滅菌切れの報告等を 徹底する こ と
で、 在庫金額削減に努めた。

令和５ 年４ 月の薬価改定を 踏まえ、 法人本部と 各病院の薬剤部
及び事務局が一体と なっ た積極的な価格交渉を 行い、 ９ 月末ま
でに薬価総額50％以上を 妥結し 、 高い値引き 率を 維持する と と
も に、 ９ 月の契約更新時においては、 効果的な手法によ り 値引
き 率の維持・ 向上を 図る

②

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

①
診療材料について、 購入価格の統一化や共通化を 図る と と も
に、 民間ベン チマーク を 活用し た各病院への側面的支援のほ
か、 材料委員会に出席・ 助言する こ と で、 費用の削減に努める

・ ベン チマーク を活用し 、 各病院と 法人本部で継続し て価格交
渉を 行っ たほか、 ４ 病院の材料委員会に出席し 、 医療者等に対
し て的確に助言を行い費用の削減を 図っ た。
・ 複写機やその他消耗品等において、 スケールメ リ ッ ト を 活か
し ４ 病院共同での入札や価格交渉を 行う こ と で、 費用の削減を
図っ た。

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

◯４ 病院体制のメ リ ッ ト を 活かし た費用削減と し て、 一括購入の促進を図る と と も に、 医薬品については価格交渉の徹底を 、
診療材料については引き 続き 品目の統一化や在庫の適正化等への取組みを 推進する 。

関連指標【 中央市民病院】 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

82

（ 前年度比） ▲ 19 ▲ 1 ▲ 5 34 167. 3

未収金額・ 現年 （ 百万円） 60 41 40 35 69 49

84

（ 前年度比） ▲ 3 ▲ 42 ▲ 5 23 86. 6

未収金額・ 滞納繰越 （ 百万円） 122 119 77 72 95 97

44. 8

（ 前年度比） ▲ 0. 1 9. 3 ▲ 6. 0 ▲ 2. 6 94. 8

給与費比率 ( ％) 44. 7 44. 6 53. 9 47. 9 45. 3 47. 3

36. 4

（ 前年度比） 1. 0 0. 7 0. 3 0. 4 109. 6

材料費比率 ( ％) 31. 8 32. 8 33. 5 33. 8 34. 2 33. 2

21. 0

（ 前年度比） 0. 0 4. 1 ▲ 2. 7 0. 0 101. 5

経費比率 ( ％) 19. 3 19. 3 23. 4 20. 7 20. 7 20. 7
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▲ 0. 1

47. 6

▲ 1. 3 0. 2 103. 0（ 前年度比） 0. 4 3. 4

0. 5 0. 6 107. 8

経費比率 ( ％) 18. 6 19. 0 22. 4 21. 1 21. 3 20. 5 21. 1

（ 前年度比） 0. 9

48. 1

▲ 3. 4 ▲ 1. 9 95. 2

材料費比率 ( ％) 29. 9 30. 8 30. 7 31. 2 31. 8 30. 9 33. 3

（ 前年度比） 0. 0 7. 8

給与費比率 ( ％) 47. 6 55. 4 52. 0 50. 1 50. 5

R4年度 5年平均 R5年度
5年平均比

関連指標【 法人本部（ 法人全体） 】 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

0 0

（ 前年度比） ▲ 0 0

未収金額・ 滞納繰越 （ 百万円） 0 0 1 0 0

0 0 ▲ 0

（ 前年度比）

関連指標【 アイ セン タ ー病院】 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均 R5年度
5年平均比

未収金額・ 現年 （ 百万円） 0 0 0 0 0

107

（ 前年度比） ▲ 58 6 ▲ 3 30 135. 3

未収金額・ 現年 （ 百万円） 117 59 65 62 92 79

0 0

150

（ 前年度比） ▲ 0 ▲ 58 0 31 92. 4

未収金額・ 滞納繰越 （ 百万円） 191 191 133 133 164 162

（ 前年度比） ▲ 0 1 ▲ 1 ▲ 0 0

33. 7

（ 前年度比） ▲ 1. 9 0. 3 ▲ 0. 3 1. 9 98. 5

給与費比率 ( ％) 35. 3 33. 4 33. 7 33. 4 35. 3 34. 2

34. 7

（ 前年度比） ▲ 1. 2 ▲ 4. 2 4. 5 1. 1 111. 8

材料費比率 ( ％) 32. 5 31. 3 27. 1 31. 6 32. 7 31. 0

経費比率 ( ％) 18. 3 17. 0 17. 1 17. 2 17. 1 17. 3 18. 0

▲ 1. 3 0. 1 0. 1 ▲ 0. 1 103. 8

関連指標【 西神戸医療セン タ ー】 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

12

（ 前年度比） ▲ 14 8 ▲ 3 ▲ 1 74. 1

未収金額・ 現年 （ 百万円） 24 10 18 15 14 16

36

（ 前年度比） 5 ▲ 14 6 5 116. 1

未収金額・ 滞納繰越 （ 百万円） 32 37 23 29 34 31

50. 9

（ 前年度比） 1. 2 4. 7 0. 5 0. 1 97. 9

給与費比率 ( ％) 48. 0 49. 2 53. 9 54. 4 54. 5 52. 0

30. 1

（ 前年度比） 1. 2 ▲ 0. 6 0. 6 0. 8 103. 1

材料費比率 ( ％) 28. 2 29. 4 28. 8 29. 4 30. 2 29. 2

22. 7

（ 前年度比） 1. 6 2. 3 ▲ 0. 3 1. 6 108. 8

経費比率 ( ％) 18. 0 19. 6 21. 9 21. 6 23. 2 20. 9

関連指標【 西市民病院】 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 5年平均
R5年度

5年平均比

13

（ 前年度比） ▲ 25 ▲ 1 5 ▲ 3 94. 2

未収金額・ 現年 （ 百万円） 33 8 7 12 9 14

30

（ 前年度比） ▲ 2 ▲ 3 0 3 87. 7

未収金額・ 滞納繰越 （ 百万円） 37 35 32 32 35 34

59. 4

（ 前年度比） ▲ 1. 1 9. 5 1. 4 ▲ 4. 4 91. 5

給与費比率 ( ％) 60. 4 59. 3 68. 8 70. 2 65. 8 64. 9

26. 5

（ 前年度比） 0. 8 ▲ 1. 4 ▲ 0. 8 1. 1 108. 2

材料費比率 ( ％) 24. 8 25. 6 24. 2 23. 4 24. 5 24. 5

19. 7

（ 前年度比） 0. 3 3. 9 2. 0 ▲ 1. 6 99. 7

経費比率 ( ％) 16. 7 17. 0 20. 9 22. 9 21. 3 19. 8
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年
度
計
画
の
進
捗

職員の働き 方改革や業務効率化を 推進する と と も に、 待ち 時間
の短縮など患者の利便性向上を図る ため、 院内のＤ Ｘ 推進に向
けた計画的な投資を 進める

・ Ｒ Ｐ Ａ の導入によ る 業務の効率化・ 自動化を 推進（ 稼働実
績： 26件） する と と も に、 診察待ち 時間を 有効に使える よ う 、
診察の順番が近く になればＬ Ｉ Ｎ Ｅ にて呼び込むサービ スを 令
和６ 年４ 月から 開始する ための準備を行っ た。

高度医療機器の更新・ 整備については、 経年劣化し た機器の更
新、 安全性や精度がよ り 高い機器等の導入を 図る と と も に、 院
長等によ る ヒ アリ ン グを 行い、 長期的な収益性を 考慮し た上で
判断する

・ 医療機器等要求について、 院長ヒ アリ ン グを 実施し 、 経年劣
化し た機器の更新、 安全性や精度がより 高い機器等の導入を 図
る と と も に、 各部門の収益状況や今後の方針を 踏まえて、 長期
的な収益性も 考慮し たう えで購入予定機器の優先順位を 決定し
た。

経年劣化し た既存設備の保全・ 改修を 計画的に実施する
・ 引き 続き 、 経年劣化し た既存設備の保全・ 改修を 計画的に実
施し た。

新病院整備を 踏まえ、 高額医療機器の更新計画を 策定する と と
も に、 経年劣化し た既存設備の保全・ 改修を 計画的に実施する

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

西
市
民
病
院

第３

２

神戸市の基幹病院と し て、 患者中心の質の高い医療を 安全に提
供し 、 市民の生命と 健康を 守るため、 経年劣化し た機器の更新
や、 安全性や精度がよ り 高い機器等の導入を 図る

・ 各診療科・ コ メ ディ カ ル部門・ 看護部に対し 、 第４ 期中期計
画期間中の投資についてヒ アリ ン グを実施し 、 投資計画を 策定
し た。 また、 令和５ 年度においては、 平成30年度に作成し た第
３ 期中期計画期間中の投資計画に沿っ た機器等の導入を 行っ
た。

( 2)

中期目標
４ 病院の役割や社会情勢の変化、 市民ニーズ等を 踏まえ、 状況に応じ た的確な投資を 検討する こ と 。 その際、 投資効果を 勘案
すると と も に、 投資後の収支の見通し を 立てた上で計画的に投資を 行う こ と 。 加えて、 実施後はその効果を 検証し 、 業務運営
上の課題が検出さ れた場合には、 当該課題の改善に努める こ と 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯少子高齢化等の社会情勢や医療需要の変化、 並びに医療政策の動向等を 踏まえ、 ４ 病院の役割や特徴、 収益性を 勘案し た計
画的な投資を 推進する 。
◯高度医療機器の更新及び整備等総合的な投資計画を 策定し 、 状況に応じ た的確な投資を 行う と と も にその効果を 病院長が毎
年度継続的に検証し 、 課題が検出さ れた場合には当該課題の改善に取り 組む。
◯建物設備の経年劣化に対応する ため、 中長期的な視点に立っ た計画的な保全整備等を 実施する 。

市評価 3

中
央
市
民
病
院

経営基盤の強化

財務内容の改善に関する 目標を 達成する ためにと る べき 措置

計画的な投資の実施と 効果の検証

・ 新病院が予定さ れている 令和10年度を 見据え、 計画的な高額
医療機器の更新や経年劣化し た既存設備の保全・ 改修を 行っ
た。

新たに必要と なっ た感染症対策工事を 実施する
・ 感染症対策のため、 結核病棟において個室化工事を 実施し
た。

自己評価 3

高額な医療機器について、 投資額の平準化に努めると と も に、
大型放射線機器を 更に延命化する など、 経営状況に応じ た投資
に努める

・ 予算編成において、 大型放射線機器の更新について関係部署
と 検討を 行い、 投資額の平準化を 進める と と も に、 医療機器の
更新について、 更新対象の基準を 引き 続き 取得後８ 年と し た。

高度医療機器の更新及び整備について院長等によ るヒ アリ ン グ
を 行い、 長期的な収益性を 考えた判断を 行う と と も に、 その効
果を検証する

・ 医療機器の更新及び整備にあたり 、 ヒ アリ ン グを 実施し 、 経
年劣化し た機器の更新、 安全性や精度がよ り 高い機器等の導入
を 図る と と も に、 長期的な収益性等も 考慮し た上で購入予定機
器の優先順位を 決定し た。

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）
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法
人
本
部

Ｉ Ｃ Ｔ 等の新技術の積極活用によ る 働き 方改革・ 業務効率化
や， 新興感染症への備えと し ての施設等改修や人材育成など，
将来に渡っ て患者サービ スや医療機能を 向上さ せ経営基盤の強
化につながる 新事業に対し て， ４ 病院及び法人本部で計画的に
投資を 行う

患者サービ スや医療機能を 向上さ せ、 経営基盤の強化につなが
る 新事業への投資と し て、 令和５ 年度に下記事業の運用を 開始
し た。
・ Ｐ Ｈ Ｓ 代替スマート フ ォ ン の導入（ 中央: ６ 月～）
・ 音声入力システムの本格運用（ 中央: ７ 月～）
・ 病床管理システム（ Ｖ Ｃ Ｃ ） の運用開始（ 中央： １ 月～）
・ タ ブレ ッ ト 問診の部署拡大（ 西: ６ 月～）
・ 情報統合基盤( 共同Ｄ ＷＨ ) の構築（ 本部： ９ 月）

医療機器や建物改修等の更新時期を 整理し 、 次期中期計画策定
に向け効率的な投資計画を 整備する

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

・ 電子カ ルテの更新( 令和６ 年12月) を始めと し て、 大規模な医
療機器及びシステムの更新や新規導入を 含み、 開院後初と なる
医療機能の拡充や福利厚生面での建物整備を 行う ための投資計
画を 作成し た。
・ 「 再生・ 細胞医療・ 遺伝子治療の社会実装に向けた環境整備
事業費補助金」 （ 経済産業省） 事業に採択さ れたため、 本補助
金を 最大限活用し 、 本年度の機器購入計画を 滞り なく 進めた、
また、 第４ 期中期計画を 踏まえ、 今後の投資計画を 策定し た。

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項
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抜本的改善が必
要な事項

西市民病院の建替え整備について、 新西市民病院整備基本計画
に基づき 、 神戸市と 十分に連携を 図り ながら 、 新病院整備にお
ける関連事業を 進める 。 また、 院内ワーキン ググルー
プ の体制を 新たに構築し 、 新病院にかかる 運用の検討、 基本設
計を進める

・ 西市民病院の建替え整備について、 新西市民病院整備基本計
画に基づき 、 新病院における 運用フ ローや動線について検討を
行う と と も に、 間仕切り 案の作成や医療機器レ イ アウト 、 必要
設備の検討など 神戸市と も 連携を 取り ながら 基本設計を 進め
た。

＜法人の自己評価： 評価を 「 ５ 」 または「 １ 」 と し た場合のみ記載＞

特筆すべき 事項

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り 組み 法人の自己評価（ 実施状況、 判断理由）

法
人
本
部

中期目標
西市民病院の建替え整備について， 新西市民病院整備基本方針を 踏まえ， 市と 十分に連携を 図り ながら 取り 組む。
また， 地域医療機関と の連携及び役割分担のも と ， 地域包括ケアシステムを 推進する ため， 市街地西部の中核病院と し て担う
べき 役割及び機能について検討を 進める 。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

西市民病院の建替え整備について， 新西市民病院整備基本方針を 踏まえ， 神戸市と 十分に連携を 図り ながら 取り 組む。
また， 地域医療機関と の連携及び役割分担のも と ， 地域包括ケアシステムを 推進する ため， 市街地西部の中核病院と し て担う
べき 役割及び機能について検討を 進める 。

第４ その他業務運営に関する 重要事項を 達成する ためにと る べき 措置

自己評価 3 市評価 4
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計 89, 047 89, 540 493

【 人件費】 期間中総額33, 814百万円を支出し た。
　 　 なお， 当該金額は， 役員報酬並びに職員基本給， 職員諸手当， 時間外勤務手当及び休職者給与の額に相当する も のである 。
（ 注） 計数は、 単位未満を 四捨五入し ている ため、 合計等において一致し ない場合がある 。

その他の資本支出 193 323 130

その他の支出 0 0 0

建設改良費 5, 273 4, 522 ▲ 751

償還金 6, 707 6, 707 0

臨時損失 0 0 0

資本支出 12, 173 11, 552 ▲ 621

研究研修費 20 11 ▲ 9

営業外費用 663 642 ▲ 21

給与費 438 471 33

経費 904 677 ▲ 227

研究研修費 833 754 ▲ 79

一般管理費 1, 362 1, 159 ▲ 203

材料費 24, 116 25, 797 1, 681

経費 17, 053 16, 293 ▲ 760

医業費用 74, 849 76, 187 1, 338

給与費 32, 847 33, 343 496

支出

営業費用 76, 211 77, 346 1, 135

その他の収入 0 0 0

計 81, 805 82, 438 633

長期借入金 2, 523 2, 523 0

その他資本収入 34 771 737

運営費負担金 155 155 0

運営費交付金 0 0 0

その他臨時収益 0 0 0

資本収入 2, 712 3, 449 737

臨時利益 0 0 0

運営費負担金 0 0 0

運営費負担金 270 270 0

その他営業外収益 838 904 66

その他営業収益 2, 975 1, 580 ▲ 1, 395

営業外収益 1, 108 1, 174 66

医業収益 69, 329 70, 554 1, 225

運営費負担金 5, 681 5, 681 0

収入

営業収益 77, 985 77, 815 ▲ 170

第５ 予算（ 人件費の見積り を 含む。 ） ， 収支計画及び資金計画

１ 　 予算（ 令和５ 年度） （ 単位： 百万円） （ 税込）

科目 予算額 決算額
差額

（ 決算－予算）

138



総利益 ▲ 3, 387 ▲ 4, 524 ▲ 1, 137

純利益 ▲ 3, 387 ▲ 4, 524 ▲ 1, 137

目的積立金取崩額 0 0 0

雑支出 27 53 26

臨時損失 15 94 79

控除対象外消費税 3, 533 3, 754 221

控除対象外消費税償却 262 265 3

営業外費用 4, 458 4, 662 204

財務費用 636 591 ▲ 45

減価償却費 46 41 ▲ 5

研究研修費 18 10 ▲ 8

給与費 437 528 91

経費 846 606 ▲ 240

研究研修費 766 684 ▲ 82

一般管理費 1, 347 1, 185 ▲ 162

経費 15, 605 14, 852 ▲ 753

減価償却費 5, 021 4, 887 ▲ 134

給与費 33, 457 33, 865 408

材料費 21, 973 23, 449 1, 476

営業費用 78, 169 78, 921 752

医業費用 76, 822 77, 737 915

その他臨時収益 0 0 0

支出の部

臨時利益 0 0 0

運営費負担金収益 0 0 0

運営費負担金収益 270 270 0

その他営業外収益 798 798 0

その他営業収益 30 43 13

営業外収益 1, 068 1, 068 0

資産見返寄付金戻入 29 31 2

資産見返物品受贈額戻入 26 42 16

資産見返運営費交付金戻入 53 70 17

資産見返補助金等戻入 295 307 12

寄付金収益 121 75 ▲ 46

資産見返運営費負担金戻入 0 0 0

運営費負担金収益 5, 681 5, 681 0

補助金等収益 2, 820 1, 497 ▲ 1, 323

営業収益 78, 187 78, 085 ▲ 102

医業収益 69, 132 70, 338 1, 206

科目 予算額 決算額
差額

（ 決算－予算）

収入の部

２ 　 令和５ 年度収支計画 （ 単位： 百万円） （ 税抜）
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その他の財務活動によ る 支出 0 0 0

翌事業年度への繰越金 16, 727 0 ▲ 16, 727

長期借入金の返済によ る 支出 6, 479 6, 479 0

移行前地方債償還債務の償還によ る 支出 228 228 0

その他の投資活動によ る 支出 193 13 ▲ 180

財務活動による 支出 6, 707 6, 707 0

有形固定資産の取得によ る 支出 4, 043 4, 054 11

無形固定資産の取得によ る 支出 1, 230 463 ▲ 767

- 9, 000 9, 000定期預金の預入によ る 支出

その他の業務活動によ る 支出 19, 472 20, 295 823

投資活動による 支出 5, 466 13, 530 8, 064

材料費支出 24, 116 23, 412 ▲ 704

業務活動による 支出 76, 874 77, 868 994

給与費支出 33, 286 34, 162 876

前事業年度より 繰越金 23, 969 0 ▲ 23, 969

資金支出 105, 774 98, 105 ▲ 7, 669

長期借入れによ る 収入 2, 523 2, 523 0

その他の財務活動によ る 収入 0 0 0

その他の投資活動によ る 収入 34 176 142

財務活動による 収入 2, 523 2, 523 0

運営費負担金によ る 収入 155 155 0

運営費交付金によ る 収入 0 0 0

投資活動による 収入 189 6, 831 6, 642

定期預金の戻入によ る 収入 - 6, 000 6, 000

投資有価証券の償還・ 売却によ る 収入 - 500 500

運営費負担金によ る 収入 5, 951 5, 980 29

その他の業務活動によ る 収入 3, 813 6, 512 2, 699

業務活動による 収入 79, 093 82, 792 3, 699

診療業務による 収入 69, 329 70, 300 971

科目 予算額 決算額
差額

（ 決算－予算）

資金収入 105, 774 92, 146 ▲ 13, 628

３ 　 令和５ 年度資金計画 （ 単位： 百万円）
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年
度
計
画
の
進
捗

① 令和５ 年度において， 短期借入金は発生し なかっ た。

① なし

実績

① 令和５ 年度決算では当期純損失が生じ たため， 全て剰余金から 取り 崩し た。

第８ 剰余金の使途

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

決算において剰余を 生じ た場合は， 病院施設の整備・ 修繕， 医療機器の導入， 人材育成及び能力開発の充実等に充てる。

第７ 重要な財産を 譲渡し ， 又は担保に供する 計画

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

なし

年
度
計
画
の
進
捗

実績

第６ 短期借入金の限度額

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

１  限度額 10, 000百万円
２  想定さ れる 短期借入金の発生理由
（ １ ） 賞与の支給等によ る 一時的な資金不足への対応
（ ２ ） 予定外の退職者の発生に伴う 退職手当の支給等， 偶発的な出費への対応

年
度
計
画
の
進
捗

実績
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１ 　 施設及び設備に関する 計画
（ 令和５ 年度） （ 単位： 百万円）

（ 注１ ） 金額については見込みである 。
（ 注２ ） 各事業年度の神戸市長期借入金等の具体的な内容については、 各事業年度の予算編成過程において決定さ れる。

１ 　 施設及び設備に関する 計画（ 令和５ 年度）
（ 令和５ 年度） （ 単位： 百万円）

年
度
計
画
の
進
捗

実績

①

〇優れた専門職の確保と 人材育成
・ すべての職員が必要な技術や知識を 習得でき る よう 、 各階層や職種ごと の研修を 実施する など 職員の資質向上に努める と と
も に、 資格取得支援制度や留学制度等を 継続的に実施し 、 職員の能力向上への支援にも 取り 組んだ。
・ また採用試験については、 令和５ 年度に事務職員は選考の受験者負担を 軽減する ため、 筆記の教養試験を 廃止し Ｓ Ｐ Ｉ へ変
更し 、 技術職員は多様な人材を確保する ため、 常時募集を 開始し た。 看護職員は計画的な採用確保を 実施する ため、 特別推薦
制度の実施する と と も に、 他の医療機関等を 視察し 先進的な取り 組みの収集など職員採用制度の多様化に取り 組んだ。

〇職員が意欲的に働く こ と のでき る 人事給与制度の構築
・ より 職員が高いモチベーショ ン を 持っ て業務に従事し 、 組織全体のパフ ォ ーマン ス向上を 図れる よ う 人事評価制度の見直し
を 実施する など、 職員の能力及び業績に基づく 人事給与体制の構築に取り 組んだ。
・ 働き 方改革の推進では、 ワーク ラ イ フ バラ ン スの確保に向け、 休暇制度の整備や院内保育所・ 病児保育室の運営を 継続する
と と も に、 医師を はじ め医療者の負担軽減への取り 組みと し て、 医師事務作業補助者の配置や、 職種間の連携や役割分担を 進
めた。

〇人材育成等における 地域貢献
医師、 看護師、 薬剤師等医療系学生を 積極的に受け入れ、 教育病院と し て人材育成に貢献する と と も に、 看護師の復職支援の
ための取り 組みを 継続し た。

神戸アイ セン タ ー病院施設， 医療機器等整備 総額 297
神戸市長期借入金 50
その他 247

年
度
計
画
の
進
捗

実績

①

施設及び設備の内容 決定額 財源

中央市民病院施設， 医療機器等整備 総額

総額 874 神戸市長期借入金

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

２ 　 人事に関する 計画
・ 多様な働き 方を 選択でき る 労働環境を 整備し ， 職員一人ひと り がよ り 良い将来の展望を 持てる よ う ， 働き 方の改革に取り 組
むと と も に， 優れた専門職の確保と 人材育成に努める 。
・ 医療を 取り 巻く 環境の変化への対応， 医療の質向上や医療安全の確保， 患者サービ ス向上等に十分配慮し た上で， 業務量や
業務内容に応じ た人員配置や多様な雇用形態の活用等によ り 効率的かつ効果的な体制及び組織を 構築する 。

西神戸医療セン タ ー施設， 医療機器等整備 総額 830
神戸市長期借入金 624
その他 206

508
その他 366

2, 521 神戸市長期借入金 1, 341
その他 1, 180

西市民病院施設， 医療機器等整備

総額 5, 273 神戸市長期借入金等

第９ 地方独立行政法人神戸市民病院機構の業務運営等に関する 規則で定める 業務運営に関する 事項

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

施設及び設備の内容 予定額 財源
病院施設、 医療機器等整備
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【 課題】

新興感染症対策について

地域医療機関と の連携強化について

Ｄ Ｘ の推進について

情報セキュ リ ティ 対策について

令和４ 事業年度の業務実績評価における課題への対応状況について

令和５ 年度の取り 組み状況

引き 続き 、 優秀な人材確保と 育成を行う と と も に、 救急医療・ 高度医療など質の高い医療を 提供し 、 市民の生命と 健康を 守ると
いう 使命を 果たすこ と が望まれる 。
・ 新興感染症対策
今後、 新たな感染症が発生し た際にも 、 まずは市民病院機構において、 引き 続き 中心的な役割を果たすこ と が望まれる。
・ 地域医療機関と の連携強化
患者が住み慣れた地域で医療や介護を 受けながら 自分ら し い生活ができ る よう 、 急性期医療の提供を 通じ て、 地域の医療・ 介
護・ 福祉関係者と 連携し 、 患者と その家族等を 支援するなど、 地域包括ケアシステムを 推進するこ と が望まれる 。
・ Ｄ Ｘ の推進
業務の抜本的な見直し や効率化を 図る と と も に、 医療機能や患者サービ スの向上、 職員の働き 方改革等につながる 医療Ｄ Ｘ を推
進する こ と が望まれる。
・ 情報セキュ リ ティ 対策
近年、 国内外の医療機関を 標的と し た、 ラ ン サムウェ アを 利用し たサイ バー攻撃によ る 被害が増加し ており 、 万全の情報セキュ
リ ティ 対策を 講じ る こ と が望まれる。

・ 中央市民病院においては神戸市イ ンフ ルエンザ等対策病院連絡協議会に毎回出席し 、 市内の主な病院、
関係機関と 平時から 有事に備えた。

・ 外部講師による他病院の実例等を踏まえたセキュ リ ティ に関するセミ ナーを開催すると と も に、 システ
ム・ 医療機器等の外部接続状況の把握と ネッ ト ワーク につながっ ているすべての機器等を管理するための
調査を実施するなど、 サイ バー攻撃対策に関する状況確認及び対策への取り 組みを進めた。

・ 中央市民病院、 西市民病院、 西神戸医療センタ ーは地域医療支援病院と し て、 各病院の役割に応じ た患
者の紹介・ 逆紹介を行う と と も に患者が安心し て地域で療養でき るよう に、 地域の在宅診療医や介護施
設、 訪問看護ステーショ ン等と の顔の見える連携を強化し た。

・ 機構統一の電子決裁・ 文書管理システムを導入すると と も に、 各病院において、 病床管理システム、 タ
ブレッ ト 問診、 電子カ ルテへの音声入力システム、 事務処理自動化ソ フ ト （ Ｒ Ｐ Ａ ツール） の導入などを
進めた。
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